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サーキュラーエコノミーとは

サーキュラーエコノミー（CE）とは、廃棄物の発
生を最小化しながら資源を長期間循環させて利用す
る経済システムである。従来の「生産・消費・廃棄」
という一方向型の経済から転換し、資源の再利用・
再資源化を通じて持続可能な社会の実現を目指す概
念である。

食と農の領域は、食品や農業の生産・加工・流通・
消費の過程で生じる副産物や食品残渣などの資源を
循環利用し、資源効率の向上と環境負荷の低減を両
立させる食料システムの構築が求められている重要
な分野である。

フードテックとは

フードテックとは、食料の生産から製造・加工、物
流、小売・外食、調理、廃棄物処理に至るまでの食の
サプライチェーン全体において、バイオテクノロジ
ー、AI、IoT、ロボティクスなどの先端技術を活用す
ることで新たな価値を創出するイノベーション領域
である（図表1）。

農業・食品産業は、農業人口の減少や高齢化、世界
的な食料需要の増加、タンパク質危機、食料安全保
障、栄養の偏り、食品廃棄物、家畜由来の温室効果ガ
ス排出、水産資源の乱獲など、多くの社会課題を抱え
ている。こうした課題の解決とSDGs（持続可能な開

図表1 農業・食品産業が抱える社会課題とフードテックの貢献

出所：筆者作成

フードテックとサーキュラーエコノミーを通じた
サステナビリティへの貢献

【プロフィール】 京都大学大学院 農学研究科修了 修士（農学）、2008年 東レ株式会社入社、2015
年 株式会社東レ経営研究所へ出向、2022年 現職

【専門分野】 サーキュラーエコノミー／サステナビリティ／フードテック
【資　格】 日本証券アナリスト協会認定アナリスト（CMA）
【主な著作】 「サーキュラー・エコノミー時代のビジネス戦略」「フードテックが生み出すバイオエコ

ノミーの新潮流」「食のサーキュラーエコノミー実現に欠かせないフードテックの役割」ほか多数

株式会社東レ経営研究所 シニアアナリスト 川野 茉莉子 氏
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発目標）の達成に向けて、フードテックを活用したサ
ステナブルな食料システムの構築が期待されてい
る。

日本政府は2025年、「日本成長戦略本部」において
フードテックを17の戦略分野の一つとして位置づ
け、今後の経済成長と社会課題解決を両立する重要
な産業分野として推進していく方針を示した。背景
には、食料安全保障の強化や持続可能な食料システ
ムの構築に向け、技術革新を通じた農業・食品産業
の構造転換が不可欠であるとの認識があるととも
に、その実装が急務となっている。

食品廃棄物問題と資源循環の必要性

食品産業が直面する深刻な課題の一つが食品廃棄
物の問題である。WWF（世界自然保護基金）によれ
ば、世界では年間約25億トンの食品廃棄物（収穫ロ
スや製造・加工・調理等の工程で副次的に発生する
不可食部を含む）が発生しており、これは世界で生産
された食品の約40％に相当すると推計されている。

食品廃棄物は焼却処分に伴いCO₂を排出するなど
環境負荷が大きく、IPCC（気候変動に関する政府
間パネル）によれば、食品廃棄物に由来する温室効果
ガス排出量は世界全体の総排出量の約8 ～ 10％を
占めると報告されている。

また、食品廃棄は生産・加工・流通の過程で投入
された水、土地、エネルギー、労働力などの資源を無
駄にすることにもつながる。特に食料やエネルギー

を輸入に依存する日本においては、食品廃棄物の削
減と資源循環を実現する食と農のCEの構築が、食
料・資源安全保障の観点からも喫緊の課題である。

食と農のCEとは

筆者が考える食と農のCEの概念図を図表2に示
す。この循環の実現において重要なのが、CEの原則
である「製品やサービス設計の段階で廃棄物や汚染
を出さないデザインをすること」に基づき、農作物や
食品の生産・加工の段階において副産物が生じず可
食率の高い「廃棄物を出さない設計」を行い、食品廃
棄を未然に防ぐことである。次に、サプライチェーン
の上流段階から食品廃棄物を削減することが求めら
れる。これらを総じて、第1のアプローチ「食品廃棄
物の削減」とする。

そして第2のアプローチとして、発生した食品廃
棄物を消費・有効活用する「食品廃棄物の再資源化」
が求められる。再資源化は、①食材として再利用、②
生産工程で燃料や肥料として再利用、③食材以外の
原材料として再利用、の3ステップで順に検討・実
施することが望ましい。

上記2つのアプローチに関連して、生産～加工～
販売～消費の過程で様々なフードテックを用いた具
体的な取り組みが加速している。

（１）食品廃棄物の削減

第1のアプローチ（図表3）において最も重要とな

図表2 食と農のサーキュラーエコノミー概念図

出所：筆者作成
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るのが、生産や加工の段階で「廃棄を出さない」設計
を行うことである。食品廃棄物を生み出さない生産
手段として、昆虫食や細胞性食品、精密発酵による代
替タンパク質開発が挙げられる。コオロギや蚕の可
食部率はほぼ100%で、畜肉の可食部率40%程度に
対して極めて高く、無駄なく食せる高栄養価・高タ
ンパクの優れた食材といえる。一方、細胞性食品（い
わゆる培養肉）は、畜肉から採取した特定の細胞をバ
イオリアクターで培養し、細胞を分化させることで
赤身や脂肪など特定の部位を選択的に作り出すこと
が可能であり、米国やシンガポールなどでは商業販
売が開始している。また、微生物に特定の遺伝子を組
み込んで特定の生体分子を生産させる精密発酵は、
乳製品代替や機能性タンパク質の生産に活用されて
おり、欧米ではスタートアップが大手食品メーカー
と提携し市場投入を進めている。こうした新技術は、
環境負荷の低い新たなタンパク質の生産手法として
注目されているが、消費者のニーズに合わせて必要
な部位・製品を生産でき、皮や骨など畜産で生じる
副産物が発生しないという観点から、廃棄物の削減
にも繋がると期待される。

また、食品加工においては野菜の芯や皮、種など廃
棄される部位も用いて食品を製造する取り組みも見
られる。

さらに、食品廃棄物の発生抑制・削減に向けて、生
産・加工・販売・消費の各段階で様々なフードテッ
クが活用される。中でも、食品廃棄物の発生抑制に向
けては、データの活用が重要なカギを握る。IoTを活
用して各種データを収集し、AIを活用して収量や需
要を分析・予測し、生産量や出荷時期を調整するこ
とで過剰生産や売れ残りを解消する、IoTを活用し
て食品の鮮度を可視化し、鮮度に合わせた値付けを
行うダイナミックプライシングなどの取り組みが進
められている。また、家庭用には食材を管理するIoT
冷蔵庫などのスマート家電も商品化されている。

（２）食品廃棄物の再資源化

第2のアプローチ「食品廃棄物の再資源化」（図表
4）では、CEの原則に基づき、より内側の循環ループ
から順に、以下の3ステップで検討することが望ま
しい。

第一に、まだ食べられるのに捨てられてしまう食

図表3 食品廃棄物の削減に資するフードテック
目的 サプライ

チェーン フードテック 内容

廃
棄
物
を
出
さ
な
い
設
計

生産

細胞性食品
（培養肉、培養シーフード）

食用となる必要な部位のみを生産
骨、皮などが発生しない
畜産が不要

精密発酵
（培養ミルク、培養卵等）

特定の遺伝子を挿入した微生物の発酵で目的物を直接生産
畜産が不要

昆虫食 家畜と比較して昆虫は可食部が多い
食品廃棄物を餌に飼育可能

加工 食材全て加工 野菜の芯や皮、種など廃棄される部位も用いて食品加工

食
品
廃
棄
物
の
発
生
抑
制

生産
農作物の収穫・収量予測 AI 収穫予測に基づく収穫ロス・作物廃棄の削減
植物工場・陸上養殖 生育状況に合わせた環境制御による生育安定化・収穫コントロール

加工

食のパーソナライズ化 個人の嗜好や健康データなどに合わせた食品やレシピの提案。少量生産、必要量の消費
3D フードプリンタ― 必要な時に必要なものを必要な場所でつくるオンデマンド生産

容器包装の高機能化 常温で保存可能な無菌包装技術、発酵シートを用いた肉や魚の熟成による賞味期限の延長、可食性のコー
ティング剤・フィルム等

販売
需要予測 AI 気象情報・販売実績に基づく需要予測。過剰生産、返品、在庫、売れ残りを解消
ダイナミックプライシング 食品の鮮度に連動した値付けで売り切りを促進

消費 スマート家電 重量を検知するプレートやカメラで冷蔵庫内の食品の在庫管理や発注を自動化。消費期限が近づくと通知

出所：筆者作成

図表4 食品廃棄物の再資源化に資するフードテック
ステップ フードテック 内容

①
食材として

再利用

フードシェアリング 飲食店などで売れ残った料理・食材情報をアプリなどで掲載、消費者とつなぐ

廃棄食材レストラン スーパーや農場などで発生した廃棄直前の食材を低価格で調達し、シェフがその日事にメニューを立案、調理

3D フードプリンタ― 廃棄食材を原料にデザイン性の高い食品や食品容器などへ加工

アップサイクル
廃棄予定のパンを発酵させたビールや、コーヒーかすを発酵させた菓子、酒粕を発酵・蒸留させたクラフトジ
ンなどのアップサイクル食品
野菜の端材などを乾燥殺菌装置を用いて粉末加工

②
生産工程で

再利用

飼料化 乾燥処理や液状混合処理によって豚・鶏など家畜用の飼料を生産

堆肥化 好気性微生物によって有機物を分解し発酵、熟成して堆肥を生産

メタン発酵 嫌気性プロセスでメタンガスを含むバイオガスを生成し、熱源や電力に変換

バイオディーゼル燃料（BDF） 菜種油など植物由来の廃食用油をメチルエステル化した軽油代替燃料

③
食品以外で

再利用
アップサイクル 発酵・蒸留技術を用いてフードロスや規格外農産物をエタノールや化粧品原料など高付加価値製品へと変換

廃棄される非可食米を原料としたバイオマスプラスチック

出所：筆者作成
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品ロスを対象に、①食材として再利用することが最
優先の取り組みである。近年、飲食店等から出る廃棄
直前の食品と購入希望者とをマッチングさせるフー
ドシェアリングが国内外で広がりをみせている。さ
らに廃棄食材を加工材料としてアップサイクルする
取り組みも注目される。アップサイクルとは、捨てら
れるはずの廃棄物を高付加価値製品へとアップグレ
ードすることを意味し、「創造的再利用」とも呼ばれ
る。国内のアップサイクル食品の事例として、廃棄予
定のパンを発酵させたビールや、コーヒーかすを発
酵させた菓子、酒粕を発酵・蒸留させたクラフトジ
ンなどが商品化されている。また、野菜の端材などを
独自開発の乾燥殺菌装置を用いて粉末に加工する
ASTRA FOOD PLANは、注目のベンチャー企業であ
る。

次に、食と農の循環に貢献する②生産工程での再
利用の取り組みとして、食品廃棄物の堆肥化、飼料化
に加え、メタン発酵によるバイオガスへの転換や廃
食油からのバイオディーゼル燃料（BDF）への転換が
進められている。また、代替タンパク質としての昆虫
や藻を飼育・培養する過程で食品廃棄物を資源とし
て活用する、循環型の飼育方法も注目される。

そして、③食品以外で再利用する取り組みでは、食
品に関連する未利用資源をプラスチックや建材、化
粧品や日用品などへとアップサイクルする動きが急
速に広がっている。独自の発酵・蒸留技術を用いて
食品ロスや規格外農産物などをエタノールや化粧品
原料など高付加価値製品へと変換するスタートアッ
プのファーメンステーションは、海外での注目度も
高い。同社は、発酵残渣などの固体成分も捨てること
なくエキスや飼料としてカスケード活用し、ブラン
ド化に繋げるなど資源循環の輪を広げている。

課題と今後の展望

食と農のCEの実現に向けては、フードテックの活

用が大きな可能性を有する一方で、制度・技術・市
場の各側面において依然として課題が残されている
（図表5）。

まず、細胞性食品や精密発酵などの新興技術につ
いては、国内におけるルール形成と社会受容の確立
に向け、安全性評価や食品表示など制度設計に関す
る官民の議論を加速し、技術革新と消費者信頼の両
立を図る必要がある。また、コスト面も普及の障壁と
なるため、価格低減に向けた技術開発や制度的支援
が求められる。

また、サプライチェーン全体でどのような食品廃
棄物や未利用資源がどの程度発生しているのかに関
する定量的なデータは十分に整備されていない。AI
やIoTを活用した需要予測やデータ連携基盤の構築
により資源発生量の可視化を進めるとともに、再資
源化技術やビジネスアイデアを有する企業とのマッ
チングを促進する仕組みの整備や制度的支援が求め
られる。加えて、食品資源の特性上、鮮度や温度管理
に伴うコストが高いことから、コールドチェーンや
トレーサビリティの強化、加工・発酵技術による高
付加価値化も重要となる。

さらに、食と農のCEを構築する上では、サプライ
チェーン間の連携に加え、地方自治体と民間企業、研
究機関の連携が不可欠であり、既存農業との補完関
係や役割分担の明確化も重要となる。一次産業が盛
んな地方には、活用可能な未利用資源や副産物が豊
富に存在するとともに、醸造や発酵などの伝統的な
食文化や技術が受け継がれている。こうした地域資
源をフードテックと組み合わせて高付加価値化し、
地域の特色ある新たな産品やエネルギーとして活用
することで、地域資源の循環と新たな資源開発の好
循環が生まれる。こうした地域発の循環モデルを広
げていくことが、日本のフードテックおよび食料・
資源分野の競争力を高め、農業・食品産業のサステ
ナビリティの向上、さらには持続可能な食料システ
ムの構築につながるであろう。

図表5 食と農のサーキュラーエコノミー実現に向けた課題とアプローチ
課題 アプローチ

新興フードテック（細胞性食品・精密発酵等）の制度・社会受容の未整備 安全性評価・表示ルール等の制度整備および官民連携によるルール形成

食品廃棄物・未利用資源の発生量に関するデータ不足 AI・IoT 等を活用したデータ基盤整備による資源発生量の可視化

食品廃棄物・規格外品の有効活用の不足 再資源化技術の開発および未利用資源のマッチングプラットフォーム構築

生産コストの高さ 生産技術の高度化・量産化によるコスト低減、補助金制度

食品資源の鮮度・品質維持に伴う物流コスト コールドチェーンやトレーサビリティ技術の高度化

未利用資源の付加価値化の不足 発酵・醸造等の伝統技術とフードテックの融合による地域未利用資源の高付加価値化

技術の社会実装・事業化の難しさ 産学官連携による研究開発推進および生産スケール最適化

新たな食品・技術の市場形成の遅れ グリーン調達やインセンティブによる市場形成

新技術・新食品に対する消費者理解の不足 情報発信や表示制度を通じた消費者理解の促進

サプライチェーン・地域間の連携不足 自治体・企業・研究機関をつなぐ連携プラットフォーム構築

出所：筆者作成
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食品業界の主な取り組み

2000年度に年間980万トンあった食品ロスは、
2022年 度 に472万 ト ン と 半 減、SDGs12.3の 目 標
「2030年までに50%削減」を8年前倒しで達成した。

3分の1ルールの緩和

1990年代に大手スーパーが始めた商慣習「3分の
1ルール」により2013年頃には年間1,200億円以上
の損失が発生していた。現在、年間400億円程度まで
削減している。

賞味期限の延長

製造方法や容器包装の改良など、メーカーの努力
により賞味期限が延長されている。最近では複数の
企業が牛乳の賞味期限を延長、ある商品では90日だ
った賞味期限が120日に延長された。

賞味期限の大括り化

賞味期間が3カ月以上なら日付を省略できるため
「賞味期限の大括り化」すなわち年月表示や旬表示
が広がっている。清涼飲料水業界は2リットルのペ
ットボトル水に関し、2013年5月から年月表示へ
順次切り替えた。精米年月日を表記していたコメは、
2020年3月27日から精米時期の旬表示が増えてき
た。年月表示化では半端な日付を切り捨てるため、政

府は1カ月以上賞味期間を延長した上での大括り化
を推奨している。

需要予測精度の改善

気象情報やAIの活用で需要予測精度を高める取り
組みが進んでいる。大手豆腐メーカーの相模屋食料
は、日本気象協会のデータを活用し「寄せ豆腐指数」
と名付け30%の食品ロスを削減した。

政府の主な取り組み

食品業界の取り組みと重複するが、政府の主な取
り組みについても見てみよう。

食品廃棄削減のための商慣習検討
ワーキンググループ

農林水産省と流通経済研究所および食品業界は、
3分の1ルールなど商慣習を改善するためのワーキ
ンググループを2012年10月から進めてきた。

余剰食品寄付の推進

政府は食料支援団体への助成金制度を提供してき
た。2018年、事業者がフードバンクなどに寄付した
場合に全額損金参入できる制度を農林水産省と国税
庁が導入した。

食べ残し持ち帰り推進

2017年5月、消費者庁・環境省・農林水産省・厚
生労働省は、食べ残し持ち帰りの留意点に関する通

食品ロスの削減に向けて

食品ロスは年間4兆円の経済損失をもたらし、環境や社会への影響も甚大である。筆者は食品メ
ーカーの広報室長を務めていた2008年、米国本社からフードバンクを紹介され食品の寄付を始め
た。その後、誕生日に東日本大震災が発生。支援食料を届けられないもどかしさから退職し独立。
3年間フードバンクの広報責任者を務めた後、啓発活動を続けている。2016年に国会議員と7回講
演巡業したことで法律制定の動きができ、2019年「食品ロス削減推進法」が施行された。

株式会社office 3.11代表・食品ロスジャーナリスト 井出 留美 氏

賞味期限の年月日表示（左）賞味期限を大括り化した年月表示（右）
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知を発表、2023年12月には消費者庁と厚生労働省
が「食べ残し持ち帰り促進ガイドライン」を発表し
た。2020年に環境省のドギーバッグ愛称コンテス
トで最優秀賞を受賞した「mottECO（モッテコ）」の
普及が進められている。

賞味期限の愛称

消費者庁は2020年、賞味期限の愛称・通称コンテ
ストを実施、筆者も審査員として参加し、最優秀賞に
「おいしいめやす」が選ばれた。

備蓄の寄付

各府省庁の災害備蓄品は、賞味期限前に入れ替え
し、古いものを廃棄していた。2020年、農林水産省
が財務上の手続きをした後、食料支援団体への寄付
を始め、他の府省庁も追随した。今では農林水産省の
公式サイトに「国の災害備蓄食品ポータルサイト」が
掲載され、食料を必要とする組織が申請できる。

経済損失と環境負荷の数値化

政府は食品ロスの重量の推計値のみを発表してき
た。しかし英国では食品ロスによる経済損失と環境
負荷を数値で発表しており、筆者は同様のことを政
府のヒアリングや記事で提案してきた。2024年に
政府が初めて食品ロスの経済損失と環境負荷を数値
化して発表した。

食品ロス問題における課題とは

■ 商慣習
2025年、公正取引委員会は、食品業界の商慣習の

うち、一部の事業者で独占禁止法の優越的地位濫用
の恐れがあると発表した。「欠品ペナルティ」も商慣
習に含まれ、欠品すると取引停止されることもある。
東日本大震災の時ですら「モノ持って来い」と言われ
た事例もあった。
■ コンビニ会計

2020年9月2日、公正取引委員会は、大手コンビニ
1店舗あたり年間468万円（中央値）の食品を廃棄し
ていると発表した。背景には「コンビニ会計」という
大手コンビニ特有の会計システムがある。売れ残っ
た商品の仕入れ値を原価に含ませない。店舗が売れ
残り処理費を負担するが、売れ残りが無かったこと
にして計算するため、本部は廃棄損をほぼ負担せず、
店舗が損を被る。本部が店舗の契約を握っているた
め廃棄が減りづらい、値引きより廃棄した方が本部
の取り分は多いため、スーパーより値引き率が低い
傾向は否めない。
■ 賞味期限

賞味期限の延長や大括り化が進む一方、缶詰など

3年以上賞味期間のあるものでも日付表示する製品
がある。コメは精米して1カ月強で商品棚から撤去
され、処分される。
■ 食料寄付の際の免責

米国では「善きサマリア人（びと）の法」（免責法）に
より善意の寄付で万一事故があっても責任を問われ
ない。日本には免責法がないため企業の寄付が進み
づらい。
■ 家庭系食品ロス

事業系由来の食品ロスは2022年度に半減目標を
達成したため、政府は「60%減」に目標を修正した。一
方、家庭系は目標を達成していない。
■ 季節商品

季節商品はロスが出やすい。筆者は2019年から恵
方巻の売れ残り調査を毎年実施してきた。2024年
にはBBCが筆者の取り組みを取材し記事に掲載され
た。2026年は北海道から沖縄まで53名が参加し大
手コンビニ373店舗を調査した。

今後の展望

2021年8月、世界気象機関は「世界の気象災害が
過去50年で5倍に増加し、経済損失は3兆6,400億ド
ル」と報告した。気候変動の要因の一端が食品ロスに
あることはあまり知られていない。世界の食料シス
テムに起因する温室効果ガスは全体の30%以上を占
めている。食料生産には飲み水の500倍もの水資源
が使われている。経済・環境・社会に甚大な影響を
与える食品ロスの削減は食品業界の責務であり、喫
緊の課題である。

4兆円の経済損失を引き起こす食品ロスを減らす
ことで教育や医療、福祉、雇用に税金を充当できる。
企業が食品ロス削減に1ドル投資することで、さま
ざまな面で14ドルのリターンを得られるとの試算
もある。ある食品小売店では廃棄率を0.4%減らした
だけで8億円ものコスト削減を実現した。食品ロス
削減で企業は利益率を上げることができるのだ。

筆者調査による大手コンビニ3社の、節分の夜の恵方巻売れ残り
金額（2024-2026）
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国内ヘルスフード科学の幕開け

「ヘルスフード科学」を大学院の講座名に日本では
初めて採択されて、2002年に東京海洋大学（当時は
東京水産大学）に寄附講座として設置された。筆者
は、「食による予防医学」をライフワークとし、客員教
授として赴任し活動を始めたが、まだ健康食品のイ
メージが悪い時期であった。そこで、世界ではすでに
使われていた「ヘルスフード」という言葉をつかうこ
ととし、筆者のなかでは「機能性食品」のイメージで
研究と学生への指導を始めた。

ヘルスフードを予防医学に取り入れる

当時（2002年〜 2014年）のヘルスフード科学の
方向性は下記の通りであった。
①悪くなった病気を治す「治療医学」よりも、病気

になる時期を遅らせる「予防医学」であり（図
１）、健康寿命を平均寿命に近づける予防医学的

な「知的生活習慣」や「知的食生活」を必要とす
る。

②ヘルスフードとは、食品の三次機能に分類され
（図２）、六大栄養素では不足となる「予防医学」
に必要な栄養成分をさす。現代社会を背景に、予
防医学的に一般食生活に取り入れられるべきも
のがこの「ヘルスフード」であり、その条件とし
て、Evidence（科学的な有効性が証明されるこ
と（Evidence Based）、Safety（安全であるこ
と）、およびMechanism（作用メカニズムが解
明または推定されていること）を満たすことで
ある。

③ヘルスフードの機能は、ヒトの「体・脳・心の健
康」に資する事であり、「食による予防医学」を目
標として疾病発症を未然に防ぐ事がミッション
である。

④実験研究手法として、学生各人が天然物由来の
試験サンプルから得られた抽出物（エキス）を用
いて、動物（ラット・マウス）実験にてその機能

ウェルビーイング（Well-being）の視点に
おける「ヘルスフード科学」について

【略歴】1972年 京都大学・工学部・工業化学科（福井三郎教授）卒業、1973年(株)ヤクルト本社・
中央研究所入社、微生物生態研究室勤務、1986年 (財)相模中央化学研究所入所（主席研究員）、
1989年 東京大学より農学博士号を授与される、2000年 湘南予防医科学研究所設立（主宰）2002
年 東京水産大学大学院（現東京海洋大学大学院）水産学研究科、ヘルスフード科学（中島董一郎記
念）寄附講座（客員教授）、2012年 東京海洋大学特定事業「食の安全と機能（ヘルスフード科学）に
関する研究」プロジェクト（特任教授）、2014年 早稲田大学ナノ理工学研究機構 規範科学総合研
究所 ヘルスフード科学部門 研究院教授、2019年 早稲田大学ナノ・ライフ創新研究機構 規範科
学総合研究所 ヘルスフード科学部門 部門長

矢澤 一
か ず な が

良 氏
早稲田大学 ナノ・ライフ創新研究機構

規範科学総合研究所 ヘルスフード科学部門 部門長

図1 図2
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性を検討する。試験サンプルとは日本各地に研
究室から飛び出てその地方に特有の植物（海藻
を含めて）やキノコなど菌類をサンプリングに
行き（学生はそれを楽しみにしていた）。そして
抽出エキスをマウスに経口投与して機能性を検
討する。実験マウスは約10種類の病態モデル
（血中コレステロール値上昇の抑制、血中中性
脂肪値上昇の抑制、体脂肪蓄積の抑制、血糖値上
昇の抑制、肝障害の抑究、骨量減少の抑制、関節
炎の抑制、持久力の増強、血圧の調整、前立腺肥
大の抑制、抗酸化食品成分…など）を研究室とし
て保有しており、学生たちはそのいずれかの動
物実験系の技術を研修・習得し、自身で採取し
てきたサンプルをアッセイにかける。

⑤教育としては、新規成分・新規機能が見出され
た場合には（それが修士・博士論文となる）、ま
ずは特許申請をさせる（明細書の書き方を教え
て、特許庁に申請に行かせる）こと、学会発表す
ること、そして論文を学術誌に投稿することを
義務付けた。
以上のような研究室の方向性は主として、ウェル

ビーイング（Well-being）視点での身体的健康（Physi
cal Health）機能に関わる研究・開発であった。

世界最大規模の食品展示会へ

2002年度からは、学生たちの視野を広げる目的
で、世界最大規模の食品展示会である「Natural Prod
ucts Expo West in Anaheim」に８名の学生を選抜し
て毎年、海外研修を行った。

同展示会は、カルフォルニア州アナハイム市で毎
年３月に開催され、最新の情報が集まる巨大な展示
会（日本で開催される展示会の10倍規模を想定して
欲しい）だ。この研修では、寄附講座のスポンサー企
業に費用の半分を負担していただいた。

参加希望の学生は面接で選抜後、９月から英会話
の特訓（英語教員の協力）と学生が自身で調査したい
テーマに関して事前調査を行い、２週間ごとに調査
結果の披露を義務付けている。３月の実際のNPEX
会場での調査結果も、日々の終わりにホテルロビー
のソファがあるところで成果を発表させた。５時か

ら10時ころまでかかるが、それから皆で外に出て夕
食となる。これを正味３日間ぎっしり勉強をするだ
けではなく、市中に出て（貸し切りマイクロバス移
動）サプリメントショップのGNC、CVS、Vitamin 
Shoppe や大きなスーパーのWhole Foods Market 
などにも調査に行った。

精神的健康に社会的健康の概念を付与

帰国後１週間以内に調査結果のレポート提出をさ
せて、冊子にまとめた。ちょうどその頃から米国でも
メンタルヘルスの問題が大きく取り上げられて、「ム
ードフード（Mood Food）」という分野が出てきた。
2015年ころのことだ。

それをいち早く日本において、セミナーなどで取
り上げた。そして、その頃からウェルビーイング
（Well-being）の精神的健康（Mental Health）の重要
性が認識されるようになってきた。

その後、社会的健康（Social Health）の概念を付与
したという経過がある（図３）。抗加齢医学における
フレイル予防の概念の中で「社会的フレイル」の問題
が浮かび上がったのも呼応した形である。

以上がヘルスフード科学研究からウェルビーイン
グ（Well-being）への道のりであり、現在ではフロー
リッシング（Flourishing）というウェルビーイング
の概念に「生きがい」などが組み込まれた新たな幸福
度を得ることを目標とした生き方が推奨されてきて
いる。

【主研究テーマ】1.予防医学的食品・医薬品素材に関する研究、2.海洋資源の有効利用に関する研究、3.天然物の生理活性成分の探索
と薬理学的研究、4.微生物の新しい機能の探索に関する研究

【受　賞】 （DHA/EPAに関する研究の功績に対する評価による）・1994年 日本脂質栄養学会より学会賞「ランズ産業技術賞」を授与され
る。・2006年 マリンバイオテクノロジー学会より学会賞「岡見賞」を授与される。

【学術活動・社会活動】 熊本保健科学大学（客員教授）、中国瀋陽薬科大学（客員教授）、日本脂質栄養学会（評議員・理事）、日本機能性食
品医用学会（理事）、マリンバイオテクノロジー学会（理事）、日本臨床栄養協会（名誉会員）、アスタキサンチン研究会（世話人）、日本アン
トシアニン研究会（会長）、（一社）ウェルネスフード推進協会（理事長）、日本黒酢研究会（会長）、クリルオイル研究会（会長）、ヒアルロン
酸機能性研究会（会長）、ノビレチン研究会（会長）、パラミロン研究会（会長）、など

【主な著書】 「マリンビタミン健康法」：現代書林 (1999)、「ヘルスフード科学講座」：食品化学新聞社(2007)、「アスタキサンチンの科
学」：成山堂（2009）、「マリンビタミンで奇跡の若返り」：PHP研究所 (2010)、「機能性おやつ」：扶桑社（2012）など（全著書120冊以上）

【学術論文】 全論文150報以上、特許出願：300件以上

図3
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「サステナビリティは事業そのもの」―。この認識は、この5年で着実に広がりました。温室効果
ガス（GHG）削減、容器包装の見直し、資源循環、農業支援、地域との共生、人財の多様性と働きが
い。食品・飲料各社の取り組みは、もはや付加的な活動ではなく、事業そのものを前へ進める力にな
っています。
一方で、取り組みが進むほど、コスト増や制度面の不備、生活者への伝え方の難しさといった新た
な課題も見えてきました。ただ、それは裏を返せば、サステナビリティが“理念”ではなく“実装”の段
階に入ったということでもあります。今回の座談会では、日本の飲料・食品・外食の大手企業が集い、
各社の実践と課題、次の打ち手を率直に語り合いました。議論を通じて浮かび上がったのは、先進企
業だけが頑張る構図ではなく、行政、流通、サプライヤー、そして生活者まで含めた「全員参加」で、
より良い循環をつくっていく必要性です。食品・飲料業界が持つ生活者との接点の広さは、その前進
を後押しする大きな力になりそうです。
前回のサステナビリティ座談会は2021年に実施し、今回は5年ぶりの開催となりました。

サステナビリティ座談会
特 別 企 画 新 時 代 を 生 き 抜 く ア イ デ ア を

“価値に変える”段階へ、カギは「全員参加」

執行役員
コーポレートアフェアーズ統括部長 未来創造本部CSV戦略部長

企画部CSV推進室長

サステナビリティ推進部長

ネスレ日本

キリンビバレッジ

アサヒ飲料 伊藤園

嘉納 未來 氏

新谷 真介 氏

三浦 正博 氏 鈴木 和志 氏

サントリーホールディングス

平野 隆之 氏

サステナビリティ＆政策渉外部部長

日本マクドナルド

眞野 昌子 氏

代表取締役社長食品産業新聞社
菊池 美智世

参加者（順不同）

司　会

サステナビリティ経営推進本部
気候変動・循環経済統括部長兼
サプライチェーン本部イノベーション・開発本部部長
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※スコープ１＝自社が直接排出するGHG、スコープ２＝自社が間接排出するGHG、スコープ３＝原材料仕
入れや販売後に排出されるGHG。

この5年で各社のサステナビリティは
どう進化したか

Q1、この約5年間の貴社のサステナビリティ
の取り組みを紹介してください

嘉納氏　ネスレ日本では、2019年に社内でサステ
ナビリティコミッティが立ち上がり、事業部、調
達、製造、サプライチェーン、コミュニケーション
など、各ファンクション（部門）を横断してサステ
ナビリティを推進しています。この5年を振り返る
と、全社を挙げて、バリューチェーンのあらゆる段
階でサステナビリティの取り組みを進め、コミット
メントの達成に向け前進してきました。GHG（温
室効果ガス）排出量削減、包装材料のバージンプラ
スチック（新しく生成された未使用のプラスチック
原料）削減やモノマテ
リアル（単一素材）化
などプラスチックパッ
ケージをリサイクル可
能なデザインにするこ
とに取り組んできまし
た。

その一方で、国産コ
ーヒーの特産品化を目
指す「ネスカフェ 沖
縄コーヒープロジェク
ト」や、保護猫との新
たな出会いの場をつく
るネスレ ピュリナの「ネコのバス」など、日本の
コミュニティに貢献する独自の取り組みが着実に前
進しました。これら“いま花が咲いてきた取り組み”
も、この5年の大きな成果の一つだと思います。さ
らに、「ネスカフェ ボトルコーヒー」に、2026年3
月からリサイクルPET素材100％のボトルを採用し
たことも、大きなマイルストーンです。

平野氏　サントリーでは大きく「水」「GHG」「プ
ラスチック」の3領域で取り組みを進めています。
水については、水源涵養活動「サントリー天然水の

森」が5年前の21か所
から16都府県27か所ま
で広がりました。自分
たちが使う分以上の水
を、しっかり自然にお
返しするという考え方
です。加えて、「水育」
も長く続けてきまし
た。これは水を守るこ
との大切さを伝える環
境教育プログラムで、
い ま で は 世 界9カ 国、
累計179万人超に広が
っています。

GHGでは、2019年比で2030年までにスコープ※1・
2を50％、スコープ1 〜 3全体で30％削減する目標を
掲げています。現場での省エネや再生可能エネルギ
ー電力への切り替え、物流効率化、モーダルシフト
（環境負荷の低い輸送手段への転換）、再生農業な
ども進めています。プラスチックは、ペットボトル
において、水平リサイクル（使用済み製品を回収
し、同じ種類の製品や用途に再生するリサイクル）
や、植物由来素材の活用を進め、新規化石由来以外
の素材使用率を5年前の29％から62％まで高めまし
た。

新谷氏　キリンビバレッジでは、CSV（共創価値）
の考え方のもとで「健康」「コミュニティ」「環境」
の3領域に取り組んできました。健康領域では、「免
疫ケア」や「おいしい無糖」などの商品を通じて、
お客様の健康維持と事業成長の両立を図ってきまし
た。単なる啓発にとどめず、商品そのものを通して
健康価値を届けるところまで進めてきたのが特徴で
す。

また、コミュニティ領域では、営業現場が商品の
説明だけでなく、免疫という考え方自体も伝えるよ
うな活動を積み重ねてきました。環境ではフードウ

ネスレ日本

嘉納 未來 氏

今回の座談会ではまず、各社がこの5年間でどのようにサステナビリティを進めてきたのかを共有
しました。そこから見えてきたのは、各社とも取り組みの入り口は違っていても、いまではサステナ
ビリティを事業の中心に据えていることです。商品、調達、容器包装、地域、人財――。取り組みの
範囲は大きく広がり、実践の厚みも増してきました。

サントリーホールディングス

平野 隆之 氏
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ェイスト削減やリサイクルPET、サプライチェーン
全体でのGHG削減に取り組んでいます。紅茶領域
では茶葉農園支援を通じて、生産者のウェルビーイ
ング（身体的、精神的、社会的に満たされた良好な
状態）と安定調達の両立も進めています。
三浦氏　アサヒグループ全体では、サステナビリ
ティを経営の根幹と位置付けています。社会課題の
解決が利益の源泉になるビジネスモデルを作ってい
こうということです。アサヒ飲料としては、健康、
環境、地域共創の観点から取り組んでいます。2018
年からラベルレスボトル、2021年からシンプルエコ
ラベルを展開してきましたが、そこでは「環境で我

慢する」のではなく、
「楽で気持ちいい選
択」として提案するこ
とを意識してきまし
た。
2023年から「CO2を
食べる自販機」を展開
しています。日本には
約200万台の自販機が
あり、アサヒ飲料も約
24万台を持っていま
す。その一部にCO2の
吸収材を入れ、吸収し

たCO2を工業原料として活用します。2025年末に
5000台を突破し、2030年までに5万台を目指してい
ます。リサイクルPET比率も2025年に50％を超え、
2030年100％に向けて、ケミカルリサイクル（化学
的再生法）とメカニカルリサイクル（物理的再生
法）の両面で取り組みを進めています。
鈴木氏　伊藤園グループのミッションに「健康創
造企業」を掲げ、心身の健康、社会の健康、地球環
境の健康の3つを健康と定義しています。2025年4月

にマテリアリティを見
直し、推進していま
す。具体的な活動で
は、茶産地育成事業、
茶殻リサイクルシステ
ム、新俳句大賞、おい
しいお茶の淹れ方を伝
える活動など、長年取
り組んできたことがい
まのサステナビリティ
につながっており、社
員のDNAのようなも
のとして根づいている
と感じます。
もともと事業と密接に結びついた取り組みを続け
てきた結果が、改めてサステナビリティとして評価
されていることに、手応えと誇りを感じています。
眞野氏　日本マクドナルドでは、おいしさと笑顔
を地域のみなさまにお届けするため、「地球環境の
ために」「安心でおいしいお食事を」「働きがいをす
べての人に」「地域の仲間にサポートを」の4つをサ
ステナビリティの重点領域としています。特にこの
５年で大きかったのは、脱バージンプラスチックの
取り組みです。包材の素材変更、ハッピーセットの
おもちゃや本のサステナブル素材への切り替え、ス
トローレスリッド、サラダカップやマックフルーリ
ーのフタの紙化、レジ袋のバイオマス比率引き上げ
などが進みました。
また、マクドナルドには、私たちの仕事はハンバ
ーガービジネスではなく、ピープルビジネスという
考え方があり、22万人の多様なクルーが自分らしく
働ける環境づくりに力を入れています。髪色の自由
化は、ダイバーシティを重視した直近の象徴的な施
策のひとつです。

生活者の認知拡大は
企業活動にどう影響したか

Q2、生活者のサステナビリティの認知は広が
りました。活動に影響していますか

平野氏　やはりペットボトルの分別意識は高まっ
ています。それは各社が努力してコミュニケーショ

ンしてきた結果でもありますし、行政からの期待も
大きいです。売り場でサステナビリティに関わる訴
求をしたいという相談も、流通から増えてきまし
た。　

司会　お客さんの意識が変わってきて、それによ

伊藤園

鈴木 和志 氏

ここでは、生活者の認知拡大が企業活動にどう影響しているかが語られました。各社が共通してい
たのは、分別や環境配慮への関心が確実に広がっている一方で、それをどう具体的な行動や選択につ
なげていくかが次の段階になっている、という認識でした。生活者の理解と参画が進む余地はまだ大
きく、そこに食品・飲料業界が果たせる役割も大きいことがうかがえました。

アサヒ飲料

三浦 正博 氏
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って流通の意識も変わり、提案が受け入れられやす
くなってきたということですね。
三浦氏　皆さんおっしゃる通りで、自治体などと
協定するときも、分別意識の高まりは感じます。た
だ、リサイクル材を使ったペットボトルでは、口部
の見え方などでお客様が違和感を覚えることもあり
ます。良いことをやっていても、それがそのまます
べて受け入れられるわけではありません。継続的に
理解を求めていくこと、技術開発を進めていくこと
が必要だと思います。生活者の理解が深まるほど、
技術の進歩も社会実装しやすくなりますので、この
両輪が大切だと感じています。
眞野氏　若い世代になるほどSDGsが浸透してい
ると感じており、コー
ヒーのレインフォレス
ト・アライアンス認証
やFSC認証、MSC認証
などパッケージ類につ
けているマークに気づ
いてくれています。マ
ークの意義を、当社の
クルーをはじめ若い世
代のみなさんに引き続
き丁寧に伝えていくこ
とは、働く場所として
の魅力を向上させてい
くことにつながると考えています。

お客様だけでなく、店舗で働く人たちも含めて関
心が広がっているのは前向きな変化だと思います。
新谷氏　若い世代の感度はかなり高いです。小学
生でもSDGs教育が進んでいて、企業の取り組みに
対してアイデアを出してくれることもあります。大
学でもサステナビリティのサークルが人気になって
います。ただ、意識が高いことと、環境配慮を理由
に商品を買うこととはまだ別で、いまはその過渡期
なのだと思います。
ただ、その過渡期にあるからこそ、業界側の伝え
方や商品提案の工夫によって、次のステップに進め
る余地があるとも感じています。
司会　大学生がそれだけ関心を持っているなら、
そういう意識を持ちながら仕事に取り組むことは大
事だと思います。企業の中でそれがいい形につなが
るといいですね。
嘉納氏　入社してくる若い世代は、サステナビリ
ティやCSV（共通価値の創造）への関心が高く、そ
うしたテーマについて質問されることも増えていま
す。新入社員研修においても、課題に対する提案に
は、サステナビリティの視点が見られます。一方
で、売上や利益といった面から、いかにサステナブ
ルなビジネスとして成立させていくかは難しい課題
です。それでも、社員やお取引先さまの中に、そう
した想いを自分の仕事と結びつけて考える人が増え
てきており、会社全体としても少しずつ変わってき
ていると感じます。

活動を進める上で、いま何が課題か

Q3、サステナビリティの活動を進めていく上
で、貴社の課題となっているものは

鈴木氏　やっぱり一番はコストです。ペットボト
ルの水平リサイクルもそうですが、やればやるほど
お金がかかります。それがそのまま商品価格に転嫁
できないというジレンマがあります。また、サステ
ナビリティ推進部門は実務部門を動かす立場ですの
で、各部署に理解してもらいながら進めていく調整
も大きなハードルになります。

ただ、裏を返せば、それだけサステナビリティが
本業の中に入ってきたということでもありますの
で、そこをどう前向きに解いていくかが重要だと思

っています。
嘉納氏　ネスレ日本の場合は、スイス本社の方針

をどう日本に翻訳し、ローカライズするかという課
題があります。世界と日本では事情が違いますの
で、日本にとって意味のあるテーマを見極めながら
進める必要があります。グローバルで決まっている
からそのままやる、では進まない場面もあります。
日本の現場で見えている課題を本社に共有しなが
ら、どこに注力するかを絞っていくことも重要にな
ります。

平野氏　嘉納さんのお話は非常に大事だと思って
いて、ヨーロッパは特に法律がどんどん厳しくな
り、規制も入っている。ただ、日本のペットボトル

議論が一気に熱を帯びたのがこのテーマです。各社とも、取り組みそのものには異論がない一方
で、現場では「やればやるほどコストがかかる」「それを価格に十分反映しにくい」「取り組む企業だ
けが負担を背負いかねない」という現実に直面しています。ただ、その議論は悲観論ではなく、ここ
から先は個社努力だけでなく、制度や市場のあり方まで含めて前向きに変えていく段階に入った、と
いう認識につながっていました。

日本マクドナルド

眞野 昌子 氏
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資源の循環は消費者も含めて皆で作り上げており、
世界でもトップレベルだと思います。たとえば、デ
ポジットリターンシステム（飲料購入時にデポジッ
トを徴収し、リサイクルのために容器が返却された
らデポジットを戻す方法）がないのに日本はきれい
な状態でペットボトルを回収できる（注；2024年度
の使用済みペットボトルの回収率は91.9％で世界ト
ップレベル）。ただ、そこから水平循環をさらに進
めるには行政も含めた仕組みづくりが必要になりま
す。ここで重要なのが「全員参加」です。やるメー
カーとやらないメーカーが出てきてしまうと、頑張
るメーカーが報われません。国や業界でやろうと決
めたことは、関わる全メーカーが取り組むという発
想が必要だと思います。
新谷氏　平野さんが

言った「全員参加」は
本当にキーワードだと
思います。消費者だけ
でなく、その間に流通
がいて、最終的なタッ
チポイントがありま
す。全部のバリューチ
ェーンが「これは価値
あるものだ」と共有し
ないと、社会価値が経
済価値につながらず、
システムは回りませ
ん。逆にいえば、そこがつながれば、業界全体とし

て前に進む余地は大きいと思っています。
三浦氏　もう一つの課題は、取り組みそのものが

正しく伝わらず、“SDGsウォッシュ”（ SDGｓに取
り組んでいるように見えるものの実態が伴っていな
いこと）のように見られてしまうことです。たとえ
ば「CO2を食べる自販機」で24万台のうち5000台と
いう規模感だけを見て、「もっとやれるのではない
か」と受け取られることもあります。ただ、実際に
は慎重に研究し、確認を取りながら進めています。
社会的な意味が大きい取り組みほど、見せ方を誤る
と逆効果になりかねません。中身を伴った形で丁寧
に伝えていくことが大きな課題だと感じています。 
眞野氏　私たちも、中長期の視点と足元の事業の

バランスをどう取るかが課題だと感じています。環
境対応でも、オペレーションに負荷がかかりすぎれ
ば続きませんし、価格転嫁も簡単ではありません。
環境を守る規制・制度や社会の期待と、収益を上げ
るための日々のビジネスの間にギャップを感じるこ
ともあります。サステナビリティを続けていくに
は、現場が無理なく回り、関係者が同じ方向を向け
る設計にしていくことが重要だと思います。
司会　まさにそこが一番難しいところだと思いま

す。トップランナーの企業がかなり工夫して、ボト
ルtoボトルや農園支援をやりながら何とか現在の価
格で出している中で、そうした取り組みが見えにく
い商品が価格的に優位に展開している時に、どのよ
うにお客様にその価値を認めてもらうのか。難しい
ですが、伝え続けることが大切ですね。

コスト増でも取り組みを進める理由と、
続けるために必要なこと

Q4、サステナビリティ活動はコスト増につな
がるものが多いですが、それでも取り組みを
進めている理由はなぜですか。続ける上で大
切なことは何ですか。

新谷氏　飲料や食品の事業そのものが未来にちゃ
んと持続可能なものにならないといけません。いま
コストがかかると言っていますが、逆にいえば、い
ま取り組まなければ将来もっと大きなコストになっ
て返ってくるのだと思います。未来に必要なものを

届け続けるために、いま資源循環や環境対応に取り
組む必要があります。

そう考えると、サステナビリティはコストである
と同時に、将来への投資でもあるのだと思います。

嘉納氏　ここが次のステージだと思っています。
これまでコミットメント達成に向けて取り組んでき
ましたが、それがお客様にとってどのような意味を
なすのか。食品はおいしさが一番の選択軸になりま
すので、サステナビリティだけでは人は動きませ
ん。どうやってお客様にとってワクワクするもの、

キリンビバレッジ

新谷 真介 氏

今回の座談会では、コスト増が避けにくい中でも、なぜ各社が取り組みを進めるのかという点も重
要な論点になりました。ここで共有されたのは、サステナビリティがもはや“やった方がいいこと”で
はなく、将来にわたって事業を続けていくために欠かせない条件になっているという認識です。同時
に、続けるためには生活者に伝わる価値へと変えていくこと、そして一社だけで背負わない仕組みづ
くりが大切だという考えも示されました。
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便利なものに変えていけるか。機能面だけでなく、
コミュニケーションで価値に変えることも課題で
す。それができれば、サステナビリティを商品価値
に翻訳し、選ばれる理由にもなっていくと思いま
す。また、最近は、情報の出し方そのものの重要性
も感じています。ヨーロッパでは、消費者が「一番
サステナブルな商品は何か」とAIに聞くと、一次情
報やプレスリリース、パッケージ上の認証マークな
どをもとに商品が推薦されるという話も出ていま
す。現在、日本では認証マークが必ずしも生活者に
強く響くとは限りませんが、AIがそうした情報を拾
い、商品のサステナビリティを判断する材料にな
る。だからこそ、一次情報をきちんと出していくこ
とは、これまで以上に大切になってくると感じてい
ます。
司会　「キットカット」の紙パッケージへの移行

は、手に取れるものとして分かりやすいですね。
嘉納氏　そうですね。頑張る人を応援する文脈

と、日本らしい折り鶴を重ねたコミュニケーション
がよかったと思います。ただ、お菓子は、見た目の
シズル感などを感じるパッケージが魅力的に見える
面もあり、もっともっと知っていただきたいと思っ
ています。また、「ネスカフェ ボトルコーヒー」に
リサイクルPET素材100％のボトルを採用したこと
については、見た目が大きく変わらないだけに、ど
う伝えるかは悩ましいですね。
司会　POPでリサイクル素材100％使用と打ち出

したら売れるのですかね。

平野氏　単純にPOPを付けただけでは変わらない
と思います。むしろ、それが価値あることだと皆が
理解し、広がっていけば、逆にそうでない方が目立
つようになって市場の意識も変わってくるのではな
いでしょうか。いま水平リサイクルは37％（2024年
度の市場実績）まできていますが、その比率をさら
に高めていくことが大事だと思います。
三浦氏　やはり手に取って飲んでいただく、触れ

ていただく機会をどんどん作らないと、メッセージ
は伝わりません。リリースや説明会だけでは生活者
と距離があります。われわれも「三ツ矢の日」や
「カルピスの日」などに店頭で直接お客様とお話し
しながら、伝えていく地道な活動を大切にしていま
す。
鈴木氏　三浦さんがおっしゃる通り、コミュニケ

ーションは大事です。当社も「日本茶の日」にお茶
の振る舞いを行いますが、伊藤園はドリンクの会社
というイメージが強く、急須で淹れるお茶のことは
知られていないこともあります。実際に飲んでいた
だくとおいしさに気づいていただけ、社員もお客様
と直接話すことで学ぶことがあります。生活者との
接点は、企業側にとっても発見の場になっており、
そこから次の提案が生まれる余地があります。
眞野氏　私たちもたくさんのキャンペーンをやっ

ていますが、お客様に喜んでいただけるのは、おい
しさだったり、お得さだったり、利便性だったりし
ます。でも、その中にサステナビリティのメッセー
ジも入れることを心がけています。
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「ストローレスリッド」も、環境にいいと強く言
うより、「おいしくごくごく飲める」ということを
主に伝えました。今までストローで飲んでいたもの
を、直接飲んでみたらもっとおいしい、という価値
に変換したのです。環境に配慮するために我慢する
のではなく、結果としてサステナビリティにもつな
がる、という形にできたことは大きかったと思いま
す。
新谷氏　環境をど真ん中に打ち出すというより、
ワクワクするとか、体験とか、リサイクルしたもの
の方がかっこいいとか、別の価値に変えていく発想
の方が伝わりやすいのではないでしょうか。
平野氏　その一方で、“グリーンウォッシュ”のよ
うに見えることに気を付けなくてはなりません。少

しだけバイオプラスチックを使っているだけでも環
境にいいと言えてしまうこともあるので表現のルー
ル化も必要だと思います。
三浦氏　続けていくためには、派手さよりも、確
かな中身と丁寧なコミュニケーションが必要だと感
じています。
平野氏　続けるためには、やはり「全員参加」の
仕組みが大事です。国や業界でやろうと決めたこと
は、みんなで取り組む。その条件が整えば、取り組
む企業だけが重い負担を抱える構図も変わっていく
はずです。
制度やルールを整えながら、皆で前に進める状態
をつくることが、継続の前提になると思います。

次の一手と協力の可能性

Q5、次の5年で取り組んでいきたいことは？
また、他の企業と協力できそうなことはあり
ますか。

嘉納氏　私たちはアップサイクルを推進する一般
社団法人にも参画をしていて、「ネスカフェ」や
「キットカット」の紙パッケージの回収とアップサ
イクルを進めています。ただ、循環経済は回収の仕
組みがなければ成り立ちません。小売店さまや卸店
さまにも共感いただき、店頭での回収にご協力をい
ただいていますが、それでもコスト面やオペレーシ
ョン面で壁があります。今年はまさに、循環する仕
組みを作れるかどうかの正念場です。

紙パッケージのように、素材自体は循環可能で
も、実際の回収拠点や回収動線、店頭オペレーショ
ンまで持続可能な設計をしなければ続きません。そ
こは個社だけでは限界があり、小売店さま、卸店さ
まや物流業界の協力が欠かせないと感じています。

平野氏　人は「なぜやるのか」が分かり、共感で
きると行動に移るのだと思います。だからこそ競争
する分野と協働する分野を切り分けて、協働すると
ころでは一緒に伝えていきたいです。競合も異業種
も一緒にいる場から、何かが生まれることが大事だ
と思います。

加えて、横の連携だけでなく、上流下流の連携も
大きいと思います。例えばプラスチックでいえば、

化学メーカーや石油メーカーのような上流のプレイ
ヤーは、新しい技術や素材の可能性を持っていて
も、生活者との接点は遠いです。逆に、飲料や外食
のようなBtoCに近い企業は生活者接点を持ってい
ます。そこがつながることで、技術が実装まで進み
やすくなると思います。

新谷氏　資源循環を社会インフラとして成り立た
せるためには、どのプレイヤーも、消費者も含めて
取り組まないと、自分たちが将来生きていけませ
ん。物流問題なども含め、メーカーだけではなく流
通も巻き込んだ形で考える必要があります。例え
ば、回収した資源をどう動かすのか、商品や資材を
どう効率よく運ぶのかといった課題は、1社単独で
は最適化しにくいです。だからこそ、流通や物流事
業者を含めた全体最適の議論が必要だと思います。

三浦氏　容器レスサーバーのような取り組みも、
環境にいいからというだけでは導入は進みません。
そこで誰かに会えるとか、会社に来たくなるオフィ
スになるとか、体験価値として評価されている面が
大きいと思います。環境価値と体験価値を両方提案
していくことが大事です。飲料業界では、サプライ
ヤーからのデータ取得フォーマット統一など、非競
争領域で協力できることも多いと思います。個社の
工夫だけでなく、共通基盤を整えることも大切で
す。 

鈴木氏　社内においては、サステナビリティが経

最後のテーマでは、これから各社がどこに力を入れていくのか、そしてどこで連携できるのかが話
し合われました。各社とも、競争するところは競争しつつも、物流や回収、資源循環、データ整備な
ど、非競争領域ではもっと協力できる余地があるとの認識で一致しました。メーカー同士の横連携だ
けでなく自治体や流通、さらに原料・素材メーカーまで含めた上下流の連携が重要だとの意見もあり
ました。
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今回の座談会では、各社の取り組みがこの5年で着実に進化してきたことがよく分かりま
した。一方で、サステナビリティを進める企業だけが負担を背負う構図では前に進みにくい
現実も共有されました。今回の座談会で改めて強く感じたのは、サステナビリティは一部の
先進企業だけが背負うものではなく、行政、流通、サプライヤー、生活者まで含めた「全員
参加」で初めて前に進むということです。これは非常に重要な指摘でした。
もう一つ大きかったのは、サステナビリティをどう生活者価値に変えるかという論点で
す。ただ環境にいいと伝えるだけでは届きません。おいしさ、便利さ、体験価値、楽しさへ
どう翻訳するか。その工夫が、次の5年の大きな差になるのだろうと思います。
食品・飲料業界は、毎日の暮らしに近いところで生活者と接しています。だからこそ、生
活者の参画を自然に広げながら、前向きな循環をつくっていける可能性があります。2030年
は、もう遠い目標ではありません。今回の座談会で共有された課題や視点が、それぞれの現
場で具体的な行動に変わり、業界全体の力につながっていくことを期待したいです。

営の根幹だということを、一律の教育ではなく階層
別で、より自分事化できるように、教育の強化をし
ていきたいです。社外向けでは、やっていることを
どう定量的に可視化して発信するかが課題です。ま
た、物流など非競争分野では、業種をまたいで各社
ともっと話していきたいです。特に、飲料のように
重量があり物流負荷も大きい商材では、配送の効率
化や輸送の共同化など、実務に近い領域でも協力余
地があるのではないかと感じています。 
眞野氏　ハッピーセットのおもちゃがお店で使う

トレイに生まれ変わる「おもちゃリサイクル」は、
単におもちゃを回収するだけではなく、親子で「あ
りがとう、バイバイしようね」と行動体験を生み出
すところに意味があります。消費者を巻き込んだ取
り組みです。カップのリサイクルについては、外食
では店舗ごとの回収量が限られるため、1店舗単位
では採算が合いにくいケースもあります。だからこ
そ、自治体や施設オーナー、回収事業者と組んで面
で回す発想が必要だと感じています。 
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副社長執行役員 永木 裕 氏

株式会社日清製粉グループ本社

外展開等を通じた新時代への適合を軸としていま
す。国内製粉事業では昨年、最新鋭の自動化・デジ
タル技術を導入した水島工場を立ち上げました。中
食・惣菜事業においても事業モデルの高度化に向け
て、冷凍惣菜を主力とするノムラフーズの新工場建
設を進めています。これらの新工場は、AIやロボッ
トなどの先端技術を実装した次世代型拠点です。生
産性を高め、将来にわたる競争優位の確立につなげ
ていきます。

海外事業においても、将来を見据えた取り組みを
進めています。豪州とインドでは、ベーカリー向け
を中心とする素材事業の確立を目指し、厳しい競争
の中で事業基盤の強化に取り組んでいます。北米で
は西海岸、南部、東海岸の各拠点で設備増強や効率
化投資を着実に前進させています。加えて、高食物
繊維小麦による健康価値創出など、国内外でＲ＆Ｄ
戦略を加速させているところです。

世界の発展と共に成長する企業に

－ 持続的な成長の実現に大切なものは
予測を超える世界の変化や急速な技術革新への柔

軟かつ迅速な適合が鍵となるでしょう。必要なもの
は、健全なガバナンスと高い危機管理能力を備えた
経営力、そして当社のコーポレートバリューである
「信」と「時代への適合」を軸に事業をリードし支
えていく人材です。当社は本年、社外取締役を過半
数とするモニタリング・ボード体制へ移行します。
こうした改革も経営の実効性を高め持続的成長につ
ながるものと考えています。
－ 将来の企業としての理想像について

世界の発展と共に成長する企業グループでありた
いと思います。社会課題と事業戦略を統合し「長期
的な経済価値の創発」を目指しますが、その過程で
必ず社会的価値を創出する、そうした事業経営を展
開していきます。

コア事業の強靭化、海外収益も飛躍

－ 近年の事業概況について
この５年間は、感染症の世界的流行や地政学的紛

争といった激動の中で、食品産業の根幹であるサプ
ライチェーンの重要性が再認識されるとともに、歴
史的なインフレに伴う環境変化が、経営の構造的な
課題として顕在化しました。

当社は「中期経営計画2026」に掲げた成長方針の
下、インフレ環境への適応を図りながら、製品・サ
ービスの安定供給と同時に、国内製粉と中食・惣菜
事業における最新鋭工場の建設、北米・アジア地域
への成長投資を進めてきました。また、日清製粉ウ
ェルナへの商号変更によるブランド戦略、熊本製粉
の連結子会社化や医薬品原薬事業からの撤退など事
業ポートフォリオの再構築にも取り組んだことで、
グループのコア事業の競争基盤は着実に強まり、海
外事業の収益力も大きく飛躍しました。

成長を支える人材面においては、事業経営者や戦
略領域であるIT・グローバル人材の育成、女性管理
職比率の向上を推進しました。サステナビリティ課
題についても、企業価値向上と一体のものとして捉
え戦略的に推進し、2023年には国内最大の製粉工場
である鶴見工場で実質100％再生可能エネルギー化
を実現しています。
－ 貴社の強みについて

当社には、自立した各事業に固有の強みがあり、
その連合には潜在的な競争力が内在していると考え
ています。小麦粉関連素材事業の圧倒的なプレゼン
ス、トップブランドを中心とした食品事業群、さら
にコア事業から発展した培養技術を含むバイオテク
ノロジーや工学系技術を基盤とするプラントエンジ
ニアリングなどへの事業拡張、そして自立成長の段
階にある海外事業基盤等が競争力の源泉です。

当社の成長投資の方向性は明確で、技術革新と海

同志社大卒、慶応大院修了（2020年）。1993年に日清製粉（現・日清製粉グループ本社）
入社。2009年日清サイロ取締役知多事業所長、14年日清製粉グループ本社企画本部
ＩＲ室長、21年同社執行役員企画本部長、23年日清製粉常務取締役海外事業本部長、
26年４月から現職。（26年6月定時株主総会後に代表取締役 取締役社長就任予定）

PROFILE （ながき・ゆう）

技術革新と海外展開など新時代へ成長投資

各事業の強みと連合の力
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PROFILE

社名変更や大規模投資を遂行

－ 近年の事業概況について
過去５年間を振り返りますと、新型コロナウイルス

のパンデミック、世界各地での紛争に伴う地政学リ
スクの高まり、これら要因等に伴うコスト高騰など、
当社を取り巻く事業環境は激動の連続でした。こう
した中、当社は株式会社ニップンへの社名変更（2021
年１月）をはじめ、経営理念・経営方針・長期ビジョ
ン2030の策定、大規模投資の決定など大きな施策を
次々と実行してきました。この間、皆様には価格改定
へのご理解を賜りながら、製粉事業を基盤としつつ
中食・冷凍食品事業への多角化とコスト構造の適正
化を力強く推進してきました。その結果、利益面にお
いても近年増益を継続するなど着実な成長を果たす
ことができたと考えています。
－ 貴社の強みについて

当社の最大の強みは、製粉で培った技術力を活か
し、総合食品企業として幅広いカテゴリーで付加価
値を提供できる「多角的な事業展開力」です。「2022–
2026 中期目標」の最終年度を迎える本年は、目標達
成に向けた取り組みを完遂するとともに、次なる成
長ステージを見据えた基盤づくりにも注力していま
す。具体的には、長期的な視点での事業ポートフォリ
オ最適化や資本効率の向上を進めており、海外にお
いては米国ユタ製粉社の新工場の本格稼働に加え、
ASEANでの基盤強化を推進しています。また、研究
開発分野においては、2027年３月に予定している新
たな研究開発拠点「R&Dセンター」の設置を通じ、機
能強化と人財育成を図ることで、次なるイノベーシ
ョン創出を加速させてまいります。
－ 持続的成長に大切なことは何でしょうか

持続的な成長の原動力は「人」に他なりません。新
たなイノベーションを生み出すのは多様な価値観を
持つ従業員一人ひとりであるという考えのもと、人

的資本の価値最大化に注力しています。同時に、
ESGの観点からGHG排出量の削減や自然資本への配
慮といった非財務の取り組みも不可欠です。当社の
サステナビリティ経営の根幹である「食による社会
課題の解決」を使命とし、事業を通じ経済的価値と社
会的価値を両輪で創出することが、中長期的な企業
価値の最大化に繋がると確信しています。

「未来に必要とされる企業」目指す

－ 将来的な貴社の理想像について
当社は単なる食品メーカーの枠を超え、人々のウ

ェルビーイング（幸せ・健康・笑顔）を追求し、持続
可能な社会の実現に貢献する企業であり続けたいと
考えています。2030年に向けた長期ビジョンでは売
上高5,000億円、営業利益250億円という目標を掲げ
ていますが、これはあくまで通過点です。食の安全管
理を確固たる起点に、健康寿命の延伸や地球環境の
保全といったグローバルな課題に対し、当社ならで
はのアプローチで価値を創造し、ステークホルダー
の皆様から「未来に必要とされる企業」として選ばれ
続けることが私たちの目指す理想像です。
－ 永続的な事業活動に向けた取り組みについて

生活者と社会の期待に応える企業として、生産・
供給基盤の強靱化は当社の最重要使命です。その具
体策として、実に40年ぶりとなる国内製粉新工場「知
多工場」を2026年２月に稼働させ、生産体制をより一
層強化します。加えて、成長分野である冷凍食品事業
においても、連結子会社である㈱畑中食品の工場新
設（2026年度末稼働予定）を進めており、生産能力の
大幅な増強を図ります。また、これからの時代は、環
境配慮型容器の採用など、既存の枠にとらわれない
新需要の創造も欠かせません。創業以来130年にわた
り培ってきた当社ならではの価値創造を通じて需要
を活性化し、業界全体の永続的な発展と食文化の向
上に貢献してまいります。

Ｒ＆Ｄ新拠点からイノベーション創出を加速

生産・供給基盤を強靱化

1961年1月7日生。1983年4月 日本製粉㈱（現 ㈱ニップン）入社。2017年６
月取締役常務執行役員に就任。2020年6月から代表取締役社長 社長執行役員
（現任）。

（まえづる・としや）

前鶴 俊哉 氏
代表取締役社長 
社長執行役員

株式会社ニップン
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代表取締役社長 塚越 英行 氏

昭和産業株式会社

編後は分野横断的な業態別・顧客別の組織に移行し
ました。複数穀物を扱う強みを活かしたワンストッ
プ型のソリューション提案力を最大化させた結果、
新規の取引件数が改編前の1.6倍に伸長しました。
研究開発の面でも、2016年竣工の研究開発拠点「Ｒ
Ｄ＆Ｅセンター」をフリーアドレス化するなど、イ
ノベーションを引き出す体制を作ってきました。ベ
ーカリー用油脂の開発などで成果が出ています。今
後の事業ポートフォリオにも示している、高付加価
値商品を生み出す発想の源になっているのではない
でしょうか。改編は思い切った取り組みでしたが、
社員の意識も変わってきたと思います。

もうひとつの強みとして、穀物の可能性をひろげ
るインフラを支えるビジネスモデルが挙げられま
す。当社は食品メーカーでは日本一の穀物取扱量を
誇ります。また、穀物を保管するサイロも国内食品メ
ーカーでは最大規模です。日本の食料安全保障の一
翼を担う企業として、今後も安定供給に努めます。
－ 貴社の将来像は

当社は2026年に創立90周年を迎えました。次の
100周年に向けて、長期ビジョン「SHOWA VISION 
2035」を設定しています。「穀物のあらゆる可能性
をひろげていく」会社を目指し、製粉・製油・糖
質・飼料といったコア事業の安定化を図るととも
に、オレオケミカル事業やファインケミカル事業な
ど、新たな領域への展開を進めています。

また、これらの取り組みを通じて、従来の食領域
における「Food Solution」にとどまらず、人々の
生活環境や持続可能な社会に貢献する「Life Soluti
on」へと提供価値をひろげていきます。

ビジョンの実行のためには、計画の策定だけでは
なく、計画に向かい本気で取り組む人が大切ですの
で、人的資本戦略も同時に進めていきます。指示を
待つのではなく、現状に危機感を抱いて、「支え合
い、自ら考え、挑戦する人財」を育てるため、徹底
的にリソースを振り向けていきたいです。

基盤事業の“脱ボラティリティ”が結実

－ 近年の事業概況は
2025年までの９年間、当社は長期ビジョン「SHO

WA Next Stage for 2025」を掲げてきました。３年ご
とに中期経営計画を策定し、最初の３年間は比較的
順調でしたが、2020年からの３年間はコロナ禍やロ
シアによるウクライナ侵攻があり、厳しい状況が続
きました。想定外の外部環境の変化だったのです
が、ここで改めて会社として、外部環境によるボラ
ティリティ（変動性）が大きい事業ではいけない
と、基盤事業の“脱ボラティリティ”に力点を置いて
取り組みました。結果として、収益面でも改善が図
れ、着実に成果が出始めています。また、これまで
は本体が主力でグループ会社の収益比率が小さかっ
たところを、ボーソー油脂（20年）、サンエイ糖化
（同年）の子会社化などで、グループ会社の収益を
拡大させてきました。事業領域の拡大にも取り組み
続け、国内ではオレオケミカル事業、ファインケミ
カル事業の推進や、東葛食品の子会社化（25年）に
よる冷凍食品事業の拡大を図りました。海外では、
台湾での製粉・鶏卵事業への新規参入や、ベトナム
に子会社を設立しプレミックスの製造拠点を作りま
した。一部はコロナ禍以前から手を打っていた施策
ではありますが、大変だった時期を経て、23年から
は基盤事業強化の取り組みが実を結び、先が見通せ
るような状況へと好転しました。

組織改編や人財育成で意識向上図る

－ 貴社の強みについて
強みは２つあります。ひとつは顧客起点の課題解

決力です。23年４月に、創業以来初めての抜本的な
組織改編を行いました。これまでは製粉、油脂な
ど、専門分野ごとに縦割りの営業体制でしたが、改

1992年２月昭和産業入社、2015年４月経営企画部長、18年４月執行役員、
21年４月常務執行役員、21年６月取締役就任、23年４月から代表取締役社長。
1965年生まれ。

PROFILE （つかごし・ひでゆき）

100周年に向け、新たな領域への展開も

穀物の可能性をひろげる
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PROFILE

“プロのための小麦粉”提案力 磨く

－ 近年の事業概況について
当社は2024年度を最終年度とする前中期経営計画

で「原料調達・製造・販売・開発・物流」全部門の連
携強化を基調に事業基盤の強化を進めました。定量
目標を前倒しで達成できたことは一定の成果でした
が、本業の収益力の面では課題も残りました。環境変
化が大きいからこそ、将来から逆算して打ち手を共
有する必要があります。そこでパーパスを策定し、
25年度から新たな中計へ移行しました。

当社の強みは、第１に「プロのお客様に向けた提案
力」にあります。お客様の課題に対し、最適な小麦粉
を提案する“プロのための小麦粉”という立ち位置
を、引き続き大切にしたいと考えています。

第２に、食品安全と品質管理です。当社は独自の総
合生産管理システム「NTOP」を構築・運用し、国内
外の認証を取得、内部監査・定例会議等を通じて継
続的に運用を見直す体制を整えています。

現中計の枠組みに沿って注力している取り組みは
大きく３点。１つ目は、既存事業の収益力強化です。消
費者ニーズを捉えるためのマーケティング強化や、
営業と開発が一体となって特徴ある原料・製品の価
値を分かりやすく伝える取り組みを進めています。
特徴ある製品ラインアップも拡充しています。例え
ば「もち小麦原料100％」という製品は麺・パン・菓
子など幅広い用途に提案できます。こうした“素材×
用途”をお客様と一緒に作り上げて、新しい需要の芽
につなげていきたいです。

２つ目は、海外を中心とした成長領域です。ベトナ
ムとタイでミックス粉事業を展開しています。拠点
同士連携して高品質な製品を安定供給する体制づく
りにも継続的に取り組んでいます。

３つ目は、物流・生産の最適化やDX化です。物流環
境が厳しさを増す中で、関係者の理解を得ながら効

率化を進める必要があります。同時に“稼ぐDX”を掲
げ、競争力の底上げにつなげていきたいと考えてい
ます。

挑戦し続ける企業文化を醸成

－ 貴社にとって持続的な成長に大切なことは
第１に食品メーカーとしての原点である「安全・安

心」を徹底し、主食を支える製粉企業として「安定供
給」を守り抜くことです。そのためにも適切な修繕・
投資を計画的に進めること、それが結果として安全・
安心と安定供給の裏付けになります。

第２に構造課題への向き合い方です。国内需要が大
きく伸びにくい中、「美味しさ」「健康」といった付加
価値を軸に、お客様と一緒に新しい食の価値を作っ
ていくことが欠かせません。製粉素材は最終製品の
品質や生産性に大きく影響するものなので、技術・
提案を地道に磨き続けることが重要です。

第３に人材と企業文化です。環境変化が速い時代に
は部署間・グループ間の連携やコミュニケーション
がリスクを下げ、課題解決のスピードを上げます。ま
た従来の成功体験にとらわれず「挑戦し続ける」企業
文化を、制度・育成の両面から形にしていくことが
持続的成長の土台になると考えています。
－ 貴社の理想像について

当社が目指す方向性はパーパスに掲げる通り、「小
麦の持つ無限の可能性で、世界の多様なニーズに挑
戦し続ける」ことです。

製粉業界は主食の供給を担う産業として、平時・
有事を問わず安定供給を果たす必要があります。そ
の上で当社としては、国内では“プロのための小麦
粉”の提案力を磨き続け、海外の成長市場ではミック
ス粉事業を着実に伸すこと、サステナビリティの観
点からGHG削減等の目標に向けた取り組みを進め
ることで、長期にわたって社会に必要とされる企業
でありたいと思います。

小麦の持つ無限の可能性で、挑戦し続ける

安全安心と価値を追求

1989年４月三菱商事入社、2011年同社農水産本部農産ユニットマネージャー、
13年同社農水産本部農産部長、16年生活消費財本部アジア消費財部長、18年
MC FOOD HOLDINGS ASIA PTE社 Managing Directorを経て、23年４月に日
東富士製粉顧問、同６月から現職。1967年２月生。

（みやはら・ともひろ）

宮原 朋宏 氏代表取締役社長

日東富士製粉株式会社
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代表取締役社長 加瀨 晴久 氏

千葉製粉株式会社

各層のマネジメント力を引き上げ、行動と習慣を変
容させていくことが最も大切だと考えています。
－ 将来的にどのような企業でありたいですか

当社は目指す姿を「食の安定供給と新たな価値の
創造を通じ、持続的な社会づくりに貢献するエンゲ
ージメントカンパニー」としています。メーカーと
して安全・安心・高品質な製品を安定的に供給し続
けることはもとより、全てのステークホルダーの皆
様との強い絆と歴史的な深い繋がりのもとで、素材
開発や加工技術等を通じて新たな価値を創出し、こ
れらから産み出された機能や成果を安定的に提供・
還元することにより、お客様や地域社会にとって無
くてはならない唯一無二の企業であり続けること
が、あるべき姿かつ理想像と考えています。

次世代職員に海外経験を積ませる

－ 今後の展望について
国内の食市場は中長期的には縮小傾向を辿るもの

と想定されており、海外における事業の位置づけを
高めていく必要があります。現在、タイ国において
食品用品質改良剤の合弁事業を展開しており、これ
を起点とした成長著しいASEAN各国の市場開拓や、
日本の食文化に根差した小麦粉・ミックス粉等の輸
出への取組強化などを更に加速していきたいと考え
ています。食品以外では、既に過半が海外向けとな
っている化粧品素材の販路も更に広げていきます。
昨今の食のトレンドとして、海外を発信源とするも
のが多く見受けられます。これをいち早くキャッチ
し、国内市場の深耕に活用していきたいとも考えて
います。

次世代の若手・中堅職員に海外での体験を積んで
もらえるよう研修・視察・市場調査など様々な枠組
でその機会を提供しています。そこから得た気付き
や感動、知見や着想などが、当社の事業展開に新た
な力を与えるものになると期待しています。

－ 近年の事業概況について
コロナ禍で一旦落ち込んだ小麦粉など主要品目の

販売数量は、社会経済情勢の正常化やインバウンド
需要の高まり等を背景に回復基調が継続しており、
概ねコロナ前水準を見通せる状況に戻ってきていま
す。ロシアによるウクライナ侵攻を契機として、事
業運営全般にかかる構造的なコスト上昇が続いてい
ますが、物流費や動力費など不可避の費用増加に対
し、製品価格への一部反映についてお客様のご理解
を得て浸透してきたこと、小麦粉や化粧品素材製品
等での物量増加に加え、ふすま価格が堅調に推移し
たことによる下支えもあり、この数年来、相応のレ
ベルで安定した業績を維持・確保できています。

産学連携で自然由来の新素材開発も

－ 貴社の強みと持続的成長に必要な要素は
1947年の創立以来、築き上げてきたお客様との深

い繋がりと各種市場を見据えた製品開発や製造技術
等の多様な蓄積が、当社における競争力の根幹で
す。一方で将来的な基幹シーズの創造を見据え、産
学連携等による自然由来の新たな素材開発にも精力
的に取り組んでいます。

事業を持続的に発展させていくための要素は、新
たな付加価値の創出、事業を通じた社会的課題への
対応、生産性の向上など多岐にわたります。当社の第
14次中期計画（2024 ～ 27年度）においては、①事業の
ブラッシュアップを主軸とした成長力の促進、②社
会的要請に応えるサステナブル経営の推進、③人材
への投資と施策の拡充による成長力の促進―の３
点をバリューと定めていますが、これらを前に進め
ていくのは全て「人財」です。経営として、社会情勢に
適合した労働条件や職場環境等を整備することはも
とより、各人が「働き甲斐」を持ち、チームとして持て
る力を最大限に引き出せるような職場風土・企業文
化を醸成・定着化することが必要です。そのために

1977年４月千葉製粉入社、2013年６月取締役就任、14年６月取締役製粉・ミッ
クス事業本部長兼業務部長、16年６月常務取締役製粉・ミックス事業本部管掌、
17年６月から代表取締役社長。1958年生まれ。

PROFILE （かせ・はるひさ）

持続可能な社会づくりに貢献する企業に

強固な絆と人財が源泉
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代表取締役社長 長澤 重俊 氏

株式会社はくばく

とですが、利用頻度を上げること、１回あたりの使
用量を増やすこと―これら３つを組み合わせるこ
とで、需要はまだまだ伸ばせます。販売チャネルと
しても、現状は食品スーパーの家庭用が中心です
が、CVSの中食や外食産業向けにも市場が広がって
おり、今後も拡大する可能性が十分あります。

“炊飯しなくなる時代”も見据え

－ 持続的な成長に大切なことは何でしょうか
これまで大麦・雑穀の健康機能を研究して、その

発信に取り組んできました。一方で腸内環境の改善
効果にしても、そのメカニズムを説明すると小難し
くなってしまいます。それを需要につながるように
上手く伝えることは大きな課題です。

毎日食べられる健康食材というのは意外に少ない
のです。しかも食物繊維１gあたりの食材価格とし
て、もち麦は安いと言われています。その点では学
校給食にも適しています。近年「脳腸相関」つまり
腸内環境が良くなることで脳にも良い影響を及ぼす
とも言われています。例えば、うつ病や認知症など
に改善効果があるとすれば、当社の事業活動が社会
課題に役立ち、結果として当社の成長にもつながる
―そうなればありがたいことです。

一番危惧しているのは、家庭で炊飯する人もその
頻度も減っているということです。“炊飯しなくな
る時代”を乗り越えるための商品戦略・販売戦略も
重要なテーマです。2021年にレトルト工場を取得し
ましたが、大麦・雑穀を調理済みにして提供する手
段を獲得する狙いがありました。

さらに先を見据えると、海外市場の開拓になりま
す。海外輸出は現在、ベトナムを中心に乾麺で足掛
かりを作っているところです。麺製造のオーストラ
リア工場ではオーガニック製品を製造・販売してい
ますが、現地とアメリカのほか、現在は欧州にも輸
出を広げています。

“米騒動”を追い風に事業成長

－ 近年の事業概況について
当社においてはコロナの時期も、乾麺の需要は一

時期伸びたものの、主力の大麦・雑穀には大きな需
要の変化はありませんでした。大きく業況が変化し
たのが2024年です。CVSや冷凍食品でもち麦が使わ
れることが増えていたため、24年春先に“もち麦の
第２次ブーム”が来ているというプロモーションを仕
掛けて注目を集めました。これが奏功して需要が上
向いた矢先に、いわゆる“米騒動”が起きて、大麦・
雑穀にはプロモーションをかき消すほど、追い風が
吹きました。当時は“米騒動”の大きな渦に巻き込ま
れたというのが正直な印象でした。

それから２年たっても、もち麦・押し麦（うるち
大麦）の販売は高止まりしています。雑穀も着実に
伸びています。当社にとってこの２年間は成長期に
なりました。2024年度（2025年３月期）は売上高が
200億円を超え、さらに25年度は223億円と過去最高
を更新する見込みです。

過去を振り返れば、縮小する大麦市場の中で廃
業・転業した同業者も多かったのですが、当社は信
念をもって大麦事業を粘り強く続け、結果的にその
大麦事業が現在、当社を支えてくれています。先人
の大麦にかける思いには敬意しかありません。
－貴社の強みについて

当社の強みは何と言っても、炊飯マーケットにお
ける健康的な穀物での高い市場シェアです。大麦・
雑穀の市場シェアは６割ほどになります。この炊飯
マーケットをさらに深掘りしていきたいと考えてい
ます。国内生産量を見れば、米の700万tに対して主
食用大麦は3万tに過ぎません。しかし大麦を200万t
生産していた時期もかつてありました。それだけに
伸びる余地はあると考えています。

一番注力しているのが、新規利用者を取り込むこ

はくばく㈱の三代目社長。1989年東京大学経済学部卒。同年４月住友商事㈱
入社、92年７月㈱はくばく入社。95年に取締役就任、99年に常務、2001年に
専務、03年から代表取締役社長（現職）。1966年５月５日生。山梨県出身。

PROFILE （ながさわ・しげとし）

健康穀物の普及に取り組み社会課題へ貢献

大麦・雑穀市場を深掘り
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－「令和の米騒動」から米価高騰、生産者の高齢化・
減少と難しい局面の米穀業界ですが

米価高騰では、消費の減退が心配です。業務用では
安価な輸入米がSBSや民間輸入含めて約20万ｔも入
ってきて、外食中心に使われています。好調だったコ
ンビニのおにぎりも、高値の国産米を使用すること
で、安くても１個180円となっており、これではパンや
麺に代わられてしまいます。再生産可能なコスト負
担も大事ですが、食料の安全保障を考えれば、生産で
きる環境を維持し、消費者が手に取りやすい価格で
提供することで消費を喚起できれば、農業の可能性
は大きいと感じています。

農業のプラットフォーマーになる

－不安なニュースは多いですが、米穀の№１企業と
して、明るい未来をお聞かせください

世界情勢が緊迫するなか、何が起こるかわからな
い状況で、食料自給率が38％と低い日本のことを考
えると、せめて自給自足できるコメや野菜は何とか
しなければならない、そのために2025年４月から「農
業のプラットフォーマーになる」との方針へ舵を切
りました。遠くない未来に、世界的な食料危機が来る
と考えており、農業を強くする、自給率を上げていく
ことを使命とし、危機感を持って取り組んでいます。

まず、「儲かる農業」にしなければ、生産者も育ちま
せん。日本の稲作農家が収益を上げるためには、コメ
だけやっていても難しく、野菜や果物、加工食品など
多様な取組も必要になります。中山間地も含めた、そ
の地域に合ったビジネスモデルをつくっていきたい
と思っています。そのためにこれまで、青果市場や外
食チェーンを取り込んできました。農家が作ったコ
メや野菜を当社が買い取り、販売し、その利益を農家
や地域に還元する、その流れはできてきたと思いま
す。

今後はさらに、生産者の足りないものを補充する、

資金面の援助や精米・乾燥施設の整備のほか、大規
模農家、新規就農者の育成や、品種の開発などにも注
力していきます。2026年には仙台市の㈱舞台ファー
ムと連携し、ソーラーパネルの下で稲づくりを行い、
太陽光発電に伴う農家の副収入を生み出す取組や、
兵庫県加西市の生産法人「あぐりーど玉野」では、「立
毛間播種」といって、収穫前の麦の上から稲の種を撒
き、麦を収穫した後、そのまま稲を育てる栽培も本格
化していきます。１年の中で、11 ～ ６月は麦、６ ～
11月は米と栽培することで、１つの農地収入を向上
させることを目指します。

回転寿司など外食チェーンを運営するグループの
「㈱Genki Global Dining Concepts」では、栃木県宇
都宮市の生産者と合弁の生産法人「㈱清原Genkiフ
ァーム」をつくって、最新技術を取り入れた稲作を始
めています。同県内の外食店舗で使用する500ｔの生
産を目指します。生産と実需が直接結びつくことで、
コメの価格や数量が安定しますし、こうした取組は
どんどん増えていくでしょう。

米穀、青果ともに100万ｔめざす

－ 御社の中長期的な目標を教えてください
大きな目標は2035年度にグループの売上１兆円を

目指します。中長期経営計画に盛り込んでいるもの
ですが、これまでも計画を前倒しで達成しており、早
く実現したいと思っています。そのためのビジネス
モデルとして、３本の太い柱を据えています。一つは
「米穀・米飯加工」の分野で、米穀の扱いは100万ｔ
を目指します。そして、「青果」分野でも100万ｔが目
標です。ともにシェア20％を達成し、発信力や影響
力、存在感を高めていきたいと思っています。また、
「外食・中食・水産」分野も拡大していきます。コメ
や農産物を扱っている会社で１兆円の企業が出れば、
夢があるんじゃないでしょうか(笑)。

日本の農業・食を守り続ける

「１兆円企業」の高みへ

株式会社神明ホールディングス
藤尾 益雄 氏代表取締役社長

（ふじお・みつお）
1965年、兵庫県出身。1989年、㈱神明(当時)入社。2007年から代表取締役社長。
2018年、㈱神明ホールディングス及び㈱神明の分社化に伴い両社の代表を兼任。
Genki Global Dining Concepts㈱などのグループ企業の取締役に就任し、基幹
事業である米穀卸売業から外食産業、青果事業などグループ拡大を進める。
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PROFILE

－東日本大震災が貴社設立のきっかけということ
ですが

今年は東日本大震災から15年ですが、当時は東北
の農家の皆さんの被害は甚大でした。仙台市に本社
を構えるアイリスオーヤマとして東北の農業を元気
にしていきたいという思いから2013年に設立したの
が当社です。この年にアイリスグループとして、食品
事業を本格的にスタートしました。

まずは精米事業から始めました。農家さんとの直
接契約を広げることで、安定的な収入や成長を後押
ししていくことが目的です。その後、コメに関連した
切り餅やパックごはんなど加工食品に事業を拡大し
ました。2015年からパックごはんを発売し、17年に
角田工場（宮城）で自社生産を始めました。

2021年から飲料水とレトルト食品・缶詰事業も始
めました。パックごはんも飲料水、レトルト・缶詰
も、当社発足のきっかけとなった災害の際に役立つ
食品です。今後もこの分野を追求していきます。

需要急増も、パックごはんを安定供給

－ 貴社の強みについて
原材料の調達から商品開発、そして販売まで一貫

してグループで内製できるのが、他社にはない強み
です。2025年度（１ ～ 12月期）の食品事業の売上高は
前年比40％増の590億円で過去最高を記録し、コメの
不足と価格高騰の中で需要が急増したパックごはん
を安定供給できたことが寄与しました。

2024年に鳥栖工場（佐賀）でもパックごはんの生産
を開始していたことが奏功しました。生産能力は角
田工場と合わせて日産140万食で、業界トップクラス
です。精米機能を持っていることも強みです。政府の
随意契約備蓄米では25年５月末、当社の精米をいち早
く販売することができました。

飲料も猛暑が長引く中で、右肩上がりで成長して
います。天然水もですが、炭酸水が伸びています。

2027年度に立ち上げる予定の舞鶴工場（京都）では飲
料を製造します。各社が値上げする中、当社は価格改
定していません。当社グループの祖業でもあるプラ
スチック製品のブロー成型技術により、ボトルを内
製化していることが強みになっています。

飲料を生産する富士小山工場（静岡）では、紙おむ
つも生産していますが、重い飲料と軽い紙おむつを
混載することで効率的な輸配送にも取り組んでいま
す。

30年度1,000億円、契約農家広げる

－ 持続的成長を見据えて重要課題は
安定的な玄米調達のため、契約農家の拡大に注力

しています。東北から始まり、現在は西日本にも取引
先を増やしています。当社は全量買い取りをしてい
るので、農家さんは安定的な収入を実現できると考
えています。

パックごはんも飲料も参入は最後発なので、国内
市場ではまだまだシェアを上げていきたいです。一
方で海外でもパックごはんや飲料の販売が徐々に伸
びています。米国やアジアを中心に輸出しており、さ
らに輸出国を増やしていく方針です。
－ 理想とする将来像について

当社の強みは加工食品にあります。パックごはん・
飲料等を安定的に生活者の皆さんに届けられる企業
でありたいです。

また、いずれも有事に役立つ食品群ですが、地域の
こども食堂に無償提供する活動支援も行っていま
す。こうした地域・社会貢献活動は今後も推進して
いきたいと考えています。

当社グループでは2030年度に食品事業で売上高
1,000億円を目標にしています。そのうち輸出は100
億円です。鳥栖工場は、西日本の供給力強化ととも
に、海外輸出を目的として設立しました。海外事業も
着実に拡大していきます。

東日本大震災で被災した東北農業に元気を

有事の安定供給が強み

1971年１月13日生。2003年アイリスオーヤマ入社、09年同社ベンダー営業部
東京支店ジュニア支店長、16年同社ＬＥＤ事業本部関東営業部長、18年ＢtoＢ
事業グループ建装・スチール事業部営業部長を経て、21年にアイリスフーズ営
業本部東日本支社長を務めた後、22年３月１日から現職。

（きたお・としのり）

北尾 利徳 氏取締役社長

アイリスフーズ株式会社
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代表取締役社長 兼 COO 山口 大輔 氏

株式会社ミツハシ

事業への挑戦にも強く注力しています。

コメの可能性を最大限に引き出す

－ 持続的成長に大切なことは何でしょうか
コメを取り巻く国内市場は、川上の「生産者の減

少」と川下の「消費の減退」という大きな課題を抱
えています。このような状況下において、コメが持
つ可能性を最大限に引き出し、そこに確かな価値を
付加していくことが重要であると考えています。

川下には潜在的なニーズも含めた需要を喚起し、
そこで生み出した利益を川上へ還元していく。この
循環を創出することこそが私たちの役割であり、そ
の取り組みの中で築き上げていくものこそが「ミツ
ハシブランド」です。

そして、事業の原動力である従業員が働きやす
く、安心してチャレンジできる環境を作ること。こ
れらを両輪で力強く進めていくことが、当社の持続
的な成長に繋がると確信しています。
－ 将来的な貴社の理想像を聞かせてください

目指す姿は、まさに新しい経営指針に掲げた「お
コメのことならミツハシ！」と言われる存在になる
ことです。グループ一体経営を推進し、基盤事業を
磨き上げてさらなる収益力向上を図ることで、日本
国内にとどまらず、世界中で認知されるお米ライフ
のグローバルメーカーへと成長してまいります。

労働人口の減少が不可避である中、食のインフラ
を支える安定供給体制を構築するために、全社での
DX推進や業務の改善活動の深化を通じて、業務の
自動化・省人化による生産性向上を強力に推進しま
す。また、サステナブルな未来を創出するため、食
品ロス廃棄量やCO2の削減の環境目標を設定しまし
た。精米を中心とした安全・安心・安定の供給イン
フラ基盤を構築し、コメ業界におけるリーダーシッ
プをしっかりと発揮し、広く社会や環境への価値創
造に貢献してまいりたいと考えています。

－ 近年５年ほどの事業概況はいかがですか
過去５年間を振り返ると、新型コロナウイルスの

パンデミックや「令和のコメ騒動」とも呼ばれた需
給バランスの変化など、コメを取り巻く環境や消費
者の皆様の意識が劇的に変化する中、当社は精米事
業、米飯事業を基盤事業として基本動作を磨き上げ
ることで競争力を強化し、同時に新たなコメの領域
へのチャレンジとして様々な新規事業も展開し、業
績は概ね順調に推移しています。

当社の目指す姿を社内外に明確にするために、企
業理念の刷新に踏み切りました。新たなミッション
「ひとつぶから、数えきれない楽しさを。」そして
ビジョン「お米ライフで、世界をわくわくさせる。」
を掲げ、スローガンである「わくわくを、コメて。」
を体現する企業を目指します。今まで大事にしてき
た「安全・安心」の基盤事業に「創造」を掛け合わ
せ、お米の魅力をまるっと引き出すアイデアで、国
内だけでなく海外にも視野を広げ、皆様を「わくわ
く」させる商品・サービス展開に重きを置きます。

冷凍米飯市場で付加価値分野№１

－ 貴社の強みと現在注力している取り組みは
昨今の冷凍技術やコールドチェーンの発達によ

り、これまで以上に高品質な商品を、より早く、よ
り広い地域へお届けできるようになりました。当社
の最大の強みは、長年培ってきた精米・炊飯の高度
な技術力であり、これを活かし冷凍米飯事業に注力
しています。組織改編で炊飯事業と冷凍米飯事業を
統合し「米飯事業本部」とし、両事業のリソースを
共有しシナジーを最大化することで、成長マーケッ
トである冷凍米飯市場において付加価値カテゴリー
No.1企業を目指します。

この「わくわく」を世界に届けるべく、北米や欧
州を中心に炊飯・冷凍米飯の現地製造販売事業を展
開し、ミツハシブランドをグローバルに広げる海外

東京都出身。早稲田大学を卒業後、商社に入社。肉を扱う部門に長く従事し、
タイ駐在も経験した。ミツハシには社外取締役を経て2016年に入社し、17年末
から現職。

PROFILE （やまぐち・だいすけ）

コメの新たな価値創造と持続可能な成長へ

「お米ライフ」を世界に



ーー Syokuhin Sangyo Shimbunsha 75th Anniversary ーー

 

食
品
企
業
・
団
体 

ト
ッ
プ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー 

059

代表取締役社長 小澤 幸市 氏

富士パン粉工業株式会社

も当社の強みにつながっています。得意先に見学し
てもらうと、来るたびに機械が新しくなっているの
で驚かれます。

当社は最終製品に名前が出ない、いわば裏方の商
売ですが、こうした取り組みでお客様に飽きさせな
いことが取引の拡大・継続につながっているのだと
思います。近年は東南アジアから商社経由で当社製
品を指名買いされるお客様もいます。

人的パワーも当社の強みです。開発や品証の担当
が各事業所に10人以上配置しているという数の面も
そうですが、営業担当でも開発ができる、工場では
生産も開発も品質保証もできる―そういうマルチ
な技能を身につけた人材がたくさんいます。そして
従業員がパン粉に対する向上心を持っているという
ことがあると思います。

「小麦粉製品」の括りで商売してきた

－ 貴社の将来像について
今後、日本の胃袋がますます小さくなると言って

も、揚げ物がなくなることはありません。安定供給
と品質向上を継続すれば、当社が対象とする市場
は、そうそうシュリンクしないと考えています。業
界のパン粉生産量は年間15 ～ 16万tですが、全体の
数量としてはこの水準を維持すると予想していま
す。

当社としては今後も従来とは異なるジャンルに打
って出る計画です。こうした新ジャンルの取り組み
はまだ始まったばかりですが、将来的に売上の２ ～
３割を占めるほどに育ってくれれば、ありがたい。

実は増量剤や揚げ物のコーティング剤のような商
品は長年取り扱ってきました。パン粉も微粒子にす
れば、いろいろなものに応用が利きます。将来像を
語るとき、当社はパン粉にとどまらず、広く「小麦
粉製品」の括りで商売してきたことが強みと言える
かもしれません。

コロナの期間も無駄ではなかった

－ 近年の事業概況について
この５年間を振り返ると、コロナ禍を受けて外食

から内食へのシフトが起きたことで、パン粉業界に
とっては厳しい環境になりました。

ただ当社にとっては日々の業務が減ったことで、
勉強する時間が生まれ、コロナ明けに提案する商品
開発ができたり、工場の保守整備や衛生管理の見直
しができたり、この時間は無駄ではなかったと感じ
ています。ちょうど新しい機械に入れ替える時期で
もあったので、工事が円滑に進んだという点で、タ
イミングとしては良かったとも言えます。

コロナの１年目だけは赤字になりましたが、２年目
以降は黒字化できました。お客様はもちろん、社員
の皆さんには感謝しかありません。

コロナの期間に、新分野へ販路を開拓できたこと
も良かった点です。パン粉には揚げ物のイメージが
強いですが、微粉砕すれば加工用の添加剤や増量剤
として有効利用できます。パンメーカーや菓子メー
カーなどにそうした分野を開拓できたのも、この５
年間の成果です。
－ 貴社の強みについて

当社は製造装置の機械メーカーと共同開発をして
きました。その新しい機械を使って、他社に先んじ
て商品開発ができることになります。商品開発力に
ついては、その高さにも速さにも自信を持っていま
す。相手先の最終製品の設計に合わせて、相手が求
めるパン粉を提供する開発力は業界随一と自負して
います。最低ロット数さえ守ってもらえれば、どん
な依頼も断ったことはありません。そして品質保証
体制の充実が商品開発を支えています。生協や学校
給食、病院関係に供給を続けられているのは、厳格
な衛生管理をできている証左でしょう。

生産設備のリニューアルを継続的にできているの

1986年４月富士パン粉工業入社。95年１月開発課課長、99年７月取締役開発
品質管理部長、2003年１月取締役生産統括部長、同年７月専務取締役を経て、
13年７月から代表取締役社長（現職）。東京都出身。

PROFILE （おざわ・こういち）

不断の設備更新と商品開発力で市場開拓

パン粉の可能性を追求
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PROFILE （みき・ひでとし）

通年で楽しめる喫食機会の創出

－ 近年の概況について
新型コロナウイルス以降、生活環境や社会が大き

く変わりました。家庭で調理する機会が増え、揖保乃
糸に関しても、おいしさ、簡便性、保存性、経済性など
の価値が図らずも再認識されました。また猛暑の影
響に加え、物価高による節約志向で家庭内食が引き
続き増加傾向にあり、家庭用の主力商品上級品300g
は結果的に好調な出荷を続けています。ギフト商品
は販売チャネルの多様化が進み、特にECサイトでの
販売が活性化しています。CVSを中心とした調理麺
で手延べそうめんの採用が進み、これまで乾麺を食
さなかった消費者にアプローチする機会もできてき
ました。手延べそうめんの美味しさを手軽に体験し
ていただくことで、揖保乃糸全体の需要にも少しず
つ繋がっているように感じます。

販売価格においては、昨年、価格改定を実施させて
いただきました。原料・副資材はじめ、ユーティリテ
ィコストの上昇、特に手延べに欠くことのできない
人手にかかわる人件費は年々高騰を続け、企業努力
だけではカバーできない状況です。

販促活動においては俳優の八木莉可子さんが揖保
乃糸のイメージキャラクターとして定着し、「そうめ
んやっぱり揖保乃糸」のキャッチフレーズで、ブラン
ドのイメージ構築と認知拡大に貢献いただいていま
す。調味料メーカーほか、玩具メーカーともコラボレ
ーションに取り組み、これまでのファン層以外にも
新たな接点を創出しています。
－ 喫緊の課題は

事業継承、人手不足の問題は当組合においても例
外ではなく、生産者には設備投資を促し、生産の効率
化を図ることで、これらの課題を解消するとともに
安定供給に努めてまいります。

また、多くの消費者にとって、「そうめんは暑い季

節の食べ物」という固定観念が強く、夏の消費が大半
をしめています。一方で、近年ではCVSの調理麺とし
て販売されているにゅうめんでも揖保乃糸をつかっ
ていただき、各社の工夫を凝らされたメニュー展開
によってそのニーズも高まりを見せています。まだ
まだ分母は小さいものの、通年での揖保乃糸の楽し
み方を訴求していきたいと思っております。

さらに、揖保乃糸を初めて召し上がっていただく
機会の創出にも努力しています。揖保乃糸を知らな
い・食べたことがない方への喫食機会の創出は将来
の揖保乃糸につながるものとして大切にしたいと考
えています。

伝統を守り、同時に攻める

－ 理想とする近未来の組合像は
効率性やスピードを求める現代社会において、揖

保乃糸は最高の原料を使い、手間と時間のかかる「手
延べ」製法で、何度も熟成を繰り返しながら11工程36
時間を経て製造しています。それは一見非効率に映
るかもしれませんが、その手間ひまこそが我々の誇
りであり、みずみずしくソフトでありながらほどよ
くコシのある独特の食感とあと口のよさ、芳醇な小
麦の香りを感じる、唯一無二の価値に繋がっていま
す。

播州地方の気候風土を活かした「手延べ」の技術
は、組合員の熟練の技に支えられています。伝統と
は、決して古いものをそのまま残すことではありま
せん。クオリティは絶対に妥協せず、その見せ方や届
け方を時代に合わせて工夫していくことこそが「伝
統の継承」ということだと思います。

27年に140周年を迎えます。守りと攻めは表裏一体
です。伝統を守るだけでなく、同時に攻め続けること
でさらに次の時代へ続いていくものと考えます。今
後もファンを作り続け、時代に対応しながら成長で
きる企業でありたいと思います。

1961年10月21日生まれ。2005年三木製麺所入社、17年10月兵庫県手延素麺
協同組合理事（販売委員）就任、25年10月代表理事就任（現在）。

三木 秀敏 氏代表理事

兵庫県手延素麵協同組合
時代に合わせた「伝統の継承」を

手延べ技術を誇りに
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PROFILE

苦境を乗り越え売り上げ拡大

－ 過去5年間の概況について
　20年に八潮工場が稼働してから5年が経ち、売り上
げは3割増しになりました。関東でも当社オリジナル
ブランドの販売を開始する直前に、コロナ禍に突入
しました。私たち惣菜加工業の損益分岐点は90％以
上だと想定していますが、当時は売り上げが７割程度
の稼働率にまで落ち込みました。新工場が稼働して
経費増の上、以前より従業員数も倍に増えた中で、注
力したかった営業活動に制限がかかってしまい、大
変苦しい期間を過ごしました。
　この5年間で当社のステージが変わった気がしま
す。業界での存在感を高められ、取引先との関係性も
変わっています。製造機械を共同開発したり、当社専
用を含めた良い原料を供給いただけるようになった
りしたことで、以前よりさらに高度でおいしい商品
を提供できるようになってきました。工場が1つ増え
て良い商品を広域展開できるようになり、その量産
効果によって研究開発費の負担率も減りました。コ
ロナ禍で苦しい経験をしましたが、リスクと負担に
耐えて新工場を稼働させたからこそ今の当社があり
ますし、これこそが当社の生き残る道だったと思い
ます。

「ロイヤルカスタマー」を獲得

－ 将来どのような企業になりたいか
コンビニエンスストア（CVS）で販売する調理めん

は単価、数量とも伸長しています。ですが、量販店
（SM、GMS）では伸ばしきれていないと感じていま
す。惣菜はタイパにコストを支払うものであり、消費
者が豊かさや幸せを得られる商品です。当社の商品
は手軽でおいしく、もう一度食べたいというお客さ
まのリピート需要に繋がり、安いから買うのではな

くおいしいから買う「ロイヤルカスタマー」を獲得で
きる商品を目指しています。

家事代行の役割を果たしてきた調理めんを含む惣
菜分野は現在、食文化の担い手になり、今後はお客様
が食をセレクトバイイングする時代が来ると思って
います。すでに、衣食住の衣は自分で服を作らなくな

り、住は家を建てなくなりました。将来的には食のか
たちも変化し、自分たちで作る手間を省く時代が来
ると思っています。生活スタイルが多様化する中、当
社は「時短×おいしさ＝幸せ」をさとちゃんマークで
表現しており、「さとちゃん＝おいしいめん」と思い
浮かべてもらえるようにしていきたいのです。

みんながうまく回る仕組み作りを

－ 持続的な成長のために必要なことは
これまで話してきたことを、私一人が思っている

のではなく、社員たちが一丸となって同じ方向に向
かってやってくれています。突拍子もないアイデア
を示しても、製造の現場社員は目を白黒させながら
もまんざらでもない顔で対応してくれています。営
業は商談の場で、バイヤーと来店するお客さまの顔
を思い浮かべながら提案しています。

日本人の労働年齢人口が減少傾向にある中で外国
人、女性、高齢者なども含めた多様な就労者に確か
な役割を果たしてもらいたいです。私たちは当社だ
けが儲かる仕組みではなく、従業員、得意先、取引
先共にうまく回るようにしていきたいですね。

2001年九州大学大学院工学研究科機械科学専攻修了、同年ホンダ入社（（㈱）
本田記述研究所四輪開発センター配属）、08年今里食品入社、取締役（常勤）
就任、14年代表取締役専務就任、15年代表取締役社長。趣味は食べ歩きとゴ
ルフ。大切にしている言葉は「KKD（経験と勘と度胸）」。

（いまざと・ありとし） 

今里 有利 氏代表取締役社長

株式会社今里食品
豊かさや幸せを得られる調理めんを

時短×おいしさ＝幸せ
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代表取締役社長 久野 貴久 氏

日清オイリオグループ株式会社

の義務量増加は、大豆油相場の上昇を引き起こし、
オイルバリューが高止まりする状況となっていま
す。こうした変化は油脂コストの上昇につながって
おり、当社も価格改定を発表し、お客さまとの交渉
に取り組んでいますが、依然としてコスト上昇分を
十分に吸収できる水準には達していません。

喫緊の課題として、まずは複雑な油脂コストの環
境について、お客さまに丁寧な説明を重ね、ご理解
をいただけるよう努めています。

複雑な油脂コスト環境について丁寧に説明

－ 持続的な成長の実現するために大切なことは
イノベーションを生み出す企業体質への進化が必

要です。当社グループは長年培ってきた信頼、ノウ
ハウ、知的財産を有しており、それらの無形資産は
強みであり、競争力です。さらなる強化に向けて
は、社内外の知見や経験を融合させる共創の取り組
みが重要となります。
－ 理想とする近未来の企業像
「ビジョン2030」において“生きるエネルギー”を

すべての人にお届けする企業グループになることを
目指しています。そのためには、「グローバルトッ
プレベルの油脂ソリューション企業」へと飛躍する
ことが必要です。具体的には、「お客さまベネフィ
ットの最大化への貢献」を起点として油脂ソリュー
ション創出力を最大化、展開領域・展開エリアを拡
大し、その結果として成長市場でのプレゼンスのア
ップや、潜在市場における市場の創造につなげてい
る状態になることです。チョコレート用油脂・化粧
品油剤などにおいては、グローバル市場における成
長ポテンシャリティーを取り込んでいきます。

食のバリューチェーンにおける課題に対しては油
脂技術を活用したソリューションを提供し、油脂栄
養の分野では高度な知見を活かして国内外の市場創
造を実現していることがその姿だと捉えています。

CSV経営をさらに深化

－ 過去５年ほどの概況について
当社グループは、2030年に向けた「目指す姿」と

「戦略の指針」を長期的な視座で共有し、持続的な
成長と持続可能な社会への貢献を実現することを目
的に、2021年度に長期ビジョン「日清オイリオグル
ープビジョン2030（ビジョン2030）」を策定しまし
た。注力すべき6つの重点領域を定め、重点領域に
おける課題解決を通じた社会との共有価値の創造
（CSV）を成長ドライバーとし、「グローバルトッ
プレベルの油脂ソリューション企業」に飛躍するこ
とを目指しています。

最初の中期経営計画「Value Up +」（2021年度～
2024年度）の期間中はコロナ禍や原料価格の高騰と
いった事業環境のなかで市況変動を乗り越え、お客
さまとの確かな関係性の構築と高付加価値・機能性
商品の拡充により、 全セグメントで過去最高益を更
新しました。連結営業利益の年平均成長率を過去の
中期経営計画と比較すると、2017 ～ 2020年度の
「Value Up」は４％、「Value Up +」では９％と、着
実な成長を積み上げてきました。加えて、共創の場
である研究開発施設「インキュベーションスクエ
ア」の開設やグローバルな大型投資なども進め、今
後の成長に不可欠な基盤を構築しました。

2025年には、２期目の中期経営計画「Value UpX」
をスタートしました。CSV経営をさらに深化させて
事業戦略と一体化させることによって、多様な価値
創造ストーリーを編纂し、最終年度2028年度に営業
利益280億円（営業利益率5%以上）、ROE８%以上、
ROIC６%以上となることを目指しています。
－ 貴社にとって喫緊の課題とは

安定的な原料調達、製品の製造・供給が当たり前
ではない時代になったと感じています。加えて米国
環境保護庁（EPA）が発表したバイオ燃料混合比率

1985年日清製油入社、2006年日清オイリオグループ理事 加工油脂事業部
長、2008年執行役員、2014年常務執行役員、2014年取締役 常務執行役員。
2017年より現職。

PROFILE （くの・たかひさ）

“生きるエネルギー”をすべての人にお届け

グローバルトップレベルへ
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代表取締役社長執行役員CEO 春山 裕一郎 氏

株式会社Ｊ-オイルミルズ

シリーズを昨年リニューアルし、非常に好評です。
調味・調理油「JOYL PRO」シリーズも拡充し、メ
ニュー品質向上や作業負荷低減につながる提案を行
っています。家庭用は紙パック製品「スマートグリ
ーンパック」シリーズでプラスチック削減や利便性
について引き続き訴求していきます。

中長期的には事業ポートフォリオの高度化と海外
事業を推進しています。事業ポートフォリオの高度
化については専門チームを設置し、検討を進めてい
ます。北米では味の素グループの現地企業と業務提
携し、社員も出向させて当社製品を現地で販売して
いく準備を整えました。昨年12月にはASEANを中
心にM&Aを検討する専門部署も設置しました。

「おいしさデザイン」を提案していく

－ 持続的な成長をしていくために必要なことは
当社の強みは油脂の販売を通じ、特に中食・外食

のお客さまと強固な関係にあることです。油脂だけ
ではなく機能性スターチを組み合わせ、課題解決に
応えられる「おいしさデザイン」を提案していきま
す。「おいしさ」に対して科学的に解釈し、体系化
してデータベース化することも進めています。科学
的解釈で原理原則が分かれば、潜在的なニーズを引
き出すこともできると見込んでいます。

お客さまと共創の観点で関係を深化させ、価値創
出を進めていきます。
－ 理想とする近未来の企業像は

世界的な人口増加、気候変動など外部環境が変化
するなか、食の安定供給は最も重要な社会課題だと
感じています。

当社は人々の生活に欠かせない油をつくる企業と
して、「おいしさデザイン」の力を基盤に素材単体
にはとどまらない価値を拡げ、当社の目指すべき未
来（ビジョン）「Joy for Life―食で未来によろこび
を―」の実現に取り組んでまいります。

素材単体だけではない価値を創出

－ 近年の概況について
原材料高騰や円安進行の中、佐藤達也前社長の下

で構造改革、経営基盤の強化に取り組み、24年度は
当期純利益、配当は過去最高水準で「復活」を果た
しました。一方で、原料やエネルギー価格の変動、
人件費や物流費の上昇など外部環境は厳しくなって
います。特に世界的なバイオ燃料向け需要の拡大で
ミールバリューの低下が続き、従来とは違うリスク
が顕在化しています。このような外部環境の変化を
チャンスと捉えて、成長戦略と経営基盤の強化を両
輪として、26年度もグループ一丸となり取り組んで
いきます。
－ 貴社の強みも踏まえた現状の課題について

短期的・中長期的な戦略の両方を並行して実行
し、速やかな業績回復と持続的成長を実現すること
が重要です。

短期的な課題としては、品質の高い油を安定的に
供給するという社会的使命を果たすために、価格改
定を着実に実行していく必要があります。

足元の製品のポートフォリオ強化の観点では、当
社の事業展開の３つの軸「おいしさ×健康×低負荷」
での取り組みを強化しています。
「おいしさ」では、油脂に加え高付加価値のスタ

ーチ製品を有する当社ならではのアプローチで、
「おいしさデザイン」を提案していきます。
「健康」に関しては、健康志向に応えるこめ油や

オリーブ油の展開強化に加え、サプリメントオイル
の取り組みも進めています。今年２月には機能性表
示食品のえごま油を発売し健康価値を訴求する製品
ポートフォリオを強化しています。
「低負荷」では、中食・外食産業での労働負荷や

環境負荷を低減する製品をそろえています。業務用
では独自技術のSUSTECを用いた長持ち油「長徳」

慶應義塾大学卒業。1993年住友化学工業（現・住友化学）入社。MBA取得後
は住友ファーマグループで戦略・財務領域を歴任し、米国企業でCFOを務める。
2022年にJ-オイルミルズへ入社、執行役員CFO、常務執行役員CSOを経て、
2025年6月に代表取締役社長執行役員 CEO就任。1969年生まれ。

PROFILE （はるやま・ゆういちろう）

「おいしさデザイン」で潜在ニーズに応える

３つの軸で事業展開



未来への航路第 2章064

PROFILE

GOODNOONブランドを強化

－ 近年の概況について
当社は、植物性油脂、業務用チョコレート、乳化・

発酵素材、大豆加工素材の４事業を軸に展開していま
す。2025年はカカオショックの影響が大きく、価格
高騰によりチョコレート需要はグローバルで鈍化し
ました。一方で、ココアバター代替油脂（CBE）やコン
パウンドチョコレートの引き合いは増加し、当社に
とっては追い風となる側面もありました。

25年４月には事業持株会社制へ移行し、４事業本部
体制を開始しました。これにより、事業ごとに機動的
な支援が可能になりました。

25年度からの新中期経営計画「United for Growth 
2027」では、27年度に事業利益450億円、ROE10％以
上などを掲げ、持続可能な成長を目指します。
－ 貴社にとって喫緊の課題

最大の課題は、米ブラマー社の収益力の改善です。
カカオ相場は歴史的な高騰時に比べ現在は落ち着い
ていますが、依然として不安定な状況です。前中計で
はカカオ相場の影響を受け、同社の収益が悪化しま
した。新中計では同社の収益力改善を最優先課題と
し、相場の変動に対応できる体制の構築と、コンパウ
ンドチョコレートを主とするポートフォリオの変革
を推進します。
－ 新需要創造に向けた取り組みについて

新中期経営計画では、挑戦領域の利益比率を24年
度の５％から27年度に15％へ引き上げます。GOODN
OONブランドはその中で最も尖った存在として位
置付けています。植物性素材で「おいしい」の多様な
選択肢を提供するブランドとして商品開発を進めて
います。主力商品の豆乳クリームバター「ソイレブ
ール」と、動物性原料を使わずに満足感のある味わい
を実現する植物性ダシ「ミラダシ」が代表格です。ミ
ラダシは、外食・ホテル業界を中心に共創が広がっ

ています。誰もが同じ料理を楽しめる“オールパーパ
スメニュー ”を提案していきます。

そのほか、カカオ成分ゼロのミルクチョコレート
タイプ「アノザＭ」も挑戦領域を代表する商品です。

CBEとコンパウンドチョコに注力

－ 持続的な成長を実現していくために大切なこと
成長領域の強化と挑戦領域の拡大が重要だと考え

ています。挑戦領域は製品だけでなく、新しいカテゴ
リーや市場も対象であり、複数の構想が動いていま
す。成長領域では、CBEやコンパウンドチョコレー
トなど競争力の高い分野を磨き上げていきます。

供給面では、阪南事業所での新チョコレート工場
稼働やカナダ工場の新ライン稼働など、コンパウン
ドチョコレートの生産体制を強化しています。また、
サステナブルな原料調達の強化にも取り組んでいま
す。仏プロヴァンスユイル社のグループ化による高
品質なひまわり油の調達強化、マレーシアでの合弁
事業による生産体制整備や、認証パーム油の供給能
力拡大、西アフリカの農家支援によるカカオの安定
確保など、バリューチェーン全体で進めています。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

当社の価値創造の根幹は、植物性素材で社会課題
の解決に貢献することにあります。その対象は顧客
にとどまらず、地球環境や社会全体へと広がってい
ます。当社は植物性素材の拡大、すなわち本業の拡大
が社会課題の解決につながると捉えています。

日本では高齢化が進む中、健康寿命の延伸が課題
であり、筋力維持には大豆たん白の摂取が有効と考
えています。認知機能低下に対しては、安定化DHA
を活用し、魚からだけではなく食品からも摂取でき
るよう取り組んでいます。米国では肥満対策として
シュガーレスチョコレートなどを提案しています。
社会課題に対し、製品や技術を通じた貢献により、サ
ステナブルな食の未来の実現を目指します。

「おいしい」の多様な選択肢を提供する

植物性素材で課題解決

（おおもり・たつじ）
1960年４月28日生まれ。明治学院大学社会学部卒、1983年不二製油入社。
2004年山東龍藤不二食品董事・総経理、14年第二営業部門長、16年事業統括
部門長等を歴任、17年４月代表取締役社長。25年6月不二製油（新会社）代表
取締役社長。※不二製油グループ本社と不二製油が合併し25年４月より新会社

代表取締役社長 大森 達司 氏

不二製油株式会社
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PROFILE

代表取締役社長 辻 威彦 氏

辻製油株式会社

ワクワクが止まらない会社

－ 新需要創造に向けた取り組みについて
基幹事業で培った技術を基盤に、フレーバーオイ

ルなどの新分野の育成と、より付加価値の高い領域
への展開を進めています。油脂製品のロングライフ
に貢献する酸化防止剤製品の上市も進めています。

また、社長就任後に立ち上げたアグリ分野では、
高知県産のゆずや三重県産黒にんにくなど地域資源
を活用した展開を進めています。強みの抽出技術を
生かしたゆずオイルについては、外部環境の影響を
受け、海外向けを中心に厳しい局面もありました
が、販路の見直しや新規取引先の開拓により売上は
伸長しています。

三重県では、相可高校調理クラブと連携し、県産素
材を活用した商品開発を進めています。低利用魚の
アジを活用したドレッシングなど、未活用資源に新
たな価値を付加する取り組みを進めており、これら
は地域貢献と新たな需要創出につながっています。
－持続的な成長を実現していくために大切なこと

持続的な成長には、環境変化に対応し続ける柔軟
性が不可欠です。従来の考え方にとらわれず、既存
事業の延長線上で新たな可能性を模索していくこと
が重要だと考えています。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

将来的には「ワクワクが止まらない会社」であり
たいと考えています。条件面だけでなく、仕事その
ものにやりがいや面白さを感じられる環境が重要で
す。新しいことに挑戦し、それを自分ごととして取
り組める組織は活性化します。誰もやったことのな
い領域に挑戦する中で生まれる価値を大切にしてい
きます。また、地域とともに歩む企業として、社会
に貢献しながら独自の強みを発揮していきます。

こうした考えのもと、健康とおいしさを重視し、
当社にしかできない商品の開発を進めています。

需要増の機能性レシチンで設備投資

－近年の概況について
当社の基幹事業は、コーン油・なたね油を中心と

した製油事業と、大豆由来のレシチン事業です。こ
れらを軸に事業を展開してきましたが、ここ5年は
コロナ禍を契機に事業環境が大きく変化しました。

原料、資材、人件費などあらゆるコストが上昇し
続けており、従来の前提が通用しなくなっていま
す。中国をはじめとした各国の政策や関係性の変化
により、原料相場が大きく変動するなど、先行きの
見通しは極めて立てにくい状況です。経営判断はこ
れまでとは比較にならないほど難しくなっており、
変化を前提とした対応が求められています。

一方で、高付加価値分野向け機能性レシチンの需
要は想定以上に伸長しており、供給が追いつかない
場面も出ています。これを受け、生産設備の増強な
ど供給体制の強化に向けた投資を進めてきました。

また、本社の刷新を通じて、働く環境の整備や業
務効率化も進め、組織全体の底上げを図っていま
す。
－ 貴社にとって喫緊の課題

最大の課題は、先行きが読めない中での意思決定
です。設備投資や新たな取り組みにかかるコストは
大きく上昇しており、従来の感覚では判断できませ
ん。需要動向や回収可能性を見極めた判断が求めら
れています。一方、判断を遅らせれば競争力の低下に
もつながりかねず、難しい舵取りが続いています。

人材の確保と定着も重要課題です。採用コストが
上昇する中で計画的な採用が求められるとともに、
働きやすい環境づくりが不可欠です。このため、勤
怠管理や社内コミュニケーションのデジタル化、福
利厚生の充実などを進めています。

また、当社の認知拡大に向けた広告施策の強化に
も取り組んでいます。

1975年10月25日生まれ。2000年３月近畿大学工学部卒業。同年４月月島食
品工業株式会社入社、03年4月辻製油入社、11年4月常務、15年５月１日代表
取締役社長。

（つじ・たけひこ）

未利用資源活用で需要創出

健康とおいしさに貢献
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取締役専務執行役員 竹本 信二郎 氏

竹本油脂株式会社

麻油」からプッシュボトル（165g）製品を投入し、
家庭から業務用まで幅広いシーンに対応します。

産地支援で持続的成長

－持続的な成長を実現していくために大切なこと
製造業として最も重要なのは安定供給です。品質

の高い原料ごまの調達は容易ではなく、供給責任は
強く意識しています。

原料産地であるアフリカでは、ごま農家の生活基
盤向上を目指し、医療や教育機関への支援、井戸の
整備などの取り組みを進めています。さらに、農家
の方々の生活水準向上を目的とした営農支援活動を
継続的に行っています。

輸出については、アメリカや中国で流通している
ごま油に対して、品質や味の面では十分に競争力が
あると感じており、販路の拡大にも取り組んでいき
たいと考えています。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

当社と関わる方々に「関わってよかった」と思っ
ていただける企業でありたいと考えています。社員
が安心して働き、顧客や取引先とも良い関係を築き
ながら、持続的に価値を提供していくことが理想で
す。そのためには、売上と利益を確保しながら、無
理のない成長を続けていくことが重要です。　

－ 近年の概況について
ごま油事業はプロモーション施策やコロナ禍の巣

ごもり需要により家庭用が伸長しましたが、その後
の反動減もあり、直近の数量は５年前とほぼ同水準
となっています。一方、原料ごま価格の高騰に伴う
価格改定により、金額では１割ほど増加しました。

当社の顧客は業務用ユーザーが中心で、圧搾製法
はプロの料理人の方々に高く認知されています。業
務用の数量は伸長しており、顧客に支えていただい
ている実感があります。
－ 貴社にとって喫緊の課題

原料価格はピーク時に比べて落ち着いたものの、
高水準が続いています。当社はごま油本来の旨みを
生かすため圧搾製法にこだわっており、溶剤を用い
る抽出法に比べ歩留まりが悪く手間もかかります
が、この製法を守りながら価値を伝えていきます。

2025年に創業300周年を迎え、俳優・町田啓太さ
んを起用したテレビCMやSNS・店頭施策を展開し
ています。圧搾製法の価値や素材の旨みを引き立て
る魅力を訴求しています。

家庭用では、シェアは一時19％前後まで拡大しま
したが、価格上昇により12％程度まで低下しまし
た。その後、プロモーションの再強化により、現在
は16％前後まで回復しています。引き続きシェアア
ップを目指します。

使い方提案で需要創出

－ 新たな需要創造に向けた取り組みについて
「どう使っていただくか」という提案が大切です。

CMやSNS・店頭施策を通じて使用シーンを具体的
に伝え、需要喚起につなげています。

これまで提案してきた「ちょいがけ」は定着し、
外食店などでも使用が広がっています。ボトル形状
の改良を重ねることで、使いやすさも向上させてき
ました。2026年２月には、基幹商品の「圧搾純正胡

1966年３月愛知県生まれ。88年慶應義塾大学経済学部卒業。88年住友信託銀
行入社、2000年８月竹本油脂入社、11年取締役専務執行役員に就任。

PROFILE （たけもと・しんじろう）

プロに愛される本物の味を家庭へ広げる

伝統の圧搾製法を守る

圧
搾
純
正
胡
麻
油
プ
ッ
シ
ュ
ボ
ト
ル 
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日本副代表 立石 雅子 氏

アメリカ大豆輸出協会（USSEC）

イチェーンを支える重要な基盤です。今後ますます
不確実性が高まる環境の中でも、私たちは供給の安
定と価値の連携を両輪に、関係者それぞれの取り組
みを後押ししたいと考えています。そのために、持
続可能な農業の推進や、社会市場のニーズに応える
用途開発を進め、サプライチェーン全体の価値向上
に取り組みます。さらに、日本の人口減少や構造変
化を見据え、国内外に向けたイノベーションでこれ
らを一体的に強化してまいります。

毎年開催するUSSECの年次国際大豆会議「ソイコ
ネクスト」では、輸入商社や油脂・食品・飼料メー
カー、小売企業などが産地を訪問し、農家および輸
出業者との関係強化を図っています。現地での対話
を通じて、サプライヤーとの信頼を深め、安定的な
調達につなげる取り組みを推進します。

サステナブルな食の仕組みづくりを

－ 持続的な成長のために必要なことは
原料である大豆を、単なる“素材”としてではなく、

食料システム全体を支える基盤と捉える視点が、今
後ますます重要になると感じています。その価値を
きちんと見える化し、社会に発信し続けること――
ここが、持続的な成長のための前提だと思います。

大豆は、多様な用途を持ち、複数の産業をつなぐ
存在です。しかも、環境負荷の低い資源としても注
目されており、健康、サステナビリティ、食の安全
保障といった観点から、安定した食の仕組みを支え
ていくことが求められています。

そして、USSECのジャパンオフィスは今年５月に
開設70周年を迎えます。私たちは、アメリカ大豆の
輸出促進団体としての役割にとどまらず、食のサプ
ライチェーン全体の価値創造を支える存在でありた
いです。農業、食品、畜産、工業、エネルギーとい
った多様な分野をつなぎながら、これからもサステ
ナブルな食の仕組みづくりに貢献してまいります。

サプライチェーンの全体の価値向上

－ この５年を振り返って
コロナ禍をきっかけに、世界の食品業界でもサプ

ライチェーンの寸断といった課題が、より現実的な
テーマとして意識されるようになりました。そのよ
うな中で、大豆が多様な産業を支え、同時に多くの
産業から支えられていることが改めて明確になった
5年だったと感じています。加えて、消費者の健康
志向が一段と高まり、大豆の価値にも改めて光が当
たりました。豆腐や納豆といった原料としての位置
づけを超え、油脂、飼料、エネルギー、さらには工
業利用に至るまで「食のシステム全体」を支える基
盤であること、そして食資材の“原点”として評価さ
れていること、その手応えを強く感じています。

アメリカ大豆輸出協会（USSEC）はこの５年間、
大豆生産者と食品業界をつなぐ立場から、サステナ
ビリティを軸に情報発信を進めてきました。SSAP
（アメリカ大豆サステナビリティ認証プロトコル）
の策定は2013年。その後、マークの作成と商標登録
を行い、普及を本格的させました。

また、日本の食が世界に注目される流れの中で、
SSAP認証に向けたプロモーションにもこれまでに
ない予算が投じられるようになりました。マークの
付与に先進的に取り組んでいただいた企業や関係者
の皆さまのおかげで、SSAP認証について積極的に
発信することができ、その結果、「自社でもマーク
を付けたい」と考える企業が増えてきています。

さらに、SSAP認証が東京オリンピック・パラリ
ンピックの持続可能性に配慮した調達コードに承認
されたことを契機に、認証の取り組みが一気に広が
りました。加えて、2023年には大手流通企業のプラ
イベートブランド商品にも採用されています。
－ 貴団体にとっての課題は

大豆は、生産者と食品産業をつなぎ、食のサプラ

東京生まれ。小中高とミッションスクールで学ぶ。金融機関を経て1993年に渡
米。ボストン大学・大学院卒業。同大学院研究員や食品企業でマーケティング
に携わる。2003年帰国、同年アメリカ大豆輸出協会入社。以来、アメリカ大豆
の普及に猛進中。趣味は食べ歩き、ヨガ、ゴルフ。

PROFILE （たていし・まさこ）

日本事務所が開設70周年に

SSAP認証を発信
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代表取締役社長 青木 時男 氏

マルコメ株式会社

液みそ、調理みそを引き続き強化していきます。昨
年９月、グループのかねさ顆粒みそ工場を竣工しま
した。今年秋には無添加みそのラインを増強し、秋
に竣工予定です。メーカーとして最大の使命である
安心安全の工場の最先端として、今までの無添加み
そのつくり方のボトルネックを当社なりに改良・改
善したラインを竣工します。大きなエポックになる
と考えています。
「糀美人」は「なめらか」、「熟甘」など数アイテ

ムのバリエーションがあります。「タニタ食堂の減
塩生みそ」でも水平展開し、「なめらか」を発売し
ました。ブランドが柱になっていると、新しいタイ
プを出しても売場が抵抗なく広がります。「糀美人」
がけん引し、ラインアップの増強でブランドが充実
しています。

ラインアップ増強でブランド充実

－ 持続的な成長を実現するために大切なことは
今年の社内標題は「次の100年を醸成する」を掲

げました。先代の青木佐太郎社長が昨年102歳で亡
くなりました。先代はイノベーターとして、ありと
あらゆるチャレンジを行いましたが、追悼記念誌の
あとがきで息子の青木秀太副社長は先代との思い出
として、創業300年という未来を強く意識していた
と書いています。それを見た時に100年先を俯瞰し、
どうあるべきか考えていく必要があると思い、この
標題を掲げました。

そのためには主原料の安定調達が不可欠です。実
際、あおさが取れなくなるという危機感からあおさ
の陸上養殖を始めました。この先、国内で大豆がし
っかり作れるかは誰も保証できません。食料安全保
障の観点から絶対に欠かせないものとして、国内で
しっかりと自立して取り組んでいかないといけませ
ん。今後は大豆の水耕栽培にも取り組んでいきま
す。

無添加みそのラインを増強

－ この５年ほどの概況を
米をはじめ原料高が続いていますが、この５年間は

順調に推移しています。値上げの影響によりマイナ
スになった部分を復活させ、さらに順調に推移して
います。今期の予測もある程度増えていくと考えて
います。この５年で出荷金額は110％に伸長しました。
特に無添加生みそ「糀美人」は195％、「糀甘酒」や「生
塩糀」といった「プラス糀」ブランドが146％、生みそ
の風味が味わえる顆粒みそは基礎数字が低いながら
644％と、いろいろな商品が確実に成長しています。

生みその25年度上半期は113％で推移しています。
昨年の10月以降、生みその値上げを断行しました。暦
年ベースでは影響がなかったですが、年明け以降は
若干前年を下回る状況となっています。とはいえ食
品全般が値上がりする中で、米などと比べると、みそ
の価格上昇は生活者にとって許容範囲ではないかと
認識しています。特に無添加のジャンルは価格志向
ではない顧客の定着も見受けられ、ありがたい位置
づけになっています。

コストインフレの側面では価格が下がる要素はあ
りません。人件費や物流費、インフラなど全てが上昇
しています。それらを吸収するためには単純な値上
げではなく、付加価値のある新商品を投下し、場合に
よっては、商品をブラッシュアップしていく必要が
あります。

みそ業界では夏場の対策は難しく、季節変動で落
ち込んでいました。この２ ～ ３年は酷暑だからこそ塩
分がプラスのメリットとなり、しっかりとみそ汁を
飲んで厳しい夏と熱中症対策をクリアしようと、マ
スコミがみそ汁の重要性について発信しています。
－ 貴社にとっての喫緊の課題は

おいしさ、健康感、簡便性は生活者に求められる
ニーズです。そういった嗜好に合わせ、顆粒みそ、

1957年生まれ。慶應義塾大学卒業後、食品卸会社を経て1984年にマルコメ味
噌株式会社（現、マルコメ株式会社）入社。1998年に代表取締役社長就任。
味噌事業の他、糀事業、大豆事業を国内外で展開。日本大豆ミート協会会長、
発酵バレーNAGANO理事長。

PROFILE （あおき・ときお）

顆粒みそ、液みそ、調理みそを引き続き強化

次の100年を醸成



ーー Syokuhin Sangyo Shimbunsha 75th Anniversary ーー

 

食
品
企
業
・
団
体 

ト
ッ
プ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー 

069

代表取締役社長
兼 社長執行役員 城詰 秀尊 氏

株式会社ＡＤＥＫＡ

当社のみが利するわけではありません。“日本の食”
を輸出するお客様へ、冷凍耐性や食品添加物対応な
どの輸出に資する製品を提供することは、お客様の
商品価値も向上させます。

現在、食品事業の海外売上高比率は1割程度です。
これを着実に拡大するためには、グローバル展開が
進む化学品事業から学ぶことも多くあります。海外
拠点をフル活用するとともに、ノウハウの吸収、人
財育成を進め、ＡＤＥＫＡのフードテックを世界で
広げていくことこそが、当社グループ全体の持続的
な成長につながるものと確信しています。
－理想とする近未来の企業像

私たちが持続的成長を遂げるためには、単なる技
術革新にとどまらず、社会にとって真に価値ある
“素財”を提供し続ける必要があります。

当社グループは2030年のありたい姿として、「AD
EKA VISION 2030 〜持続可能な社会と豊かなくらし
に貢献するInnovative Company〜」を掲げ、食品
事業は油脂加工技術を軸に、持続可能な社会と世界
の豊かな食生活に貢献することを目指しています。
なかでも、環境負荷低減や食料の安定供給をはじめ
とする社会課題を解決するためには、プラントベー
スフードを食の新たな選択肢として広げることが使
命であると認識しています。

当社は、乳・動物脂・卵代替のアイテムとして、
「デリプランツ」シリーズを展開し、日本・東アジア
市場で採用拡大を進めるとともに、北米や欧州での
市場開拓を進めています。南アジアでは、卵機能代替
素材を中心に現地ニーズへの対応を進めています。

当社グループは、プラントベースフードを持続可
能な社会の実現と当社の持続的成長に必要な“素財”
の象徴として領域拡大を進めます。そして、社会か
ら必要とされ続けるＡＤＥＫＡを確立し、お客様、
社員、そして全ての皆様とともに、成長の喜びを分
かち合う。そのような企業であり続けたいと考えま
す。

筋肉質な事業で食の課題解決に貢献

－近年概況について
直近5年の食品業界は、新型コロナウイルスの蔓

延や原材料価格の高騰など環境が大きく変化し、当
社も厳しい局面を経験しました。当社では、事業構
造改革を進め、食品ロス削減や生産効率向上に貢献
する機能性油脂を中心とした高付加価値製品へのシ
フトを推進しました。これにより、多様な市場ニー
ズに的確に応える事業へと成長しています。まさ
に、 フードテック企業として、今後の飛躍の礎を築
くことができたと実感しています。
－貴社にとって喫緊の課題とは

フードテック企業としての存在感をグローバルで
高めることが、喫緊の課題です。当社は1929年にマ
ーガリンの製造を開始して以来、時代毎に変化する
ニーズにお応えしてきました。

例えば、機能性練込用マーガリン「マーベラス」
シリーズは、パンの老化抑制による消費期限延長に
加え、少量添加でも作業安定性を高めることで、食
品ロス削減と生産性向上の両立に寄与しています。

今後は、このような価値ある技術・製品を広く海
外へ広げていく所存です。

海外拡大なくして成長なし

－持続的な成長を実現していくために貴社が大切
にしていくことは

当社食品事業にとって大切なことは、単なる油脂
メーカーという立場を超えてサプライチェーン全体
の皆様とともに価値を高めていくことです。現在は
アジアを中心に海外へ展開していますが、北米や欧
州、インドなどの成長市場への展開が、今後の重点課
題です。海外生産の増強や企業提携を含めたさまざ
まな選択肢を検討していきます。グローバル展開は

1985年横浜市立大学商学部卒業、同年旭電化工業（現：ＡＤＥＫＡ）入社、
2014年執行役員化学品企画部長、15年執行役員大阪支社長、16年取締役兼執
行役員大阪支社長、17年取締役兼常務執行役員経営企画部長、18年代表取締
役社長、23年代表取締役社長兼社長執行役員(現)。

PROFILE （しろづめ ・ひでたか）

フードテックを磨き、社会から求められる企業へ

素財で世界の食卓に笑顔を
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代表取締役会長
兼 社長 工藤 茂雄 氏

太子食品工業株式会社

1951年青森県三戸町生まれ。青山学院大学大学院理工学研究科修了後、77年
太子食品工業入社。94年代表取締役社長就任。97年に業界初の「遺伝子組み
換え大豆不使用宣言」を宣言し、安全重視の経営を推進。2024年代表取締役
会長兼社長就任、現在に至る。

PROFILE （くどう・しげお）

健康価値創造とグローバル展開

－ 近年概況について
近年で最も象徴的な出来事は、2023年に発売した

「なめらか豆腐バー」の爆発的ヒットです。発売か
ら1年で10億円の売上を押し上げ、累計出荷数は2,４
00万本を突破しました。既存事業・新規事業・販売
チャネル拡大を「3本の矢」で示し、2024年には年
間売上高200億円を突破しました。
－  現在の経営において、喫緊の課題とそれに対す
る貴社の強みをどう分析されていますか

最大の課題は、地球温暖化による環境負荷の増大
と、原材料・穀物価格の高騰です。豆腐はスーパー
で特売品として扱われることが多く、健康機能性の
割には、原価が高く儲けが少ない構造にあります
が、当社は安易な価格競争から一線を画し、高品
質・高付加価値路線を追求しています。 

我々の強みは、社名にもある通り「技術（工業）」
です。独自特許の「きぬ練り製法」により、なめら
かな食感を保ちつつ自立する豆腐バーの開発に成功
しました。また、世界的にプラントベース市場が停
滞する中、その要因である「味」と「添加物」の課
題を、当社の極力添加物を使用しない、技術と自然
へのこだわりで解決し、真に美味しい植物性たんぱ
く質を普及させることが急務であると認識していま
す。
－ 持続的な成長を実現していくために大切にし
ていることは

第一に、「科学的根拠に基づいた健康価値の発信」
です。私自身、5歳で発症した1型糖尿病を家業の豆
腐と納豆で克服してきた「生き証人」としての自負
があります。大豆が血糖値や腸内細菌のコントロー
ルに寄与するという確信を、単なる伝承ではなく、
科学的なエビデンスとして蓄積し続けることが、消
費者の信頼に繋がります。

第二に、「海外戦略の強化」です。国内市場が縮
小する中、2030年までに海外売上高5０億円を目指し
ています。香港での成功を足がかりに、保存性の高
い豆腐バーの技術を武器として、日本の納豆・豆腐
を「グローバル・スーパーフード」として世界に広
めていくことが不可欠です。

ユーザー視点と環境配慮で需要促進

－  将来的に、どのような企業でありたいと考えて
いますか

当社のモットーは「地域に根ざし、食で未来を拓
く」であり、究極的なSDGｓ「大豆の力で世界を救
う」企業でありたいと願っています。それは単に商
品を売るだけでなく、お客様に寄りそう存在になる
ことです。自然とともに生き、次世代への責任を果
たす持続可能な社会の実現に貢献すること。また、
発酵技術などを活かした革新的な商品を投入し続け
る「食のイノベーター」であり、人々の健康を守る
ことで国の医療費削減にも寄与できるような、社会
的重要性の高い企業を目指しています。

物価高騰下でも選ばれるために、徹底的なユーザ
ー視点での付加価値向上に注力しています。例えば
豆腐バーの開発では「ペルソナ（具体的なターゲッ
ト像）」を設定し、働く女性が食べやすいサイズや、
バッグを傷つけないよう角を丸くしたパッケージな
ど、細部までこだわり抜きました。 

環境負荷の低減も需要活性化の鍵です。納豆容器
に再生樹脂を活用した「黒色エコ容器」を採用した
ことで、環境意識の高いお客様から支持をいただい
ています。
「環境化」をさらにグレードアップした「健康化」

にむけて、豆腐をソーセージ状にした「豆腐ソーセ
ージ」を、畜肉・魚肉や大豆ミートに続く「第4の
選択肢」を提案し、従来の枠にとらわれない新しい
食シーンと健康を創造し続けてまいります。

グローバル・スーパーフードの豆腐・納豆を世界に

大豆で世界を救いたい
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代表取締役社長 冨田 博之 氏

株式会社真誠

ーモンドきなこ」（機能性表示食品）といった健康
軸の商品を拡充しています。

新たな取り組みとして「おつまみ ひまわりの種 
燻製塩味」を2026年３月に発売しました。ロースト
したひまわりの種に燻製の香りとまろやかな塩味を
付与した商品で、健康志向と嗜好性を両立した“新
しいおつまみ”として提案しています。酒販店や菓
子問屋など従来とは異なるチャネルからの引き合い
も増えており、想定以上の反響を得ています。

ブランド力強化が課題

－持続的な成長を実現していくために大切なこと
持続的成長の鍵は、NBのブランド力強化にあり

ます。そのためには広告や販促も含めたブランディ
ングの再構築が不可欠です。

同時に、生産性向上への取り組みも進めていま
す。AI活用にあたり、まず現場を正確に把握するこ
とが必要です。その上で、生産計画の高度化や省人
化・自動化につなげていきます。これらの取り組み
を含め、持続可能な経営基盤を築いていきます。

SDGsに向けた取り組みでは、21年に専任部署を
新設し、22年に「真誠グループ SDGs宣言」を制定
しました。それ以前から「食育」「食品ロス・廃棄
の低減」「貧困対策・給食支援」「地産地消の促進」
に取り組んできましたが、一層推進しています。

－ 近年の概況について
この５年で顕著だったのは、PBの拡大です。小売

の戦略がより明確になり、価格志向の高まりに伴い
PB比率は上昇しています。ディスカウント業態の
成長もあり、当社でも構成比は変化しています。

PB比率は上昇していますが、あくまで当社はNB
で食べていく会社であり、NBをいかに伸ばすかが
経営の根幹になります。PBを受託する際には、適
正価格で成立する案件かを見極めるとともに、NB
商品の導入も含めた提案を行っています。
－ 貴社にとって喫緊の課題

最大の課題は、NBの価値向上です。価格競争に
陥るのではなく、「価値」「品質」「ブランドストー
リー」を通じて、適正価格で販売していくことが不
可欠です。その前提となるのが、正確な原価計算で
す。原価を正しく把握しなければ判断はできませ
ん。

人材確保も大きな課題です。特に工場部門では採
用難が顕著であり、企業としてのブランド力が問わ
れています。また、給与面だけでなく、等級制度や
福利厚生を含めた制度全体の見直しが必要です。

おつまみなど新領域に挑戦

－ 新たな需要創造に向けた取り組みについて
付加価値商品の強化を進めています。ごま製品で

は、主力の「純おいしいねりごまパウチ」が特に好
調で、成長を支える柱となっています。設備投資を
行い、生産能力も増強しました。また、「だし香る
ごまあえの素」（機能性表示食品）は、味の評価も
高く、リピーターを獲得しています。

きな粉製品についても、付加価値型へのシフトが
進んでいます。以前は年末など季節需要に偏る傾向
がありましたが、人気商品「とろけるきなこ」を契
機に、通年販売できる商品が増えました。近年は、
「高たんぱくきなこ」（栄養機能食品）、「黒ごまア

1962年７月愛知県生まれ。東海高等学校卒業後、米国留学・凸版印刷株式会
社勤務を経て、86年真誠に入社、96年４月代表取締役社長に就任。

PROFILE （とみた・ひろゆき）

付加価値製品を強化　持続的成長を図る

ごまの可能性を追求

純
お
い
し
い
ね
り
ご
ま
白
パ
ウ
チ
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代表取締役社長 前田 文男 氏

日本ハム株式会社

したいと考えています。また、シャウエッセンの海
外展開にもつなげたいと思います。

食肉事業については、どのような環境下でも高い
次元で収益を確保するため、ボラティリティの低減
を図ります。

ビジョン2030「たんぱく質を、もっと自由に。」
の実現に向けて、たんぱく質を軸としたR&D戦略
「プロテイノベーション」のもと、既存事業の進化
と新規事業の創出を両輪に研究開発を加速していま
す。「たんぱく質クライシス」を見据え、共創によ
る新たな価値創造に取り組んでいます。その中で、
細胞性食品や牛の腱を活用した再生医療素材などの
開発を進めています。今後も自由な発想でたんぱく
質の可能性を広げます。

スポーツ・エンターテイメント事業では、2028年
の新駅開業や2030年のファーム移転を見据え、拡大
と強みの最大化を図ります。ボールパーク周辺への
投資も進め、まちづくりにも寄与したいと考えてい
ます。

挑戦する人財育成を強化

－持続的な成長を実現していくために大切なこと
中東情勢やインフレなど外部環境は大きく変化し

ています。国内では人口減少や労働力不足が進んで
います。こうした変化に柔軟に対応し、変化を成長
の機会に変えていくことが重要だと考えています。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

たとえば、食肉・加工事業の強みの根底には、販
売マインドを持った人財の力があります。人財は当
社の競争力の源泉であり、人財育成に注力します。
失敗を恐れず挑戦する人財を育成することが、将来
の強みにつながると考えています。

食のインフラを担う企業として、多様なたんぱく
質を供給し続け、社会的役割と責任を果たしていき
ます。

次のステージに向け「攻めの経営」

－ 社長就任の抱負
ニッポンハムグループの歴史と伝統を引き継ぎな

がら、企業理念である「『食べる喜び』を通じた社
会貢献」のもと、従業員が自己実現できる会社を目
指します。「やろうと思えばできないことはない」
という意識を共有し、全員で挑戦していきます。

メガブランドのシャウエッセンや、生産・処理・
物流・販売を一体で担う食肉事業のバリューチェー
ン、スポーツ・エンターテイメント事業など唯一無
二の強みがあります。この強みを生かし、次のステ
ージを見据えた「攻めの経営」を進め、「攻めの成
長戦略」「攻めの構造改革」、働き甲斐を高める「風
土改革」に注力していきます。

私は食肉、加工、コーポレートなど複数領域を経
験してきました。その経験を生かし、さまざまな課
題に向き合っていきます。厳しい外部環境が続いて
いるからこそ、自ら逆境を切り拓いていく企業であ
りたいと考えています。
－ 喫緊の課題

加工事業では、構造改革により収益性は改善した
ものの売上減で効率が低下しており、トップライン
の引き上げが課題です。

2026年春の新商品でも、環境変化に対応した商品
提案を強化しています。ASF（アフリカ豚熱）対策
として、ボロニアタイプのベーコン型スライス「ベ
ーコロン」などを店頭展開しています。

北米では、2025年１月にM&Aした鶏肉加工会社の
うち、一部工場の立ち上げに時間を要しましたが、
生産数量は回復してきており、今後は収支拡大を目
指します。

ASEANについては、為替の影響で輸出競争力が
低下しているため、共創戦略で提携したCPフーズ
社（タイ）の販売網を活用し、現地での販売を強化

1965年11月生まれ。88年3月立命館大学経済学部卒、同年4月入社。2020年
6月取締役常務執行役員経営企画本部長、中央研究所担当、21年4月北海道プ
ロジェクト推進担当兼務。22年4月加工事業本部長、23年4月食肉事業本部長、
24年4月専務執行役員、25年4月副社長執行役員、26年4月代表取締役社長。

PROFILE （まえだ・ふみお）

シャウエッセンなど唯一無二の強みを生かす

たんぱく質の可能性広げる
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でプレゼンスを高めていきたい考えです。輸出先も
段階的に広げ、複数地域での継続販売につなげてい
きます。

食肉事業では、国産牛の輸出強化を進め、協力農
場で生産した黒毛和牛「ITO WAGYU®」など高付
加価値商品の展開を拡大していきます。2024年に十
和田ビーフプラントを新設したことで、和牛の輸出

拠点がサンキョー
ミートを加えた2
拠点体制となり、
今後のさらなる輸
出強化に期待して
います。

さらに、食肉・
食肉加工にとどま
らない周辺領域で
も、当社の加工技

術や開発力を活かせる分野を見極め、新たな収益機
会の創出に取り組みます。

挑戦を後押しする環境を整備

成長の基盤は人材です。従業員一人ひとりの、現
場で課題を捉え、自ら考え行動できる力を伸ばして
いくことで、組織の力を最大化することができま
す。今年度、評価や昇格の制度の改定を実施しまし
たが、今後さらなる制度の見直しや人材交流の活性
化を通じて従業員の挑戦を後押しする環境を整えて
いきます。

経営統合10周年を節目とした次の成長へ

当社は2026年3月期に経営統合10周年を迎えます。
支えていただいた皆さまへの感謝を胸に、基礎収益
力のさらなる強化と次の成長への投資を着実に進
め、挑戦を続けてまいります。

代表取締役社長 浦田 寛之 氏

伊藤ハム米久ホールディングス株式会社

変化に耐え得る筋肉質な組織へ

人口減少、原材料・エネルギー価格の高止まり、
家畜疫病の拡大や人手不足など、食品産業を取り巻
く環境はこの数年で大きく変化しました。こうした
環境変化にも耐えられる筋肉質な組織となるべく、
当社は、中期経営計画2026に沿って、「基礎収益力
の底上げ」と「海外事業強化」を軸に取り組みを進
めています。

加工食品事業では、商品SKU別採算管理強化と販
売手法の高度化、環境変化に応じた価格改定、およ
び継続的なコスト削減で基礎収益力を高めていま
す。2026年9月に稼働予定の新三島工場には、省人
化を追求した単味品・ソーセージの次世代型ライン
を導入することにより、原価の低減・省人化を実現
し、コスト削減を推進します。

食肉事業では、全国の営業網と海外販売網を活か
した販売強化、食肉処理の過程で発生する副産物の
販売やブランドミートの育成といった食肉商品の付
加価値化、相場変動を踏まえたリスク管理の高度化
で利益率向上に取り組んでいます。

物価高が続く中では、生活者の「納得できる価
値」に応える提案が重要です。加工食品、食肉事業
ともに、おいしさ・品質を磨き、簡便性や用途提案
を通じて多様な食シーンに対応し、消費者に選ばれ
続ける商品・ブランドづくりを目指します。

さらなる成長に向けて海外展開を加速

今後のさらなる成長のため、海外事業の拡大にも
取り組んでいます。加工食品事業では、部門横断で
輸出戦略を磨き、ソーセージや調理加工食品など主
力商品の海外提案を本格化させています。各国の法
規制や輸出認証に対応した商品設計・品質管理を進
め、現地小売や日系外食への提案、冷凍商品の拡充

1974年9月5日生まれ。1997年三菱商事入社。伊藤ハム執行役員、米久取締
役常務執行役員、三菱商事農畜産本部長などを歴任。食肉・加工食品の事業運
営から調達、海外事業まで幅広く携わる。2025年6月、伊藤ハム米久ホールディ
ングス代表取締役社長に就任。

PROFILE （うらた・ひろゆき）

中期経営計画最終年度における実行力の強化

変化を恐れず意志をもって成長をつかむ

26 年 9月に稼働する新三島工場
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PROFILE （ちば・なおと）

代表取締役会長 千葉 尚登 氏

プリマハム株式会社

1983年東京大学農学部卒、伊藤忠商事入社。飼料・穀物部長、生鮮・
食材部門長、生鮮食品部門長、執行役員食品流通部門長、Dole Asia 
Holdings Pte.Ltd.出向（シンガポール駐在）などを経て、16年４月プリマ
ハム常務執行役員。18年6月代表取締役社長、26年４月代表取締役会長（現）。

「香薫®あらびきポーク」は年間シェア
首位を獲得

－ 近年、とくにアフターコロナの経営概況は
2020年３月、新型コロナウイルス感染症に伴う一

斉休校が実施されて以降、いわゆる“巣ごもり需要”
が発生しました。家庭内で食事をする回数が急激に
増え、加工食品の売れ行きは一気に伸びました。当
社もこれらの影響を受け、過去最高益を記録しまし
た。しかし、その後は、ロシアのウクライナ侵攻や
急激な円安、原材料コスト高騰に伴う、輸入肉の価
格上昇やエネルギーコストの上昇など想定外の出来
事が連続し、食品メーカーにとっては非常に厳しい
局面となりました。

原材料コストなどが高騰する中で、当社も価格改
定は避けられませんでした。その中で最も意識した
のは「値上げしても販売数量を落とさない」ことで
した。当社の強みである、あらゆる販売促進施策を
有効活用しながら、香薫®あらびきポークを筆頭に
注力した結果、24年度にはSCIのハム・ソーセージ
部門でトップシェアを獲得することができました。
業界全体の生産量が減少する中で数量を伸ばせたの
は、大きな意味があると思っています。

高付加価値商品を強化

－変化する時代への対応は
戦略の一つが「高付加価値商品の強化」です。そ

の象徴的な商品が、今春に発売した「ジョンソンヴ
ィル ウインナー」です。従来、ウインナーといえ
ば朝食やお弁当の定番食材というイメージが強かっ
たと思いますが、「ジョンソンヴィル ウインナー」
は、“夜にちょっと贅沢をする”ことをコンセプトに
しています。

また、当社の販売促進施策は、“体験”を提供する
キャンペーンに力を注いでいます。東京ディズニー

リゾート®をはじめとしたスポンサー先企業での貸
切りイベントへのご招待キャンペーンを展開するこ
とで購買意欲の促進にもつなげています。このよう
に、当社の商品を買うことで、特別な体験が手に入
るという仕組みをつくることで、価格以上の価値を
提供できると考えています。

設備投資では、23年４月に鹿児島新工場が稼働し
ましたが、これら既存設備をどう活用するかを重視
しています。販売数量が伸長する中、現在は新たな
生産体制の構築を進めており、今後もさらなる数量
拡大に向けて取り組んでいきます。
－ 持続的な成長に向けて必要なことは

現在、当社の売上規模は約5,000億円ですが、さ
らに売上規模を拡大し、競争力を高めていきたいと
考えています。成長の柱は「既存事業の積み上げ」
と「戦略的投資」の二つです。

また、私は将来的には「総合プロテイン企業」を
目指しています。すなわち、食肉、魚、野菜系タン
パクなど、幅広いタンパク質を扱う企業になるとい
うことです。日本はもともと肉・魚・大豆をバラン
スよく食べてきた国です。だからこそ、様々なタン
パク質の選択肢を提供できる企業になりたいと考え
ています。
－ プリマハムが目指す姿は

新しいことに積極的に挑戦する文化をつくること
です。「前例を打破し、果敢に挑戦してほしい」と
従業員に伝えています。とくに若い世代はSNSや生
成AIを当たり前に使っており、その発想は、私たち
の世代とはまったく異なります。これらの発想を会
社に活かし、失敗を恐れずに挑戦してほしいと思っ
ています。

食肉業界における市場は縮小しています。しか
し、縮小市場で守りに入れば後退するだけです。攻
めながら効率化を進める、この両輪でなければ生き
残れません。持続可能な成長に向けて、挑戦し続け
る企業でありたいと考えています。

幅広いタンパク質を扱う総合プロテイン企業へ

成長に向け挑戦を続ける
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代表取締役社長 横田 和彦 氏

スターゼン株式会社

に向けて不可欠です。各国への輸出認証を取得でき
る設備能力に加え、小割や筋引き、スライスパック
など細かな加工にも対応できる工場を整え、国内外
の需要変化に柔軟に応える体制を目指しています。
－持続的な成長に向けては

東南アジアや北米などで食肉需要が増加する中、
海外市場への挑戦を加速しています。1970年代から
海外に現地法人を設立し、調達拠点として運営して
きましたが、近年は販売機能も付加しています。昨
年10月に取得したシンガポールのアディレクト社は
販売拠点であり、組織改組も行い、営業経験や食肉
の知識が豊富な社員が連携し、現地での販売強化に
取り組む体制を整えています。豪州Wagyuの肥育
農場も取得し、豪州から東南アジア、中東、米国な
どへの輸出能力を拡大しています。

国内市場においても一貫体制を持つ強みを生か
し、加工食品群の品ぞろえと生産能力強化にも注力
しています。ハンバーグや特定加熱のローストビー
フは大手外食や量販店に多く採用されているほか、
直近では、100年の歴史を持つ「ローマイヤ」のリ
ブランディングも実施しました。

価値訴求を磨き『元気のばとん』に

－新需要創造などは
当社は、消費者の購買姿勢が慎重になる中、「な

ぜこの商品を選ぶのか」という価値を消費者視点で
分かりやすく伝えるブランディングに取り組んでい
ます。その一例が、消費者の声を丁寧に拾い、価値
訴求を磨いた国産豚肉『元気のばとん』です。従来
はビタミンB1含有量の多さなど機能面中心の訴求
でしたが、消費者が求める「健康」という価値によ
り直接的に応えるため、「ココロとカラダに元気を
つなぐ！」というメッセージへ見直し、好評を得て
います。今後もこうした取り組みを継続し、消費者
に選ばれ続ける企業を目指します。

－過去５年ほどの概況は
コロナ禍で従来の延長では乗り越えられない局面

に直面し、営業体制や組織のあり方、人材配置など
を作り直すべく、経営理念の刷新から着手しまし
た。新たに「食の感動体験を創造することで世界中
の人々と食をつなぎ続ける」という経営理念を掲
げ、中期経営計画2030も策定しました。同時に当社
の強みである生産・調達から物流・販売に至るトー
タルサプライチェーンをさらに強化し、国内外の成
長市場に挑戦するために、10年後のありたい姿とし
て「世界中のお客様ニーズに応えるサプライチェー
ンの実現」という長期ビジョンを定めました。その
中で既存取引先との取り組みを深めつつ新規開拓も
進め、海外売上高比率の拡大を図ります。国内と海
外のバランスを見ながら、スターゼンの強みをさら
に進化させ、グローバル市場へ挑戦していきます。
－喫緊の課題と取り組みは

この５年間、食肉調達価格が大きく上昇し、「原料
を仕入れて販売する」だけではお客様ニーズに応え
にくくなっており、“付加価値を高めて届ける力”が
これまで以上に求められています。自社で保有する
と畜場併設工場やプロセスセンターを活用し加工度
を上げることで“消費者の口”に近づけ、付加価値を
高めた商品提案ができる体制を整えており、それら
の商品を衛生水準の高い工場で菌数を抑え加工し届
けることが、競争力を支える鍵だと考えています。

物流の逼迫が続く中でも全国のお客様に安定供給
できるよう、国内50拠点・500台の自社配送網を活
かし、ラストワンマイルを自ら担える体制を維持し
ています。コストの課題はありますが、地方での業
務提携や都市圏物流網の再構築など、オペレーショ
ンを見直し効率性と供給力の両立を図っています。

安定供給と海外展開を見据え、川上工程の強化に
も取り組んでいます。当社は生産・調達から加工・
製造、物流・販売まで一貫したサプライチェーンを
強みとしており、と畜場併設工場の機能強化は将来

1964年3月生まれ、86年同社入社、2010年スターゼン広域販売代表取締役社
長、13年4月スターゼン執行役員、15年4月常務執行役員、16年6月取締役、
17年4月スターゼン販売代表取締役社長、18年4月スターゼン常務取締役、19
年4月常務取締役営業本部長、20年4月専務取締役営業本部長、21年4月現職に。

PROFILE （よこた・かずひこ）

世界中のお客様ニーズに応えるサプライチェーン実現

グローバル市場へ挑戦
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代表取締役社長 佐藤 勇二 氏

丸大食品株式会社

めています。ハム・ソーセージ部門では「燻製屋」
ブランドのフレーバー商品を拡充し、ウインナーの
喫食シーンを夕食やおつまみに広げています。ま
た、単身世帯の増加などライフスタイルの変化に対
応し「たっぷりつかえるミニミニウインナー」やレ
ンジ調理対応の「楽チンレンジCOOK」など簡便商
品の提案も進めています。

調理加工食品部門では、物価高騰を背景とした経
済性志向や簡便ニーズの高まり、ニーズの細分化に
よるこだわり志向の拡大などの変化に対応し、消費
者調査を軸とした商品企画を進め、当社ならではの
価値を提供する商品作りによりブランド価値向上を
図ります。
－持続的な成長を実現していくために大切なこと

当社グループでは経営環境の変化に柔軟に対応す
るため、ローリング方式による中期経営計画を策定
しています。2025年4月を起点とする３カ年数値計画
では「食を通じて人と社会に貢献する企業」を目指
し、「新たな顧客価値の創造」「収益構造の改革」
「事業領域の拡大」「人財の育成」「持続可能な社会
への貢献」の５つを基本方針として持続的な成長と
企業価値の向上を図ります。
－ 将来的にどのような企業でありたいか
「食を通じて人と社会に貢献する企業」というあ

るべき姿の実現に向け、厳しい環境下でも挑戦を続
けながら「食」の新たな価値創造に取り組んでいき
ます。

主力商品の販促活動拡大

－ 近年の概況について
当社グループはこの５年間、新型コロナウイルス

の影響に始まり、原材料やエネルギーコストの高
騰、急激な円安など外部環境の大きな変化に直面し
てきました。物価上昇に伴う節約志向の高まりなど
市場構造の変化もみられる中、「お客様に、より安
全でより安心して召し上がっていただける食品を提
供する総合食品メーカーとして、真に社会的存在価
値が認められる企業を目指す」という理念のもと、
企業活動を推進してきました。

収益構造の見直しなど構造改革に取り組んできた
結果、2025年3月期は連結売上高2,349億円、営業利
益54億円といずれも計画を上回りました。加工食品
は収益改善、調理加工食品は売上拡大、食肉は事業
領域の拡大をテーマに施策を進めたことが成果につ
ながったと考えています。
－ 貴社にとって喫緊の課題は

原料価格の高騰や消費動向の変化など不透明な環
境が続く中、市場特性に合わせた事業別施策を推進
しています。ハム・ソーセージ事業では主力商品の
販促強化と業務用商品の提案拡大を進めるととも
に、生産合理化による原価低減で収益改善に取り組
みます。調理加工食品事業では生産ラインを増強し
たレトルト商品の販売強化と商品開発により売上拡
大を図ります。食肉事業ではブランド牛肉・豚肉の
販売拡大や新工場、新営業所の活用により販路を広
げ、事業領域の拡大を進めます。

中計推進で成長基盤構築

－ 新需要創造に向けた取り組みについて
多様化する消費者ニーズやライフスタイルの変化

に対応し、新たな価値創出を目指した商品開発を進

1964年生まれ。83年入社、2005年関東統括営業部広域営業部長、09年営業
本部営業部長、12年中四国統括営業部長、13年執行役員営業部長、21年６月
から代表取締役社長。

PROFILE （さとう・ゆうじ）

販促強化と商品開発で新たな需要創出へ

持続成長へ戦略着実に
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代表取締役社長 金澤 俊司 氏

銀河フーズ株式会社

1959年3月生まれ、北海道出身。専修大学経営学部経営学科卒。2002年7月
銀河フーズ株式会社入社、06年4月執行役員マーケティング部長、09年6月取
締役専務執行役員事業本部長、14年6月から現職。

PROFILE （かなざわ・しゅんじ）

－近年概況について
ハム・ソーセージの製造・販売業として創業

（2002年）以来お陰様で安定経営を維持して来まし
た。しかし、未曾有の「新型コロナウィルス感染
症」発生（2020年1月）以来、これまでの不況や災
害時の状況とは異なり、急激に景気が悪化し、年を
追うごとに想定以上の原材料価格、エネルギーや輸
送コスト、人件費の高騰に加え円安が進行し海外相
場高となり利益を圧迫する過去に経験したことの無
い、長期間に渡る厳しい経営環境となりました。　

そのような環境下において、従業員の雇用の継続
を最優先とし心理的安定性を高めるべく環境整備等
に取り組み、手探り状態ではありましたが「事業継
続計画」（BCP）を策定・対応して参りました。

コロナ禍により消費者の価値観が激変した市場で
の対応では、我々小規模の企業は、“右利きを左利
きに直す”位の勇気ある意識・行動改革が必要との
認識を持ち「製造コストダウン・採算の低い事業の
整理や価格改定」等に取組み、その結果、増収と減
収を繰り返しながらも一定の利益を確保する事が出
来、継続的に黒字経営を維持しております。
－貴社にとって喫緊の課題とは

ひとつは、コロナ禍で多様化した消費者ニーズを
丁寧に読み解き、先々を予測した対応や原材料価格
の高止まり、加速する少子高齢化や労働力不足等へ
の具体的な対応策を講じること。

二つ目は、コストアップ分を吸収する取り組みに
より、筋肉質な収益基盤を構築し継続的に適正な利
益を確保出来る体制を作り上げること。

この二つが喫緊の課題と認識しており、それらの
実効性を高めていくために都度、効果の検証をして
修正、進化させる事が重要と考えています。
－持続的な成長を実現するために大切なことは

過去の延長線上では無い新しい時代の幕開けと捉
え、コロナ禍で学んだ経験を活かして「人財育成の強
化・採算の低い事業の整理・適正な価格改定・DX

の活用による業務の最適化」等を図り収益性を高め
て、より一層筋肉質な収益基盤を構築し、業容拡大へ
の投資や従業員の待遇改善を実施して行きます。更
に事業を通じSDGsの実現に向け貢献をし企業価値
を向上させ、持続的成長発展につなげて参ります。

ソーセージの賞味期限延長技術を活用

今後も「食の信頼」を経営のベースとし品質・衛
生管理の徹底を継続しながら、「量」から「質」へ
と経営の軸足を移しつつ、既存品のブラッシュアッ
プ（おいしさの追求等）や健康ニーズへの対応とし
て“減塩・糖質ゼロ・タンパク質・カルシウム”等の
訴求を強めた健康軸での差別化品や環境ニーズ面に
配慮した付加価値品（エシカル消費対応等）、そし
て様々なライフスタイルを想定した価値ある商品開
発を強化して参ります。

また今般、特許取得したソーセージ類の賞味期限
延長を可能にする技術を活用し、食品ロスの低減や
食品流通関連の社会課題の解決に寄与し、ハム・ソ
ーセージ業界の発展に貢献して参ります。
－理想とする近未来の企業像	

創業四半世紀（25年目）を迎えた今、次の創業半
世紀（50年目）でも“銀河フーズのおいしいハム・
ソーセージ”を介して食卓に笑顔を届けられる存在
価値のある会社を目指し、更に“創業100年企業”を
目指します。ブランドをつくるのは、従業員であり
従業員が企業を支える財産と認識し、社内コミュニ
ケーションを活性化させ、課題を共有し“挑戦意欲
に溢れた働きがいのある会社”を目指します。

自社の強み・弱みを知り、身の丈に合った経営戦
略を明確にして小回りの利く変化対応業としての企
業価値を高め、小規模ながらもライフラインの一翼
を担う食品メーカーとして商品の安定供給を通じ社
会貢献を果たし“小粒でもピリッとした存在感のあ
る会社”を目指します。

「小粒でもピリッとした存在感ある会社」を目指す

食卓に笑顔を届ける
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ジャパン・ディレクター 加藤 悟司 氏

米国食肉輸出連合会（USMEF）

年はSNSが新たな情報媒体となり、消費者もそれを
通じて購買行動を取る傾向が強まっています。我々
もSNSを通じたコミュニケーションに力を入れてい
るところで、Xのアカウントのフォロワーは13.6万
人に上るなど一定の成果を上げており、今後もSNS
による情報発信を強化していきます。

大切なのは消費者とのコミュニケーションであ
り、アメリカンビーフ、ポークのファンを獲得し、
購買につながる機会を創出していきます。
－2027年には日本事務所開設50周年を迎えますが、
USMEFが目指す姿とは

私は1990年から５年間、駐在員として米国中西部
に赴任していました。その当時、現地でBBQやステ
ーキなどを食べて、こんなにおいしいものを食べた
ことはなかったと、非常に感動しました。その時の
感動をずっと心に抱いており、USMEFに入ってか
らも米国のおいしい料理、食文化を日本に紹介しよ
うと活動してきました。具体的には、アメリカンポ
ークのバックリブやプルドポーク、キューバサンド
イッチ、アメリカンBBQなどのメニューのほか、
「低温調理」も紹介してきました。日本の消費者に
米国のおいしい食文化を紹介し、楽しんでもらうこ
とが私たちの目指すゴールです。その結果、アメリ
カンビーフ、ポークの需要を広げていくことができ
ると確信しています。

アメリカンポークでは15年に「ごちポ」施策を開
始しました。キャラクター
「ごちポくん」が消費者との
コミュニケーションを図るこ
とで、アメリカンポークが日
常生活に親しみのある存在で
あることを確立し、現在は
「ごちポ」の認知率も30％以
上に上っています。私たちにとって「ごちポ」は大
きな財産であり、今後も消費者とのコミュニケーシ
ョンを継続していきます。

消費の二極化に対応した提案

－ 近年のアメリカンミートの動向は
アメリカンビーフの生産量は2022年の1,283万tを

ピークに、27年まで減少が続くと予想されていま
す。一方で、牛群の再構築の気配が見え始めてお
り、28年から生産量は回復に向かうと予想していま
す。日本の消費は二極化が進んでおり、日常の買い
物は価格志向が強いものの、外食や食に関するイベ
ントでは多少価格が高くてもおいしいものを食べた
いといったニーズがみられます。そこでUSMEFで
は、アメリカンビーフについてメニューや食べ方の
提案を継続しつつ、米国で最高級に位置付けられる
「プライム」グレードを通じて、「アメリカンビー
フ＝高品質」であることを消費者に訴求していきま
す。

アメリカンポークの生産量は安定しており、25年
は1,251万t、26年は1,283万t（予測）と増加基調に
あります。25年11月に日本の豚肉輸入量の２割を占
めていたスペイン産が輸入停止となり、その供給の
穴を埋める意味でアメリカンポークにチャンスがあ
ると捉えています。とくにスペイン産バラに代わり
アメリカンポークのロースを訴求したいと考えてい
ます。さらに、アメリカンビーフのバラ（ショート
プレート）を使ったベーコンなどさまざまな可能性
にチャレンジしていきたいと考えています。

常に「半歩先の提案」をモットーに

－ 最近の活動として重視している点は
「食べておいしい」「食べて感動する」といった機

会を消費者に提供することがUSMEFの役割だと思
います。いままでになかった価値を創造する、日本
で普及していなかった部位やメニューを訴求すると
いった「半歩先の提案」をしていきます。また、近

1962年６月生まれ、三重県出身。86年慶應義塾大学卒業後、丸大食品に入社。
2002年４月にＵＳＭＥＦ入社、07年１月マーケティングマネージャー、15年１
月マーケティングディレクターを経て、22年12月26日から現職。26年６月24
日付でジャパンディレクター・エメリタスに就任予定。

PROFILE （かとう・さとし）

アメリカンミートを通じて米国の食文化を紹介

食の感動体験の機会を創出
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駐日代表トラヴィス・ブラウン 氏

MLA豪州食肉家畜生産者事業団

「父の日に牛肉を食べて祝う」文化創出

－ 今後の成長に大切なことは
日本は現在、豪州産牛肉の最大の市場ではなくな

ったものの、“ブランド力”という点では最も存在感
の大きい市場です。そのため、広告活動やプロモー
ション、啓蒙活動、業界との関係構築などへの投資
を継続していく方針です。

また日本市場では、ラム肉の成長余地もありま
す。ラム肉は日本料理やステーキ業態、さらには居
酒屋メニューにも適しており、今後も需要拡大が期
待されています。

また日本では、アンバサダープログラムとして
「オージー・ビーフ・マイト」「ラムバサダー」を
展開しています。多様な専門家で構成される彼ら
は、豪州食肉業界のチームの一員として重要な役割
を果たしています。今後は、人数をさらに増やし、
より多くの専門家をネットワークに迎えることで、
様々な分野と連携しながら、豪州産赤身肉の新しい
価値を提案していきたいと考えています。

さらにMLAでは、「父の日に牛肉を食べて祝う」
という取り組みを推進しています。この取り組みは
３年前にスタートし、現在では全国規模へと拡大し
ています。輸入業者、小売業、外食産業が一体とな
って取り組むことで、業界全体にメリットをもたら
すプロモーションとして高く評価されています。日
本市場において牛肉の消費量が減少傾向にある中
で、“父の日に牛肉を食べて祝う”という新たな機会
の創出により、牛肉全体のカテゴリー消費につなげ
ていくことが重要だと考えます。
－ 将来に向けてMLAが目指す姿は

MLAでは、今後も「需要の拡大」「価値の向上」
「市場の発展」に取り組み、豪州産食肉だけでな

く、日本の食肉市場全体の発展と長期的な相互繁栄
を目指していきます。

－ 近年のオージー・ミートの動向は
2025年、豪州の食肉の輸出額は過去最高を記録し

ました。日本市場においても輸出額は伸長し、約
3,000億円と過去最高を更新しました。この成果は、
豪州と日本のパートナーシップの強さを示すもので
あり、現在豪州は日本において、輸入牛肉・羊肉・
山羊肉のすべてのカテゴリーで市場シェア第１位を
占めています。

日本は、豪州にとって最も重要で、長年にわたる
食肉パートナーの一つです。両国の関係は50年以上
にわたり築かれてきました。その基盤となっている
のは、「信頼」「一貫性」「共通の高い基準」です。
経済環境や国際情勢が変化する中にあっても、豪州
と日本は常に緊密に協力し合ってきました。この関
係性は、私たちが誇りに思うべきものです。

“価値提案”がこれまで以上に重要に

－ 変化する時代への対応は
現在、日本では牛肉供給の多様化が進み、他国か

らの輸入拡大についての議論も進んでいます。こう
した状況下で、“価値提案”がこれまで以上に重要に
なっています。豪州の食肉産業は、世界トップレベ
ルの衛生管理、高度なトレーサビリティ、そして厳
格な輸出管理体制に支えられています。これによ
り、安全で透明性の高いサプライチェーンが確立さ
れています。さらに、日本市場での長年の経験が加
わることで、品質だけでなく長期的な供給の信頼性
も確保されています。

この信頼を支えている要因の一つが、「Aussie 
Beef」「Aussie Lamb」ロゴの存在感の高まりです。
これらのロゴは単なる原産国表示ではありません。
品質・安全性・安定供給に対する豪州の約束を象徴
するものです。これらを効果的に活用することで、
個々の商品価値を高めるだけでなく、サプライチェ
ーン全体における価値向上にもつながっています。

1977年8月 生 ま れ。 豪 州 ア デ レ ード 大 学 卒 業 後、 豪 州 のTreasury Wine 
Estatesアジ アビ ジ ネ ス の ゼ ネラ ル マ ネ ー ジャー、 米 国 の 飲 料 メー カー
Constellation Brandsのアジア地域ディレクターを務める。日本市場で約10年
間、韓国市場で約15年間とアジアを中心に活躍。2023年8月から現職。

PROFILE

「Aussie Beef/ Lamb」ロゴの存在感高まる

長期的な相互繁栄を目指す
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PROFILE
1997年大学卒業後、㈱シジシージャパン入社、その後2011年イオンに入社。
イオン商品調達㈱、イオンリテール㈱バイヤー、マネージャーを経て、イオントッ
プバリュ海外商品開発部部長代行兼生鮮・デイリー部門マネージャーとして海
外食品調達に携わる。23年カナダポーク日本事務所（現）。

（きむら・けんし）

木村 憲氏 氏
マーケティング
ディレクター

カナダポーク日本事務所

－ 近年（過去５年）のカナダポークの動向は
カナダの養豚産業は、生産量の約７割を輸出する

国際的な輸出産業です。過去５年間を振り返っても、
その基本構造に大きな変化はありません。

この間、世界ではウクライナ情勢をはじめとする
地政学リスクの高まり
や、エネルギー価格・
原材料価格の変動な
ど、食料供給を取り巻
く環境が大きく変化し
ました。その中にあっ
てもカナダは政治的・
社会的に安定した国と
して評価されており、
食料供給国としての信頼を維持しています。

日本向け輸出量は、過去５年間で数量ベース約14
％増加しました。とくに伸びをけん引しているの
が、カナダポークの大きな特長であるチルドポーク
です。現地で一度も凍結しないチルド流通を基本と
し、安定した規格・品質とおいしさに加え、部分肉
をフルセットで供給できる点が高く評価されていま
す。これにより、24年、25年はカナダポークが日本
の輸入豚肉市場においてシェア１位となりました。

機械化推進、生産体制の安定化へ

－ 喫緊の課題や、変化する時代への対応は
安定した国情のもとで継続的に供給できる体制

は、日本を含む輸入国にとって大きな安心材料とな
っています。一方で、市場の需要が多様化する中、
カナダの養豚産業としては、この安定を基盤に新た
な価値をどのように生み出していくかという課題に
も向き合っています。

また、産業としての課題の一つが人材確保です。
カナダは人口約4,000万人の国であり、畜産分野で
も労働力不足が課題となっています。海外人材の活

用や機械化の推進などを通じて、生産体制の安定化
に取り組んでいます。
－ 日本事務所としての活動は

日本事務所の活動も、この数年で新たな段階に入
っています。従来は輸入業者や加工メーカー、卸売
業者といった業界関係者への理解促進が中心でした
が、現在は小売や外食、さらには一般消費者への情
報発信にも力を入れています。店頭試食の支援や販
促ツールの提供、SNSを活用したプロモーションな
ど多角的な取り組みを行っています。

「安定」を礎に「価値」を広げる

－ 今後の成長に大切なことは
今後のカナダポークの方向性は、「安定供給」に

加えて「価値提案」をいかに強化していくかにあり
ます。これまで日本市場では、安定した供給力が大
きな強みとして評価されてきました。今後はそれに
加え、アニマルケアへの配慮や成長ホルモン・ラク
トパミン不使用など、厳格な管理基準のもとで生産
されているカナダの「品質保証プログラム（VCP）」
といった“価値”を、より明確に伝えていくことが重
要になります。こうした取り組みを通じて、日本市
場のニーズに寄り添う「価値提案型のパートナー」
となることを目指していきたいと考えています。

また、日本では食料安全保障
への関心が高まる中、カナダポ
ークは日本市場を支える供給国
の一つとして、長期的かつ安定
的な関係を大切にしています。
カナダの豊富な資源と日本の高
い技術力は互いに補完関係にあ
り、協力を深めることでより強靱な関係を築くこと
ができると考えています。今後も日本との信頼関係
を大切にしながら、持続可能で健全な食肉産業の発
展に貢献していきたいと考えています。

高まる存在感、日本の輸入豚肉市場シェア１位に

消費者への情報発信も強化
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PROFILE
1993年ニチレイ畜産部入社。米国合弁会社への出向、米国ＭＢＡ留学などを経
て、2008年にマースジャパンリミテッドに入社。09年に商務担当官としてニュー
ジーランド大使館商務部に入館。食品貿易のスペシャリストとしてビジネスマッ
チングや対日貿易促進に従事。19年７月から現職。

（きよとみ・いちろう）

清冨 一郎 氏駐日代表

カナダビーフ国際機構

一方で、日本市場においては少子高齢化という課
題がありますが、「赤身肉需要の高まり」「健康志
向」「高タンパク・鉄分摂取ニーズ」といった観点
から、カナダビーフは十分に対応可能だと考えてい
ます。「脂が強すぎない、ちょうどよい赤身」とい
う特長は、日本人の嗜好にも合致しています。

また、持続可能性も重要なテーマです。カナダは
環境先進国でもあり、国際的な環境基準への対応に
加え、生産現場での取り組みも進んでいます。こう
した中で、マーケティングによって価値向上を図る
ことで、生産者が継続的に事業を行える環境をつく
っていくことが当機構の使命です。

パートナーと築く長期的関係

－ 将来に向けてカナダビーフが目指す姿は
今後は“牛肉全体を盛り上げる”という視点も重要

だと考えています。牛肉には牛肉ならではの価値が
あり、豚肉、鶏肉など他畜種を含めそれぞれの良さ
を尊重しながらビーフの魅力を伝えていく、その上
でカナダビーフの強みを発信していきます。

また、日本事務所は少人数体制ですが、従来から
パートナー企業の力を借りながら、マーケットに寄
り添った活動を続けることで、長期的な信頼関係を
築くことを最も大切にしています。

こうした「継続」こそが、日本市場での成功の鍵
だと考えています。現在、牛肉の需要が減少傾向に
ありますが、牛肉は日本の食文化にも深く根付いて
おり、消費量の変動はあっても、需要そのものが消
えることはありません。そのため、我々はこれから
もパートナーとともに歩み、マーケットの声に耳を
傾けながら活動を続けていきます。カナダ牛肉産業
が持続可能な形で発展していくこと、それが最終的
な目標です。カナダにとって日本はこれからも大切
な市場です。長期的な視点で、一緒に成長していき
たいと考えています。

CPTPPを契機に日本向け輸出は拡大

－ 近年のカナダビーフの動向は
2019年のCPTPP（環太平洋パートナーシップに

関する包括的及び先進的な協定）発効以降、カナダ
ビーフの日本向け輸出量は大きく伸長し、22年（6.8
万t）にピークを迎え、CPTPP発効以前の18年と比
べて倍増しました。この
時期はちょうど中国向け
輸出が停止していた時期
でもあり、日本市場への
期待が非常に高まってい
ました。その後、数量ベ
ースではやや落ち着いたものの、18年以前の水準を
下回ることはなく、現在も高い水準を維持していま
す。金額ベースでは価格上昇の影響もあり、直近で
は前年を上回る推移となっています。

日本は、米国に次ぐ第２位の重要な市場であり、
その位置づけは変わっていません。一方で、日本や
韓国は成熟した市場であり、カナダ牛肉業界として
は、東南アジア（ベトナム、フィリピンなど）とい
った新たな市場の開拓も重要なテーマになっていま
す。しかしそれは、日本市場の重要性が下がったと
いう意味ではなく、日本は長期的に安定した需要を
持つ、信頼できる市場となっています。
－ 喫緊の課題や、変化する時代への対応は

現在の課題の一つはコスト上昇です。牛肉は動物
性タンパクの中でも高価格帯に位置づけられます。
こうした中で重要なのは、未活用部位を商品化する
ことによる新たな価値の創出です。これは、生産
者・流通・小売すべてにとって“Win-Win”の関係に
つながります。現在、トリミング用途だった部位を
商品化するなど、付加価値を高める取り組みが進め
られており、当機構としてもこの取り組みを支援し
ています。

「持続可能な生産」と「市場拡大」を両立

市場に寄り添った活動を展開
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代表取締役社長 吉村 直樹 氏

マリンフード株式会社

スチーズブレンドも後を追っています。ナチュラル
チーズに当社独自のチーズ代替素材「スティリー
ノ」を配合し、高品質と低価格を両立しました。目
隠しテストではチーズ100％品に勝つ場面も珍しく
ありません。

長浜工場（滋賀県長浜市）では需要拡大に対応す
るため、６号機に続いて、７号機（2026年７月）、８号
機（2027年）を導入する予定です。あわせて第２プ
ラントを建設中で、2026年秋に竣工予定です。過去
最大規模の投資となります。

海外事業は米国で苦戦もありますが、台湾や東南
アジアは比較的順調です。米国では展示会出展など
投資を継続し、中長期での基盤構築を進めています。
－持続的な成長を実現していくために大切なこと

事業構造は大きく変わりました。以前は業務用中
心でしたが、現在は家庭用が約７割を占めています。
本来は業務用とのバランスを取りたいと考えてお
り、理想は半々です。

ここに至るまで想定外の展開の連続でしたが、そ
の都度対応し成長につなげてきました。特別な方程
式はなく、目の前の仕事に全力で向き合うことに尽
きます。思いついたことはすぐ実行し、結果が出な
ければ次に移るスピードを重視しています。

2027年には創立70周年、創業140周年を迎えます。
歴史を踏まえつつ、挑戦を続けていきます。

好調なベビーチーズブレンドを増強

－ 近年の概況について
この５年で大きく舵を切りました。M&Aを成長の

中核に据え、事業領域の拡張を進めています。初の
M&Aは全酪連狭山工場のチーズ事業譲受で、20年７
月から「埼玉工場」（埼玉県狭山市）として稼働し
ました。従来は同業領域中心でしたが、現在は当社
の販売ネットワークに乗るかを基準としています。

当社の主力はチーズやマーガリン、バター加工
品、ホットケーキなどです。強みは商品だけでな
く、長年築いた販売ネットワークにあります。こう
した基盤を背景に、2025年にはMKフーズ、セブン
ズをM&Aし、牛乳、シリアルやポップコーンなど
新分野を取り込みました。M&Aの価値は当社では
生み出せない商品を獲得できる点にあります。現在
も複数案件を並行して検討しています。
－ M&A先の決め手を教えてください

規模は重視していません。小規模企業ほど商品力
はあっても販路を持たない場合が多く、当社の営業
ネットワークと組み合わせることで価値が生まれる
と考えています。新興企業も商品開発力に優れる一
方で販路に課題があり、相乗効果を見込んでいます。

人材確保に注力 26年春は40人採用

－ 貴社にとって喫緊の課題
最大の課題は人材確保です。M&Aを進める中で

買収先を任せられる人材が必要ですが、事業を担え
る人材の確保は容易ではありません。

長浜第２プラントの26年秋稼働に向けて数十人規
模の増員も必要で、人材確保は最重要テーマです。
－ 新需要創造に向けた取り組みについて

ベビーチーズブレンドが想定以上にヒットし、需
要拡大により供給が追いつかない状況です。スライ

1949年８月１日生まれ。北海道大学理学部中退、77年マリンフード入社、78
年取締役管理部長、79年常務、80年代表取締役社長。趣味は読書、執筆、囲碁、
映画鑑賞。

PROFILE （よしむら・なおき）

販売網に新領域取り込み拡大

M&Aで成長加速へ

ベ
ビ
ー
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ズ
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PROFILE （つかもと・ひろやす）

海外販売強化、中期経営計画の推進

－ 近年の概況について
この5年で神戸工場の稼働を本格化させ、生産体制

を取り強いものに整えました。マーケティングもよ
り本格的なものになっています。「チーズＤＥ鉄分ベ
ビーチーズ」によるマーケティング施策において、ベ
ビーチーズfor momの取り組みの一環で「ニンプバ
ー」を実施しました。通常のマーケティングからさら
に深掘りして、お客さまとコミュニケーションを取
るための施策を推進してきました。

近年では海外でもプロセスチーズが広がりを見せ
ており、ベトナムを中心に東南アジア各国に拡大を
続け、現在では１０か国で展開をしています。各国にデ
ィストリビューターを置き、一定の売上を伸ばし始
めています。当社と三菱商事が設立したインドネシ
アの合弁会社 PT EMINA CHEESE INDONESIAも成
長してきています。

25年には初めて中期経営計画を策定し、スタート
させました。6年間を前半3年、後半3年の2フェーズ
に分けています。25年8月にはナッツ製品の製造、販
売を手掛けるミツヤグループを完全子会社化しまし
た。統合完了後の融和の期間を経て、今後はグループ
シナジーを追求していければと思っています。
－ 喫緊の課題について

原材料等様々なコスト増や値上により売上が苦戦
している国内事業の立て直しが課題です。大手小売
りのPB商品や競合他社の類似商品など、業界を取り
巻く環境が大変厳しい中、如何に当社ならではの付
加価値を市場で打ち出していけるかが大事かと考え
ております。

また次の成長の柱と位置付けている海外事業に関
しても、国によって食習慣も大きく異なり、日本の様
にプロセスチーズを食べる習慣が根付いて国もまだ
まだあるため、チーズを食べる習慣のない国の子ど

もたちには、栄養価の高い食べ物として早い段階か
らチーズに慣れ親しんでもらい、チーズを食べる土
壌を耕していければと思います。現在は各国でプロ
セスチーズを受け入れる土壌がどこまであるかを見
極めながらチーズデザート６Pを中心に輸出して販
売を増やしております。

固定概念に縛られない商品開発

－ 持続的な成長を実現するために
春と秋には新製品を発売し、チーズ市場を活性化

させていきたいです。これまで食品スーパーにおけ
るチーズ売場は季節感の出しにくい場所でした。当
社のチーズデザートは通年販売のものに加え、季節
感のあるフルーツを使用したものも揃えています。

商品開発は当社のキモです。「ひとくちチーズデザ
ート」を含む「包みシリーズ」は開発に7年を要しまし
た。細部に至るまでひたすら追求する会社であるこ
とがこの商品に表れています。クリームチーズベー
スの外皮と中に入っているフルーツソースが、口の
中でベストなバランスになるようにデザインされて
います。チーズという固定概念に縛られていてはこ
の商品は完成しません。今後もチーズをおいしく食
べてもらう技術に磨きをかけて新たな売り場を開拓
していければと思っています。
－ 将来的にどのような会社でありたいか

プロセスチーズの専業メーカーとして、健康に寄
与するおいしい食品を開発することはもちろん、強
い分野をさらに伸ばしていきたいと考えています。

食品はお腹を満たすものですが、情緒的な側面も
求められることが多くなってきました。25年に開催
された大阪・関西万博ではプラントベースフードの
テイクアウト専門店を出店したことで、食の選択肢
の広がりを感じました。遠い未来ではなく、誰かの
助けになる食品をさらに広げていければと思いま
す。

1975年８月５日生まれ、神戸学院大学経済学部卒、関西学院大学大学院経営
戦略研究科修了。2000年六甲バター入社、12年購買部長、13年取締役稲美生
産部長、15年常務取締役、17年専務取締役、19年代表取締役副社長開発本部
長、21年代表取締役社長、23年代表取締役社長兼CEO。

塚本 浩康 氏代表取締役社長

六甲バター株式会社
強みを活かしておいしいを世界中に

誰かの助けになる食品を
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代表取締役社長 CEO 嶋本 和訓 氏

株式会社ニチレイ

ープの機能がつながりました。グループ一体のフル
シナジーを発揮できるような、総合的な成長ストー
リーや付加価値を創出できる、新たな事業モデルを
作り上げていきます。国内での事業モデル改革の中
心は、食品と低温物流の事業・機能・人財の組み合
わせ・掛け合わせを醸成することです。

海外事業においては、食品事業でも積極的にＭ＆
Ａに挑戦します。海外では低温物流事業がうまくＭ
＆Ａを活用し、事業領域を拡大させました。そのノ
ウハウを食品事業にも水平展開するとともに海外で
も食品と低温物流のシナジー具現化を図ります。
「組織・風土改革」では、100年企業に向けてグル

ープ成長の再加速を進めるためには、「持株会社・
事業会社・従業員」が三位一体となって１つのベクト
ルに向かい連動することが不可欠です。そのため、
80周年を機に「企業経営理念」を改定しました。

新経営理念では「ミッション＝使命・存在意義」
を「食からひろがる幸せを、ニチレイが未来へつな
ぐ」、「ビジョン＝ありたい姿」を「食と人と地球の
架け橋になる、価値創造カンパニー」、「バリューズ
＝価値観」を「ニチレイズム＝▽誠実に向き合う▽
質を追求する▽期待を超えて挑む▽力を合わせ共創
する▽人を大切にする」と定めました。この価値観
で全員のベクトルを同じ方向に向けることこそ私の
使命だと考えています。
－今後の持続的な成長に向けて

前述の新ミッションは、「食」を通じて人々の暮
らし、社会、そして地球全体に幸せと価値を広げて
いきたい、届けたいという想いと、その幸せを未来
へとつないでいくという決意を込めています。この
経営理念の具現化により、豊かな食生活と健康を支
え続ける企業として、あらゆるステークホルダーか
らの信頼を獲得し、従業員一丸となって力強く前進
し、新たな成長のステージに向かいたいです。100
年企業に向けて、三本柱の構造改革によるグループ
成長の再加速を目指したいと思います。

10年後を見据えた「N-FIT 2035」

－近年の概況について
2020年以降、コロナのパンデミックや地政学リス

クに伴う物価の高騰など難局に直面しましたが、食
品事業の統合改革や、海外への積極的な投資を進
め、次のグループ成長の柱となる収益基盤を整備し
ました。80周年を迎えた25年は、35年度までの10年
間を見据えた長期経営目標「N-FIT 2035」を策定し、
収益力の強化と資本効率の向上に繋げ、競争優位と
シナジー効果のさらなる発揮・海外事業拡大スピー
ドの加速・グローバル経営基盤の強化・企業価値向
上に資する環境負荷低減・社会課題解決に繋がるビ
ジネスモデルの確立といった施策を盛り込み、営業
利益率10％などの財務目標を掲げました。

そして26年４月１日、新たな成長に向け、加工食品
事業を展開するニチレイフーズと、水産・畜産事業
を展開するニチレイフレッシュを統合しました。

80周年機に企業経営理念を改定

－貴社の注力する取り組みとそれを踏まえた課題
最重要課題は「N-FIT 2035」を具体的に達成する

ため、100年企業に向けた三本柱の構造改革「経営
改革」「事業モデル改革」「組織・風土改革」を推し
進めることです。
「経営改革」では、事業環境の変化が激しい中、即応

力が競争力の強化につながります。そのためには意
思決定の迅速化や権限移譲も重要で、26年度のC×
O制度導入もそれに対応するものです。また、その実
現に欠かせない人財やデータ基盤など経営資源を掛
け合わせた経営・事業運営体制に進化させます。
「事業モデル改革」では、国内は食品事業の統合

により調達から、生産・商品開発・販売・低温物流
までのフードバリューチェーンすべてに、当社グル

1972年２月５日生。1996年４月ニチレイ入社。以来低温物流事業に携わり、
2021年ニチレイロジグループ本社執行役員経営企画部長・営業戦略部長、23
年６月同社取締役執行役員などを歴任。24年４月同社代表取締役社長、同年６
月ニチレイ取締役上席執行役員を経て26年４月ニチレイ代表取締役社長CEO。

PROFILE （しまもと・かずのり）

豊かな食生活と健康を支え続ける企業に

三本柱の構造改革を推進
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PROFILE

－近年の事業概況や市場環境について
国内では人口減少が進んでいますが、冷凍食品市

場は継続して拡大しており、数少ない成長市場の一
つだと認識しています。特にコロナ禍を境に大きな
環境変化があり、家庭用では節約志向と簡便ニーズ
が高まり、業務用では深刻な人手不足を背景に市場
拡大が加速しており、私たちにとっては追い風の状
況です。

一方で原材料や物流費の上昇、利益を圧迫する要
因が強まっているのも大きな変化です。生活者の意
識も変化し、節約意識の高まりと同時にニーズの多
様化が進んでいます。これを受け主力「ギョーザ」で
はレンジ調理、大容量、フレーバー違いなど多様なニ
ーズに応える品揃えを強化しています。Ｄ２Ｃの広が
りや業務用での提案も伸びており、マーケットの変
化に即した価値提案を強めています。

技術とブランドで価値を高める

－貴社の強みや現在注力している取り組み、課題
強みはブランド力、独自のおいしさ設計技術、グロ

ーバルな展開力の３点です。おいしさに加え、楽しさ
や健康、環境といった新たな価値を付加し、価格競争
とは一線を画した展開を目指しています。現在注力
しているＤ２Ｃ事業「あえて、」は価値創造の場とし
て、単品ではなく「献立全体での栄養バランス」を提
案することで、お客様一人ひとりのお役に立てる価
値を広げています。

課題は冷食の価値を高め、適正な価格を実現して
いくことです。海外と比較すると日本の冷凍食品の
価格はまだ非常に低い水準にあります。製品力を強
化してその価値を正しく伝えるコミュニケーション
活動が重要です。50年以上販売していても「ギョー
ザ」の購入率はまだ３割程度であり、伸び代は非常に
大きい。未購入層へどう届けていくかが成長の鍵と
なります。

【ひとりひとりの食卓に、もっと。】

－ 持続的な成長を実現するために大切なこと
安全・安心をベースとした価値ある製品を供給し

続けるサステナビリティが不可欠です。インフレ基
調の中で収益性を確保しつつ、冷食の価値を上げて
価格を最適化していくことが使命です。そのために
はDXやAIを活用したメーカー努力としてのサプラ
イチェーンの効率化が欠かせません。

また、当社は「食料システム法」に基づく農水省の
認定を全４計画で受けている唯一の企業です。脱フロ
ンや資源化率100％、物流の合理化など、我々の取り
組みが公的に認められました。物流面では中継拠点
の整備やリードタイム確保、納品期限の緩和により
配送の効率化を推進しています。こうした社会的な
意義を持つ活動の推進が、企業の持続可能性に繋が
ると考えています。
－将来的にどのような企業でありたいか

当社のカンパニースローガン「FRESH FROZEN 
AJINOMOTO 〜感動で笑顔を〜」という志は、これ
からも変わりません。これに基づき今年、新たにブ
ランドステートメント「ひとりひとりの食卓に、も
っと。」を策定しました。これは、ひとりひとりの
食卓に、おいしさ、楽しさ、環境、健康という４つ
の価値をもっともっと届けていくという約束です。

ここで「食」と「食卓」という言葉を使い分けて
いるのには理由があります。「食」は食べ物そのも
の、つまり業務用も含めたすべてを包含し、「食卓」
は家族が笑顔で囲むシーンをイメージしています。
家庭用・業務用というセグメントを超えて、食と食
卓の未来を作り続ける企業でありたい。そのために
は、生活者の皆様への貢献はもちろん、共に働く仲
間たちがもっと生き生きと活躍できる場を作ること
も、会社としての大切な姿勢だと思います。

1998年味の素入社。2010年ベトナム味の素社、16年味の素家庭用事業部メ
ニュー調味料グループ長などを経て23年味の素冷凍食品執行役員国内統括事業
部長兼製品戦略部長。24年同社執行役員マーケティング本部（事業部門管掌）
を経て、25年４月より同社取締役常務執行役員マーケティング本部長。

（すぎた・ひろし）

杉田 博司 氏
取締役常務執行役員
マーケティング本部長兼新価値創造部長

味の素冷凍食品株式会社
マーケットの変化に即した価値提案強化

価値創造で食の未来を拓く
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PROFILE （なかの・ひろふみ）

－ 近年の事業概況について
近年を振り返ると、国内食品事業の業績に大きな

影響を及ぼしたのは、コロナ禍と価格改定でした。コ
ストアップは継続しており、今春も価格改定を実施
しました。国内事業売上高は、この５年間で、約２割伸
長。利益も増加しており、コスト上昇への対応を進め
ながら収益性の確保にも継続的に取り組んでいま
す。一方、好調なのは海外事業。「水産フライ圧倒的
No.1」の確立に向けた取り組みなどが浸透してきま
した。

海外事業を起点に収益を拡大

－ 喫緊の課題と注力している取り組み
課題は、利益の確保です。前中計（2022 ～ 24年度）

では、国内事業において、アイテムを整理し、カテゴ
リーの伸長につなげる単品の収益性改善に取り組み
ました。こうした中、好調な商品は、22年発売の冷凍
食品「まんぞくプレート」です。売上高はこの3年間で
約4倍へと成長。今春には丼「まん福どん」も投入し、
さらなる成長へとつなげていきます。健康領域では、
「速筋タンパク」を配合した商品群が堅調に推移。業
務用は、電子レンジなどの調理で出来上がる「E調
理」が好調。人手不足に対応するシリーズで、メイン
の加工調理品に加え、農・水産品にも広げています。

海外事業の利益確保に向けては、水産フライを主
力に、北米、欧州市場における家庭用、業務用をどう
伸ばしていくかがカギとなります。直近の海外所在
地売上高比率は約40％。30年には、50％を目標に掲
げており今後、大きく伸ばしていく方針です。昨年
は、北米のグループ会社のゴートンズ社が新工場の
稼働を開始しました。点在していた生産拠点を新工
場に集約することで生産性の向上、収益性の向上に
つなげていきます。欧州では、シテ・マリン社（フラ
ンス）が昨年、工場を増設。「タパス」にも注力してお
り、市場占有率の拡大を進めていきます。

北九州に最新鋭の新工場を稼働

－ 持続的な成長に向けて
現中計（25 ～ 27年度）では、テーマに「バリューチ

ェーンの強靭化」を掲示。その柱は4点です。1つ目は
価値創造力の強化で、お客様が潜在的に求めている
ことを見つけ、喜んでいただけるよう提案する力が
重要です。2つ目は持続可能性で、漁業・養殖におけ
る環境負荷低減など、原料の持続性に配慮した取り
組みはますます重要となります。3つ目はリスク対
応力で、国際情勢の緊迫化など、様々なリスク局面で
何を優先し、何を見直すか、優先順位をつけて対応す
ることが必要です。4つ目は人財力で、一人ひとりの
力を最大限に発揮できる会社を目指していきます。

国内食品事業では、長期ビジョンのもと「技術革新
と生産機能の拡充により戦略カテゴリーにおいて市
場創造力をもつ事業となる」を掲げ、30年度に21年
度比売上高50%増を目指しています。冷凍食品・す
り身製品などの戦略強化を進めており、その柱とし
て今年12月、北九州ニッスイが新工場の竣工を予定
しています。同工場の生産能力は、既存ライン比1.5
倍を計画。人口減の中、生産性の向上なくして国内生
産の継続は難しい。省人化・省力化を進め、従業員が
働きたいと思える環境の構築にも努めていきます。
－ 理想とする近未来の企業像

当社は、「食」という領域で、あらゆる売り場に提案
できる品ぞろえのメーカーへと成長してきました。
現在、食品事業と水産事業の間にあった「壁」を取り
除き、「融合」させる取り組みを推進中です。売上高1
兆円以上、営業利益500億円以上を30年度の目標とし
ており、食品、水産が協業することで、卸・小売・生
活者に価値ある提案を行う企業を目指します。新商
品の投入にとどまらず、食シーンや食べ方、利用価値
の提案により、既存商品の価値も高めるなど、新しい
“食”への飽くなき挑戦を継続していく所存です。

食品と水産の融合で売上高1兆円以上へ躍進

新しい“食”の可能性を追求

1964年長崎県生まれ。88年日大卒、日本水産（現・ニッスイ）入社。家庭用
食品部加工食品課長、大阪支社営業第二部加工食品課長（当時）などを経て
2014年家庭用食品部長。21年執行役員食品事業副執行、26年執行役員食品事
業執行。同年取締役就任予定（6月25日付）

中野 博史 氏
執行役員 食品事業執行 
コンビニエンス事業部管掌

株式会社ニッスイ



ーー Syokuhin Sangyo Shimbunsha 75th Anniversary ーー

 

食
品
企
業
・
団
体 

ト
ッ
プ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー 

087

取締役専務執行役員
加工食品セグメント長生産部門長 小梶 聡 氏

U
ウ ミ オ ス

mios株式会社

のペットフードにも注力し、ペットの家族化で伸長
するプレミアム商品の開発を加速していきます。

ワンチームで挑戦と共創を実現

－ 持続的な成長に向けて
重要となるのは人財です。挑戦と共創を実現でき

る企業風土を醸成していきます。部門間の垣根を超
え、ワンチームとして動ける体制へと変革を推進。
23年に立ち上げた「MNFV 2030」では、選抜メン
バーが、未来構築と顧客視点での課題解決を目指
し、新規戦略の策定・実現に取り組んでいます。同
プロジェクトで開発されたスピルリナ（藻類）の味
噌汁は、昨年の大阪・関西万博で好評を博し、同品
をアレンジして今春、全国発売を開始しました。07
年のマルハとニチロの統合後、当社は売上高１兆円、
営業利益300億円企業を目標に掲げ、22年度以降、1
兆円超えを継続、営業利益も300億円規模へと成長。
収益が安定し、新しい取り組みに挑戦できる基盤が
整いました。Umiosとして第三創業を迎え、事業ポ
ートフォリオの最適化も図っていきます。

海外展開では、現地法人が主体となり、現地工場を
活用し、各地域のニーズにあった商品開発に着手し
ていくグローカル戦略を推進していきます。欧州で
は、魚のフィレや切り身に加え、フライなどの簡便調
理品を市場に投入。カニカマが主力の北米では、設備
を増強し、健康訴求商品などを新たに展開。グループ
全体で連携を深めることで、最終的には海外経常利
益比率70％以上を目標に進めていきます。
－ 目指すべき将来の企業像
「こういう商品をつくってほしい」「こういうこと

をやりたい」など、お客様、お取引先様に困りごと
があれば、Umiosが頭に浮かび、最初に相談いただ
ける企業でありたい。世界中の人々から信頼され、
必要とされる企業を目指して、歩みを進めて参りま
す。

－ マルハニチロから「Umios」に社名を変更
従来の総合食品企業としての枠を超え、社会課題

に最適なソリューションを提供し、持続可能な企業
であり続けたいという想いを込め、今年3月に社名
を変更しました。ルーツである海「umi」を起点に、
ステークホルダーや社会全体、地球と一体「one」
となり、食を通じて地球規模の社会課題を解決「sol
utions」していく、我々の決意を表しています。

過去５年間を振り返ると、コロナ禍では、BtoBが
落ち込む中、BtoCの拡販が進み、収束後はBtoCが
巣籠需要の反動で伸び悩んだもののBtoＢが復調し
ました。この２年間は、原料高騰や物価高を要因に
価格改定を行っていますが、バリューを高める施策
としてBtoCでは、DHA配合商品や塩分を控えた缶
詰など、消費者の健康ニーズに応える付加価値型商
品のラインアップを強化しています。

強みは「メーカー型流通業」

－ 貴社の強みと注力している取り組みについて
資源調達力、加工技術力、食材流通力の三位一体

による「メーカー型流通業」が強み。セグメント別
売上高で7割を占める食材流通では、圧倒的な調達
力を生かし、水産物、農畜産物を世界中から調達・
加工し、お客様のニーズに合わせて届けています。

10年後に向けた新長期ビジョンでは、消費者起点
のバリューサイクルを展開し、「持続可能なタンパ
ク質の提供」と「健康価値の創造」を提示。MSC
認証（持続可能な漁業によって獲られた水産物の
証）やASC認証（環境と人に配慮した責任ある養殖
により生産された水産物の証）の魚の提供を推進し
ていきます。認証魚の市場への浸透には課題があ
り、消費者への普及にも注力。強みであるDHAな
どの機能成分を配合した加工品の開発・販売を強化
し、魚肉ソーセージや缶詰に加え、ゼリー飲料の開
発などで支持層の拡大も狙っていきます。成長市場

1961年5月30日生、京都府出身。京都大学農学部卒業。2003年4月ニチロ入社。
商品技術開発部長、中央研究所長、開発部長などを歴任。19年4月執行役員、
22年4月常務執行役員、25年4月専務執行役員を経て、25年6月より取締役専
務執行役員。

PROFILE （こかじ・さとし）

第三創業でソリューションカンパニーへ

「食」で社会課題解決
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代表取締役社長 松田 要輔 氏

テーブルマーク株式会社

強固な事業基盤と「協創」の深化

－ 持続的な成長を実現するために
私たちのパーパスである「食事をうれしく、食卓

をたのしく。」を、全従業員の意思決定と行動の中
心軸に据えることだと考えます。私も全国を回り、
全員参加型のミーティングを重ねてきました。この
パーパスに共感する強い思いが、厳しい環境に立ち
向かう原動力になると信じています。

また、不確実性への備えは不可欠です。当社のみ
でできることには限界があり、異業種や競合他社と
も手を取り合う「協創」が必要です。特に物流の
「2024年問題」に対しては、共同配送を他社とも進
めるなど、具体的な連携を深めています。商品を運
ぶ人がいなければ事業は成り立たたず、強い危機感
を持って取り組み、持続可能な成長を目指します。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

理想像は、「新しい当たり前を提供し続け、お客
様の期待を上回る感動を届けられる会社」です。か
つて冷凍さぬきうどんで、本場の味を家庭で手軽に
食べられる、新しい当たり前を創りました。同様に
ビヨンドフリーを通じ、食の制約がある方もない方
も食を選べる社会を作りたい。海外でも、朝食にう
どんを食べる等の新文化を定着させたいです。パッ
クごはんも、将来炊飯器がいらない時代が来た際、
その中心にある未来を描いています。

その基盤作りとして、27年に製造子会社の直営化
を完了させ、人財育成、システム一本化、セキュリテ
ィ強化を図ります。そして26年には香川に新工場の
建設を開始し、AI導入や環境配慮を徹底した、次世
代の生産体制を築きます。また流水解凍の麺など、時
代の変化を先取りした価値を提案し続けます。

挑戦を恐れず進み、世界中の皆様に驚きと感動を
届けるとともに、生産体制を研ぎ澄ませ、未来の豊
かな食生活に貢献し続けます。

挑戦を続け価値を磨く

－ 過去５年ほどの事業概況の振り返りを
まさに激動と呼ぶべき期間でした。コロナ禍や、

地球沸騰化といわれる気候変動、原材料高騰など、
社会全体が激しく動きました。厳しい環境下ではあ
りましたが、2016年から着手していた耐震工事を含
む設備投資が、コロナによる中断を経て21年に目処
がつき、その後も工場やラインの統廃合を含めた生
産体制の見直しを実施しました。

23年には植物由来の冷凍ミールを掲げた新事業
「BEYOND FREE（ビヨンドフリー）」を立ち上げ、
昨年には、海外事業部を組織化するなど、国内の既
存事業を柱としながらも、事業ポートフォリオの変
革に一歩踏み出した五年間でした。変化をチャンス
と捉えて基盤を再構築し、次なる成長への準備を着
実に整えてきました。
－ 貴社の強みと現在注力している取り組み

当社の強みは、冷凍うどんを筆頭にお好み焼や、
たこ焼、パックごはん、業務用のベーカリーなどの
強力な商品群そのものだと考えています。家庭用と
業務用の二軸でしっかりとシェアを持つことは、非
常に大きな強みです。

米の供給が厳しい際でも、麺やパンという主食の
選択肢を自社で持つことが、強固な事業構造を作り
ます。そしてその土台にあるのは、「食の安全」と
「従業員の安全」で、私たちが取り組むべき最優先
事項に他なりません。

注力事業として家庭用は冷凍麺、業務用はベーカ
リーやデザートを中心に伸ばしていきます。パック
ごはんの需要にも応えていきます。24年に発売五十
周年を迎えた冷凍うどんは、ブランドリニューアル
や新機軸での商品投入などで順調です。海外でも冷
凍麺を中心に展開を加速させ、さらなる成長を目指
していきます。

1968年２月19日生、神奈川県出身。帝京大経済学部卒。1991年４月加ト吉入社、2009
年４月営業企画部長、13年７月テーブルマーク事業推進室長、18年７月マーケティング＆
セールス戦略部長、20年１月執行役員に就任し営業副本部長、21年１月常務執行役員営業
副本部長、23年１月常務執行役員営業本部長を経て24年１月から代表取締役社長。

PROFILE （まつだ・ようすけ）

次世代の生産体制と価値提案の強化を続ける

食の新常識を創造する
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代表取締役社長 森瀬 公一 氏

株式会社ノースイ

界規模、南米やインド、欧州へと広げていく必要が
あります。

成長を社員の幸福追求につなげる

－持続的な成長を実現していくために大切なこと
「従業員の物心両面の幸せを追求すること」に尽

きます。給料を上げ、待遇を良くすれば社員は一生
懸命働いてくれます。その結果、業績が良くなり、
また給料を上げられるという「プラスのスパイラ
ル」が確実に存在しており、社員のロイヤリティや
モチベーションは目に見えて高まっています。今期
も平均７％前後の賃上げを実施し、インフレ率を上
回る還元で社員の生活を守り、さらなる活力を引き
出したいと考えています。これからのフェーズで
は、全体の底上げをした上で、責任を果たした管理
職には高い報酬で報いる方針です。これは、私の尊
敬する日本製鉄・橋本英二会長の言葉にもある通
り、優秀な人材の流出を防ぐためでもあります。正
当な報酬こそが社員を活性化し、仕事に対する気概
を燃え上がらせる源泉になると確信しています。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

私の理想の企業像は「三代で勤められる会社」で
す。祖父が勤め、父が勤め、そして自分の子孫をも
入れたいと思えるような会社。これこそが社員から
真に信頼され社会に必要とされている証であり、究
極の理想像です。経営の最大の目的は企業の永続で
す。そのためには、まず創業百周年というマイルス
トーンを達成せねばなりませんが、そこまであと30
年です。私は今年65歳ですが、95歳まで現役を続
け、自らの手で実現したいという気概だけは持って
います。増収増益を続け、常に組織を活性化させ続
けている限りにおいて、そのタクトを振り続けた
い。老害と言われないよう頭を研ぎ澄ませ、世界の
豊かな食の素材を日本の食卓へ届ける使命を果たし
続けていきたいと考えています。

供給網をグローバルに強靭化

－ 過去５年ほどの事業概況について
当社は近年、順調な推移を辿ってきました。売上

高は５年前が500億円強でしたが、26年３月期は約760
億円に達する見込みです。数年内に1,000億円の大
台に乗せることも現実的な目標としています。利益
面でも、売上に呼応して成長しています。特に新型
コロナ禍を経てからの伸びが大きく、こうした好調
な時こそ身を引き締めねばならないと常に自らに言
い聞かせています。

成長の要因は、水産事業と冷凍食品事業という当
社の「両輪」が、共によい形で伸びていることにあ
ります。冷凍食品事業では、農産・果実分野の取扱
量において数年前に日本一となり、その後も成長を
続けています。水産事業においても、主要カテゴリ
ーで業界トップ５に入るポジションを維持していま
す。特に業績をけん引しているのは日本一の農産事
業です。
－ 貴社の強みと現在注力している取り組み、課題
について

最大の強みは素材そのものと、それを活かした加
工品にあり、これが今のニーズに合致しています。
背景には少子高齢化や共働き世帯、単身世帯の増
大、深刻な人手不足といった人口動態の変化があり
ます。「素材の冷凍化」へのシフトは、家庭用だけ
でなく外食現場でも急速に進んでいます。外食現場
では人手不足が深刻で、廃棄ロスを抑える冷凍食品
への期待は極めて高くなっています。

喫緊の課題はサプライチェーンの強靭化です。昨
今の気候変動による原料供給の不安定さに対応する
ため、産地の分散化とサプライヤーとの関係強化を
最優先事項としています。出資や設備支援などの支
援を積極的に行い、現在は国内外計15社と濃密な関
係を築いています。今後はこのネットワークを全世

1961年９月15日生、東京都出身。上智大学外国語学部卒。富士銀行（現・み
ずほ銀行）から日商岩井（現・双日）に転じてノースイに出向後、1997年にノー
スイに移籍。2011年取締役冷凍食品事業本部農産事業部長。16年常務取締役、
22年取締役副社長執行役員などを経て、23年６月より現職。

PROFILE （もりせ・こういち）

「素材」の強みで成長し売上1,000億円へ

世界の素材を日本の食卓へ



未来への航路第 2章090

代表取締役社長 溝口 真人 氏

株式会社ヤヨイサンフーズ

需要を取り込んでいく取り組みは欠かせません。
－持続的な成長に大切なことは何でしょうか

当社では、先述した課題や持続的な成長に向け、
自社生産比率の高さと商品開発の技術力を強みに、
主要３カテゴリーを中心とした商品のブラッシュア
ップや独自性の強い新商品の投入を進めています。

２０２６年春の新商品では、専門店品質のおいしさを
目指したメンチカツや、当社最大級の大きさを誇る
ハンバーグを投入しました。素材の選定から製法ま
でこだわり抜いた商品であり、他にはない価値やお
いしさを追求し続けることがお客様からの継続的な
評価に結びつき、ひいては企業としての成長につな
がると思っています。こういった商品の開発は、生産
や販売を担う社員のモチベーションアップにも一役
買っています。今後も当社商品に誇りを持ってもら
えるようなユニークな商品開発を続けていきます。

強みの給食市場で国内の地固めを

－将来的な貴社の理想像を聞かせてください
当社は２０２７年３月３１日、「Ｕｍｉｏｓヤヨイサンフ

ーズ」へと社名を改めます。これを機に、Ｕｍｉｏ
ｓグループにとってなくてはならない企業を目指し
て存在感を強めていきたいと思っています。

強みである学校給食や介護食については、長年培
ってきた強固な販売網を築いておりますので、まず
は国内の地固めをしっかりやっていきます。学校給
食や介護食は、子どもたちの成長や高齢者の健康を
支える重要な役割を担っており、安全・安心な商品
を安定的に供給し続けることが当社の使命です。

加えて、Ｕｍｉｏｓグループとの連携を深めなが
ら、業務用・家庭用の垣根を越えた新たな市場開拓
についても可能性を探っていきたいと考えていま
す。グループ全体で共栄できるような体制を整えな
がら、食の豊かさに貢献できる企業としてさらなる
成長を目指していきたいと思っています。

－近年の事業概況はいかがですか
当社の過去５年の歴史を振り返って、最も印象に

残っているのは新型コロナウイルスの流行です。主
力販路である学校給食は学校閉鎖などの影響を少な
からず受けました。一方、在宅の機会が増えた分、
業務用冷凍食品の家庭での認知が広まりました。

日本の冷凍食品は業務用が先に普及し、家庭用へ
と広がっていった歴史があります。外食から家庭で
の食事へのシフトは今もなお続いており、冷凍食品
の需要はますます高まっていくと感じています。

直近では、２０２０年に立ち上げた当社の気仙沼工場
が、２０２５年をもって黒字化を達成いたしました。気
仙沼産の水産原料を使用した商品の品質や美味しさ
を前面に打ち出し、地域食材の魅力を最大限に引き
出すことに社員一丸となって取り組んだことが奏功
しました。この成果は、当社の商品開発力と製造技
術の高さを改めて示すものととらえています。

さらに、３年前に私が社長に就任してから、利益
創出を重視した企業体質への変革を心がけてきまし
た。社員には「自分ごと」と考えて仕事に取り組む
という意識の浸透に努め、彼らがそれに応えて粘り
強く頑張ってくれたことで、この３年間で利益を重
視する経営体制の土台が出来上がりました。

新商品投入と主要商品群の磨き上げに注力

－喫緊の課題は
近年の各種コスト上昇を受けて、当社でも複数回

価格改定を実施しました。主要３カテゴリーと呼ん
でいるメンチカツ・ハンバーグ・グラタンは、価格
改定効果もあり利益面では好調です。一方、数量面
では取り組むべき余地があると認識しています。商
品の９５％を自社工場で製造している当社にとって、
生産ラインの安定稼働と人材確保は、持続的な成長
に向けた重要なテーマです。こうした課題に対応す
るためにも、既存商品の競争力を高めつつ、新たな

東京水産大学（現・東京海洋大学）卒業。1987年、大洋漁業（現・Umios）入社。2014
年に関西支社で食品営業部長、2017年に業務用食品ユニットのCVS・デリカ営業部長を務
める。CVS統括部長、業務用食品部長を歴任し、2022年に執行役員に。2023年４月にヤ
ヨイサンフーズの顧問となり、同年６月に代表取締役社長に就任した。61歳。和歌山県出身。

PROFILE （みぞぐち・まさと）

グループ一体となって、食卓の豊かさに貢献する

利益重視の基盤固める
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代表取締役社長 古賀 正美 氏

ケイエス冷凍食品株式会社

家庭用・業務用ともに、小ロット・多品種が求め
られる傾向が高まっており、その点は課題です。ま
た国際情勢の緊迫感もあり、原料調達や商品供給の
安定確保についても喫緊の課題だと捉えています。
原料については、受けの調達から攻めの調達へと切
り替え、1社からの調達を2社3社と広げ、リスク分
散や原価コントロールを実現。委託先工場との関係
強化を深め、商品の安定供給につなげていきます。

JTグループとの協業を深め海外へ進出

－持続的な成長に向けて
国内の人口減が進む中、今後の成長に向けては、海

外市場への進出が必須です。今年4月、「海外事業推
進室」を立ち上げ、JTグループのテーブルマークや
富士食品工業などのノウハウも活用し、海外展開を
視野に入れた具体的な施策について検討を開始しま
した。畜肉のミートボール製品はもちろん、新たな分
野として、代替肉にもチャレンジしていきます。代替
肉は、かつて当社でも展開していましたが、国内市場
への浸透は、進んでいないのが現状です。一方、海外
に目を向けると、代替たんぱく質への需要は拡大し
ています。畜肉製品は検疫の問題から輸出規制があ
り、代替肉の市場性には期待しております。将来的に
は、グループとの協業で、シナジー創出に貢献できる
よう、代替肉製品を育成していく予定です。
－将来的にどのような企業でありたいか

売上高200億円企業を目標には掲げていますが、
売上や利益を追求するだけでなく、社会に必要とさ
れ続ける企業でありたいと考えています。「ケイエ
スの商品は安心できる」「ケイエスの商品は食べる
とおいしい」など、共働き世帯やシニア世帯に役立
つ商品を供給し続けていきたいです。ありきたりで
すが、社員が誇れる企業を目指していきます。商品
への信頼、営業担当への信頼を重ねていくことで、
収益の確保にもつなげていきます。

唯一無二の「小型ミンチ加工技術」

－近年の事業概況について
当社はJTグループにおいて加工食品部門の一翼

を担う、冷凍ミートボールのトップメーカーです。
過去5年間を遡ると、コロナ禍が業績の落ち込み

につながりましたが、2023年にはそれ以前の数値ま
で回復。その後、コストアップで、3年連続の価格
改定を行ったため、近年は数量ベースで前年割れの
傾向が継続。25年度（1 ～ 12月）業績も利益は減益
となるも、売上高は前期並みを確保しました。自社
品が苦戦した家庭用は減収でしたが、タレなし肉団
子類の伸びた業務用は、前年超えで着地しました。
－貴社の強みと注力している取り組みについて

当社の強みは、「小型ミンチ加工技術」です。冷
凍食品企業の中では、唯一無二の技術であると自負
しています。小型ミンチ品を開発、製造し、販売す
るという、「一点突破型のバリューチェーン」を標
榜しており、現場力と品質力を強みに市場へと商品
の浸透に努めてまいりました。

注力するのは、業務用の販売拡大です。業務用の構
成比率拡大を目標に取り組んでおり、昨年は、家庭用
を上回った。今後も伸長に向け、外食・デリカ・学校
給食に特化したチャネル戦略を進め、新規ルートの
開拓に取り組んでいきます。家庭用を維持しつつ、業
務用6、家庭用4の割合まで伸ばしていく方針です。自
社工場による大量生産で、値ごろ感ある価格で提供
できる点も強みに、拡販につなげていきます。

自社工場の稼働率向上に向け、家庭用の主力品で
ある鶏つくね串類の拡販も強化。2SKUでの導入率
向上を目的に、購買層と食シーンの拡大も図ってい
ます。配荷カバー率の高いレギュラー品に加え、焼肉
のタレ味などのフレーバー品の導入も目指すもので
す。需要活性化に向けては、JT主催の将棋大会など
への出展を通して、認知拡大へとつなげていきます。

1966年生まれ、福岡県出身。93年３月ユニチカ三幸（現ケイエス冷凍食品）入社、
2010年営業本部大阪支店九州営業所所長、13年同本部九州支店支店長、16年
同本部東京支店支店長、19年同本部家庭用営業部部長、20年執行役員営業本
部長、22年常務執行役員営業本部長、24年1月より代表取締役社長（現任）。

PROFILE （こが・まさみ）

冷凍ミートボールの国内トップメーカー

信頼積み重ね市場で存在感



未来への航路第 2章092

代表取締役社長 矢野 良一 氏

ライフフーズ株式会社

多様な人材が支える持続的成長

－ 持続的な成長を実現するために大切なこと
新産地の発掘と安定供給体制の構築です。機能を

強化するため26年４月から「商品戦略部」を新設し、
組織的に産地開拓に取り組む体制を整えました。

また、組織を支えるのは人材の確保と育成です。
国籍にこだわらず多様な人材を登用しており、中
国、ベトナム、インドネシア出身の社員が活躍して
います。現地の言葉で直接やり取りし、品質を現場
で確認する仕組みが当社の信頼の源泉です。

加えて、DXの推進やリパックセンターへの投資
も積極的に行います。現場の省人化を進めて生産性
を高めることで、変化の激しい経営環境に対応でき
る強靭な企業体質を目指します。高品質な商品を安
定的にお届けできるよう、全社一丸となって努力を
続けます。自律的に考え行動できる集団となり、企
業価値を高めてまいります。未来に向けた挑戦を続
けていく決意です。
－ 将来的にどのような企業でありたいか
「商品も、人も、会社も信頼できる」と言ってい

ただける企業像です。品質と社員への信頼こそが当
社の礎です。社員一人ひとりが、顧客が何を望んで
いるか、サプライヤーと安定した関係を築くにはど
うすべきか、品質維持と生産性向上を自律的に考
え、行動できる集団でありたいです。その積み重ね
の結果として、売上高200億円の達成と、利益率の
さらなる向上を実現したいと思います。

SDGsでは、規格外品の活用や食品ロスの削減に
若手社員が中心となって取り組み、成果を上げてい
ます。最近は「ライフフーズ」ブランドの認知度が
一般消費者の方々にも広がってきており、将来はD
２Cモデルにも挑戦し、消費者と直接つながる仕組
みを構築したい。社会に貢献し、信頼され続ける企
業でありたいです。

独自の産地開拓と品質管理体制

－ 近年の概況を振り返って
過去５年ほど、売上高は年平均で４〜  ５％程度の伸

長を続け、25年度は150億円の大台を突破する見通
しです。一方で、利益面は多難な時期もあり、円安
の進行が経営を圧迫しましたが、徹底した経費削減
や体質改善により、現在は安定して利益を創出でき
る体制を整えています。物流費や人件費の上昇に対
し、適正な値上げやコスト削減に努めています。

近年、冷凍農産品の輸入量は急速に増加してお
り、人口減少社会においても成長分野だと確信して
います。当社の売上もまだまだ伸びる余地が十分に
ある考えています。
－ 貴社の強み、注力する取り組みと直近の課題

最大の強みは、創業から50年以上にわたる国内外
のネットワークと、品質へのこだわりです。リパッ
ク専用の市川センターでの厳格な選別や、多様なニ
ーズに応える包装設備が強みです。現在は家庭用ブ
ルーベリーとブロッコリー、業務用「タイパ！ベ
ジ」シリーズに注力しています。冷凍ブルーベリー
は2001年から市場を牽引した自負があり、原料確保
を推進します。業務用では「無加熱摂取」可能な
「タイパ！ベジ」は利便性が高く、中国産ブロッコ
リーから提案を強化します。

課題を挙げると、供給の不安定化やコスト上昇の
深刻化です。主要産地の中国やベトナムには、工場に
滞在して工程管理や農薬管理の直接指導を行ってい
ます。国産も引き合いは強いですが、農業従事者の減
少等により生産拡大は容易ではありません。ポテト、
かぼちゃ、枝豆など主要６品目を中心に産地連携を深
め、安定確保に努めています。地球規模で最適な産地
を探索し、日本基準の品質管理を満たせるよう育
成・支援を行うことが当社の役割であり、リスク分
散により、安定供給という責任を果たします。

1963年５月生、東京都出身。小樽商科大学商学部卒。1988年味の素入社、
2000年味の素冷凍食品へ出向。2001年ライフフーズ入社、翌02年取締役に就
任。その後、常務取締役、専務取締役を経て2008年５月から代表取締役社長。

PROFILE （やの・りょういち）

売上高200億円達成へ施策を続ける

冷凍農産品で信頼を構築
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PROFILE

強固な両輪経営でコロナ乗り越える

－ 近年の事業概況を振り返って
この５年間はまさに激動の連続でした。まず、避け

て通れないのがコロナ禍の影響です。外食事業は非
常に大きな打撃を受け、一時は売上が大きく縮小し
ました。フランチャイズ店舗や海外も含めて約50店
舗ほど減少するという苦しい時期を経験していま
す。しかし、ようやく店舗数もコロナ前の水準に戻
り、外食全体の売上も当時の水準を超えてきたとい
う手応えを感じています。

一方で、食品事業は大きく成長しました。タイミン
グ良く2023年１月には関東第三工場が稼働を開始し
ましたが、これはコロナ前から計画していたもので、
用地確保を含め準備を進めていたことが功を奏しま
した。直近の決算状況を見ますと、外食セグメントは
増収ながらも原材料費や人件費の高騰により利益面
では厳しい状況が続いていますが、食品事業が増収
増益を達成しており、グループトータルでは増収増
益基調にあります。
－ 貴社の強みと、現在注力している取り組み

客観的な強みは「大阪王将」というブランド、そし
て外食と食品という「両輪経営」を行っている点に尽
きると思います。コロナ禍のように外食が赤字に陥
るような事態でも、食品事業が支えることでグルー
プとしての赤字を免れることができました。

ただ、外食事業では課題が明確です。高収益な他社
と比較すると、当社のセントラルキッチン機能はま
だレベルが低く、規模も小さいのが現状です。外食向
けの高度な加工まで行える、より強固な機能を構築
することを中長期的な目標として掲げています。

食品事業では、市場の引き合いが強い小籠包やシ
ューマイの生産体制を強化します。特に小籠包は他
社があまり手掛けていない領域ですが、業務用・市
販用ともに需要が供給を上回っている状態です。

さらに、九州に建設中の新工場は、巨大かつ高速な
最新ラインを導入予定です。これが動き出せば、既存
の工場の役割分担を含めたラインの再編も視野に入
れており、供給体制は盤石なものになります。

北米進出でグローバル展開加速

－ 持続的な成長のために大切なことは
何よりも大切にしているのは、消費者の皆様が求

める「適正な価格」からずれないようにすることで
す。原材料費が上がれば価格転嫁を検討せざるを得
ませんが、付加価値を付けたとしても消費者の生活
実感に合わない価格設定にすれば、数量は伸びませ
ん。いかに生活者に寄り添った価格で提供し続けら
れるかが、成長の鍵だと考えています。

また、サステナビリティへの取り組みも地道に続
けています。特に注力しているのが野菜の残渣を活
用した食品ロス削減です。何年も研究を重ね、これま
で廃棄していた部分をそのまま食品として生かす取
り組みを間もなく本格化させます。

さらに、市場全体の活性化という視点も忘れては
なりません。競合他社と切磋琢磨しながら、冷凍餃子
や中華プレートというカテゴリー自体を広げてい
く。その結果として自社も成長していくというスタ
ンスが重要だと考えています。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

やはり外食と食品の両面において、中華カテゴリ
ーで圧倒的なナンバーワンを目指したいと思いま
す。そのためには国内のみならず、グローバル展開を
加速させることが不可欠です。まずは今年、北米１号
店をオープンさせますが、これを北米展開の足掛か
りにし、店舗を増やしていく計画です。冷凍餃子など
すでに輸出はしていますが、将来的には、台湾で行っ
ているように現地での生産体制を整え、現地のスー
パーやコンビニに大阪王将の餃子が並ぶような姿を
目指しています。

1964年４月26日生、大阪府出身。関西学院大学大学院経営戦略研究科終了。
2000年イートアンド入社、04年取締役、09年取締役常務執行役員、12年専務
取締役を経て17年６月社長就任。2020年10月より持株会社制に移行し、イー
トアンドホールディングス社長とイートアンドフーズ社長を兼務する。

（なかた・ひろやす）

仲田 浩康 氏代表取締役社長

株式会社イートアンドホールディングス
九州で新工場建設、供給体制が盤石に

外食と食品の両輪で中華の頂点へ
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取締役代表執行役社長
最高経営責任者 中村 茂雄 氏

味の素株式会社

「ちゃんと」の概念を重視

「2030ロードマップ」を前倒しで実現するため、
ASV経営のさらなる進化を目指しています。重視し
ているのが、私自身の経験と強みである顧客・市場
ニーズを先読みした「高速開発システム」の考え方
です。経営資源を人・モノ・金・情報に加え「時
間」と捉え、健全な危機感を持ちながら、顧客ニー
ズを先読みし、複数のソリューションを迅速に開発
し、フィードバックを通じて磨き込み続けることが
重要と考えています。つまり「今日できることを、
明日に先送りしないことの積み重ね」です。

そして、その実行にあたっては「ちゃんと」の概念
を組み込みます。コミュニケーションを「ちゃんと」
とりながら、将来の顧客課題や市場ニーズを「ちゃん
と」把握し、積極的かつ能動的に未来を「ちゃんと」創
る。そうした積み重ねが、自社・自身の実力を高め、
顧客や市場からの信頼を確かなものとし、味の素グ
ループの企業価値向上とコーポレートブランド強化
につながっていくと考えています。
－ 持続的な成長を実現するために

社会・環境に対して味の素グループの事業が与え
るネガティブなインパクトを削減するだけでなく、
ポジティブなインパクトの創出を通じてより多くの
社会価値と経済価値を生み出しながら、企業価値の
持続的・飛躍的な向上に挑戦していきます。
－ 将来的にどのような会社でありたいか

私が目指すのは、味の素グループを「食品企業」で
ありながら、その枠を超え、社会課題解決と人・社
会・地球のWell-beingに貢献する真のグローバルイ
ノベーションカンパニーへと進化させることです。
「2030ロードマップ」の先の成長に向けて、あり

たい姿の実現に向けた戦略を具体化し、新たなイノ
ベーションを持続的に生み出すことで、さらなる企
業価値向上を図っていきます。

健全な危機感をベースに

－ 近年の概況について
2025年３月期決算は、売上高が前期比6.3％増の１

兆5305億円、事業利益は7.9％増の1593億円と、共
に過去最高を更新しました。セグメント別では、調
味料・食品セグメントの売上高は5.8％増の8960億
円、事業利益2.2％増の1139億円となりました。国
内は単価上昇効果で増収となりましたが、戦略的費
用の増加などにより減益となりました。海外は販売
増などにより増収増益でした。

冷凍食品セグメントは売上高2.7％増の2893億円、
事業利益は16.0％減の80億円となりました。国内の
売上は前年並みとなりましたが、利益面では原料コ
スト増の影響などによる減益となりました。ヘルス
ケア等セグメントは、売上高11.5％増の3283億円、
事業利益は30.4％増の317億円でした。電子材料の
販売好調により、２ケタ増収増益となりました。
－ 喫緊の課題について

現在、世界を取り巻く情勢は不透明さを増し、気候
変動をはじめとする深刻な社会問題が顕在化してい
ます。中でも、私たちが重要な課題と捉えているの
が、食を支える健全なアグリフードシステムの危機
です。調達の7割を農畜産物に頼りながらも、人々の
食を支えるグローバル企業として、持続可能な食の
実現に貢献していく責任があると考えています。

味の素グループは、「アミノサイエンスで、人・社
会・地球のWell-beingに貢献する」をパーパス（志）
に、事業を通じて社会課題を解決し社会価値と経済
価値を共創するASV（Ajinomoto Group Creating Sh
ared Value）を経営の中核に据えてきました。創業以
来、磨き続けてきた独自の科学的アプローチであり
ますアミノサイエンスを基盤に、パーパス（志）に共
感いただけるステークホルダーの皆様とともに、こ
うした社会課題の解決に取り組んでまいります。

1992年東京工業大総合理工学研究科化学環境工学専攻修士課程修了、同年味
の素入社。中央研究所配属、機能性材料の開発に従事し、2019年に執行役員
味の素ファインテクノ社長。2022年に執行役常務ラテンアメリカ本部長兼ブラ
ジル味の素社長。2025年から現職。58歳、兵庫県出身。

PROFILE （なかむら・しげお）

「2030ロードマップ」を前倒しで実現

ASV経営の進化目指す
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代表取締役社長 CEO 兼
キッコーマン食品株式会社代表取締役社長 中野 祥三郎 氏

キッコーマン株式会社

ょうゆ」をリニューアルし、積極的な提案を進めて
います。「うちのごはんVege」は野菜をおいしく食
べられることをコンセプトにしているシリーズです
が、メインターゲットのシニア層に加えて、若年層
にも支持され好評です。豆乳は業態別戦略の展開と
市場深耕と共に、おいしさの追求により、さらなる
価値提供に努めます。また、工場・物流面での生産
性向上の取り組みも進めております。

海外しょうゆ事業では、売上成長年平均6％（為
替差除く）を目標とし、北米、欧州、アジア・オセ
アニアといった既存市場では需要拡大への生産供給
体制を整備しながら成長実現を図ります。並行し
て、新市場の南米、インド、アフリカで開拓・新領
域へのチャレンジを推進します。北米市場の需要に
対応し、安定的な供給体制の確立を目的に、米国第
３工場（ウィスコンシン州ジェファーソン郡）の建
設は順調に進んでおりまして、今秋には出荷を始め
る予定です。

最終27年度へ中期計画を推進

－ 持続的な成長を実現するために
中期計画の重点課題で掲げていますが、持続的な

成長に向けて、経営資源の活用により、成長市場や
新規事業の創造を図っていきます。当社の強みは、
ブランド、歴史、ビジネスモデル、海外ネットワー
ク、バリューチェーン、研究開発・技術など多岐に
わたります。この活用により、「食と健康」の領域
でキッコーマンならではの事業を創造していきま
す。
－ 将来的にどのような会社でありたいか
「グローバルビジョン2030」におきまして、2030

年に向けた将来ビジョンを示しております。その実
現に向けて、お客様の声を大切にし、価値ある商品
やサービスを提供するとともに、積極的に社会的な
責任を果たしてまいります。

国内・海外共に増収

－ 近年の業績について
2025年３月期決算では、売上収益は前期比7.3％増

の7089億円、営業利益が10.4％増の736億円、当期
利益は9.3％増の616億円と増収増益となり、売上・
利益共に過去最高を更新しました。

国内では、しょうゆ部門の家庭用は「いつでも新
鮮」シリーズが前年を上回り、加工・業務用も外食
市場の回復に加えて、中食市場が成長したことで増
収となりました。食品部門はつゆ類やたれ類、デル
モンテ調味料が増収、飲料部門でも豆乳飲料やデル
モンテ飲料が前年を上回りました。酒類部門の本み
りんも増収となっております。

海外では、為替影響を除きましても増収を確保し
ました。しょうゆ部門は北米、欧州、アジア・オセ
アニア各市場でいずれも増収となりました。東洋食
品などを取り扱う食料品卸売事業も増収増益となり
ました。
－ 喫緊の課題について

３カ年中期経営計画（2025 ～ 27年度）を現在進め
ております。最終27年度に向けて成長性、収益性を
しっかり維持しながら、将来に向けた投資を行って
いきます。

中期計画では重点課題としまして「成長の継続と
収益力の維持・向上」「将来に向けた経営資源の活
用」「事業活動を通じた社会課題解決」の３つを掲げ
ております。

さらに国内事業では売上成長年平均4％、事業利
益率（27年度）７％を目標に、付加価値の高い事業
へのシフトと生産性の向上による収益力の向上、価
値訴求や販促活動など基本の徹底によります成長軌
道への回帰を図っております。

しょうゆ・食品関連の取り組みでは、健康課題の
解決に向けて「いつでも新鮮 味わいリッチ減塩し

1981年慶應義塾大学大学院修了、同年キッコーマン入社。2008年執行役員経
営企画部長。2011年常務執行役員、2015年取締役常務執行役員CFO。2019
年キッコーマン食品代表取締役社長（現任）。2021年キッコーマン代表取締役
社長 COO。2023年6月より現職。69歳、千葉県出身。

PROFILE （なかの・しょうざぶろう）

「グローバルビジョン2030」の実現へ

将来への投資で事業創造



未来への航路第 2章096

代表取締役社長執行役員 髙宮 満 氏

キユーピー株式会社

化していきます。
タルタルソースでは、家庭用「具だくさん　レモ

ンタルタル」の好評をうけ、業務用「具沢山ソース　
レモンタルタル」を新発売しました。使用経験率が
まだ低いタルタルソースにおいて、市販用と業務用
の両方からアプローチできる強みを生かし、大きな
市場を作りたいと考えています。

日本発の価値を愚直に広げて成長へ

－ 海外事業について
国内・海外の区分けから、日本も一つのリージョ

ンと捉えるグローバル経営へ移行しています。海外
売上の6割を占める「キユーピー マヨネーズ」と「深
煎りごまドレッシング」。両商品の生産、品質、メニュ
ー提案力は、すべて日本で培われました。この強みを
日本発の価値として、世界の各エリアへ愚直に広げ
てきたことが、現在の成長につながっています。

成長著しいアジア・パシフィックでは、インドネ
シア、タイで工場を拡張しました。タイ第2工場は
輸出用をコンセプトとし、シンガポール、フィリピ
ン、オーストラリア、ニュージーランドへと販路を
広げています。また、北米にも大型工場を建設し、
生産体制のバランスが整いました。輸出は将来的な
マーケティング調査も兼ねており、順調に伸長して
います。
－持続的な成長を続けていくために

サステナビリティの取り組みを重視し、これにか
かるコストは企業が未来に向けて存在し続けるため
の投資であり、必要最低限の条件と考えています。
当社は卵黄タイプのマヨネーズから事業が始まり、
残る卵白や殻、卵殻膜も価値に変えたのが経営の原
点です。1950年代に殻の活用を模索するなど、サス
テナビリティの概念が生まれる60年以上前から実践
してきました。今後は一企業にとどまらず、産業内
連携やアップサイクルで価値創造を加速させます。

－ 近年の事業概況は
当社は2019年に創立100周年を迎え、25年にはキ

ユーピー マヨネーズが発売100周年を迎えました。
そこで25年は全社一丸となり、デジタルとリアルを
融合した施策で新たな顧客体験の創出に取り組みま
した。私自身も店頭に立ち、皆様に直接感謝をお伝
えしました。また、価格改定も必要に応じて行い、
商品価値を磨き続ければ、お客様にご理解をいただ
けると再確認できました。

25年度は、28年度までの中期経営計画の初年度で
したが、26年度は課題を可視化し、強みを伸ばすフ
ェーズに入ります。「Change & Challenge」をスロ
ーガンに掲げ、グループ全体で「変わり、挑める体
質」への変革を進めてまいります。

鶏卵産業のレジリエンス強化

－ 卵と野菜の価格変動にどう向き合う
鶏卵産業の持続可能性には、価格安定だけではな

く、鳥インフルエンザ等のリスクを前提としたビジ
ネスモデルへの転換が必要です。そこで行政、養
鶏・鶏卵業者、加工業者、アカデミアと連携し、
「鶏卵産業のレジリエンス強化」に着手しました。
発生メカニズムや予防策などを産業全体で議論して
います。在庫確保はメーカーの責務ですが、一企業
のリスク管理を超え、産業全体のリスクヘッジにな
ると考えます。欧州などで主流の乾燥卵の活用も進
めます。野菜については、卵よりは相場に柔軟性が
あります。野菜は産地が複数あり、季節とともに移
動するからです。全国の産地と連携し、安定的なリ
レー調達を行います。
－ 国内事業について

市販用・業務用の双方にタッチポイントを持つ強
みを生かし、付加価値を最大化してまいります。そ
の際にはマヨネーズ、深煎りごまドレッシング、タ
ルタルソースといった強い商品に集中し、さらに強

1961年生まれ、東京都出身。1987年東京水産大（現・東京海洋大）大学院水産学研
究科食品生産科学専攻修士課程修了、キユーピー入社。2012年研究開発本部長、13
年執行役員、15年マーケティング本部長、17年ファインケミカル事業担当、19年上席
執行役員、20年キユーピータマゴ社長を経て22年2月より代表取締役社長執行役員。

PROFILE （たかみや・みつる）

グループ全体で「変わり、挑める体質」へ

サステナビリティは経営の原点



ーー Syokuhin Sangyo Shimbunsha 75th Anniversary ーー

 

食
品
企
業
・
団
体 

ト
ッ
プ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー 

097

代表取締役社長 浦上 博史 氏

ハウス食品グループ本社株式会社

ルト工場として、福島県のハウス食品グループ東北
工場が26年6月に稼働予定です。本格稼働により、
ハウスギャバンが進めるスクラム型開発営業体制
（営業から製品開発・生産までを一貫して迅速に対
応できる体制）を構築できます。

第3のマーケットをつくる

－ 海外の状況は
中国カレー事業では営業体制を強化し、きめ細や

かなフォロー体制を構築しました。25年に発売20周
年を迎えた中国版バーモントカレーの拡売や業務用
における新規顧客の開拓にも取り組んでいます。

インドネシアではカレールウの新工場を着工し、
27年に生産を開始します。同国では16年に業務用か
らテスト販売を始め、24年から本格的に家庭用事業
も展開しています。今後、家庭用の販売を強化して
さらなる浸透に努め、日本、中国に次ぐ第3のマー
ケットにしていきます。また米国のTOFU事業や、
東南アジアで展開するビタミン事業なども含め、強
みを生かした事業育成・新規エリア開拓にも注力し
ていきます。
－ サステナの取り組み状況は

気候変動への対応と資源循環社会の実現を最重要
課題として取り組んでいます。2050年カーボンニュ
ートラルは非常に高い目標ですが、実現に向けて削
減の取り組みを加速しています。

24年12月には、ルウカレーや即席麺を生産するハ
ウス食品福岡工場（写真）で、エネルギー由来の
CO2排出実質ゼロ化を達成しています。

ブランド力と対応力を生かす

－ 近年の取り組み状況について
2024年からの第八次中期計画では、「グローバル

なバリューチェーン（VC）構築による成長」を大
きなテーマに掲げて取り組んでいます。

事業会社のハウス食品では、従来の国内コア事業
から展開領域を広げ、グローバルな顧客接点の拡
大、すなわち“ヨコの広がり”に挑んでいます。BtoB
領域においては、ハウスギャバンがユーザーに対し
てグローバルにソリューションを提供できる「ソリ
ューションカンパニー」への変革を進めています。

“タテの戦略”では、R&D起点で原料品質への対応
力を向上させ、入口管理ではない製品設計の考え方
「プロセスデザイン」へとコンセプトチェンジする
ことで、コスト競争力の強化や調達リスクの軽減な
どを推し進めています。
－ 国内コア事業について

国内コア事業の香辛・調味加工食品事業では、家
庭用のハウス食品が25年５月、業務用のハウスギャ
バンは６月に価格改定を実施しました。コロナ以降
の４年間で３回目の改定となるので、お客様に受け入
れていただけるよう周到に準備して臨みました。そ
うした中で、ルウ製品は価格改定後に落ちた販売数
量も概ね想定通りに回復し、「バーモントカレー」
や「ジャワカレー」といった主力製品のブランド力
を実感しました。一方、レトルト製品は課題を感じ
ました。レトルトは昼食の喫食ウエイトが高いの
で、米価高騰によるパンや麺への代替や、度重なる
価格改定によって、お客様の値ごろ感から外れてし
まった面があるのかもしれません。今後も香辛・調
味加工食品事業においては、これまで培ってきたブ
ランド力とお客様の多様な価値観に合わせた製品展
開で対応してまいります。

業務用では、多品種変量の新製法を導入したレト

1965年生まれ、兵庫県出身。1988年慶應義塾大学理工学部卒、91年ボストン
大学経営学修士課程修了、住友銀行（現三井住友銀行）を経て97年ハウス食品
（現ハウス食品グループ本社）入社。2004年代表取締役副社長、09年代表取
締役社長就任。

PROFILE （うらかみ・ひろし）

資源循環型モデルの構築をめざす

グローバルなVCによる成長
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代表取締役社長 池村 和也 氏

エスビー食品株式会社

EC向け製品では、アップサイクル製品や機能性
表示食品、EC限定品など、ECならではのラインア
ップを中心に展開しており、２桁成長を維持してい
ます。

海外売上高比率40％超めざす

－ 海外事業の見通しは
当社は、2043年に海外売上高比率40％超の達成を

目標に掲げています。その実現に向けて、国内事業
で培ってきた強みを生かしながら、海外事業の着実
な拡大を進めていく方針です。

建設中のタイ工場では、2027年度にハラル認証対
応の即席カレー製品の製造開始を予定しており、現
在国内工場で生産している東南アジア・オセアニア
向け製品も、将来的に段階的な移管を計画していま
す。タイ工場の稼働を通じて、サプライチェーンの
強化と地域ニーズへの対応を進め、日本式カレーの
普及と海外事業の成長をめざします。
－ 理想とする企業の姿は

当社は、企業理念である「食卓に、自然としあわ
せを。」のもと、世界中の様々な年代のお客さまか
ら、「食といえば、S＆B」と想起していただけるブ
ランドをめざしています。

その実現に向けた戦略の柱は、三つあります。一
つ目は、スパイス・ハーブ・カレーに徹底的にこだ
わること。二つ目は、健康エビデンスを確立するこ
と。三つ目は、植物と食を通じて持続可能性を高め
ていくことです。

私たちは、おいしさだけでなく、人々の健やかな
暮らしに貢献するとともに、先々の世代も豊かな地
球環境のなかで暮らしていける、明るい未来の実現
に取り組んでいます。

こうした取り組みを通じて、グローバルにおける
「S＆B」ブランドの認知拡大と浸透を図ってまい
ります。

－ 近年の取り組みと業績について
当社は、2026年３月期を最終年度とする第3次中期

経営計画に掲げる、「地の恵み スパイス＆ハーブ」
を核とした事業活動を推進するとともに、持続可能
な企業と社会の実現をめざし、社会課題の解決に向
けた活動にも全社一体となって取り組んできまし
た。

なかでも、パウダールウ製品をはじめとする高付 
加価値製品の販売強化や、海外事業の強化に注力し
てきました。また、社会課題への対応として、一部
製品で環境配慮素材を用いたパッケージを採用する
など、プラスチック使用量やCO２排出量の削減への
取組みや、アップサイクル製品の開発・販売を推進
しています。

こうした取り組みの結果、 第3次中期経営計画の
最終年度にあたる2026年3月期の業績は、2026年3月
期目標（2023年5月公表時点）を上回る見通しとな
っており、売上高1,270億円、営業利益96億円、営
業利益率7.6％を見込んでいます。

パウダールウ製品を次世代の柱に

－ 製品別の状況について
即席カレーの成長をけん引しているのが、パウダ

ールウ製品です。2015年に発売した「ドライキーマ
カレー」と、創業100周年記念として開発した「S＆
B赤缶カレーパウダールウ」が売れ筋となっており、
素材のおいしさを生かしたあじわいと利便性を兼ね
備えた次世代のカレールウとして、着実に認知が広
がっています。　　　

スパイス製品では、手軽に魅力的なメニューを作
りたいニーズを背景に、共働き世帯を中心にメニュ
ー用シーズニングが支持されています。身近な食材
で主菜・副菜が作れる80種以上の商品を展開し、近
年は冷凍素材対応表示など市場変化への迅速な対応
も好調要因の一つと考えています。

1962年９月６日生まれ、三重県出身。1986年３月上智大文学部卒、同年４月
エスビー食品入社。2016年６月取締役執行役員、17年６月取締役常務執行役
員を経て、18年６月常務取締役常務執行役員マーケティング企画室担当に就任。
21年６月常務取締役首席執行役員海外事業部担当、22年６月より現職。

PROFILE （いけむら・かずや）

健やかで、明るい未来を創り続ける企業に

「食といえば、S＆B」を世界へ
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代表取締役社長 奥谷 晴信 氏

カゴメ株式会社

想的な社会像から逆算して計画を策定するバックキ
ャスト型で設定しました。気候変動による農業の危
機や人々の健康課題が、最先端技術によって解決さ
れている社会の実現に向けて、私たちの姿をビジョ
ンに込めています。その実現をドライブする2つの
構想として、「農と食のウェルビーイング事業」と
「環境負荷の低いトマトビジネス」を掲げていま
す。

バリューズでは、「Explore（探究しよう）」「Adv
ance（先進しよう）」「Cooperate（協創しよう）」
の３つを、従業員一人ひとりが大切にする価値観と
しています。

2035年の定量目標としましては、売上収益5000億
円、事業利益500億円、ROE12％以上を目指す水準
として設定しております。

新中期計画がスタート

－ 持続的な成長を実現するために
2026年度からスタートし、2028年度を最終とする

新中期経営計画「Kagome Group Plan2028」がスタ
ートしています。テーマに「『農から価値を形成す
るバリューチェーン』を進化させ国内外における競
争優位性を築く」に設定しました。定量目標はオー
ガニック成長として売上収益３２５０億円、事業利益２７
０億円を目指します。さらにインオーガニック成長
を図るため、戦略投資枠として約５００億円を計上し
ております。
－ 将来的にどのような会社でありたいか

農と食を通じて、身体的な健康だけでなく、精神
的・社会的にも良好な状態である「ウェルビーイン
グ」の実現に貢献したいと考えています。地域コミ
ュニティの活性化や心身の健康を重視し、自然の恵
みの力を活かした新たな価値創造を目指します。ま
た、サステナビリティの重要性が一層高まる中、環
境負荷を低減する技術開発に注力していきます。

－ 近年の概況について
2025年12月期決算は、売上収益が前期比4.1％減

の2942億円、事業利益は16.2％減の226億円と減収
減益でした。売上収益、事業利益ともに、国際事業
においてトマトペースト市況が下降した影響による
ものです。

また、国内加工食品事業では、トマトジュースの
出荷量が4年連続で過去最高を記録し、飲料全体を
牽引しました。「野菜生活100」は発売30周年を迎え
まして、子育て層向けのプロモーションを展開しま
した。「アーモンド・ブリーズ」は著名人を起用し
た広告により認知が向上しております。食品では、
家庭用は洋食メニューの提案が奏功しまして、トマ
トケチャップ・ソースが好調でした。国際事業で
は、米国のフードサービス企業において、主に二次
加工品の新規案件獲得が進んでいます。

社会的価値の創出と持続的な成長を実現

－ 喫緊の課題について
カゴメグループは現在、約40社からなる事業体へ

と拡大しており、特に国際事業の構成比が高まって
います。不確実性が高まる環境下でも社会的価値の
創出と持続的な成長を実現していくために、カゴメ
グループの旗印として創業の精神に基づく普遍的な
ミッション、これから10年をかけて目指していく
2035ビジョン、2035ビジョンを実現するための価値
観となる３つのバリューズをこのほど策定しました。

ミッションは「カゴメグループは、人が自然を、
自然が人を豊かにする循環を生み出し続けます」と
しました。人と自然の相互作用による循環を大きく
し、価値を創出し続けることが、カゴメの使命・ミ
ッションと考えています。

2035ビジョンは「～Cultivating Nature’s Potenti
al ～ 農から食にわたる技術革新をリードし、自然
の可能性を共に拓く会社へ」としました。未来の理

1990年静岡大工学部卒、同年カゴメ入社。2024年に取締役執行役員コーポレー
ト企画本部長兼経営企画室長。2025年に取締役常務執行役員。2026年１月か
ら現職。岐阜県出身、58歳。

PROFILE （おくや・はるのぶ）

農から食にわたる技術革新で自然の可能性を拓く

2035年へ新ビジョン
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代表取締役社長 槇 亮次 氏

1999年 京 都 府 立 大 学 農 学 部 卒 業。 同 年 ネ ス レ 入 社。2023年 にMizkan 
Holdings 入社、執行役員マーケティング本部長兼Mizkan取締役に就任。2026
年3月にMizkan Holdings上席執行役員日本＋アジア事業 CEO兼 Mizkan 
代表取締役社長に就任（現職）。49歳、愛媛県出身。

PROFILE （まき・りょうじ）

株式会社Mizkan

SNS中心にコミュニケーション刷新

－ 近年の概況について
ブランドマーケティングの推進によりファン化を

進め、「味ぽん®」「〆まで美味しい鍋つゆ」などの
ロングセラーブランドは長年で築いたブランド価値
を基に現代向けに提供価値を更新、再成長を果たし
ています。

タイパ志向へ向けては即食性の高いカテゴリーを
注力しており、納豆の主力ブランド「金のつぶ」で
は、看板シリーズの「パキッ！とたれ とろっ豆」
「たまご醤油たれ」に追いつけ追い越せと言わんば
かりに、「たっぷりおだし」「韓国海苔たれ納豆」と
いった新商品のヒットが続いており、チルド事業の
堅調な運営に貢献しております。

業務用は、米価格高騰といった逆風の中、原価、
人手不足等の構造的課題への解決策として食酢飲
料、米飯調味液、つゆ、たれなどを中心に技術支援
も絡めたソリューション提案で事業を推進、成果に
繋がるようになってきました。
「ZENB」「Fibee」やアジア事業は機会仮説の検証

フェーズが完了しました。今後は成長フェーズへ進
化して参ります。また、生活者に情報を届けるコミ
ュニケーションの機能を、SNSを中心にしたものに
刷新、強化を重ねてまいりました。近年ではコミュ
ニケーション投資の効果・効率が向上し、各事業に
好影響を与えています。
－ 喫緊の課題について

2026年度から日本およびアジア事業において組織
再編を行い、SBU（戦略的事業単位）に基づいた事
業運営体制へ移行します。お客様の課題をより深く
理解し、スピード感を持って価値を提供する体制を
強化していきます。

家庭用の調味料や飲料、納豆を包含する家庭用事
業、「ZENB」「Fibee」を指揮するグロース事業、業

務用事業を司るフードソリューション事業、アジア
中心に海外展開を進めるアジア事業、これら事業ご
との単位で将来顧客との接点を拡げてまいります。
既存事業の強化と新規事業の創出、この両輪で企業
の成長を実現していきたいと考えています。

挑戦を積み重ねながら成長

－ 持続的な成長を実現するために
持続的な成長を実現するうえで、最も重要なのは

「人」だと考えています。当社ではミッション・ビ
ジョン・バリュー（MVV）を明確に示し、その実
現に向けて社員一人ひとりが主体的に挑戦できる環
境づくりを進めています。
「自考自動」「挑戦」「多様性」をキーワードに、

社員が自ら考え行動し、新しい価値の創造に挑戦で
きる組織を目指しています。会社と社員が互いに選
び合いながら価値を生み出し続ける関係を築くこと
が、企業の持続的な成長につながると考えていま
す。
－ 将来的にどのような会社でありたいか
「未来ビジョン宣言2024」を掲げ、企業として目

指す姿を三つの方向性で示しています。一つ目は、
人と社会と地球の健康に貢献する会社になることで
す。二つ目は、新しいおいしさで社会を変えていく
会社になることです。三つ目は、仲間とともに企業
理念を実践し、人の成長を事業成長の源泉とする会
社になることです。

社員一人ひとりが主体的に考え、挑戦を積み重ね
ながら会社をよりよく変えていく。その過程で社員
自身も成長し、企業としても成長していく。ステー
クホルダーの皆様とともに学び合いながら価値を創
造していく企業であり続けたいと考えています。

こうした取り組みを通じて、食を通じて社会に貢
献し、100年先の未来においても必要とされ続ける
企業でありたいと思っています。

ブランドマーケティングを推進

ロングセラーの価値を更新
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代表取締役会長 CEO 永谷 泰次郎 氏

株式会社永谷園ホールディングス

あり、日本食の魅力は今や世界中に認知されていま
す。日本食は当社グループの得意とするところで
す。これまで培ってきた味づくりの技術と国内外の
グループ会社が持つ経営資源を活用し、さらなる海
外販路の拡大を目指します。

ゼロベースで改革を推進

－ 新需要創造に向けた取り組み
少子高齢化により、長期的には国内市場の縮小は

避けられない状況です。しかしながら、十分に掘り
起こせていない潜在的な需要、市場環境の変化によ
って生まれる新たな需要、新発想や新技術によって
開拓できる需要はまだまだ残されていると考えてい
ます。

例えば、永谷園が2024年に発売した「カップ入り
お茶づけ」は、フリーズドライごはんとカップを組
み合わせることで時間・場所を選ばずお湯を注ぐだ
けで完成するという「お茶づけの新しいカタチ」で
あり、日々時間に追われる生活者にマッチし、ヒッ
ト商品となりました。これらは、変化を読む力に加
え、画期的な技術で新市場を開拓した一例です。
－ 持続的な成長を実現していくためには

当社グループでは現在、「ゼロベースでの刷新」
を合言葉にさまざまな改革を推進しています。

永谷園ブランドの根幹をなす「味ひとすじ」の企
業姿勢は変えない。しかし、マーケティング手法や
営業手法は、今までの成功体験にとらわれず、時代
に合った最善の方法を常に選択し、商品・ブラン
ド・顧客などすべてにおいて世代交代を図っていく
ことが、持続的な成長を実現する鍵だと考えていま
す。

当社は今年で設立73年を迎えましたが、時代の変
化に合わせて変えるべきところは大胆に変革しなが
ら、さらに100年以上続くグローバル企業を目指し
ていきます。

－ 近年の概況について
当社グループは、「世界になくてはならない会社」

をスローガンに掲げ、この数年事業ポートフォリオ
の最適化に取り組んできました。永谷園事業を中心
とする国内の食料品事業に加え、海外でのフリーズ
ドライや麺の製造、国内外でのスイーツ店経営など
が企業成長を支える太い柱となりました。売上高は
2023年度に1,100億円を突破し、グローバル市場で
生き残るための最低限の経営基盤は確立できたと考
えています。

2024年には、中期的かつ持続的なグローバルへの
挑戦をより一層のスピード感をもって推進すべく、
MBOによって当社の株式を非上場化しました。

現在、国内外ともに新規カテゴリー参入や新たな
販路の開拓に取り組んでいます。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

25年、新たな経営体制でスタートを切るにあた
り、当社グループのありたい姿として「今までにな
いおいしさを世界で。創意と工夫で市場を創造す
る、なくてはならない企業グループ」を掲げまし
た。「安いものをたくさん作って売る」ではなく、
工夫を凝らしてユニークな商品で世界に打って出
る、そんな企業グループを目指します。

「味ひとすじ」が根幹

－ 貴社にとって喫緊の課題とは
「ブランドを活かした国内市場のさらなる飛躍と

海外市場の開拓」が大きな課題です。
永谷園というブランド、「味ひとすじ」という企

業理念は、国内で非常に高い知名度と高い評価をい
ただいていますし、海外においても「日本の信頼で
きる企業」として評価されています。今後は、この
ブランドを軸に、さらなる飛躍を目指したいと考え
ています。

また、健康志向の高まりやインバウンドの増加も

1956年生まれ、東京都出身。79年慶應義塾大学商学部卒、永谷園入社。
2012年永谷園代表取締役社長、15年10月永谷園ホールディングス代表取締役
社長、2026年4月同代表取締役会長CEOに就任。家族は妻、一男一女。趣味
はテニス。

PROFILE （ながたに・たいじろう）

グローバルへの挑戦をさらに加速

「世界になくてはならない会社」へ
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代表取締役社長 阿部 豊太郎 氏

丸美屋食品工業株式会社

品の発売など販促を強化したことが功を奏し、「の
りたま」群は前年比8％増、約65億円を売り上げま
した。
－ 持続的な成長に向けて

個食や即食への対応を進めていくなかで、近年は
レンジ調理に対応した商品などを強化しています。
たとえば「レンジDELI」シリーズです。袋ごと電
子レンジで加熱するだけで、手軽に１人前のおかず
を用意できる商品です。このシリーズは、特にEC
サイトでご支持をいただいております。また、カッ
プごはん商品群は、25年に新発売したカップdeご
はんシリーズ、スープdeごはんシリーズ、〆のだ
し茶漬けシリーズなどですが、お湯を注いでかき混
ぜるだけですぐに食べられる手軽さと、独自製法に
より、炊いたお米のようなふっくらとした食感を実
現している点など、食味の面でも好評をいただいて
おります。釜めしの素では、社会の世帯人数や年齢
層の変化に対応し、25年度から1合用の「とり釜め
しの素」と「五目釜めしの素」を取りそろえまし
た。

2027年に創業100年を迎える

－ 理想とする近未来の企業像は
弊社の過去20年の売り上げの伸び率は、平均3％

増程度で推移しております。２０１８年に初めて500億
円を超えましたが、25年12月期には前期比3％増の
約695億円となり、26期連続で増収となりました。
弊社は27年に創業100年を迎えますが、計画の売上
700億円は前倒しで実現出来そうです。

今後も既存の商品展開領域を深掘りしながら、そ
の周辺領域を広く開拓して行きたいと考えておりま
す。主食から主菜、副菜、前菜、デザートに至るま
で、加工食品全般に関して商品提案を行うことによ
り、日本の家庭の食卓を支える食品メーカーであり
続けたいと思います。

丸美屋ブランドの浸透を実感

－ 近年の事業概況について
2025年度（2025年12月期）は、前年から引き続き

ふりかけが好調で業績をけん引し、売上は26期連続
で増収となりました。麻婆豆腐の素などの中華群も
堅調でした。釜めしの素群は昨年来米価高騰の影響
を受け苦戦していましたが、26年春現在、回復傾向
にあります。

一方、利益面では、原材料価格をはじめ各種コスト
が上昇しており、これをうけて価格改定の実施や生
産性の向上に取り組んでいますが、これだけでは吸
収しきれず、近年は厳しい収益状況が続いています。

長期的なトレンドとしては、少子高齢化で食品マ
ーケットは縮小傾向にありますが、その中で弊社と
しては、各種商品の周年を記念したマーケティング
施策や多くの提案型新商品の市場投入により、弊社
の存在感を市場にアピールし、売り上げの伸長につ
なげてきました。

長年にわたり協賛しているミュージカル「アニ
ー」は、昨年、弊社協賛公演の累計回数が、23年間
で1,000回を超えました。また、SNSの弊社アカウン
トのフォロワー数も年々増えています。家庭の食卓
を起点とした丸美屋ブランドが、社会に広く浸透し
てきていると実感しています。
－ ふりかけの好調が続いている

物価高のなか消費者の生活防衛意識が高まり、食
品においても相対的にコストパフォーマンスの良い
カテゴリーが好調であり、ふりかけもその一つだと
思われます。25年のふりかけ市場規模は、前年比3
％増で過去最高実績を更新したと推計されます。弊
社のふりかけ群の販売金額は4％増ですので、トッ
プシェアメーカーとして、市場拡大に貢献できたと
考えています。

25年は「のりたま」が発売65周年を迎え、記念商

1946年東京都出身。1970年東京大学経済学部卒。同年日本長期信用銀行入行、
1984年同行ニューヨーク支店次長、1985年同行退行。同年丸美屋食品工業入
社、取締役。1988年常務取締役、1994年3月代表取締役副社長、同年10月代
表取締役社長就任。

PROFILE （あべ・とよたろう）

既存領域を深掘りしながら周辺を広く開拓していく

日本の食卓を支え続ける
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社会情勢に合わせた商品開発

－ 近況概況について
20年に社長に就任した際には、コロナ禍の影響で

満足に各所へ挨拶も行けなかったり、さまざまなこ
とにすぐに反応できなかったりと、これまでにない
対応を求められる時期でした。21年10月には天かす
製造を行っているナカガワがグループ入り、22年11
月には創業100年を迎えることができました。23年
から24年にかけてはお好み焼商品のリニューアルを
行い、24年6月には日本食ブームの追い風に乗って
ヨーロッパ初の拠点となるパリ支店を稼働させまし
た。25年にはマレーシア工場の竣工もあり、増産体
制を整えました。

コロナ禍の初めの2年では業務が落ち込み、家庭
用が伸長しました。直近ではまた業務用が徐々に戻
り、売上構成比を上げてきています。足元では葉物
野菜の価格が安定してきているため、また家庭用の
商品が伸びつつあります。
－ 喫緊の課題は

当社はお客さまの声に耳を傾けながら商品を拡大
し、活動をする会社です。昨今の価格高騰の波は無
視できないが、そこをどう頑張るかが大きな課題と
捉えています。

また、人口減少や少子高齢化が進み、単身世帯が
増加しています。家庭用商品では小容量商品を強化
していくなど、環境変化を捉えた商品開発が重要だ
と考えています。

業務用では簡便かつ、食品スーパーに向けた業務
用調味料などはどのサイズで販売する惣菜に使うも
のか、店内でのオペレーションはしやすいかなど、
メニューに対して何ができるかを考えながら提案し
ています。

社会情勢に合わせた商品開発を重要と考えていま
すが、食品業界全体が足並みを揃えすぎていること

代表取締役社長 佐々木 孝富 氏

オタフクソース株式会社

も課題の一つかもしれません。

チャレンジを続けられる社内風土

－ 持続的な成長を実現するために大事なことは
社員がお客さまに向けたチャレンジを続けてくれ

る風土になっています。
海外進出もその一つで、要望のあるところや潜在

ニーズのあるところに仕組み作りを提案しに行きた
いと考えています。特に現在はインバウンド需要が
拡大していることもあり、日本食に興味を持っても
らういい機会です。ソースという文化自体を広げる
ためには、幼いころから食べてもらうことが重要に
なってきます。外食で日本のソースを体験してもら
えるよう、まずは業務用から拡大させることが土壌
作りの近道になると思っています。
－ 理想とする近未来の企業像は

生活者を笑顔にする活動を考えたときに最初に浮
かぶのは、社員の笑顔です。社員が第一に笑顔でい
てくれる会社にすることが大事だと考えています。
社員たちが幸せ度の増す話をできているか、役員た
ちが難しい顔をしていたら、社員たちも笑顔で働け
ないと思っているので、私たちから少しずつでも笑
顔を波及させていければと思っています。

また、社会情勢に素直に対応する会社でありたい
と思っています。生活者が興味を持っていることを
しっかり反映しながら、押しつけの多いプッシュ型
ではなく、一歩引いて物事をみられるプル型であり
たいですね。現在は100％プル型とは言い切れない
のですが、そうした先に、より笑顔が生まれます
し、社員たちもやりたいことに打ち込めるようにな
ると思っています。

社員ひとり一人のウェルビーイングに応えられれ
ば、当社に関わる人にとってもいい会社になってい
くのではないでしょうか。

1968年5月生まれ。1992年慶應義塾大学商学部卒業、95年オタフクソース入社。
2000年営業本部マーケティング部長、04年営業本部副本部長兼量販事業部長、
05年取締役営業本部長、09年オタフクホールディングス取締役、13年常務、18
年専務、20年10月オタフクソース代表取締役社長。

PROFILE （ささき・たかとみ）

お客さまの声に耳を傾けながら商品を拡大

社員の笑顔は生活者の笑顔
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代表取締役社長 島本 国一 氏

ケンコーマヨネーズ株式会社

で変革していきます。 
さらに成長の柱として海外事業展開を加速させ、

2035年度の海外売上比率30％を目標に東南アジアの
マーケティング強化、欧米市場の深耕、輸出向け商
品の拡充と販売エリア拡大を進めます。 

また、EC事業においても顧客接点拡大の重要チ
ャネルとして位置づけ、さらなる強化を進めます。 

加えて、顧客との共同開発や試作を行う施設を活
用し、「インキュベーション機能」を構築すること
で、新たな商品・サービスの創出につなげます。お
客様のお困り事やアイデアの種を当社の技術と掛け
合わせて一緒に作り上げていくこと、その商品の市
場性を確認しながら広げていけるようなお客さまと
の取り組みをインキュベーションとして推進してい
きます。

お客様に感動を与える企業へ

－ 将来的にどのような企業でありたいか
こころを豊かにし、からだを健やかにし、いのち

を守り、そして環境を大切にする。これらを、食を
通じて実践していくことで世の中に貢献し、社会に
信用・信頼される企業になりたいという想いのも
と、経営環境の変化があっても揺るがない経営基盤
を備え、存続し続ける会社を目指します。 

素材・メニュー・食べ方・栄養面など多角的なア
プローチでサラダ料理の食文化を創造し、国内外の
お客様の課題を解決する提案型の価値提供を進化さ
せます。あわせて、2035年に連結売上高2,000億円
を目標に掲げ、海外も含めて成長領域を拡げていき
ます。 

中長期経営計画の見直しにあたり、新たに定めた
コ ン セ プ ト で あ る「Global Food Solution Compa
ny」へ転換し、食の「困った」を「ワクワク・ド
キドキ」に変え、お客様に感動を与えられる商品・
サービスを提供し続ける企業を目指します。

変化を捉えた新たな戦略

－ 近年概況（過去５年ほど）について
事業環境としては鳥インフルエンザの影響に加

え、原材料価格の高騰、物流費・エネルギー費・人
件費の上昇など、コスト増となる要因が同時に進行
しました。原料調達の安定性や持続性の観点から、
より強靭な原料調達の在り方を検討する契機にもな
りました。一方、成長機会としては海外事業の拡大
に取り組むと同時に、社会全体でサステナビリティ
への意識が高まる中、環境・社会に配慮した事業運
営の重要性が一段と増しています。 

需要の回復と新たな成長領域が広がる一方で、調
達・コスト・供給体制を含む基盤強化が問われた5
年だったと言えます。
－ 課題にいかに対応するのか

外部環境の不確実性が常態化する中で、当社の強
みである「商品開発力」と「提案力」を最大化しな
がら、中長期経営計画『KENKO Vision 2035』の4
つの戦略である、持続的な成長のために基幹機能と
なる「成長戦略」と「スマート化」、経営基盤にあ
たる「人材投資」、「サステナビリティと社会的責
任」を相互に連携させ、これらを支える「IT戦略」
も加えて推進しています。

顧客INの発想で顧客接点の改革

－ 今後、持続的な成長を実現していくために貴社
にとって大切なことは

顧客INの発想で、お客様との「共創」と当社の
「技術」をかけ合わせることで、お客さまのお困り
事や社会課題の解決を推進していきます。 

その実効性を高めるため、DXにとどまらずBXへ
進化させ、研究開発から生産・提案、販売、資金回
収に至るまでの一連のプロセスを、全体最適の観点

1965年生まれ。長崎大学水産学部卒業後、ケンコーマヨネーズ株式会社に入
社。ロングライフサラダの開発を中心に、総菜分野の開発リーダーとして従事。
2011年に取締役（商品開発部門部門長）、購買部門、生産部門などを経て、
2021年に取締役商品開発本部担当に就任。2023年から代表取締役社長（現職）。

PROFILE （しまもと・くにかず）

国内外のお客様の課題を解決する価値提案を

サラダ料理で食文化を創造する
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代表取締役社長 末貞 操 氏

三島食品株式会社

変好評で、じわじわと調味料として使う方が増える
仕込みをしています。いずれ、赤しそ生活が日本に
浸透することを期待しています。「ゆかり」の調味
料としての認知が広がれば、「かおり」「あかり」
「うめこ」「ひろし」「かつお」「しげき」「鮭 ひろ
し」「だし ひろし」、そして10品目となる26年春の
新商品「ひでき」についても、調味料の可能性を追
求したいと思います。

スーパーでは、「ゆかり」を置くだけで販売が2
～ 3倍に増加した食材もあり、成果が顕著に出てい
ます。このデータには価値があると思いますので、
それを業務用のお客様にも伝えて、メニュー提案を
行っていきます。問屋や外食ユーザーの皆様の反応
は上々で、これからも驚きのある面白い提案でモノ
を売る価値あるお手伝いをしたいと考えます。

コト価値も提供できるメーカーへ

－ どのような企業でありたいと考えますか
８年ほど前に、当時の社長である三島豊会長が「メ

ーカーではなく、サービス業になりたい」と、あるべ
き姿を漠然としたイメージで宣言しました。その後
メーカーを基盤にしながらコト価値も生み出すこと
だと理解し、しばらくして具体的な方法と手立てと
して「メイン食材販売支援プログラム」を発案し、小
売店様が売りたい食材の売り上げを支援するだけで
なく、付属コンテンツとしての劇団の興行や「名前シ
リーズ」のグッズ展開も展開し、加えて社員手製の等
身大河童フィギュアをスーパーや問屋の展示会に登
場させたり手作りの魔法の什器を設置したり工夫し
て素通りできない独特な場所を作っています。

いろいろなメッセージやコト価値を添えること
で、お客様がニコニコ笑って、喜んでもらいたいと
考えます。食べてお腹いっぱいになるだけじゃな
く、心もふわっと幸せになれる、そんな幸せの価値
を提供できる会社になれれば嬉しいです。

「ゆかり」はじめ名前シリーズが好調

－ 過去5年の概況はいかがでしょうか
この5年は順調に売り上げも経常利益も伸びてい

ます。特に、市販用の伸びが良く、「ゆかり」はも
ちろん、「減塩 ゆかり」や「ひろし」などの名前シ
リーズが好調です。大袋・中袋の販売も好調で、ヘ
ビーユーザーの増加を感じています。

内容量の最適化で物量増加

－  喫緊の課題や、強みを踏まえた取り組みについ
て教えてください

天候不順による農作物の不作や、原料・資材高騰、
円安の影響が気になります。直近では、中東情勢の影
響もあり、不確定要素が増えつつあり、先が見通しに
くい状況です。原材料価格の高騰に対する値上げ対
応として数年前に内容量を調整しました。理由は平
均世帯人数が2人強にまで減っており、家族単位の消
費量が減って逆に家庭内滞留期間が伸びていると推
測した訳です。通常、値上げの影響で物量が落ちると
言いますが、当社では、逆に増えています。
－ 持続的な成長のために大切なことは

2023年春より、スーパーの肉・魚・野菜・デリカ
売場などで、「ふりかけは調味料」としての認知拡
大を目的とする活動を始めました。食材とともに商
品を売る通常のクロスMDではありません。「ゆか
り」はその場で売れなくても、食材が売れてその調
味料としての用途を認識してもらうことを目指し、
エンタメ要素を付与して売り場を紫色に染め、素通
りできない売り場を作り、食材の売り上げを爆増さ
せる事を狙う。それが、「メイン食材販売支援プロ
グラム」です。メニュー冊子やのぼり・ラウンドシ
ートを活用し、売場全体を 「ゆかり」色で装飾して
います。昨年も一昨年も、全国様々なスーパーで大

1958年生まれ。広島県出身。1981年、三島食品㈱に入社。生産情報システム
（MRP）を独自開発し各工場へ導入。1997年より「見える化」を実施。生産
情報システムなど管理の仕組みづくりや工場の合理化にまい進。2000年に生産
本部長、2009年に営業本部長を経て、2017年、代表取締役社長に就任。

PROFILE （すえさだ・みさお）

調味料としての活用を家庭用も業務用も広める

日本中に赤しそ生活を浸透
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PROFILE

鰹節・だしの価値と可能性を広げていく

鰹節専門店のこだわり

「つゆの素ゴールド」が伸長

－ 近年の概況について
近年は原材料費やエネルギーコストなど、さまざ

まなコスト上昇が顕著となっていますが、そのよう
な状況下においても高付加価値商品は順調に成長し
ています。中でも通常の「つゆの素」に比べてだし素
材を1.5倍使用し、有機醤油など厳選した原材料を用
いた「つゆの素ゴールド」は、売上・数量ともに伸長
しています。

本商品については、「使用することで料理が高級に
格上げされる」「ごまかしのない本物」「和食の誠実に
作られた美味しさを感じる」など多くの評価を頂戴
し、事業全体の底上げを実感しています。これまで鰹
節専門店として商品づくりやサービスにこだわって
きた成果が着実に表れてきていると考えています。
－ 貴社にとって喫緊の課題は

近年、原材料費や資材費、人件費など、多くの領域
においてコスト上昇が続いています。また、日本の総
人口および生産年齢人口の減少に伴い、製造・販売
の現場では人手不足が一層深刻化しています。

店舗や商品においてお客様からの支持を感じてい
る一方で、それを安定的に供給していく体制の整備
が大きな課題となっています。

人手不足やコスト上昇といった課題を、生産性の
改善や業務の工夫によって乗り越えていく事が重要
であると考えています。現時点では、AIをはじめと
するデジタル技術の活用はまだ限定的ではあります
が、今後の取り組みによって効果を発揮できる分野
は多いと認識しています。

まずは小さな成功を積み重ねながら、着実に取り
組みを進めていきたいと考えています。
－持続的な成長を実現していくために貴社にとっ
て大切なことは

海洋水産資源であるカツオを原料に鰹節を生産

し、さまざまな商品としてお客様に届けています。遠
洋冷凍カツオの漁獲量は比較的安定しているものの、
将来的な見通しは楽観できる状況ではありません。

今後も持続的な漁獲を前提とし、カツオ資源の生
産性にも配慮しながら、川上から川下までの一貫し
た安定供給を心がけていくことが重要であると考え
ています。

貴重な資源を活用し、丁寧につくり上げた商品や
サービスの価値を、より多くの生活者に届けられる
よう取り組んでまいります。
－ 理想とする近未来の企業像は

長きにわたり、鰹節専門店として事業を続けてき
ました。これからも根幹となる大切な部分は変える
ことなく、時代やお客様のニーズに合わせて鰹節や
だしの価値と可能性を広げていきます。美味しく、健
康的な食事づくりへの貢献は今後も変わらない使命
です。

一方で調理時間の短縮や、調理そのものを行わな
いといった食のスタイルの変化にも対応していく必
要があります。弊社はメーカーであると同時に小売
事業も展開しています。

乾物としての鰹節にとどまらず、加工食品、惣菜や
弁当といった調理済み食品、さらには飲食店舗での
料理提供など、多様なニーズに応えながら新たな領
域を開拓し、食卓に寄り添い、食べる機会を創出して
いきます。

既存需要を深掘り、新規需要を探索

－ 今後の抱負を
今後も鰹節やだしの価値を伝え、お客様との接点

をさらに増やしていきます。弊社は「かつお節・だし
ライフデザインカンパニー」として、生活の中に鰹節
やだしが欠かせない存在となるような機会や場づく
りを進め、既存需要の深掘りと新規需要の探索を図
りながら成長と永続をめざしてまいります。

1970年生まれ、東京都出身。1993年青山学院大学経営学部卒。同年髙島屋入社、
横浜店勤務。1996年同社退社。同年にんべん入社。2004年取締役副社長、
2009年代表取締役社長就任。

（たかつ・いへえ）

髙津 伊兵衛 氏代表取締役社長

株式会社にんべん
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代表取締役社長 磯野 太市郎 氏

株式会社明治屋

売り上げは約50%を占めます。当社を象徴する事業
のひとつとしてさらなる活性化を図るため、2025年
には主力ブランド「果実実感ジャム」シリーズを全
面的に刷新しました。従来品よりも甘さを抑えて果
実のおいしさを引き出し、お客様の嗜好の変化に応
えています。

京橋ストアーでは大通りに面
したガラスを広告に見立てて
「果実実感ジャム」を装飾し、
店内の複数箇所に商品を陳列し
ました。このように製販一体で
プロモーションを展開できるの
は当社の強みと言えます。ま
た、若年層のジャムの喫食機会
の創出に向け、ジャムを活用し

た産学連携の取り組みを25年秋から開始。一部の大
学の食堂等に「果実実感ジャム」を提案し、試験的
に期間限定でメニュー化していただきました。ま
た、学生の方にジャムの新たな食べ方を考案しても
らうことで、食シーンの広がりと消費量の拡大につ
なげます。
－ 海外事業については

当社は1978年にシンガポール駐在員事務所を開設
し、現在3店舗を展開しています。総合スーパーが2
店、日本産の酒類に特化した店が1店です。売り上
げの中心は日本酒ですが、ウイスキーもよく売れて
います。国内と同様に高品質でクオリティの高いス
ーパーをめざし、生鮮三品を軸にした店づくりに取
り組みます。

シンガポールのフリーポート(関税がかからない
区画)は魅力です。三温度帯(常温･低温･冷凍)の管理
と物流網を整えることで、越境ECにもビジネスチ
ャンスがあるとみています。
－ 今後の目標は

創業150周年に向けて現中計の取り組みを着実に
推進し、期待を超える感動を届け続けてまいります。

５事業連携でシナジーを創り出す

－ 明治屋について教えてください
当社は1885年に横浜で創業しました。食料品を船

舶に納入するシップチャンドラー業に始まり、食料
品や酒類の小売･製造販売、輸出入の分野へと事業
領域を広げ、発展してきました。創業精神のフロン
ティア･スピリットは、経営理念“いつも いちばん 
いいものを”へと受け継がれています。おかげさま
で2025年に創業140年を迎えました。
－ 近年の概況について

2005年に卸売事業を明治屋から分離し、三菱商事
との合弁会社･明治屋商事へ移しました。現在は「小
売事業本部」「商品事業本部」「海上事業本部」「チェス
タートン事業本部」「不動産事業本部」の5本部体制と
しています。これまでは事業部ごとに縦割り色の強
い組織でしたが、意識的に社内の連携を進めており、
その成果が数字にも現れてきました。2025年2月期
決算の売上高は、前年比2%増の307億円でした。社長
就任初年度の21年度比では11%増となります。

2023年から27年を対象とする5カ年の中期経営計
画のもと、事業構造の変革と安定的な収益基盤の構
築に取り組んでいます。3つのスローガン「シーム
レス」「スピード」「チャレンジ」を掲げ、各事業の
ポジショニングを再構築しているところです。

「果実実感ジャム」を全面刷新

－ 商品事業本部の状況は
当社は1911年に「MY印イチゴジャム」を発売し、

ジャムを起点とする西洋スタイルの朝食文化の普及
と発展に貢献してきました。100年以上にわたりジ
ャムを作り続けてきたという歴史や背景は、当社な
らではの価値だと考えています。

現在、商品事業本部の国内商品におけるジャムの

1977年6月10日生まれ。2000年3月慶應義塾大学法学部卒。同年4月に伊勢丹へ
入社し、婦人服バイヤーなどを経て、2015年5月に明治屋取締役、17年5月同社
小売事業本部長代行、18年5月同社小売事業本部長、20年5月同社常務取締役、
21年5月より現職。座右の銘は「一刻千金」。休日には愛車でドライブを楽しむ。

PROFILE （いその・たいちろう）

創業150周年見据え、安定的な収益基盤構築へ

老舗ブランド経営を推進
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代表取締役社長 松山 一雄 氏

アサヒビール株式会社

用合わせ年間29億杯のタッチポイントをつくりまし
た。26年は新商品展開と「冷え」体験拠点創出で実
感・体験を最大化します。27年には価値確立期とし
て“キンキンDRY”で酒税改正後のビール市場を牽引
します。

従来、ビールのヤマ場は、春の定番の時期に徹底
的に経営資源を投入していました。26年は春に１回、
そして夏には「冷え」を更に強い形で打ち出しま
す。そして酒税一本化の10月が３回目のヤマです。
「スーパードライ」を味わい・パッケージ・コミュ
ニケーションの全てで刷新し、日本の消費財ブラン
ドナンバーワンとして価値を高めていきます。

中期的には「スマドリ」を次のステージへ

－ 中長期的な方針は
中長期には「スマドリ（スマートドリンキング）」

を次のステージに上げていきます。スマドリを開始
した2020年のノンアルの売上590億円からこの５年間
で1.6倍となる930億円の売上に達しました。認知率
は50％です。2030年にはそれぞれ2,000億円以上、
75％を目指します。

そのために今年、第３の軸を定めました。第１の軸
を「アルコール」、第２の軸を「アルコール代替（ノ
ンアル・微アル）」として、この２つが当社の事業の
柱であることは変わりませんが、これだけでは大人
9,000万人に価値を届けられない。第３の軸として
「アルコール軸以外の大人テイスト飲料」という嗜
好飲料に挑戦をしていきます。9,000万人のお客様
のうち、普段飲まれない・飲めない方が5,000万人
くらいいますが、ここは普段お酒を飲まないので、
お酒の代替としてのノンアルコールには心が動きま
せん。「大人テイスト飲料」は大人になって分かる、
複雑で深みのある味わいです。26年首都圏エリアで
テスト販売、27年・28年にカテゴリー確立し、29年
以降本格化させるロードマップです。

－ 2025年９月のサイバー攻撃をのりこえた
今年、感謝の気持ちを胸に、復旧・復興・再始動

をしっかりやっていきます。失ったものを取り戻す
だけではなく、サイバー攻撃を受ける前よりも強い
アサヒビールになって復活します。レジリエンス
（復元力）という言葉がピッタリです。コロナの時
も特に業務用で壊滅的なダメージを受けましたが、
その時も前に戻るのではなく、ボリューム経営から
バリュー経営に転換しました。今回も反転成長し、
さらに強いアサヒビールになっていきます。

昨年はアルコールテイスト飲料を除く全てのカテ
ゴリーで、やはりサイバー攻撃の影響で前年を下回
る結果になりました。特にビール売上金額前年比96
％は、昨年４月に価格改定も行い、しっかりと100％を
超えていく計画でしたが残念です。また１ ～ ９月まで
はRTDは119％、ノンアルコールは112％と非常に高
い伸長でした。しかしこれは徐々に回復しています。

「ドライ」は「冷え」体験を最大化

－ 26年の方針は
〈世界で一番ワクワクする「ビール会社」〉〈100年

後も愛され続ける「未来のビール会社」〉というビ
ジョン、〈Value経営〉という基本方針は変えませ
ん。そこから“すべては、お客様の「うまい！」の
ために。”ということを改めて徹底していきます。
前年比でビール類計は１ケタ台半ばで2024年を上回
る水準、「スーパードライ」計は１ケタ台前半の増、
缶計では2024年と同水準を見込みます。

SKUを99％まで戻す「再始動期」の３月から４月は、
攻めのマーケティングを再開しました。４月以降は
短期的にはビールに集中して、ビールで流れを変え
ます。
「スーパードライ」はビールの最大ニーズである

「冷え」を捉えた“キンキンDRY”をさらに発展させ
ます。25年は導入期として立ち上げ、業務用・家庭

1960年８月20日生まれ、東京都出身。1983年青山学院大学文学部卒、同年
鹿島建設入社、87年サトー（現サトーHD）、93年P＆Gファーイーストインク（現
P＆Gジャパン）、2011年サトーHD代表取締役社長兼CEO、18年アサヒビール
専務取締役マーケティング＆セールス統括本部長、23年３月代表取締役社長。

PROFILE （まつやま・かずお）

レジリエンスでさらに強いアサヒに

逆境を力に変える力がDNA
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代表取締役社長 堀口 英樹 氏

キリンビール株式会社

CSV経営をさらに高度化

－今後の持続的成長に向けて
まず底流にあるのはCSV経営であり、これをいか

に高度化させていくかです。2013年からCSV経営を
標榜していますが、企業は売上や利益だけではな
く、社会性を持つことが、持続可能な経営を行って
いくうえで不可欠だと考えます。「晴れ風ACTION」
「グッドエールJAPAN」「氷結 mottainai プロジェ
クト」といった活動は、人と社会のつながりを感じ
られる体験価値を提供できていると思います。

２つ目には海外市場の開拓です。アジア・北米・
オセアニアの３ブロックで構成されるAPAC地域を海
外事業における最重点エリアに設定し、販売網の更
なる拡大、ビール・RTD・洋酒のラインナップ強化
を図っていき日本市場とも連動していきます。

３つ目に「攻めの技術開発によるイノベーション
の創出」です。これが企業の持続性を保つ大きなポ
イントだと考えます。４月から社長直下で技術イノ
ベーションセンターを組織として立ち上げました。
－近未来の企業像は

2035年に向けてステイトメントとして「お酒の未
来を創造し、人と社会に、つながるよろこびを届け
続ける会社となる」を掲げており、ここに向けて会
社の全てがベクトルを一つにしています。商品だけ
ではなく、お酒を通じて、人と人とのつながり、人
と社会とのつながりが感じられる、そういう体験価
値を提供することに取り組んでいきます。

お酒というのは、人の喜怒哀楽に寄り添える非常
に数少ない商品だと思っています。昨今、お酒の不
適切飲酒の撲滅に向けた酒類事業者としての社会的
責任が今まで以上に高まっておりますが、お酒の持
っているポジティブな価値を広げながら次世代に誇
れる産業、文化を残していく企業でありたいと考え
ています。

－ 社長就任時から振り返って
コロナ禍のなかでの就任でしたが、この４ ～ ５年

間は、お酒を取り巻く環境がこれまでにないスピー
ドで変化したと感じています。人々の生活様式や価
値観の変化、健康意識の拡大、一方で世界的なアル
コール規制の強化の流れ、原材料価格高騰とそれに
伴う物価の上昇、トランプ関税、はたまた今年10月
のビール類酒税一本化など、目まぐるしいスピード
で環境が変わっています。

お酒の飲み方も変容しており、かつてのような二
次会・三次会が減り、若年層のお酒離れ、一方で物
価上昇にともなう節約志向と価格が高くても価値あ
るものには対価を払うといった消費の二極化も進行
しています。需要の活性化のためには、その商品が
もたらしてくれる社会的価値が問われるようになっ
ていると感じます。

酒税改正に向けブランドを確立

－ 貴社の強みとは
多様なお客様のニーズにお応えできる多彩なブラ

ンドをいろいろなカテゴリーで持っていることは強
みの一つです。フラッグシップの「一番搾り」は着
実に成長し、第２の柱として育成している「晴れ風」
は初のリニューアルを行いました。「本麒麟」は本
格的なうまさを突き詰めて、今年下期に、ビール製
法化します。「氷結」は今年25周年を迎えました。

喫緊の課題は、10月に迎えるビール類酒税一本化
です。それに向けて昨年から「一番搾りホワイトビー
ル」「グッドエール」、あるいはノンアルコールの「ラ
ガーゼロ」といった商品を取り揃え、ある程度の完成
形を整えました。今後、ビールはプレミアム・スタン
ダード・エコノミー（プラス機能系）という３つない
し４つの領域に分かれていきます。その領域において
ご提供できるブランドが揃い、強いブランドポート
フォリオが確立できていると思っています。

1985年慶應義塾大学商学部卒、同年キリンビール入社、98年米国マサチュー
セッツ工科大学（海外MBA留学）、2006年グループ戦略部グループブランド室
長、09年フォアローゼズディスティラリー社（米国）社長、14年小岩井乳業社長、
16年キリンビバレッジ社長、2022年１月キリンビール社長。

PROFILE （ほりぐち・ひでき）

お酒の未来を創造し、人と社会につながるよろこびを届ける

お客様価値の創造にチャレンジ
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PROFILE

－ １月に社長に就任して３カ月、振り返って
コロナ禍のときの市場環境の厳しさは、形を変え

て続いているとみています。やはりアルコールの量
的成長は鈍っている。コロナで底を打って少し戻し
たものの、また前年を割っている。本質的にお酒を飲
む人を増やせていないことに大きな危機感を持ちま
す。加えて、円安や地政学的リスク、あるいは生活者
の価値観の変容など、経営の視点からすると難しい
局面が続いています。
－ 貴社の強みは

当社の強みはビール、RTD、ウイスキー、ノンアル
コールと、非常に幅広いカテゴリーで多彩なポート
フォリオを持つことで、お客様のニーズにきめ細か
く対応できている点です。

また、マーケティング本部内にイノベーション部
を新設し、チャレンジングな商品で新需要創造に挑
みました。2021年に「パーフェクトサントリービー
ル」、23年に「サントリー生ビール」を上市し、今では
どちらも大きく成長してくれています。26年1月に
は、サントリーらしい「やってみなはれ」を体現しイ
ノベーションを起こせるような機能を持った部署と
して、未来創造本部へと進化しています。

ノンアルコールを育成・強化

－ 今後、持続的な成長に必要なことは
まず新需要創造です。当社では「角ハイボール」、

「翠ジンソーダ」といった提案で、ウイスキーやジン
カテゴリーでの新しい需要を創造してきました。当
社の得意とする業家（業務用・家庭用）連動の取組み
を進めていきます。それがまた“飲食店様とともに生
きていくサントリー ”ということにつながります。

次に「酒類文化伝承」です。これはサントリーがリ
ードしていかなければならないし、まさにサステナ
ビリティ活動の一環です。生活に潤いを与える、人生
を豊かにするという、お酒の持つ本質的な価値を改

めて認識してもらう。そしてそのなかで、今大事なこ
とはノンアルコールの育成と強化です。まだまだ伸
びるカテゴリーですし、お客様が選ぶときにポジテ
ィブで楽しい選択になるような商品ラインアップを
揃えていきます。

ビールは常にチャレンジを続ける

－ 国内酒類市場における意気込みは
酒類市場は2030年、25年比で１割シュリンクする

といわれていますが、当社はリーディングカンパニ
ーとして、その市場を押し広げていきます。

酒類市場のなかでもお客様との最大の接点となる
のはビールです。ビールに関しては、常にチャレンジ
を続けていきます。直面するもっとも大きな課題は、
10月のビール類酒税の最終的な一本化です。「金麦」
のビール化でエコノミー需要を喚起するというの
が、最大のポイントです。当社は「ザ・プレミアム・
モルツ」、「金麦」というプレミアムとエコノミーカテ
ゴリーを牽引する強いブランドを持っていますが、
その中間の一番大きいところ（スタンダード）がなか
った。しかし、まず「パーフェクトサントリービール」
でチャレンジを続け、短期間に３回リニューアルし、
そのたびにじわじわと販売が上がってきています。
次に投入したど真ん中の「サントリー生ビール」も大
きく伸びています。狭義のビールが最後の減税とな
る26年に、プレミアム・スタンダード・エコノミー・
機能系の４つの柱がつくれています。

私はビール事業、スピリッツ事業、宣伝、営業と経
験してきました。直近はグループ全体の人事の責任
者として、人材と組織活性化の戦略を担い、世界中で
のべ450人の社員と面談しました。もちろん日本人の
駐在員とも面談をし、多くの気づきを得ました。私の
持ち味である現場主義で、現場にいち早く行き、そこ
で得た気づきを糧にして、スピードをもってチャレ
ンジする、そういうスタイルの経営に取り組みます。

1965年生まれ、88年同志社大学文学部卒、同年サントリー入社、2009年首都圏
流通営業部部長、12年営業推進部スピリッツ営業部部長、14年ビール事業部執
行役員副事業部長兼プレミアム戦略部長、20年サントリービール社長、24年サン
トリーHD常務執行役員ピープル＆カルチャー本部長、26年サントリー社長。

（にしだ・えいいちろう）

新需要創造に挑戦し酒類市場拡大へ

リーディングとして酒類文化を伝承

西田 英一郎 氏代表取締役社長

サントリー株式会社
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代表取締役社長 時松 浩 氏

サッポロホールディングス株式会社

ーディーな情報伝達を通じ、意思決定のプロセスを
さらに強化したい。

例えば、サッポロライオン社とはこれまで必ずし
もブランド施策をリンクしてこなかったが、10月に
同社の銀座ライオンビル（銀座７丁目）に「黒ラベル」
と「ヱビス」の新たなブランド体験拠点を開業しま
す。また、ポッカサッポロ社とは、今後成長が期待で
きるRTDやノンアルの研究開発などで、シナジー創
出に取り組んでいきます。総じて「One SAPPORO」と
なり、サッポロのブランドを輝かせていきます。

コペルニクス的転換を図る

－ 海外市場にも積極的に挑戦する
中長期ビジョンに「世界をフィールドに豊かなビ

ール体験、顧客体験を創造する企業」を掲げてお
り、当社は国内外において、ビールを中心にプレミ
アム市場をけん引できる力があると考えています。
実際、海外では多くのビールブランドが苦戦してい
るなか、「Sapporo Premium Beer」は堅調な成長を
遂げています。現状、米国のクラフト市場の軟化、
カナダビール市場の減退はありますが、アジアは好
調であり、香港・マレーシア・シンガポールでは、
カールスバーグ社との提携が奏功し、販路が広がっ
ています。
－ 従業員の意識変革は

これまでお酒と不動産の補完関係があったわけで
すが、それがお酒にキャッシュアロケーションを振
り分けることとなった。コペルニクス的転換が必要
です。まず一つは、資本市場を常に意識して、その
期待に応えること。次に、数字がやはりすべての結
果であるということです。３つ目に、自分の置かれ
ている部署において、あるいは自分の仕事におい
て、きちんとレビューをすること。社長就任以来、
「One SAPPORO」を実現するために、この３点を伝
えるようにしています。

狭義のビールで強みを発揮

－ ポストコロナを振り返って
当社が注力している狭義のビールは、ブランディ

ングにとって体験の場というのが非常に重要になる
が、コロナの期間は業務用でそれができないという
ことで2023年頃まで影響が続きました。しかし、そ
の後、体験の場の創出に取り組むことによって、
「黒ラベル」はターゲット世代の若返りを図ること
ができています。「ヱビス」は2024年に恵比寿の地
に「YEBISU BREWERY TOKYO」を開業し、新しい
ターゲットを取り込み始めています。

加えて「サッポロラガービール（赤星）」や北海
道限定の「サッポロ　クラシック」も、やはりオン
プレミスを起点としたブランディングが奏功してお
り、総じてこの５年間、当社の注力する狭義のビー
ルで強みを発揮しました。
－ 本年、財務構造が大きく変化します

６月に予定している不動産事業への外部資本導入
により得たキャッシュを積極的に活用して、成長に
向けた必要な基盤構築や構造改革、そしてM＆Aを
含む成長投資を実行していきます。

2023 ～ 26年の中計で目標としていたROE８％は、
すでに25年度決算で9.4％と１年前倒しして達成しま
した。次期中計は27 ～ 30年となりますが、26年は
その橋渡しの年と位置付け、しっかりと事業基盤を
整備します。不動産からのキャッシュインは、29年
までの累計で4,700億円となる予定で、段階的な株
主還元と、財務基盤の強化や成長投資にも充てま
す。これにより、長期的にはROE10％以上を目指し
ていきます。
－  ７月から事業持株会社体制へ移行する

当社の強みは酒類事業。そこに集中するとなる
と、必ずしもホールディングス体制でなくていい。
国内・海外での執行体制の強化、取締役会へのスピ

1962年２月23日生まれ、84年慶應義塾大学商学部卒、同年江崎グリコ入社、
91年旧サッポロビール（現サッポロホールディングス）入社、2013年取締役執
行役員営業本部長、19年サッポロ不動産開発社長、23年ポッカサッポロフード
＆ビバレッジ社長、25年３月サッポロHD社長兼サッポロビール社長。

PROFILE （ときまつ・ひろし）

７月に事業持株会社へ移行、スピーディーさ重視

「One SAPPORO」を目指して
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代表取締役社長 渋谷 尚己 氏

宝酒造株式会社

された数多くの樽貯蔵熟成酒の中から厳選した樽貯
蔵熟成酒を使用し、多くの商品をつくっています。
こうした独自の樽貯蔵熟成酒を生かした商品開発
で、甲類トップメーカーとして、極上「宝焼酎」を
中心に市場を活性化していきます。

また、この樽貯蔵熟成酒は、缶チューハイのベー
スアルコールとしても使用しており、「焼酎ハイボ
ール」をはじめ、宝ならではの味わい深い缶チュー
ハイを提供しています。

清酒については香り系や炭酸割りの「酒ハイ」と
いった新たな価値が市場に受け入れられるようにな
っており、当社も香り系清酒の「昴」や、炭酸割り
専用の「瑞音」といった新しい商品で市場を盛り上
げていきます。どのカテゴリーにおいても、価格競
争に陥らないよう、宝らしさ・宝にしかない強みを
生かし、お客様のニーズに応えられるような商品を
提供していかなければならないと考えています。

日本から海外へ、日本の酒を世界の日常に

－ 持続的な成長を実現するために大切なことは
より高い付加価値を備えた重点領域・重点ブラン

ドを開発・育成するとともに、新たな市場を開拓す
るような新商品を市場に生み出すことが重要だと考
えています。また、国内は少子高齢化・人口減少な
どにより市場が縮小傾向にあるため、海外でも通用
するブランドを国内で育成し展開していく必要があ
ると考えています。その代表が「澪」で、現在アメ
リカやヨーロッパ、アジアなど44カ国で販売してお
り、国内で育てたブランドがグローバル展開できた
商品です。「昴」も非常に良い兆しを見せています。

今後はさらに、宝酒造インターナショナルとの連
携もスピード感を持って進めていき、世界マーケッ
トへの飛躍と持続的な成長を実現することで、2050
年に目指す姿「和酒・日本食を世界の日常に」の実
現に向かって邁進してまいります。

－ 社長に就任され、これから取り組まれることは
2025年６月に社長に就任し、これからやるべきこ

とは当社のVision「Smiles in Life ～笑顔は人生の宝
～」の実現に向けて、「おいしさを追求する技術に
磨きをかけ、新たな価値を創造する商品開発とブラ
ンド育成を進めることで、お客様の豊かな日々の暮
らしに貢献する」という基本方針を変えずに事業を
続けていくことだと考えています。
－ ここ５年を振り返って

コロナ禍を経験した5年でありましたが、特に印
象深い出来事としては、2021年、缶蓋の不良により
缶入りチューハイ製品の大規模自主回収を行ったこ
とです。この出来事は、メーカーとしての安全・安
心の大切さやブランド力の重要性を再認識した学ぶ
ことの多い出来事でした。

2022年度以降は、各カテゴリーにおいて「重点領
域・重点ブランド」を選定し、市場やトレンドを分
析しながら当社ならではの強みを生かした商品開発
とブランド育成に取り組みました。

味わいへのこだわりに宿る“宝らしさ”

－ 貴社の持つ強みは
当社の強みは長年にわたり培ってきた蒸溜と醸

造、ブレンド技術を生かした技術力です。また、幅
広いカテゴリーにおいて強いブランドを持っている
ブランド力も強みで、お客様から支持を頂いていま
す。従って、自社商品だけを売り込むのではなく、
各カテゴリーの市場全体を活性化させるという使命
感をもって商品開発や売場提案などに取り組んでい
ます。
－ 新需要創造に向けて取り組まれることは

カテゴリーごとにトレンドや課題を見据えて取り
組まなければならないと考えています。甲類焼酎に
おいては、宮崎県高鍋町にある「黒壁蔵」で、半世
紀近くにわたって磨かれてきた技術によって生みだ

1964年３月21日生まれ、埼玉県出身。87年専修大学経済学部卒業、同年寳酒
造(現・宝ホールディングス)入社、2012年宝酒造九州支社長、18年西日本支
社長、19年執行役員、20年取締役、21年常務取締役、25年６月宝酒造代表取
締役社長、宝ホールディングス専務執行役員。

PROFILE （しぶや・なおき）

＂宝にしかない強み”で市場をリードし続ける

和酒・日本食を世界の日常に
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代表取締役社長 石渡 美奈 氏

ホッピービバレッジ株式会社

届けする「動脈」の部分は見ていましたが、飲用後
の空瓶がどう回収されて戻ってくるのかという「静
脈」の部分までは、正直なかなか意識が向いていま
せんでした。実際に現場に足を運んでみると、さま
ざまな方のご尽力によって瓶が循環していることを
痛感しました。こうした全体の流れを理解すること
が、とても重要だと感じました。

一方で、日本におけるガラス瓶の現状には課題も
あります。海外ではガラス瓶の環境負荷の低さが注
目され、用途に応じてしっかり使い分けられている
のに対して、日本ではペットボトルの普及もあり、利
便性のみが重視され、ガラス瓶は重い・割れるとい
うイメージが先行している印象があります。環境の
議論の中でも、プラスチックには注目が集まります
が、ガラス瓶は取り残されているようにも感じます。

容器というのは単に中身を運ぶだけのものではあ
りません。味わいや雰囲気、文化的な価値も含めて
考えるべきものだと思っています。だからこそ、ケ
ースバイケースで最適なものを選ぶことが、サステ
ナブルな社会につながるのではないでしょうか。

消費者の方からは「ガラス瓶をどう処理すればい
いのか分からない」という声もあります。リユース
とリサイクルの違いも分かりにくいですよね。こう
した点については、もっと分かりやすく情報発信し
ていく必要がありますし、気軽に返却できる仕組み
づくりも大切だと思っています。

持続的な成長を実現するカギは“人財育成”

こうした取り組みを持続させていくうえで重要な
のが人財です。企業は人で成り立っていますから、
持続的な成長のためには人財育成が欠かせません。
現在は主力商品のリニューアルや新商品の発売も控
えており、新たな挑戦の時期にあります。こうして
得た成果を、次の世代の育成や社会への貢献に還元
していきたいと考えています。

－ 近年概況について
コロナ期という誰もが経験したことのない時間を

経て、世の中の価値観は大きく変わりました。あの
３年間を経たことで、「これから自分たちは何に向き
合うべきなのか」を真剣に考えるようになりまし
た。その中で、当社が取り組むべきテーマとして選
んだのが「地球環境問題」です。

これは突然出てきた話ではありません。当社は創
業から121年と長い歴史がありますし、これまで積
み重ねてきた企業文化があります。例えば、当社が
製造する「ホッピー」に使用しているガラス瓶。こ
れは環境負荷の低い、とても優れた容器で、発売当
初から大切にしてきました。「ホッピー」の製造過
程で出る麦芽かすも、産業廃棄物にするのではな
く、牧場にお渡しして肥料・飼料として活用してい
ただいています。今で言うリユースやリサイクルの
考え方を、祖父（石渡秀氏）や父（石渡光一氏）の
代から自然と実践していました。ですから三代目で
ある私の代で、それらを「環境経営」という言葉で
しっかり言語化した、というのが正確なところだと
思います。

学びの中で“ガラス瓶”の価値、課題を再認識

その流れもあって、私は大学院で環境について学
び直しています。地球環境問題におけるガラス瓶の
価値や資源循環の仕組みを、アカデミックな視点か
ら紐解きたいと思ったのがきっかけです。研究の中
では、調布市の方々にご協力いただき、2,031件の
アンケートデータを集めることができました。これ
は本当にありがたいことで、このデータをさらに活
かしたいという想いも博士後期課程に進むことを決
めた理由の一つです。

研究を進める中で見えてきたのは、ガラス瓶の課
題は単に消費者の意識だけではなく、流通の構造に
も関係しているということです。これまで商品をお

1968年東京都生まれ。立教大学文学部卒業後、日清製粉（現：日清製粉グルー
プ本社）入社。退社後、広告代理店でのアルバイトを経て、1997年にホッピー
ビバレッジ入社。2003年取締役副社長、2010年４月ホッピービバレッジ三代
目として社長就任。

PROFILE （いしわたり・みな）

容器の使い分けでサステナブルな社会実現を

ガラス瓶が拓く地球の未来
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代表取締役社長 
最高経営責任者 カリン・ドラガン 氏

コカ・コーラ ボトラーズジャパン株式会社

主さま、地域社会をはじめとするあらゆるステーク
ホルダーの日々の生活に寄り添いながら、幸せな瞬
間を生み出すと同時に、企業価値をさらに高め、新
たな変革によって未来を塗り替えていくという強い
想いが込められています。

このミッションの実現に向けた「あるべき姿」が
ビジョンです。私たちが持続的な成長により市場で
勝ち、お客さまから選ばれるパートナーであり続け
ることなどが含まれます。そして、その実現を支え
る行動指針が、Learning（学ぶ）、Agility（機敏）、
Result-orientation（結果）、Integrity（誠実と信頼）
の4つのバリューです。

これらは、私たちが描く未来に向けた変革を推進
する原動力であり、持続的な企業価値創造の基盤と
なっています。

「これまでのやり方は選択肢にない」で変革加速

－将来的にどのような企業でありたいですか
当社は2030年までの中期経営計画「Vision 2030」

を策定しました。私たちはこれまでさまざまな変革
を推し進め、強固な成長基盤を構築してきました。
積み上げた基盤を活用しつつ、近年の事業環境に対
する逆風の中で培ってきた学びを最大限に生かし、
ビジネスを持続的に成長させることを目指します。

中期経営計画で掲げる意欲的な目標の達成に向け
て、主要施策を着実に実行し、「これまでのやり方
は選択肢にない」との強い意志のもと、社員一丸と
なって変革を加速させていきます。

私たちが前に進む原動力は、お客さま、株主さま
をはじめとするあらゆるステークホルダーのために
価値を創造し、何十年にもわたって選ばれ続ける存
在でありたいという想いです。「すべての人にハッ
ピーなひとときをお届けし、価値を創造する」こと
により、持続可能な成長と企業価値の向上に向けて
前進していきます。

収益性改善が実を結び、利益成長の基盤を構築

－近年概況について
2025年は、多くの成果を残すことができました。

事業利益は期中に2度上方修正し、当初計画を23％
上回る大幅な増益を実現、2024年の2倍を超える245
億円を達成しました。

近年の厳しいコスト環境下においても、力強い増
益トレンドを継続させ、過去3年間で390億円もの事
業利益の増益を実現しています。これまで実施して
きた収益性改善の取り組みが着実に実を結んでいる
と感じています。この結果は、当社が持続的な利益
成長を実現できる確かな基盤を築いたことの何より
の証であると考えています。
－ 事業成長に向けた課題と重点施策について

私たちは、2025年8月に発表した中期経営計画「Vi
sion 2030」 に お い て、 事 業 利 益800億 円 以 上、
ROIC10％以上といった収益性・資本効率の目標に
加え、意欲的な株主還元目標を掲げました。
「Vision 2030」 の 達 成 に 向 け た 初 年 度 と し て、

2026年は大変重要な年だと考えています。2026年を
「意欲的な中長期目標の達成に向け大きく前進する
年」と位置づけ、大幅増益を実現した2025年からさら
に増益を目指します。収益性と資本効率を向上させ、
ROIC改善に注力するとともに「Vision 2030」に基づ
き、株主還元もさらに拡充していく考えです。

2026年の通期事業利益は350億円を目指しており、
4年連続で100億円以上の増益となる計画です。Visi
on 2030で掲げた意欲的な目標の達成に向け、力強
く前進していきます。
－ 持続的な成長を実現するために重要なことは

私たちは、「すべての人にハッピーなひとときを
お届けし、価値を創造します」というミッションを
掲げています。この言葉には、社員一人ひとりが製
品・サービスを通じて、お得意さま、お客さま、株

1966年10月生まれ、ルーマニア国出身、ティミショアラ工科大学工学部卒。1993年
コカ・コーラ レバンティス入社、2013年コカ・コーライーストジャパン代表取締役社長、
2018年ザ コカ・コーラカンパニー ボトリング投資グループプレジデント、2019年コカ・
コーラ ボトラーズジャパン代表取締役社長、2022年同 最高経営責任者。

PROFILE

Vision 2030で収益性と企業価値を高める

変革を積み重ね、次の成長へ
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代表取締役社長 木村 穣介 氏

サントリービバレッジ＆フード株式会社

その姿勢を大切にしていきたいと考えています。
－ 持続的成長を実現するために大切なことは

まず大切なのは、お客さまにきちんと付加価値を
感じていただける商品やサービスをつくることで
す。それが評価され、利益として残り、再投資につ
ながっていくことが事業の基本になります。

もう一つは、広い意味でのサステナビリティで
す。環境対応だけでなく、地政学リスクや原材料調
達も含め、安定的に事業を継続できる体制をつくっ
ていかなければなりません。世界人口が増え、地球
資源に限りがある中で、原料調達の難易度は確実に
上がっています。そうした現実を踏まえながら、事
業を持続可能にしていくことが重要です。

人材も同じで、若いうちにいろいろな仕事を経験
させることが必要だと思っています。現在当社は「10
年で3部署」の考え方で進めています。異なる経験を
重ねることで新しい発想が生まれます。そうした人
材を育てることが、将来の成長につながります。

日本発の知見で世界に広がる“第三極”モデルへ

－将来的にどんな企業でありたいと考えているか
サントリーは、最初からグローバル展開を前提に

設計された会社ではありません。飲料だけを見て
も、ヨーロッパ、アジア、オセアニア、北米と、そ
れぞれ商品も事業構造も異なります。標準化された
モデルを横展開する会社とは異なります。

だからこそ、サントリーは生活文化に関わる企業
としての「第三極」のモデルになれると思っていま
す。地域ごとの生活文化にフィットした事業を展開
しながら、日本や各地域の知見を相互に活用し、そ
れぞれの市場を高めていく。そういうモデルで成長
できることを世の中に示したいと考えています。

日本は高齢化先進国であり、世界の先頭を走る市
場でもあります。新しいことに挑戦し、得た知見を
世界に広げることも大きな役割だと考えています。

数量も金額も追い、飲料の価値を広げる

－この5年間の事業活動について
この5年を振り返ると、コロナ禍による人流減少

の影響を受けた後、今度は原材料価格の高騰という
大きな逆風に直面しました。国内飲料だけでも原価
ベースで毎年数百億円規模の影響があり、価格是正
に踏み切らざるを得ない状況でした。ただ、飲料業
界は競争が激しく、価格は簡単に上げにくい環境に
あります。そうした中で、業界全体で取り組んでき
たのがこの数年だったと思います。

私はその間、サプライチェーン領域で、原料価格
の見通しを整理し、経営判断しやすい状態を整える
ことに取り組みました。単に「上がっている」「先
が読めない」では経営できません。どう事業運営す
るかを支える基盤づくりを進めてきました。

一方で、厳しい環境の中でも各部門は利益確保に
向けて非常に頑張ってきました。ただ、利益マネジ
メントに意識が集中した結果、金額は上がっても数
量が落ちました。そこは課題だと考えています。
－事業成長に向けた課題と重点施策について

企業である以上、売上や利益を伸ばすことは重要
ですが、それ自体が目的ではありません。私たちの
目的は、飲料を通じて豊かな生活文化をつくること
です。飲んでいただく人の数や頻度を増やせなけれ
ば、目的に十分応えられているとは言えません。

だからこそ、今は「攻める」ことをテーマにして
います。数量か金額かという二者択一ではなく、両
方を追うことが重要です。もちろん難しいですが、
難しいからやらないのではなく、難しいけれどや
る。そのために商品ごとの役割を見極め、ポートフ
ォリオ全体で前に進めていく必要があります。

また、ウェルネスと飲料の境界をまたぐ新しい取
り組みも進めています。どういったことでも中途半
端に終わらせるのではなく、思い切ってやってみる。

1961年1月生まれ。1983年大阪大学卒業、1983年サントリー入社。2016年サントリー
ビール常務取締役、2018年サントリー食品インターナショナル取締役副社長SBFジャパ
ンCEO、2023年サントリーホールディングス取締役専務執行役員SCM部門統括・サプラ
イチェーン本部長、2026年3月サントリー食品インターナショナル代表取締役社長。

PROFILE （きむら・じょうすけ）

サントリーらしい挑戦で生活文化を広げる

付加価値と成長を両立する
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代表取締役社長 近藤 佳代子 氏

アサヒ飲料株式会社

想定していた事業水準まで戻したいと考えていま
す。
－ 持続的成長を実現するために大切なことは

持続的な成長に向けて最も重要なのは、人と組織
の力をどのように最大化し、引き出すかだと考えて
います。どれだけ優れた戦略やビジョンがあって
も、それを実行するのは人であり組織です。

そのためには変革が不可欠です。これまでと同じ
やり方では新しい価値は生まれません。挑戦する文
化を醸成し、その挑戦をどのように評価するかが重
要になります。既存事業と新規事業では評価のあり
方も異なるため、両者のバランスを取っていくこと
が経営の重要なテーマです。
－将来的にどのような企業でありたいですか

社会から信頼され、愛され続ける企業でありたい
と考えています。200年、300年と長期にわたり、お
客さまやステークホルダーにワクワクを届け続ける
存在でありたいと思います。

その中心となるのがサステナビリティ経営です。
これは単に環境対応を進めるということではなく、
社会課題の解決と事業成長を両立させる考え方で
す。社会課題と事業課題を統合して戦略を立て、そ
の実践の中からイノベーションを生み出していくこ
とが重要だと考えています。
－ 需要創造に向けた新たな取り組みについて

今後の需要創造においては、「エリア」「パーソナ
ライズ」「AI」をどう掛け合わせるかが重要です。
地域ごとに異なるニーズに対応しながら、一人ひと
りに最適な価値を届けることが求められます。

AIは単なる効率化の手段ではなく、新たな価値を
生み出す基盤です。マーケティングや営業、需給な
ど幅広い領域で活用し、ビジネスモデルそのものを
進化させる必要があります。流通や顧客の変化が加
速する中、当社も変わり続けなければなりません。
AIを前提とした事業基盤を整え、将来に備えていき
ます。

復旧と未来への投資を両輪で進める

－ この5年間の事業活動について
昨年9月末にサイバー攻撃によるシステム障害が

あり、お客さまには大変なご迷惑、ご心配、ご負担
をおかけしました。改めてお詫び申し上げます。

業績面では、2025年は1 ～ 9月で前年比99％でし
たが、10 ～ 12月は63％となり、通年では90％と大
きな影響を受けました。

一方で、コロナ禍では一時的な影響を受けたもの
の、2024年には2019年比で売上収益がコロナ前の水
準を上回るまで回復しました。この数年で新しい取
り組みも増え、特に社会課題の解決を起点に新たな
ビジネスを創出しようという動きが活発になってい
ます。

ただし、それが十分にビジネスとして成功してい
るかというと、まだこれからの段階です。環境変化
やAI、人口構造の変化の中で、どのように新しいビ
ジネスを生み出し、進化させて届けていくかが大き
な課題だと認識しています。
－ 事業成長に向けた課題と重点施策について

短期的には、システム障害による事業影響をどの
ように復旧・復興するかが課題です。事業基盤やオ
ペレーションを含めて立て直す必要があります。

一方で、これを単なる復旧にとどめてはならない
と考えています。今回の出来事は危機であると同時
に、未来を切り拓くための転機でもあります。その
ため、長期的な成長の種にも投資していく必要があ
ります。復旧・復興と未来への投資、この両輪を回
していくことが重要です。

足元では、全社員が失った売り場や顧客接点を取
り戻そうと懸命に取り組んでいます。一度離れたお
客さまにどのように戻っていただくかが大きなポイ
ントであり、現場は売上回復に向けて着実に動いて
います。2026年下期に向けては、システム障害前に

1968年2月生まれ、神奈川県出身。明治学院大学文学部卒業。1991年アサヒ飲料入社、
2017年コーポレートコミュニケーション部長、2019年アサヒグループHDサステナビリティ部
門ゼネラルマネジャー、2022年同社 執行役員  Head of Sustainability、2025年アサヒ飲料
常務執行役員SCM本部長兼国際担当サステナビリティ関連管掌、2026年3月代表取締役社長。

PROFILE （こんどう・かよこ）

人と組織で未来を切り拓く

危機を変革の起点に
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代表取締役社長 井上 一弘 氏

キリンビバレッジ株式会社

れぞれの専門性を十分発揮できる体制に変更しま
す。また、ヘルスサイエンス領域を中心に新規業態の
開拓を目的とした「新市場開発部」を作ります。

CSVを軸に、価値で選ばれる会社へ

－ 持続的成長を実現するために大切なことは
キリングループはCSVを経営の中心に据えていま

す。健康、環境、コミュニティといった社会課題の
解決につながることを前提に事業を進めています。
変化の激しい市場環境の中で、当社がどの社会課題
にアプローチできるかを見極め、育成してきたブラ
ンドやサービス、グループで培ってきた研究や技術
力を最大限に生かすことが重要です。

その上で、CSVは社会価値だけでなく経済価値も
伴わなければなりません。当社の競争優位は健康領
域にあります。プラズマ乳酸菌という独自素材を生
かした商品展開で、ドライとチルドの両市場で幅広
いお客様に免疫ケアという健康価値を届けます。

コミュニティでいえば、「午後の紅茶」の販売を
通じてスリランカなどの原料生産地の持続的な発展
に貢献できます。戦略は描けているのでしっかり実
行することが持続的成長の鍵になります。
－ 将来的にどのような企業でありたいですか

全従業員が、長期経営構想「BV2035」に共感し、そ
の実現を自分事として捉え、CSVを実践しながらイ
ノベーションに挑戦する会社にしたいと思います。

そのためには、基盤ブランドをしっかり強化し、資
源も伸ばすブランドに重点配分していくべきです。
その上でプラズマ乳酸菌のような新しい価値をさら
に広げ、新規事業にも注力します。海外展開も含め日
本発の価値を世界に広げていければ理想です。

キリンビバレッジならではのCSVを起点とした
「お客様の毎日においしい健康を。」が実現され、
社会的価値を創出し、お客様に必要とされる企業と
して持続的成長を実現したいと思います。

－ この5年間の事業活動について
コロナ禍を経て、お客さまの健康意識は一段と高

まりました。そうした中で当社は、ヘルスサイエンス
領域への投資を進めてきました。お客さまが価値を
認めて対価を払ってくださる商品であれば、小売企
業さまにも当社にも収益性の改善につながるからで
す。加えて美と健康は人間にとって本質的なテーマ
であり、事業としての確度が高いと考えています。

一方で、既存飲料領域でも新しい提案を進めてい
ます。「午後の紅茶」では夏のアイスティーや冬の
ミルクティーなど季節に応じた提案を継続している
ほか、「FRUITS＆ICE TEA」のような商品の提案に
より、普段紅茶を飲まない層にアプローチし、堅調
に推移しています。主戦場のドライ市場にとどまら
ず、2022年からはチルド市場に参入し、2025年は
「おいしい免疫ケア」シリーズが数量ベースで前年
比3割増と成果を残せました。
－ 事業成長に向けた課題と重点施策について

当社はヘルスサイエンス領域のリーディングカン
パニーを目指し、2035年にヘルスサイエンス飲料で
売上1000億円を超えることを目標にしています。達
成に向けて、商品と人・組織両面でケイパビリティ
ーを充足することが重要課題と捉えています。

今後は免疫領域に続く第二の柱を育てることが欠
かせません。商品面では、子ども向けに「免疫」の
価値をどのように伝えるかもテーマです。さらにプ
ラズマ乳酸菌飲料の海外展開、「ヘルシア」の刷新
による脂肪領域の強化も進めています。

一方で「お客様が手にとれる環境」づくりが重要
であり、当社は今まで「地域ごとの特性に応じた営
業スタイル」に力を入れてきましたが、環境変化が
激しい中、「全社戦略をスピーディーに実行する組
織」へ変革しなくてはならないと考えています。

そこで、2026年4月から営業組織の体制変更を実
施します。具体的には組織を「流通営業本部」と「自販
機営業本部」に分割し、売り場・売り方に合わせ、そ

1966年1月生まれ、埼玉県出身。青山学院大学経済学部卒業。1988年キリンビー
ル入社。2003年酒類営業本部首都圏地区本部首都圏流通第3部長、2015年キ
リンビールマーケティング部部長、2021年常務執行役員マーケティング本部流
通営業本部長、2024年キリンビバレッジ代表取締役社長。

PROFILE （いのうえ・かずひろ）

価値ある商品で持続的成長へ

ヘルスサイエンスを成長の柱に
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代表取締役社長 本庄 大介 氏

株式会社伊藤園

大は当社にとって大きな機会であり、原料調達から
製品開発、販売までを一体で強化しています。抹茶
を通じた茶文化の広がりを事業成長につなげていき
たいと考えています。
－ 持続的成長を実現するために大切なことは

当社グループは「お客様第一主義」を経営理念に
掲げ、「お客様の健康で豊かな生活と持続可能な社
会を実現すること」を使命としています。その具体
的な姿が、グループミッションである「健康創造企
業」です。心身の健康、社会の健康、地球環境の健
康という3つの健康価値を創造し、事業活動を通じ
てそれを実現していくことが、持続的成長の基盤だ
と考えています。

そのために大切なのは、理念を掲げるだけでなく、
現場で実行できる組織をつくることです。採用環境
が変化する中で人材育成やキャリア支援、働きやす
い職場環境の整備を進め、社員一人ひとりが主体的
に行動できる体制を築くことが重要です。組織風土
や価値観の変革も含め、チーム「伊藤園グループ」と
して全体の力を最大化したいと考えています。

日本の茶文化を世界へ広げる企業を目指す

－将来的にどのような企業でありたいですか
長期ビジョンとして掲げているのが「世界のティ

ーカンパニー」です。創業以来培ってきた茶産地育
成事業や、畑から製品までをつなぐバリューチェー
ンという当社の強みを生かし、日本文化である緑
茶・抹茶を世界に広め、次世代へ継承していくこと
が当社の大きな使命だと考えています。

同時に、茶事業にとどまらず、コーヒーや野菜・
果実、乳製品など「おいしく、健康に資する」領域
を総体として成長につなげ、100年企業にふさわし
い基盤を築いていきたいと思います。短期的な業績
だけでなく、中長期的な視点で変革を続け、世界に
通用する企業へ進化していきたいと考えています。

「お～いお茶」のグローバル化と国内基盤強化

－この5年間の事業活動について
この数年、世界は急激なインフレや技術革新など

大きな変化の渦中にあり、当社を取り巻く環境も大
きく変わりました。国内飲料市場は金額ベースでは
伸長を続けていますが、カテゴリーごとに濃淡があ
り、緑茶飲料市場は競争が激しさを増しています。
そうした中でも「お～いお茶」はシェアを高め、緑
茶飲料のリーディングブランドとして存在感を強め
ることができました。

一方で、足元では茶葉価格の上昇が極めて大きな
課題となっています。抹茶需要の世界的拡大を背景
に、茶産地では従来の緑茶原料から碾茶への転換が
進み、ペットボトル緑茶に使う原料の調達環境も大
きく変化しています。こうした外部環境の変化に対
応しながら、2024年に発表した中期経営計画の遂行
とともに、グループ全体で意識と行動の変革を進め
ているところです。
－事業成長に向けた課題と重点施策について

当社が現在特に重視しているのは、「お～いお茶」
のグローバル化、国内既存事業の盤石化、そして新
たな事業の創出です。海外では「お～いお茶」を50
カ国・地域で展開し、米国事業の収益性改善に加
え、欧州事業も黒字化しつつあります。さらにアジ
ア市場でも無糖茶への関心が高まり、インドへの拠
点設立など新しい成長の布石を打っています。

国内はサプライチェーン全体の構造改革を進めて
います。製品の企画・開発、原料調達から販売まで
を俯瞰し、物流や営業拠点の再編も含めて最適化を
図ることで営業担当者が売り場づくりや販促提案に
注力できる体制へと変えていきます。こうした基盤
整備が競争力強化につながると考えています。

また、新たな事業の創出という点では、抹茶を重
要領域と位置付けています。世界的な抹茶需要の拡

1963年10月生まれ。東京都出身。1987年早稲田大学政治経済学部卒業、
1987年4月伊藤園入社、1990年取締役、1997年常務取締役、2000年専務取
締役、2002年代表取締役副社長、2009年代表取締役社長、2019年代表取締
役社長 執行役員。

PROFILE （ほんじょう・だいすけ）

世界のティーカンパニー実現へ邁進

健康創造企業として変革を加速
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代表取締役社長兼 CEO 井上 眞 氏

大塚ホールディングス株式会社

げ、新たなイノベーションの共創を加速させていま
す。各社が独立した立場でそれぞれの強みを最大限
に発揮し、最適な協業パートナーとの連携を推進す
るとともに、必要な支援を惜しまない経営スタイル
を貫いています。また、医療とNCという異なる事
業ポートフォリオを有することで、長期的な研究開
発投資と短期的な収益確保を両立させ、市場環境の
変化にも柔軟かつ持続的に対応していきます。
－将来的にどのような企業でありたいですか

当社が目指しているのは、「世界の人々の健康に
貢献する、なくてはならない企業」といわれる存在
になることです。第4次中期経営計画では、2035年
に向けた姿として「Better health から Beyond heal
th、そして Well-beingへ」を掲げました。

健康は目的ではなく、自分らしく生き、可能性を発
揮するための前提です。だからこそ私たちは、身体と
心の健康を支え、一人ひとりのWell-beingに真摯に
向き合いたいと考えています。多様な事業を持つ強
みを生かし、トータルヘルスケア企業として、Well-
being実現に向けた取り組みを続けていきます。
－需要創造に向けた新たな取り組みについて

NC関連事業では、生命活動に欠かせない必須の
要素が3つあると考えています。これまでの水分・
栄養を補う製品群に加え、最後の要素である酸素に
着目した製品「/zeroz（ゼロズ）」を本年3月に発売
しました。酸素を活かす植物由来成分「ケンフェロ
ール」を含有し、身体本来の力に働きかける “Acti
ve Inner Resource”というコンセプトのもと誕生し
たこの製品の開発背景には、局所の個別課題から身
体全体の本質的課題へ取り組み、新たな価値を生み
出す研究基盤があります。

ポカリスエット、オロナミンCドリンク、カロリ
ーメイト、ボンカレーをはじめ、長年愛されてきた
ブランドを大切に育みながら、世界の人々の健康に
貢献する「なくてはならない企業」を目指し、挑戦
を続けてまいります。

－ここ数年間の事業活動について
当社は、時代とともに変化する健康ニーズ、それ

を取り巻く社会課題の解決を目指し、医療関連事業
とニュートラシューティカルズ（NC）関連事業を
始めとする多様な事業を展開してきました。2025年
は多くの成果があり、売上収益、事業利益とも過去
最高を更新しました。今後も企業価値の持続的な向
上に取り組みます。
－事業成長に向けた課題と重点施策について

既存事業の深化と次世代コア領域の確立による事
業ポートフォリオの強化を進めています。医療関連
事業では、精神・神経、がん領域に加え、既存事業
とシナジーが期待される自己免疫や希少疾患領域へ
も注力していきます。外部サイエンスの獲得や人財
強化も進め、将来の事業の柱を育成していきます。

NC関連事業では、ポカリスエットのグローバル
展開を重要な成長テーマと位置付けています。海外
販売数量は6割を超え、成長ドライバーとなってお
り、今後は1000億円規模を目指しています。

大塚グループは医療関連事業とNC関連事業を中
心に多様な事業を持つことが強みであり、日本で培
ってきた医療とNCのシナジーを海外でも生かして
いきます。特に米国では、気候変動を背景に熱中症
が公衆衛生上の課題として注目される中、専門家と
も連携しながら、「ケアリングハイドレーション」
という考え方で価値提案を進めていきます。
－持続的成長を実現するために大切なことは

当社では、「健康」を健康な状態から疾病の診断、
治療、回復までを一連で捉え、心身の健康だけでな
くその人の生活や社会とのつながりまで含めて考え
ています。そして、個々の健康課題や疾患に留まら
ない、健康の先にある、一人ひとりの人生や“生き
方”にまで寄り添うことを大切にしています。

これを支えるのが、多様な事業、人財、そして企
業文化です。当社は大塚グループの一員として迎え
入れた仲間とともに、「水平協業」を基本姿勢に掲

1983年大塚製薬入社、2008年執行役員診断事業部事業部長、2009年常務執行
役員医薬品事業部 副事業部長、2015年取締役専務執行役員ニュートラシューティ
カルズ事業部長、2020年代表取締役社長（現任）、大塚ホールディングス取締役、
2024年大塚ホールディングス代表取締役COO、2025年代表取締役社長兼CEO。

PROFILE （いのうえ・まこと）

一人ひとりのWell-beingに向き合う

トータルヘルスケアで新たな価値創造へ
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代表取締役社長 佐藤 雅志 氏

ポッカサッポロフード＆ビバレッジ株式会社

進めています。
その他に飲料事業では、「北海道コーン茶」「富良

野ホップ炭酸水」「加賀棒ほうじ茶」など、当社な
らではの強みをいかした価値提供をしていきます。
スープ事業は原材料高騰と需要期の短期化という課
題がありますが、ワンランク上のスープとして、
「じっくりコトコト」ブランド箱シリーズを新たに
発売し、「超盛」シリーズや食事に近いスープ提案
を強化し、価値向上に取り組んでいます。
－ 持続的成長を実現するために大切なことは

当社は「人と社会と向き合い、未来の食のあたり
まえを創造する」を不変の使命として掲げていま
す。この使命を果たすために、「お客様と徹底的に
向き合う」「先を読み、スピードを持って挑戦し続
ける」「仲間とヒラメキ！を実現する」という3つの
約束を大切にしています。

私は、経営資源のうち最も重要なのは人財だと思
っています。そして、仕事は一人ではなくチームで
やるものであり、社員には「百の失敗よりも一つの
後悔をしたくない」といった、失敗を恐れず挑戦す
る重要性を伝え、組織風土醸成にも努めています。

H+ESG経営で「おいしい以上の価値」を提供

－将来的にどのような企業でありたいと考えてい
ますか

将来的には、持続可能な社会の実現と企業成長を
両立する「H（健康）+ESG経営」を通じ、レモンを
はじめとする植物性素材を中心に「おいしい以上の
価値」を届ける会社でありたいと考えています。

私たちが目指しているのは、「あなたの毎日に寄
り添えるパートナー」になることです。素材まるご
との魅力や組み合わせの驚き、食を通じた地域との
つながり、いきいきと食を楽しむ幸せな時間。そう
した体験を通じて、毎日の笑顔と元気を支えられる
存在であり続けたいと思っています。

－ここ数年間の事業活動について
この数年を振り返ると、事業環境に大きな影響を

与えたのは「環境」と「消費者の志向」だと思いま
す。環境面では、原材料や資材の高騰が避けられな
い課題となり、厳しい状況が続きました。直近の
2025年ではさらに、猛暑や豪雨など天候要因もあ
り、夏や行楽シーズンの消費が伸び悩む場面もあり
ました。

消費者の志向では、健康意識の深化に加え、メリ
ハリ消費が進み、価格や味に加えて付加価値も求め
られるようになりました。幅広い世代の健康意識が
広がる中、当社のレモン事業も好調に推移していま
す。最近では、若年層においても健康美容を目的と
した購入も増えてきました。
－ 事業成長に向けた課題と重点施策について

2022年に掲げたサッポログループの中長期成長戦
略の中でも、食品飲料事業は再編領域に位置付けら
れ、事業ポートフォリオマネジメント推進しながら
構造改革を進めてきました。中期経営計画の最終年
度にあたる2026年は、構造改革に一定の目途をつ
け、レモン事業の成長を軸に収益力を高めていくこ
とが重要だと考えています。

中核に据えるレモン事業は、商品、生産振興、価
値啓発の「三位一体」で取り組んでいます。「ポッ
カレモン100」や「キレートレモン」は好調に推移
し、2025年は両ブランドにおいて過去最高売上とな
りました。レモンの価値は、機能性だけでなく、香
りや気分転換といった情緒的な価値も含めて、幅広
い層に受け入れられています。

生産振興では、2025年にパートナー企業と共に農
業法人「LEMONITY（レモニティ）」を設立しまし
た。今後は“レモンまるごと”の価値を提供できる会
社へと進化したいと考えています。国産レモンを栽
培し、将来的には加工して原料として活用していく
取り組みは大きな一歩です。価値啓発の面でも、レ
モンを通じた食育活動や機能性に関する実証実験を

1967年2月生まれ。1989年3月工学院大学工学部卒業。1989年4月サッポロビール入
社。2011年サッポロビール エンジニアリング部長、2016年仙台工場長、2019年仙台
工場長兼ポッカサッポロフード＆ビバレッジ 仙台工場長、2024年 ポッカサッポロフー
ド＆ビバレッジ取締役常務執行役員、2025年代表取締役社長。

PROFILE （さとう・まさし）

「おいしい以上の価値」で毎日に寄り添う

レモンの価値を磨き成長軌道へ
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代表取締役社長

ド）」があります。さらに、カフェインレスや機能
性も重要な領域です。カフェインレスのレギュラー
コーヒー市場で当社はトップシェアをいただいてお
り、「TOTONOU（トトノウ）」ではトリゴネリンと
いう機能成分に着目しました。コーヒーの持つ力
を、さまざまな形で解き放ちたいと考えています。
－ 持続的成長を実現するために大切なことは

まず、サステナブル調達やネイチャーポジティブ
のような領域ではパートナーシップが不可欠です。
当社は複数の認証団体やグローバルトレーダーと連
携し、当社基準に合致した調達を進めています。

また、生産者を含めたサプライチェーン全体の幸
せを第一に考えることも重要です。生産国の生活が
豊かになり、品質の良いコーヒーが日本に届き、そ
れを消費者が「おいしい」と感じてくださる。その
流れをつくることが当社の務めだと思います。

そのためには、社員のコーヒーに対する知識レベ
ルを高めていくことも欠かせません。さらに、製造
現場では人手不足も深刻であり、省人化や設備投資
も含めて働く環境を整えることも重要な使命です。
－ 将来的にどのような企業でありたいと考えてい
ますか

将来的には、「コーヒーの会社」であると同時に、
「健康にも注力している会社」と言っていただける
存在になりたいと思っています。研究開発に力を入
れており、水素焙煎や機能性に注目したコーヒーな
ど、成果が徐々に形になってきました。加えて7月
にリニューアルオープンする「UCCコーヒー博物
館」を通じ、コーヒー文化や知識を広く発信してい
くことも当社の重要な役割だと考えています。

私は業務用営業からキャリアを始めましたが、外
食やホテルなどの現場では、付加価値のあるコーヒ
ーの提案の余地はまだあると考えています。お客様
がどんなシーンで飲まれるのかまで考え、その価値
をどう届けるかをこれからも大切に取り組みます。

水素焙煎などサステナビリティと
おいしさ両立

－ この5年間の事業活動について
コーヒー業界は、コロナ禍を経て一定程度のマイ

ナスインパクトがありました。一方で、その後は強
いインバウンド需要にも支えられ、業界としては何
とか維持できている印象です。

ただ、ここ2 ～ 3年は相場高騰が続き、国際情勢
も不安定です。さらに中長期的にはコーヒーの2050
年問題も見据える必要があります。こうした環境の
中で、コーヒーの価値をどう高め、新たな需要をど
う創るかがますます重要になっています。

当社はパーパスとして「より良い世界のために。
コーヒーの力を解き放つ。」を掲げています。原料
調達、研究開発、焙煎、製造、販売、品質保証、そ
して最後の一杯に至るまで、一貫してサプライチェ
ーン全体に関わっていることが当社の強みです。
－ 事業成長に向けた課題と重点施策について

喫緊の課題は、2030年までのサステナブル調達、
2040年までのカーボンニュートラルに向けた取り組
みを着実に進めていくことです。難しさもあります
が、着実に進めていきたいと考えています。

その象徴が水素焙煎です。昨年から世界初の工業
用水素焙煎機による量産体制を進めており、グルー
プ全体で推進しています。水素焙煎は環境負荷低減
だけでなく、熱源としての特性も生かし焙煎の可能
性を広げたことが特徴です。トヨタ自動車、川崎重
工業、セブン-イレブン・ジャパンなどの協業も含
め、環境対応とおいしさの両立に挑戦しています。

ただ、環境に良いというだけで、お客様が価値を
認めてくださるわけではありません。大切なのは、
まず「おいしい」ことです。その上で環境にも優し
い。そうした価値をどう提供できるかが重要です。

また、新たな取り組みとして、2023年に発売した
独自製法の飲まないコーヒー「YOINED（ヨイン

1967年9月生まれ。1991年4月 ユーシーシー上島珈琲（現：ユーシーシーキャ
ピタル）入社、2015年1月 ラッキーコーヒーマシン 代表取締役社長、2021年
3月 ユニカフェ 代表取締役社長、2025年3月UCC上島珈琲代表取締役社長。

PROFILE （しばたに・ひろし）

おいしさと新価値で未来を拓く

コーヒーの力を解き放つ

UCC 上島珈琲株式会社
芝谷 博司 氏
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代表取締役社長 柴田 裕 氏

キーコーヒー株式会社

ない時代からその魅力を伝え、市場を広げてきまし
た。昨年70周年を迎えた「コーヒー教室」もその一
例。開講当時は、喫茶店ブームを背景に増加した喫
茶店の開業予定者を支援する目的で開設し、現在で
はコーヒーの楽しみ方や喫茶の魅力を伝えるととも
に、コーヒーの抽出技術や知識を学べる場を一般生
活者の方へも提供しています。また、持続的成長に
向けては多様性に応えることが大切です。家庭内外
におけるコーヒーの楽しみ方は多様化しています。
生活者一人ひとりのニーズに寄り添う商品を展開す
ることでコーヒー市場の持続的成長につながると考
えています。
－ 将来的にどのような企業でありたいですか

一言でいえば、社会的価値と経済的価値を両立す
る企業です。企業として業績を積み上げることはも
とより、社会の一員としてどのような価値を提供で
きるかも大切です。その中で、当社にとって大きな
社会的価値は二つあります。一つは持続的なコーヒ
ー生産の支援、もう一つは喫茶文化の継承です。

持続可能なコーヒー生産を支えることは、気候変
動や労働力不足、コスト高の影響を受けやすい小規
模生産者を守ることにもつながります。

また、喫茶文化を守ることも大きな社会的価値で
す。喫茶文化は地域振興にもつながり、喫茶店やコ
ーヒーを通じて地域の魅力を支えることには大きな
意義があると考えます。コーヒーを飲める場がある
ことでその土地の魅力が高まるかもしれません。
－ 需要創造に向けた新たな取り組みについて

需要創造に向けた取り組みの一つとして、当社で
は「18歳。コーヒーを」というプロジェクトを進め
ています。次世代へコーヒーに親しんでもらう文化
を育む中長期的な取り組みで、その一環として東京
都港区の高校卒業生を中心とする約1,000人に「KEY 
DOORS+ JET BREW」を寄贈しコーヒーとの接点を
作っています。次世代へコーヒーの魅力を伝え、喫
茶文化を継承していきたいと考えています。

業務用と家庭用の両輪で裾野を広げる

－ この5年間の事業活動について
さまざまな努力を重ねてきましたが、大きかった

のは人の動きが戻ってきたことです。コロナ禍以
降、国内外問わず人流が活発になり、喫茶店やレス
トラン、ホテルなどご自宅以外でコーヒーが飲まれ
る場面が回復したと感じます。人の集う場が戻り、
そこにコーヒーがあることを嬉しく思っています。

一方で、この数年でニーズの多様化も進みました。
スペシャルティコーヒーへの関心が高まったことに
加え、カフェインレス市場の広がりも大きいと感じ
ます。おいしさの向上に加え、生活の中でカフェイン
を調整するような考え方が広がりました。業界全体
でみれば、この5年はスペシャルティコーヒーとカフ
ェインレスの存在感が高まったと思います。
－ 事業成長に向けた課題と重点施策について

業務用市場はコロナ禍に大変な時期もありました
が、その時々の状況に合わせ提案を進めました。

その一方で、家庭用市場の重要性も増しています。
コーヒー、紅茶、緑茶を中心にラインアップを広げ、
「イリー」、「ライオンコーヒー」、「リプトン」、「堀田
勝太郎」など特徴のあるブランドを展開し、従来の業
務用中心のイメージから裾野を広げ、新しい挑戦を
進めてきました。抽出時間が大きく短縮された「KEY 
DOORS+ JET BREW」の投入もその流れの一つです。
－ 持続的成長を実現するために

当社は100周年を迎えた2020年までは、コーヒーを
「誰でも、簡単に、おいしく」という考え方で取り組
んできました。そして次の100年は、そこに「楽しく、
興味深く」という要素を加えています。

生活者に必要とされるもの、楽しんでもらえるも
の、興味を持ってもらえるものをつくることが大切
です。家庭用のラインアップ拡充もその考え方に基
づいています。当社は、コーヒーが広く知られてい

1964年1月生まれ、神奈川県横浜市出身。慶應義塾大学大学院経営管理研究科（MBA）修了。
1987年に木村コーヒー店（現キーコーヒー）入社。1997年取締役、2002年代表取締役社長就任。
2024年にはコーヒーに関する国際的な研究機関「World Coffee Research（WCR）」のボード
メンバーにアジア人として初めて就任。同年「一般社団法人全日本コーヒー協会」の会長に就任。

PROFILE （しばた・ゆたか）

生産者支援と喫茶文化の継承で未来を拓く

コーヒーの魅力を次世代へつなぐ
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代表取締役社長兼 CEO 深谷 龍彦 氏

ネスレ日本株式会社

そのうえで、ネスレはCSV（共通価値の創造）を重
視してきました。近年注目されるサステナビリティ
も、その延長線上にあります。コーヒーやカカオとい
った原料において、ネスレは世界でも最大級の購買
量を持つ企業です。将来的に需要拡大と供給制約が
懸念される中、原料段階から「ネスカフェ プラン」や
「ネスレ カカオプラン」の活動を進めています。

二つ目は、DXやデジタルの活用です。単なるシ
ステム導入ではなく、人が使いこなして価値が生ま
れます。デジタルを活用して効率を高め、消費者に
とって価値のない活動を削減することも重要です。

三つ目は、消費者ポートフォリオの構築です。手
に取りやすい価格帯から付加価値の高い商品まで、
またレギュラーソリュブルコーヒー、ボトルコーヒ
ー、ミックス、コーヒーメーカーなど、生活シーン
に応じた多様な選択肢を提供する必要があります。

最後は、選ばれるブランドであることです。単に
コーヒーやチョコレートを買うのではなく、「ネス
カフェ」や「キットカット」を目的に選んでいただ
ける状態をつくることが重要です。そのためには継
続的なブランド投資が欠かせません。

“グローカル企業”として社会価値を創出

－将来的にどのような企業でありたいですか
食品会社だからこそ、安心・安全、品質、透明性

は将来にわたり揺るがない前提であり、そこから信
頼が生まれます。社内では「みんなのHealthiNesと
HappiNesを支える真のグローカルカンパニー」を
目指しています。「みんな」は消費者だけでなく、
取引先や社員など関わるすべての人が含まれます。

商品を通じて価値を提供するだけでなく、関わる
人にとって健全で価値ある存在であり続けることが
重要です。グローバルの強みと日本市場への深い理
解を掛け合わせ、「日本で最も評価されるグローカ
ルカンパニー」として成長したいと考えています。

－ 直近5年間の概況を教えてください
社長就任から6年になりますが、スタートはコロナ

禍で厳しい環境でした。当時はインバウンドが売上
の2割以上を占めましたがゼロになり、物価高の中で
消費の二極化が進み、生活者は価値を認めないもの
へお金を払わない傾向になりました。こうした環境
の中で回復の鍵となったのは、インバウンドに依存
しない事業構造への転換でした。国内需要が以前よ
り強くなり両輪で支えられる構造になっています。

この数年で一貫して取り組んできたのは“価値を
どう付けるか”という点です。コロナ前は期間限定
品を数多く投入しましたが現在は価値重視へ舵を切
っています。「キットカット」も受験イメージを活
かした部活応援や他社とのコラボなどを通じて価値
を高める取り組みを進めています。
－ 事業成長に向けた課題と重点施策について

消費者ニーズは細分化し、高度化してきていま
す。細分化が進むと市場規模は小さくなり、それぞ
れに商品開発やコミュニケーションが必要なため、
かける時間は増えるのに一つ一つのリターンは小さ
くなります。こうした中では個々の取り組みの効
果・効率を高めることが不可欠でデータを活用した
DX推進が重要です。商品開発やコミュニケーショ
ンを含めデータドリブンで進める必要があります。

さらに、ネスレ日本の強みは、1913年から日本で
事業を展開してきたことです。日本市場への深い理
解と、グローバルの研究開発力やスケールを併せ持
っていることが大きな強みです。私たちは「グロー
カルカンパニー」を掲げています。グローバルの力
とローカルの知見を掛け合わせて価値を創出するグ
ローカルこそが、当社の競争力の源泉です。
－持続的な成長の実現に向け重要なことは

まず重要なのは不変であるべきパーパスです。社
員一人ひとりが判断に迷ったときに立ち返ることが
できる、「私たちは何のために存在しているのか」
の軸を持つことが持続的成長の基盤になります。

1973年9月生まれ、大阪府出身。関西学院大学商学部卒。1996年ネスレ日本
入社、2001年ネスカフェ事業部、2008年飲料事業本部コーヒーシステム部部長、
2013年ネスレS.A. ゾーンAOAリージョナルマネジャー、2016年常務執行役員
飲料事業本部長、2020年代表取締役社長兼CEOに就任。

PROFILE （ふかたに・たつひこ）

価値で選ばれるブランドへ進化

真のグローカルへ邁進
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代表取締役社長 島本 憲仁 氏

味の素AGF株式会社

とが強みであり、今後さらに強化していきます。

自走する組織と価値観の共有を目指す

－将来的にどのような企業でありたいと考えてい
ますか

将来的には、トップダウンに依存するのではなく、
社員一人ひとりが自ら考え行動する組織を目指して
います。現場レベルで判断し、会社の方向性に沿った
形で自走できる集団になることで、企業としてのス
ピードとパワーも大きく高まると思います。

当社には共通の価値観があり、新入社員や中途入
社の社員も含めて自然と共有されていく土壌があり
ます。そうした価値観を基盤に、自走する人材を増
やしていきます。
－需要創造に向けた新たな取り組みは

物価上昇の中で、当社のコーヒーは以前より価格
が上がったものの、1杯あたりで見れば依然として
経済性は高いです。スティック1杯は20 〜 30円台で、
利便性も含めた価値は十分あると考えています。

今後も利便性や経済性を継続的に伝えながら、自
然な需要の拡大を図っていきます。ブランド価値や
品質向上に還元し、消費者に支持される商品づくり
につなげていくことが重要になります。また、こう
した取り組みを進めるうえで、企業としてのサステ
ナビリティの考え方も重要です。
－サステナビリティにどう取り組みますか

サステナビリティ活動は会社として負うべきもの
であり、個別製品に負わせるべきものではないと考
えています。製品ごとの損益だけでみていたら、で
きないことも多くなります。だからこそ会社全体と
してやるべき義務であり、企業姿勢の問題です。
「ブレンディの森」や上賀茂神社での取り組みな
ど、ひとつひとつは小さくても、それらが積み重な
ることで大きな企業イメージを形づくっていくと考
えています。

コーヒー飲用者の裾野広げる

－直近5年の市場環境と事業の変化について
コーヒー生豆価格の高騰と円安が重なり、コーヒ

ー業界を取り巻く環境はこの5年で大きく変化しま
した。円安の影響もあって原料コストは3 〜 4倍近
く高騰し、短期的な業績は厳しかったです。そうし
た中で、当社は比較的早い段階から価格改定に踏み
切りました。段階的に改定を重ね、ようやく相場に
追いついてきたという感覚です。原料価格の上昇分
をすべて転嫁できるわけではありませんが、改善努
力も積み重ねてきました。この5年間はまさにその
対応に尽きるという印象です。
－事業成長に向けた課題と重点施策について

人口減少以上のペースでコーヒーの飲用者が減少
しています。当社はコーヒーを中心とした嗜好飲料
の会社なので、現時点では飲用者が増えていないこ
とが課題だと考えています。

当社の強みは、スティックやポーションなど、利便
性の高い商品を通じて「いつでもどこでも飲める」価
値を提供できる点にあります。この利便性や経済性
を改めて訴求し、飲用者の裾野を広げて新しいコー
ヒー文化づくりの一助となる活動をしていきます。

価格改定後も多くのお客様に受け入れていただけ
ました。その意味でも、飲用杯数や飲用者数を増や
していく活動を進めなければなりません。営業活動
も単なる販売ではなく、店頭での見せ方やメニュー
提案を含め、最終的な消費者価値まで考える役割へ
と変化していく必要があると思っています。
－持続的成長を支える経営の軸は

持続的成長に向けて最も重要なのは人材です。事
業の変革は一気に進めるのではなく、状況に応じて
段階的に進めていく必要があります。その中で重要
なのは、方向性を理解したうえで自ら判断できる人
材の存在です。当社にはそうした人材が多くいるこ

1967年5月生まれ、千葉県出身。立教大学社会学部卒業。1991年 味の素ゼネ
ラルフーヅ入社、2009年 ホーム LC事業部長、2017年 味の素 経営企画部、
2019年 味の素AGF執行役員経営企画部長、2023年 執行役員経営企画部長兼
ファンマーケティング推進部長、2024年6月 代表取締役社長。

PROFILE （しまもと・のりひと）

コーヒー需要創出へ人材と提案力を磨く

原料高騰下で価値を再定義
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PROFILE

代表取締役社長

株式会社明治

京都大農学部卒。1984年、明治乳業（現、明治）入社。2015年執行役員経営
企画部長、2017年から執行役員海外事業本部長を務め、長年にわたり海外事
業を管掌してきた。2017年に常務執行役員、2021年に取締役専務、2023年
に取締役副社長を務め、2025年6月より現職。64歳。兵庫県出身。

八尾 文二郎 氏
（やお・ぶんじろう）

商品価値を上げる、独自価値を強化する

商品の度重なる価格改定で、消費の落ち込みが懸
念される中、「価値と価格のバランス」を重視した
商品開発、リニューアルに注力しています。商品開
発では、当社独自の「生ねり製法」を用いた新領域
の菓子「生のときしっとりミルク」、血糖値に着目
した機能性表示食品「明治ヘモグロビンA1c対策ヨ
ーグルト」を手がけ、独自価値をもつ新商品として
手応えを得ています。原材料高で、既存商品の価格
を上げざるを得ない局面では、単なる棒上げもやむ
を得ないことはありますが、新商品やリニューアル
品で価値を高めていく取り組みを、今後はより積極
的に進めなくてはいけないと考えています。

海外事業については中国・アジア・米国を中心に
展開し、海外売上比率10％まで26年度は高める計画
ですが、国によっては明治の価値の伝え方が難しい
と感じています。独自技術、独自価値をどうすれば
世界に届けていけるかを考えています。メイジ・カ
カオ・サポートや酪農家支援の取り組みを織り交ぜ
ながら「明治」ブランドを、地球に優しい・環境に
優しいイメージとして定着できるよう、5年、10年
かかる覚悟でやっていく考えです。「明治」のコー
ポレートブランドに、サステナブルが結びつけば、
エシカル消費層だけでなく、一般層にも「明治の商
品を買っておけばサステナブルも、担ってもらえ
る」と思ってもらえるようになるのではないでしょ
うか。時間はかかりますが、これを国内から海外へ
広げられたらと考えています。

2026年は「明治ミルクチョコレート」発売100周年
です。26年度中に、農家支援を実施した地域で生産
された「明治サステナブルカカオ豆」の調達比率100
％を計画し、2024年に２年前倒しで目標達成しまし
た。サステナブルカカオ豆をまずは明治の価値を象
徴する一つに位置づけ、価値向上に挑み続けます。

社員の熱量を業績と連動させる

当社は、赤ちゃんからお年寄りまでの食品を手が
けており、乳児用ミルク、牛乳、ヨーグルト、チョ
コレート、粉末プロテインの複数のカテゴリーにお
いて国内シェア№１をもっています。研究開発力と、
健康価値・機能価値がありながらおいしく仕上げる
技術を併せもっていることが当社の強みです。直近
５年はコロナ禍や原料高の影響などがあり、プロバ
イオなどがとても好調だった時と比べ営業利益はま
だ200億円ほど下回っており、それを元の水準まで
回復させたいと考えています。

2025年6月に社長就任し、最初に取り組んだのは
社員との対話です。現場に行き若手社員とも膝詰め
で話しました。そこで感じたのは経営層と若手社員
との間にある距離感と、社員の熱量が業績とうまく
連動できていないことでした。経営層と若手社員の
間のどこかにある詰まりを取り除き、社内の力をど
う結集し業績改善につなげるか、その仕組み作りが
私の役割の一つと考えています。社長就任前から社
内には、社員からアイデアを募り新規事業創出を目
指す取り組みもあり、今も積極的に進めています。

産地サポートし原料を安定的に調達する

喫緊の課題は、チョコレートの原料のカカオ豆を
はじめとする原料高の局面にどう対応していくかで
す。一番のリスクは、価格よりも原料が手に入らなく
なること。2006年に始まった「メイジ・カカオ・サ
ポート」は社員が現地に入り込んで取り組む明治独
自のカカオ農家支援活動です。産地支援は各国に広
がり、持続可能なカカオ供給体制が築けています。 
また牛乳、ヨーグルトの原料の生乳も同様に、持続的
な調達が課題であり、MDA（Meiji Dairy Advisory）
と称して国内酪農家の経営支援を行っています。

サステナブルを代行できる商品・企業へ

独自価値をグローバルに展開
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し、事業ポートフォリオの磨き上げと資源配分の最
適化を推進しています。その一環として、2026年3
月に米国最大手のモチアイス製造企業であるThe 
Mochi Ice Cream Company, LLCを子会社化するこ
とを発表しました。このM&Aにより、重点領域で
ある米国事業の成長を加速してまいります。

あわせて人材の多様性と交流を活性化し、国内外
のパートナーとの共創や機動的な協業・投資を進
め、既存事業の深化と新領域の探索を両立していま
す。

両利きの経営を重視

－ 持続的な成長の実現に大切なことは
成 長 と 資 本 収 益 性 の 両 立 で す。ROE・ROIC・

DOEなどを重視した経営を進めていきます。全社的
なITリテラシー向上と経営管理システム・情報イン
フラの共通化により、意思決定と事業展開のスピー
ドを高めます。

今後に向けては、これまで以上に新規事業創出を
加速する「両利きの経営」を重視します。適切なリ
スクテイクと分散により挑戦を後押しし、2030年ま
でに探索・研究領域のテーマを柱となる事業へと育
成したいと考えています。

例えば「パセノール™」は、当社グループ独自の
機能性表示食品対応の素材ですが、ウェルビーイン
グ領域での可能性が大きく、象徴的な素材です。
－ 理想とする近未来の企業像は

2030年に「ウェルネスカンパニー」へ生まれ変わ
り、「心・体・環境の健康」の価値を顧客・従業員・
社会へ提供し続ける企業を目指します。

数値目標は売上高3,000億円、営業利益率12％以
上です。海外は売上高750億円、売上比率25％です
が、既存の「HI-CHEW」のブランド力を軸にグロ
ーバル展開を拡大し、「Chargel」の拡大や他ブラン
ドの展開も視野に入れつつ取り組んでまいります。

－ 近年の状況について
2020年からの過去5年をみると、営業利益はコロ

ナ禍による需要変動や販路縮小、加えて原材料・物
流コストの上昇の影響を受け、一時的に低迷した時
期もあるもののコスト削減や高付加価値化による商
品価値の向上、価格改定を適切に実施し、多くのお
客様にご支持いただきながら着実な成長を実現して
います。24年度には売上高・営業利益ともに過去最
高を更新し、25年度においても増収増益を計画して
います。

世代を超えて愛される複数の商品ブランド

－ 貴社が注力していることは
当社グループは環境変化を成長機会に変えるべ

く、強みの最大化に注力しています。1つ目の強みと
して、126年の歴史の中で培ったブランド力が挙げ
られます。森永製菓というコーポレートブランドは
日本国内で広く認知されており、100年以上続く「ミ
ルクキャラメル」や「マリー」などのロングセラーブ
ランドは、まさに「世代を超えて愛される」という当
社グループのパーパスを体現しています。

2つ目は、歴史の中で蓄積したノウハウ・技術力で
す。「ソフトキャンディ技術」「冷凍下の菓子技術」
「ゼリー飲料技術」という三大技術を核に、Ｒ＆Ｄで
生み出された試作品を低コストで安全・安心かつ高
い品質で量産化するノウハウを併せ持っています。
工場の製造工程で改善を繰り返す中で磨いてきたこ
の力は、当社グループのコアコンピタンスです。

3つ目は、危機に強いレジリエンスのある企業風
土です。利他と共創の精神を土台に、現場起点の挑
戦と継続的改善を重ね、外部環境の変化を機会へと
転換する力が組織に根づいています。

現在は、これらの強みを掛け合わせて競争力を一
層高める取り組みを進めています。資本コストを意
識した経営のもと、重点領域への選択と集中を徹底

1962年愛知県名古屋市生まれ。1984年岐阜大学農学部卒、森永製菓入社。
2013年6月ヘルスケア事業部長、16年4月執行役員健康事業本部長、19年1月
執行役員研究所長などを経て同年6月取締役上席執行役員就任。23年6月取締
役常務執行役員、25年4月より代表取締役社長 ＣＯＯ（現任）。

PROFILE （もり・しんや）

代表取締役社長 COO 森 信也 氏

森永製菓株式会社
「心・体・環境の健康」価値を提供

ウェルネスカンパニーを見据える
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代表取締役社長執行役員 中島 英樹 氏

株式会社ロッテ

働の撤廃や森林減少の防止に加えて、農家の生産性
を高める農業指導にも力を入れています。さらに、
カカオハスクを活用したアップサイクル商品のテス
ト展開など、カカオの可能性を広げる取り組みを進
めており、生産地支援や付加価値の高い製品を通じ
て、持続可能な調達と社会的責任への取り組みを継
続しています。

「噛むこと」の重要性を啓発

－ 喫緊の課題は
高齢化が急速に進むなか、健康寿命の延伸は喫緊

の課題です。「噛むこと」では、ガムを活用した口
腔健康プログラムの普及が最大で約1.2兆円もの介
護費を抑制する可能性を試算し、発表しました。

また、自治体や歯科医師会、教育機関等との連携
や価値を体験できる場づくりなどを通じ、「噛むこ
と」の重要性を啓発しています。こうした活動によ
って理解や共感を広げることで、より良い社会を築
く原動力としてまいります。これらを実現する源泉
は、社員一人ひとりの力です。多様な働き方の推進
や風土改革に加え、AIの活用による創造的な業務へ
のシフトなど、誰もが誇りとやりがいを持って活躍
できる環境を整備しています。
－ 理想とする企業像について

企業を取り巻く環境は、かつてないスピードで変
容し続けています。将来の予測が困難な時代だから
こそ、状況を的確に把握し、機会を捉えて価値を創
造していくことが不可欠です。私たちは常に挑戦す
る姿勢を大切にし、変化を成長の糧として進化し続
ける企業でありたいと考えています。

当社は、パーパス「独創的なアイデアとこころ動
かす体験で人と人をつなぎ、しあわせな未来をつく
る。」のもと、共通価値の創造（CSV）を通じて持
続可能な社会の実現に貢献し、しあわせな未来を築
いてまいります。

高付加価値型マーケティングを推進

－ 近年の国内の状況は
国内市場では、物価上昇による節約志向が高まる

一方で、高付加価値・高単価な製品が支持されると
いう消費の二極化が進みました。安心感や信頼を求
めて既存ブランドへ回帰する動きも見られ、生活者
の価値観は多様化しています。こうしたなか、当社
は高付加価値型のマーケティングと主力ブランドの
強化に注力した取り組みを進めています。

具体的には、「ガーナ」はコストパフォーマンス
の優れた板タイプが需要を広げる一方で、専門店ク
オリティを追求したプレミアムシリーズがヒット
し、新たな顧客層を獲得しています。
「キシリトール」では、歯ぐきを健康に保つ「キシリ

トールオーラテクト」が積極的なコミュニケーショ
ンにより認知を拡大し、販売を伸ばしています。
－ 海外の状況は

海外市場においては、昨年、インドネシアでハラル
認証の「チョコパイ」の新工場を稼働しました。これ
まで生産能力の制約から十分な供給を図れずにいま
したが、これを機に同国全域への拡大をめざします。

ポーランドのウェデルでは、2024年にオープンし
た体験型施設「チョコレートミュージアム」の年間
来場者が、2025年は34万人を上回りました。現地の
主要な観光施設に比肩する人気を博しており、ミュ
ージアムでの体験を通じてウェデルブランドと消費
者とのエンゲージメントを強化し、さらなる需要創
造を図っています。
－ カカオ産地での取り組みについて

中長期的な視点では、原材料の調達から消費、廃
棄に至るバリューチェーン全体の課題に向き合い、
事業基盤をより強固にしていくことが重要です。

近年のカカオ豆の不作や価格変動は、複合的な要
因が絡み合う構造的な問題ですが、当社では児童労

1962年生まれ。1987年4月(株)ロッテ入社。2006年6月ロッテ冷菓(株)執行役
員、08年2月(株)銀座コージーコーナー代表取締役、15年6月(株)ロッテアイス
代表取締役、18年4月(株)ロッテ常務取締役、22年10月(株)ロッテ専務取締役
執行役員を経て24年4月より代表取締役社長執行役員。

PROFILE （なかしま・ひでき）

カカオの可能性を広げる取り組みを進める

CSVを通じ持続可能な社会の実現に貢献
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代表取締役社長 河村 宣行 氏

株式会社不二家

後は水の支援も行っていきたいと考えます。

ハラル対応の焼菓子を展開

－ ベトナム事業の進捗は
2022年に丸紅さんと合弁で不二家ベトナムをつく

り、将来的な現地生産を見据えたうえ、輸出型ビジ
ネスを展開してきました。試験販売の結果を受け、
中国に続く海外２つ目の生産拠点として、25年11月
から工場が稼働しています。生産能力は年間で最大
約3,600トン、個装のカントリーマアム換算で約３億
袋を見込んでいます。今後はカントリーマアムを中
心に、ハラル対応の焼き菓子をベトナム国内とアジ
ア圏で展開していく計画です。
－ サステナの取り組みについて

2023年6月に「サステナビリティ方針」を策定し
ました。「環境」「人権」「従業員」「地域社会」を４
つの柱と位置づけ、それぞれの領域において積極的
な活動を推進しています。

環境面では脱炭素社会の実現に向けたCO2排出量
削減を加速させ、人権面では持続可能な原材料調達
やカスハラなどハラスメント対策を強化していま
す。従業員に対しては多様性を尊重し、心身ともに
健やかに働ける健康経営を推進しています。地域社
会においては、25年4月開園の「ペコちゃんこども
園ほりかわ」や全国を巡る「ペコちゃんキャラバン
隊」など、不二家ならではの活動を通じて地域との
絆を深めることは、不二家のファンづくりにもつな
がります。
－ 今後について

当社がめざすサステナビリティ経営を推進する上
で、その根底となる価値観「Smile makes the heart
ful world ～笑顔がつくるこころあたたまる世界」
の実現に向け、社会問題の解決と企業成長を両立さ
せ、持続可能な未来の実現に貢献してまいりたいと
考えています。

大袋カテゴリーの草分け

－ 貴社の強みと近年の業績について
当社は横浜元町の洋菓子店に始まり、創業から１

世紀以上にわたり、商品やサービスを通しておいし
さや楽しさを提供し続けてきました。現在は洋菓子
と卸売菓子、２つの事業を持っている点が強みとな
っています。その両輪で菓子の可能性を追求し、持
続的な成長基盤を作り、国内事業はもとより海外へ
の展開など、事業領域の拡大へ向けたチャレンジを
続けています。

2025年度は記録的なカカオ豆の価格高騰やエネル
ギーコストの上昇で厳しい事業環境が続きました
が、連結売上高は前年から8.7%増収の1,195億5,800
万円、営業利益は同23.6％増の28億4,000万円となり
ました。卸売菓子事業では、ホームパイやカントリ
ーマアムの同時陳列により大袋商品群の販売に力を
注ぎました。当社は草分けとして大袋カテゴリーを
創ってきましたが、ここへきてその商品力が際立っ
ています。チョコレートのルックについては、小箱
タイプで値上げの影響が見られた一方、大袋は好調
でした。スタンドパウチ入りのプレミアムルックも
売れ行きが良く、ブランド全体では順調でした。

長年の課題となっていた洋菓子事業では、収益力
が向上しました。主力製品「プレミアムショートケ
ーキ」や旬のフルーツを使ったケーキの販売などに
注力し、売上向上につとめました。
－ 新たな取り組みについて

富士裾野工場（静岡県裾野市）敷地内の天然水ボ
トリング工場が25年12月から稼働を始めました。
2016年からホームパイの仕込み水に、工場地下から
くみ上げた硬度約35mg/Lの軟水を使っています。
今後はこの水を活用してOEMを中心にウォーター
ビジネスを展開していきます。これまで災害発生時
には菓子やケーキを被災地へ届けていましたが、今

1954年東京都生まれ。1977年不二家入社。2009年取締役社長室長兼総務人
事本部長。15年常務取締役菓子事業本部長兼菓子事業本部マーケティング本部
長兼食品事業担当、18年専務取締役菓子事業本部長兼菓子事業本部マーケティ
ング本部長兼食品事業担当を経て、19年３月より代表取締役社長。

PROFILE （かわむら・のぶゆき）

洋菓子と卸売菓子の両輪活かす

“オール不二家”で成長加速
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代表取締役社長 吉田 匡慶 氏

株式会社ブルボン

果敢に挑戦する企業であり続けたい

－ 持続的な成長を実現していくため大切なこと
吉田康会長（前社長）からバトンを受けた際、一

世代30年の視点をもって経営にあたるよう指導をい
ただいています。30年後の社会、30年後の当社がど
うありたいかをイメージしたうえで、まずは企業の
根幹である人材を育成するプログラムを開始するこ
とにしました。新潟県に本社を有する当社にとっ
て、社員が能力を最大限に生かせる組織となること
は、事業成長に必須です。社内では、「創立100周年
を迎えた今、当社は過渡期であり変革期である」と
いう話をしており、社会情勢の前提が変わるなか、
役職員が新しい変化に対して果敢に挑戦していく企
業であり続けたいと考えています。
－ 理想とする近未来の企業像

当社は関東大震災を契機に設立された企業でもあ
り、自然災害の多い日本で食に関わる事業を行う企
業として、一つは社会が困ったときにお役に立てる
企業でありたいと考えています。また、菓子は、「おや
つ」の役割に加え「食事代替」「栄養補給」「コミュニケ
ーションツール」など多様な役割を持っており、常に
生活の身近にあるものです。今後もお客様に寄り添
い「おいしさ、思いやり、いつもいっしょに。」のコー
ポレートメッセージを体現する企業でありたいと思
っています。
－ 今後について

ビスケットに続くカテゴリーの強化に取り組むこ
とで、国内での成長を志向します。海外では米国、中
国、ベトナムに拠点がありますが、全体から見ると割
合は低く、今後さらなる強化が必要です。また、菓子
を通じた糖の研究を起点に、再生医療における試薬
開発、スポーツ領域における菓子の効果検証など研
究部門に新たな芽も出てきているので、今までと視
点を変えた新しい分野にも取り組んでまいります。

最適な価格とボリュームで商品を提供

－ 近年の業績概況について
主力のビスケットカテゴリーを中心に、全体とし

て業績は伸長を継続しています。20年から22年はコ
ロナ禍での「巣ごもり消費」による家庭内消費の増
加が大きな増収要因でしたが、23年から25年はイン
バウンドの需要増に加え、原材料価格の上昇に伴う
価格改定による増収効果、販売のウエイトの転換
で、販売や生産が安定したことが利益に貢献したと
捉えています。消費者の嗜好は多様化しており、こ
のような変化に素早く対応し、最適な価格とボリュ
ームの商品をお客様に提供する必要があると考えて
います。
－ 貴社にとっての喫緊の課題は

全体的なコストアップは今後も継続すると予想さ
れます。国内では、人口減による市場規模の縮小は
避けられず、併せて地方で事業活動を行う当社にと
って労働人口の減少は生産現場にも大きく影響し、
商品価値・生産性の向上が大きな課題です。当社は
ビスケットを中心としながらもチョコレート、米
菓、グミ、豆菓子、スナックなど多様なカテゴリー
の商品を自社のみで生産することができます。この
特長を生かし続けるためにも機械化・デジタル活用
を通じた「効率化による生産性の向上」と「SCM
の最適化」がますます重要になると考えています。
そのためには、今まで以上に工場への設備投資を強
化するとともに、生産過程の可視化やAIなどの活
用、販売予測面でもマーケティングの強化などに加
え、情報を活用できる人材育成が不可欠です。さら
には為替や海外動向の影響を軽減するため、国内外
の原料調達への関与、ドライバー不足など社会課題
へ対応するための取り組みなど、当社が関わること
で社会の役に立てることへ積極的に取り組んでまい
ります。

1981年生まれ、新潟県柏崎市出身。金融機関勤務を経て2014年ブルボン入社。
工場の製造管理や広告、デジタルの部門を歴任し、2022年取締役就任。25年
６月より代表取締役社長（現任）。

PROFILE （よしだ・まさよし）

多様な商品を自社生産できる強み生かす

一世代30年の視点で経営にあたる
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代表取締役社長兼CEO 江原 信 氏

カルビー株式会社

期～ 26年3月期）では、国内コア事業を中心に収益
性の改善や事業基盤の強化を進めてきました。機動
的な価格改定とブランド価値の向上を両立させ、量
的拡大から質的拡大へと転換が進み、ねらい通り収
益力を強化できました。その一方、海外では経営基
盤の強化や成長投資が十分に進まず、期待した成長
水準に達しませんでした。

こうした課題をふまえて策定した新成長戦略「Ac
celerate the Future」は、2035年を見据えたバック
キャスティングの考え方のもと、企業価値向上の軸
として「稼ぐ力の向上」「資本効率の向上」「成長期
待の向上」に取り組みます。このうち2027年3月期
～ 31年3月期の5年間を「成長投資期」と定め、国
内コア事業のさらなる付加価値向上、成長領域への
1,000億円以上の積極的な投資を通じ、ポートフォ
リオの変革を推進していきます。

現在、当社の売り上げの7割を国内コア事業が占め
ていますが、2036年3月期までには北米を中心とす
る海外事業と新カテゴリの売上高比率を50%まで高
めたいと考えます。その実現に向けた戦略重点地域
の北米では、えんどう豆を主原料とするスナックHa
rvest Snaps（ハーベストスナップス）を展開してお
り、BFY（Better For You）カテゴリとして健康志向
層に支持されています。

北米のBFY市場は約6,000億円規模を形成し、今後
も成長が見込まれることから、当社もBFYのライン
アップ拡充やHarvest Snapsブランドの横展開を進
める予定です。この動きを加速させるM＆Aなどを
積極的に行っていきます。

国内では、顧客起点での価値創出、オペレーション
力の強化、新カテゴリへの拡張により価値創出型モ
デルを深化させ、収益率を最大化させてまいります。
これらの取り組みを通じ、グループ全体の持続的成
長とレジリエンス強化を実現したいと考えます。

創立100年を超えてもなお成長し続ける企業をめ
ざし、より多くのお客様に喜びを届けてまいります。

－ 近年の概況について
気候変動や人口動態の変化をはじめ、人々の食に

対する意識の多様化など、当社グループを取り巻く
事業環境は大きな転換期を迎えています。
「創立100年を超えてもなお成長し続ける企業であ

りたい」。この強い意志を全社員で共有し、地道に、
愚直に、徹底的にやるべきことを実行してきた結
果、2025年3月期は過去最高業績を更新しました。
そして26年3月期第3四半期の売上高は国内、海外と
もに伸長し、2,567億4,000万円（前年同期比5.3％増）
となりました。25年には北海道産バレイショ収量減
の影響がみられたものの、上期の好調に加え、第３
四半期にバレイショ原料以外の製品で拡売を行い、
価格改定効果もあって増収となりました。

バレイショの専門力と加工技術を磨く

－ バレイショの安定調達と付加価値化について
主要原料のバレイショをめぐっては、50年以上に

わたり、専門性を高めながら加工技術を磨くととも
に、安定調達を図るためグループ会社カルビーポテ
トを設立し、圃場からお客様に商品が届くまでの垂
直統合型バリューチェーンを構築してきました。現
在、九州から北海道まで全国約1,600戸の生産者様
と契約し、国内バレイショ生産量の約19%（年間
37.1万t/2025年3月期）を調達しています。

自然素材のおいしさを最大限に引きだすため、素
材をそのまま使用したフライ技術や、素材をまるご
と練り込んで独自の食感を生みだす加工技術等によ
り、バリエーション豊かなものづくりを実現してい
ます。

海外と新カテゴリで売上高比率50％めざす

－ グループの新成長戦略について
これまでの成長戦略「Change2025」（2024年3月

1958年埼玉県生まれ。1981年慶應大経済学部を卒業後、伊藤忠商事に入社。
2001年ジョンソン・エンド・ジョンソンに入社、08年バイスプレジデント業務推進
本部長。11年カルビーに入社し、14年カルビー上級常務執行役員兼ジャパンフリト
レー代表取締役社長、22年カルビー代表取締役副社長兼COOを経て、23年より現職。

PROFILE （えはら・まこと）

心と身体のWell-beingを実現し、世界中に笑顔を届ける

自然の恵みを新たな価値に
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代表取締役社長 佐藤 章 氏

株式会社湖池屋

設立し、ポテトチップスの新ブランド「SATISFRY」を
立ち上げました。スタートアップとして参入するた
め、他社品と圧倒的に差別化する必要があります。そ
こで、米国のアーリーアダプター（先端的な消費者
層）を中心に人気が高まっている“モダンアジア”に
着目しました。これを既存ブランドのカラムーチョ
などと合わせて提案し、拡販をめざします。

JAPAN PREMIUM戦略を推進

－ 国内での取り組みは
JAPAN PREMIUM戦略のもと、新商品やリニュー

アル品を通じて新規ユーザーの獲得とブランドの認
知拡大を図っていきます。直近ではピュアポテトに
おいて、国産芋100％へのこだわりを改めて訴求す
るとともに、おいしさと品質を追求するリニューア
ルを行い、好調に推移しています。また、日本スナ
ックの進化版として、スナックと相性の良いチーズ
をテーマにした新機軸商品の定着を図ります。
－ 25年に中部工場が稼働した

国内５つめの生産拠点として、需要拡大が続くポ
テトチップスの生産体制を整えました。これにより
従来比で約１.2倍まで生産キャパシティがアップし
ます。これまではポテトチップスの７割を東日本で
生産していましたが、中部工場の稼働により東西で
生産と販売キャパを最適化し、物流効率の改善を図
ることができます。さらに、まだ世に出ていない新
規軸商品の製造ラインも追加で導入する予定です。
－ 今後について

社長就任以来、スナック菓子の価値向上へ向け、高
付加価値商品の投入や定番ブランドの現代化などに
取り組んできました。この10年間を振り返ると、当社
がこれほど変わることができたのは、その根底に商
品やブランド、企業そのものに唯一無二の価値があ
るからだと感じます。今後も全社一丸となり、湖池屋
にしかできない独自の戦略を進めてまいります。

創業の原点に立ち返る

－ 貴社について
当社は1962年に「湖池屋ポテトチップス のり塩」

を発売し、1967年に日本で初めてポテトチップスの
量産化に成功しました。創業以来、日本産じゃがい
も100%にこだわって事業を展開しています。

2016年10月に誕生した新生・湖池屋では、付加価
値経営に舵を切りました。創業の原点に立ち返って
「湖池屋品質」を磨き、日本の老舗スナックメーカ
ーとしての価値を追求しています。高付加価値商品
の育成や新市場創造に取り組むとともに、ロングセ
ラー商品の強化を進めてきました。
－ その成果が業績に表れている

おかげさまで2025年3月期売上高は前年比8.3%増
の約593億円となり、過去最高を更新しました。こ
れは2017年度比で2倍近い伸長です。かつては価格
競争に苦しんでいた時期もありましたが、V字回復
を遂げることができました。

2026年３月期第３四半期までの状況は、売上高が前
年同期比3.5%増の465億6,700万円となりました。国
内においては、湖池屋プライドポテトを代表とする
高付加価値商品を軸に、売り上げを拡大していま
す。その一方、昨今の気温上昇によりじゃがいもの
品質が悪化し、歩留が想定を大きく下回ったため、
製造コストが著しく増えました。海外においては、
各種コスト増の影響が大きく、当期間は減収減益と
なりましたが、商品価格の見直しやコスト効率の改
善などにより、収益性向上に取り組んでいきます。
－ 2025年に海外マーケティング部を新設した

現在は台湾やベトナム、タイの現地法人を中心に、
欧米を含む世界各国で事業を展開しており、2030年
に海外事業売上高150億円到達を目標としています。

スナック大国のアメリカで事業展開を加速するた
め、25年６月に現地法人KOIKEYA AMERICA INC.を

1959年東京生まれ。82年早稲田大法学部卒業後、キリンビールに入社。97年キ
リンビバレッジ商品企画部に出向後、キリンビール営業本部マーケティング部部長、
九州統括本部長、キリンビバレッジ社長などを歴任。2016年フレンテ(現･湖池屋)
執行役員兼日清食品ホールディングス執行役員に転じ、同年9月より現職。

PROFILE （さとう・あきら）

日本産じゃがいも100％にこだわり

スナックの付加価値化に挑む
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PROFILE
1969年生まれ。慶應大法学部卒。1992年三菱商事に入社、2011年ライフコー
ポレーションに出向。16年に三菱商事へ戻り、18年生活流通本部食品流通部
長。19年カンロ社外取締役、21年カンロ執行役員グローバル事業担当兼フュー
チャー事業担当、22年同兼経営企画本部長などを経て、23年１月より現職。

５期連続で増収増益を達成

－ 近年の概況について
近年、国内では物価上昇が見られ、消費の二極化傾

向が強まる等、企業経営を取り巻く環境は大変厳し
い状況です。加えて、中東情勢の緊張の高まりなど地
政学的リスクの顕在化により、エネルギー価格や原
材料価格の不安定化、物流への影響も懸念されてお
り、先行きの不確実性は一層高まっています。斯様な
状況下、菓子市場においては、インバウンド需要や食
の代替ニーズの取り込み、二極化への対応が求めら
れています。二極化について、当社は値ごろ感ではな
く、高価値化に重点を置いています。提供価値を高
め、その価値に見合うプライシングをすることが大
切です。ここ数年、新規軸の商品が増えているのも戦
略の一環です。25年下期はチャネル限定で販売した
グミの新商品（とろみ～グミ、ピックミー）が好評で
した。

当社の2025年度（12月期）はグミや飴の堅調な需要
を背景に、売上高・利益ともに過去最高を更新しま
した。連結売上高は347億7100万円（前期比9.4％増）、
営業利益は46億9100万円（同9.5％増）、経常利益は47
億4600万円（同10.0％増）でした。主力ブランドの好
調により、５期連続で増収増益を達成することがで
きました。
－ 主な要因は

飴は生産体制を整備してのど飴需要増に対応し、
増収となりました。 成長エンジンのグミは、主力ブ
ランドのピュレグミとグミッツェルが堅調に推移
し、増収に寄与しました。 一部の原材料費が高騰し、
松本工場グミ棟拡張に伴う償却負担等も増えました
が、これらを増収効果によって吸収しました。
－ 中期経営計画について

当社の進むべき方向性を示す長期ビジョン「Kan
ro Vision 2.0」は、４つのバリュー「Sweetな瞬間を

創造する」「事業基盤を変革する」「未来へ紡ぐ」「創発
的な組織の更なる進化」からなります。この実現に向
けて策定した「中期経営計画2030」では、国内グミ事
業とグローバル事業を成長ドライバーに位置づけて
取り組んでいます。

グミ事業の生産体制を整えるため、朝日工場（長野
県）に新グミラインの増設を進めており、27年７月の
稼働を予定しています。これにあわせて新商品を継
続的に投入し、さらなる成長とシェア拡大をめざし
ます。

グローバル事業も強化します。現在、海外売上比率
は１桁台ですが、30年度までに海外売上高50億円、全
社売上高比率10%到達をめざします。その布石とし
て、25年に設立した米国の現地法人を起点に、26年
度はカリフォルニア州とその隣接州へ販売網を広げ
ていきます。店頭に並ぶグミ製品は大容量品が多く、
価格は４ドル程度ですが、ピュレグミは日本と同規格
で３ ～ ５ドルで販売しています。

現地の展示会ではピュレグミプレミアムが特に好
評で、ピュレグミの価値が米国市場でも通用するこ
とを確認できました。日本発のブランドとして差別
化を図り、拡販につなげます。

“オールカンロ”でファンづくり

－ 現状の課題と今後の抱負について
売り上げや利益は好調に推移していますが、ピュ

レグミや金のミルクなどのブランド名が当社の企業
認知に結びついていないことが課題の一つだと考え
ています。したがって企業ＣＭやコーポレートブラ
ンディングを展開し、ブランドと企業の紐付けを強
化していきます。

より多くの方に当社を知っていただけるよう“オ
ールカンロ”でＣＸ(顧客体験価値)向上に取り組み、
カンロのファンをつくることで、中長期的な成長に
つなげていきます。

（むらた・てつや）

村田 哲也 氏代表取締役社長

カンロ株式会社
国内グミ事業を中心にさらなる成長めざす

Sweetな瞬間を創り続ける
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代表取締役社長 田沼 千秋 氏

株式会社グリーンハウス

足は現場の状態に必ず表れます。だからこそ、人に
投資し続けることが長期的成長の土台になると確信
しています。

アジアNo.1の総合ホスピタリティ企業

－ どのような企業でありたいと考えますか
「アジアNo.1の総合ホスピタリティ企業」です。

海外展開は近年拡大を続けておりますが、今後もリ
スクを慎重に見極めつつ、現地パートナーとの信頼
関係を基盤に、着実に広げていきたいと考えていま
す。

また、当社は単一業態にとどまらず、コントラク
トフード、レストラン、デリカ、ホテル、物販など
多様な業態を持つ点は強みの一つです。相互に連携
し、新しい価値を生み出しながら、時代に合わせて
事業を進化させていく企業を目指しています。

総合的な健康支援サービス企業へ

－ 最近の取り組みについて教えてください
栄養管理アプリの「あすけん」は会員数1360万人

を超えて順調に成長し、ヘルステックアプリとして
アジアNo.1とご評価いただけるようになりました。
　今後は、食事だけでなく運動や睡眠など生活全体
を見える化し、より総合的な健康支援サービスへ進
化させていきます。法人向けサービスの拡大や海外
展開など、グループ連携による新たな展開も進めて
います。

また、Food Tech・Health Tech・Hospitality Tech
領域での更なる新しい挑戦も始めています。スター
トアップ企業や技術を持つ企業と協業し、互いの強
みを掛け合わせながら新しい事業を創る取り組みで
す。自社だけでは生み出せない技術・スピードを取
入れ、変化の大きい時代に価値を高め続けることで
次の成長につながると考えています。

「お客様に選ばれ続ける力」を高める

－ 過去5年の概況はいかがでしょうか
この5年は、食を取り巻く環境が大きく揺れ動い

た期間だったのではないでしょうか。コロナ禍を経
た生活習慣の変化と、それに伴う食に関するニーズ
の変化、人手不足や原材料の高騰など、短期間で経
営の前提が大きく変わりました。さらに、企業・学
校・医療・福祉といったコントラクトフードサービ
ス領域では、「安心・安全な運営」と同時に「どれ
だけ付加価値を創れるか」が求められるようになり
ました。当社は長年、栄養士・調理師の専門性を磨
いてきましたが、まさにその価値が真に求められる
時代に入ったと感じています。
－ 喫緊の課題や、強みを踏まえた取り組みにつ
いて教えてください

最も大きな課題は、どのような環境変化の中でも
「お客様に選ばれ続ける力」を高めることです。当
社の強みは、現場を起点にした提案力と栄養士や調
理師の専門性にありますが、日々の業務を当たり前
と思えば“マンネリ”につながってしまいます。社内
では常々「マンネリは最大の経営リスク、現状維持
は衰退と同じ」と伝えています。だからこそ、ボト
ムアップによる主体的な改善やスピード感ある挑戦
を重視し、変化へ向き合い続ける姿勢が欠かせませ
ん。日々の運営を丁寧に行いながら、「どうすれば
もっと喜んでいただけるか」を考え続けることが重
要だと考えています。
－ 持続的な成長のために大切なことは

企業の利益は付加価値の結果であり、その利益を
人財育成や新しいチャレンジに再投資することで成
長が続きます。特に人財は最も重要な経営資源で
す。次世代リーダーの育成、栄養士や調理師などの
専門職の高度化、スタッフ一人ひとりが誇りを持っ
て働ける環境づくりは必要不可欠です。お客様の満

1975年慶應義塾大学卒、同年野村證券入社、77年 (株)グリーンハウス入社、
80年米国コーネル大学大学院ホテル経営学部卒業、93年(株)グリーンハウス代
表取締役社長に就任（現任）、2008年～2010年一般社団法人日本フードサー
ビス協会会長。

PROFILE （たぬま・ちあき）

喜ばれる価値を磨き続け、次の成長へ

食を通して健康を支える
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代表取締役社長 立林 勝美 氏

日清医療食品株式会社

が、従来の将来予測を上回る規模、スピードで業界
共通の課題が押し寄せ、対策の再考を迫られまし
た。

その中で生まれたのが、第55回食品産業技術功労
賞・サステナビリティ部門において受賞することが
できました「シン・食事サービス」です。スタート
して間もない当該サービスですが、試行錯誤を繰り
返している社員の大きな励みとなっております。
「シン・食事サービス」のコンセプトは①美味し

い　②食べやすい　③食事介助もやりやすい　④省
力化を主としておりますが、単なる効率化アイテム
では継続的にお客様のニーズにお応えすることがで
きないであろうと考えました。

従いまして、「シン・食事サービス」を開発する
にあたり、多くの食品メーカー様のご理解、ご協力
を頂き、ヘルスケアフードにふさわしい商品を妥協
なく追求し、今なお共同での研究開発は続いてお
り、進化させ続けていきたいと思います。

顧客と共に医療福祉サービスを創造

－ 今後、持続的な成長を実現していくために貴社
にとって大切なことは

当社が持続的に成長するためには、請負業から脱
皮し、お客様と共に環境に則した医療福祉サービス
のあり方を追い求めていくことと考えます。

専門業者として積極果敢にご提案申し上げ、膝を
つき合わせて合意形成を図っていく姿勢が求められ
ると考えています。決して業者の都合だけで判断し
てはいけませんし、言われるがままの役務提供のよ
うな旧態依然とした業態では、やがて淘汰されると
いう危機感をもってこれからも対応して参りたいと
思います。

そしてその先には、日本のヘルスケアフードサー
ビスにおいて、当社がなくてはならない存在と認知
いただければ幸いでございます。

職場環境の改善を最優先に進める

－ 近年概況（過去５年ほど）を教えてください
当社はここ数年、いわゆる働き方改革をはじめと

する職場環境の改善を最優先とし、その一環とし
て、設備投資、IT投資、人材投資を重点的に進めて
参りました。

具体的には、栃木県に開設したヘルスケアフード
ファクトリー関東、M＆Aによってソフトウェア開
発企業を傘下に加えたことによる情報システム開発
の迅速化、技能実習生の事前教育を目的とした訓練
校をミャンマー連邦共和国に開設、栄養管理基幹シ
ステムのクラウド化によるリモート環境の整備、商
品開発、社員教育の強化を目的とした本格的なテス
トキッチンの開設などが挙げられます。

いずれも将来を見据えた長期的視点に立った未来
投資という位置づけであります。しかしながら、コ
ロナ感染症沈静化後の物価高騰、担い手不足問題の
急展開により、更なる対応が求められてきておりま
す。

メーカーとの共同開発でニーズに応える

－  喫緊の課題や、強みを踏まえた取り組みについ
て教えてください

それは深刻な経営難に陥られている医療介護業界
共通の課題と言えるものでありますが、「国民にと
って必要不可欠な社会インフラである医療福祉サー
ビスの持続可能性をいかに高めていくか」というこ
とに尽きると考えます。

具体的には、担い手不足、コストの抑制、サービ
スの品質といった課題を如何に克服していくかとい
うことが問われています。当社は2010年代半ばから
同様の問題意識を持ち、セントラルキッチン方式に
よってその一部を解消する方向に舵を切りました

1961年京都府生まれ。84年、日清医療食品㈱入社、99年本社 営業企画部長、
2001年本社 受託管理部長、16年に本社 経営企画室長に就任。同年6月より取
締役 経営企画室長を経て、22年6月、代表取締役社長に就任。趣味は読書、マ
ラソン、ゴルフ、ライブ鑑賞など。

PROFILE （たてばやし・かつみ）

「シン・食事サービス」を開発・提供開始

医療福祉給食を継続するために
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代表取締役社長 荻久保 英男 氏

株式会社東洋食品

育成を経営の中心に据え、「人」への投資を続けて
います。従業員一人ひとりが誇りとやりがいを持っ
て働ける環境を整えることが、お客様への価値提供
と会社の成長につながると考えています。

学校給食市場は、民間委託が始まって40年が経
ち、成長期から成熟期への転換点にあります。その
ような状況においても、市場には魅力的な機会があ
ると確信しています。規制緩和により、学校給食施
設を、保育園給食や、夏休みの学童給食など、公共
目的の多用途に活用できれば、市場をさらに広げる
ことができます。地域の「食のインフラ」として、
お客様のニーズに応えていきます。

自治体と事業者間の契約の在り方を見直す

－ 将来的にどのような企業でありたいか
学校給食は単なる昼食提供ではなく、子どもたち

の成長と健康を支える重要な社会基盤です。子ども
の貧困や個食などの社会課題に対して、学校給食が
果たす役割は大きく、今後も食育拠点、子育て拠点、
防災拠点という役割を深化させたいと考えていま
す。

当社は、全国規模で安定運営できる体制を強化す
るとともに、PFI・DBO事業を柱に、設計・建設段階
から関与することで、より効率的で持続可能な給食
施設づくりに取り組みます。また、今まで培ってきた
学校給食事業のノウハウを活かして、海外の栄養課
題の解決にも貢献していきたいと考えています。
－ その他、注力したいことはあるか

この市場の転換期において、まず見直すべきは自
治体と民間事業者の委託契約の在り方です。時代に
合った業界ルールを整備し、発注者と受注者が対等
な関係性を築くことが不可欠です。そのために、業
界団体と連携し、政治・行政に制度整備の働きかけ
を続け、健全な競争環境を整えることが、業界全体
の発展につながると考えています。

食育の充実や地域貢献に注力

－ 近年概況（過去５年ほど）について
当社は毎年順調に成長を続けており、現在は44都

道府県で、１日147万食を提供しています。小・中学
生の約6人に1人が当社の給食を食べていることにな
ります。受託施設数は560カ所で、学校数では約
4,000校に提供しています。昨年度の売上高は約460
億円となりました。学校給食センターの運営が強み
で、特にPFI・DBO事業の新規受託が堅調です。

この成長を支えているのは、学校給食専門企業と
して40年間培ってきた独自のノウハウと人材です。
社是「信頼」にもとづき、「安全・安心でおいしい
学校給食を提供する」ことを理念とし、創業以来59
年間、食中毒ゼロを継続してきました。従業員が安
心して働ける環境整備を進め、一人ひとりが力を発
揮できる組織づくりを行ってきたことが、持続的成
長の基盤となっています。
－ 貴社にとって喫緊の課題とは

人手不足とそれに伴う人件費の上昇です。優秀な
人材の定着のため、ここ数年は過去にないペースで
賃上げを行い、待遇改善や人事制度の見直しを進め
てきました。また、標準化とDXにより生産性を高め、
安定供給体制を強化していきます。

こうした取り組みを持続的に続けていくために
は、委託料の改訂が不可欠です。学校給食業界は、
過度な価格競争というデフレ時代のビジネスモデル
を脱し、適正価格での受注を基盤に、高付加価値化
と生産性の向上にシフトしていく段階に来ていると
考えます。その中で当社は、自治体のニーズを丁寧
にくみ取りながら、特に食育の充実や地域貢献に力
を入れており、顧客満足度の向上に努めています。
－ 今後、持続的な成長を実現していくために貴
社にとって大切なことは

持続的な成長の鍵は「人」です。だからこそ人材

1947年東京生まれ。東京工業大学(現・東京科学大学)工学部卒業後、東京ガス
（株）、三井造船（株）（現・(株)三井E＆Sホールディングス）を経て、1983年（株）
東洋食品に入社。専務取締役、副社長を経て、2000年代表取締役に就任。趣
味は読書、映画、スキー、旅行。

PROFILE （おぎくぼ・ひでお）

創業以来、食中毒ゼロを継続

安全・安心でおいしい学校給食のために
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代表取締役社長 藤原 恵子 氏

株式会社フジワラテクノアート

事業の開拓を両利きで行っていくことに注力してお
り、それこそが喫緊の課題です。

循環型社会と豊かな食文化追求に貢献

－ 持続的な成長を実現していくためには
一人ひとりの社員が、よりエンゲージメント高く

挑戦できる環境を整え続けることが不可欠です。フ
ルオーダーメイドのものづくりは定型化が難しく、
属人的な要素が残ります。しかし、だからこそ個々
の判断力や応用力が磨かれ、それが大手にはない中
小企業ならではの強みにもなります。

このように「人」の力が競争力の源泉であるから
こそ、育成や採用の成否が経営の鍵を握ります。さ
らなる事業拡大を見据え、高度な人材から選ばれる
会社であり続けることが重要だと考えています。
－ 理想とする近未来の企業像について

微生物の高度利用技術を、醸造の枠を超えた広範
な産業へと展開し、多様な共創パートナーと共に新
たな市場を創出する企業をめざしています。それを
通じて循環型社会や豊かな食文化の追求に貢献し、
社会への価値提供と「社員の幸せ」を高い次元で両
立させる企業でありたいと考えています。
－ 物価高への対応や新たな取り組みについて

設備価格の高騰が続く中、選ばれ続けるためには
価格以上の価値、すなわち品質と機能の絶え間ない
向上が求められます。その基盤として2023年に始動
し た の が、 独 自 の 品 質 保 証 シ ス テ ム「F-QAS
（Fujiwara-Quality Assurance System）」です。

これは単なる管理体制の強化ではなく、デジタル
の活用と全部門の知見を融合させ、フルオーダーメ
イドの品質を組織として極めていくための戦略的な
枠組みです。お客様の声をリアルタイムに反映し、
一歩先を行く品質基準を追求し続けること。この積
み重ねこそが、新たな産業の創出を支える信頼の礎
になると確信しています。

高度人材を獲得し続けられる会社に

－ この５カ年を振り返って
この５年は、社会情勢の変化に柔軟に対応しなが

ら、次代に向けた事業基盤の構築を一歩ずつ進めて
きた期間でした。コロナ禍による市場の停滞期を一
つの契機と捉え、経営基盤強化に注力しました。

具体的には、ビジョン実現に向けた開発体制や教
育制度の強化、DX推進などです。こうした地道な
組織改革が、市場の回復とともに少しずつ形になり
始め、既存の醸造分野での安定した受注に加え、一
般食品や一般産業など新分野への広がりも見えてき
ました。長年の積み重ねに、この５年の改善が加わ
り、ようやく次のステージに向けた準備が整いつつ
あると感じています。
－ 貴社の強みを踏まえた上で、喫緊の課題は

強みは、微生物を高度に利用する技術力と、フルオ
ーダーメイドでお客様のニーズを形にする対応力で
す。顧客との価値共創による醸造設備の提供を通じ、
日本の食文化への貢献や地域活性化を牽引する姿勢
が評価され、「第５回日本サービス大賞」優秀賞をい
ただきました。一方で、この醸造分野で培った知見を
ベースに、バイオプロセスから事業化までを一気通
貫でサポートする、新たなビジネスプラットフォー
ムの構築も進めています。これまでの「醸造を支える
技術と感性」に、「新産業の創出を支える確かな実装
力」を加え、両輪で価値を提供していくことが当社の
挑戦です。そして、この変革を成し遂げる原動力はや
はり人に他なりません。複雑なバイオプロセスを産
業化し、社会に実装していくには、高度な知識と情熱
が不可欠です。だからこそ、当社は一貫して人への投
資を最優先してきました。地方の中小企業でありな
がら、このプロセスを完結できる専門人材層を擁し
ていることこそが、私たちの強みです。それぞれの人
材の力を最大限に生かして、既存事業の進化と新規

フジワラテクノアート代表取締役社長。麹製造分野で国内シェア約8割を誇る醸
造機械メーカーの5代目。社員一人ひとりと向き合いながら、誰もが生き生きと
働ける職場環境の整備に情熱を注ぐ。醸造技術を核にフードテックやバイオ産
業など新分野への大胆な事業展開を牽引している。

PROFILE （ふじわら・けいこ）

既存事業の進化と新規事業の開拓を両利きで

微生物を高度に利用
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代表取締役社長 薮田 亘康 氏

薮田産業株式会社

させコスト上昇を吸収しなければなりません。

定期メンテナンス業務が大きな柱に

－ 持続的な成長を実現するため大切なこと
当社の製品はすでに多くの業界の生産現場で使用

されており、今後新たな市場を開拓するのは簡単で
はないです。他方、多くの客先では要員の不足から生
産設備のトラブルが大きな損失を生み、定期的なメ
ンテナンスによって設備の稼働寿命を延ばすことが
最大のメリットになることが理解され始めていま
す。 当社にとって販売した設備の定期メンテナン
ス業務は大きな仕事の柱になりつつあります。人間
の健康診断と同様、早期にトラブルの芽を摘み取り、 
メンテナンスレポートの指摘に沿って早めに部品交
換を実施することで稼働寿命を延ばせば当社、客先
にとってWin-Winの関係を作ることができます。
－ 理想とする近未来の企業像について

社会に求められ貢献しながら恒常的に利益を生み
出して行ける存在です。そのために製品の付加価値
を高めながら、変化に対応してけるしなやかさを持
ち続ける企業が理想です。
－ 新需要創造に向けた取り組みは

発酵、環境、健康、エネルギーなど多くの分野に
かかわっていく中で、当社の存在価値を高める切り
口は数多く存在します。 多くの分野で得られた経
験を融合することができれば、今後も新しい需要に
対応できる設備を生み出していけます。 

最近、引き合いの多い清酒の小規模プラントでも、
当社なら製造規模に応じたベストミックスの設備を
供給できます。東南アジア、欧州、米国など海外から
も話があり、新しい仕事のシーズにしたいです。

他にも酵素メーカーとタイアップし、原材料を最
大限有効利用できるシステムを考案して評価されて
います。今後も客先に利益をもたらす製品開発を念
頭に経営に取り組んでゆきたいです。　

－ 過去5年を振り返って
コロナ明け以降の売上推移は回復基調も、足取り

は遅れています。現状の当社の販売先業界は概ね
60%が清酒を含む食品、30%が化学・医薬、10%が
水処理分野ですが、資材の高騰、人件費の上昇等の
影響で客先の設備投資は先延ばしが続いてきまし
た。 建設工事の遅れも影響が大きいです。 優先順
位としてまず製品値上げ、ベースアップなどが実施
され、ようやく最近になって生産設備の新設、 更新
がスタートした状況です。

製造に関わる人材確保が最大の課題

－ 貴社にとっての喫緊の課題は
課題は3つあります。１番目は「製造に関わる人材

の確保」が最重要課題です。 近隣大手企業の採用
条件が当社では手の届かないレベルになっていて新
卒採用は困難な状況です。 当社は受注生産のため、
人が技能を伝承していかないと品質を保持できない
工程もあり、中途採用や雇用延長、将来の外国人採
用も視野に入れて人材確保に努めていきたいです。

２番目の課題としては「供給能力の維持」です。完全
週休２日制や働き方改革に伴う残業の減少、 有給消
化率の向上などの実施で供給能力の低下が顕在化
し、結果として製品納期の長期化が続いています。 
現在大型設備では納期が２年近くなっており、これ以
上の納期の長期化は顧客離れを招いてしまうので、
自動化設備の導入には積極的に投資していきます。

３番目の課題は「コストアップに伴う価格上昇」
です。 原材料の高騰や毎年のベースアップで製品
コストはお客様が購入できる臨界点まで達していま
す。 当社も過去５年で３回の値上げを実施していま
す。以前の価格表は使えなくなり、都度見積りを出
す時価に近い状況です。このまま価格改定を続けて
いくと、ほとんどの客先が購入できない 「超高級設
備」になってしまいます。何としても生産性を向上

1956年11月生まれ、兵庫県明石市出身。大阪大学工学部大学院修了、82年薮
田産業入社、90年社長就任。「現場に足を運んで状況とニーズを把握」するこ
とに徹するタイプ。全国醸造機器工業組合（現日本醸造機械用品商工組合）の
理事長も務めた。趣味はゴルフ、旅行。

PROFILE （やぶた・のぶやす）

存在価値を高める切り口は数多く存在

しなやかさ持ち続ける
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代表取締役 菊田 壮泰 氏

有限会社キクプランドゥー

視点を取り入れるために、若手の採用に力を入れて
います。

酒蔵のお役に立てる製品開発

－ 今後持続的な成長をしていくために
現場のお役に立てる製品開発ができるようにする

ことです。製品が完成して終わりではなく、いろい
ろな蔵元の考え方、理想の味わい、現場での使い勝
手など様々な要望に対応できるようにしたいです。

自分の世代の固定観念だけに捉われず、従業員と
の世代間ギャップを大切にして企業としてバランス
の良い体制を目指したいです。世代におけるニーズ
を掴むには、その世代の人が必要です。若い世代が
成長すると、次の若い人も尊重するようになると思
っています。
－ 理想とする近未来の企業像は

日本酒業界での製造石数は右肩下がりが続いてい
ますが消費者ニーズに合う商品開発を行うことで盛
り上がって欲しいです。年上の層、30 ～ 40代、若
い人に受け入れられやすい味わい、あまり日本酒を
飲んだことがない層にアピールできる味わいなど、
多種多様に求められる味わいをコントロールできる
設備を作りたいです。

私達の設備、考え方、システムを通じて、蔵元の
利益を生み、顧客ニーズを叶えて業績が上昇してい
けるように、業界を盛り上げていきたいです。
－ 新需要創造に向けた取り組みは

当社の考える省力化は、長年培われてきた技術を
自動化することで、品質を向上させ誰にでも再現で
きること、さらに結果を数値化して検証や改善につ
なげることを目指しています。見える化によって、
今までその人にしかできなかった作業を分身化でき
ることが当社の考える省力化で、品質向上をうなが
せると思っています。

温かみのあるDMにこだわり

－近年の概況について
2021年１月に36歳で社長に就任しましたが、コロ

ナ禍で営業活動が制限されていたので会社の体制を
見直しました。

それまでは、中・四国中心だった販路を全国に拡
大し、カタログを充実させて、DMによる情報発信
を始めました。「これはいける」と温めていた製品
アイデアを、地元の顧客と何度もやりとりを重ね
て、現場で検証を繰り返しながら製品の完成度を高
めていきました。

当初は、ほぼ毎月のペースでDMを発送しました。
メルマガではなく、手元に残り、お客様が読みたい
タイミングで読んで頂ける、温かみのあるDMにこ
だわりました。コストはかかりますが、情熱を持っ
て情報発信をしようと現在も続けています。

その結果、口コミや納入実績も増えました。蔵見
学の際に当社製品を見かけたとのお声が聞けるよう
にもなり、徐々に製品の認知度が上がっていると実
感しています。
－貴社の強みを踏まえた課題は

キクプランドゥーは、現場の話を聞く（キク）、
プランして実行（ドゥー）する、そして再び聞く
（キク）に戻るというサイクルを何度も繰り返すこ
と、また、そのスピード感を強みとしています。そ
の結果として、新商品や改良製品を生み出してきま
した。

新しいものを生み出すためには、新しい発想や異
なる意見が不可欠です。そのため、採用の強化も重
要な課題の一つと捉えています。

社長になってからの数年間、スペシャリストのメ
ンバー達と、業績を伸ばしてきました。一方で人材
は即戦力を採用してきたので、平均年齢が上がって
きていることには危機感を覚えます。今後は新しい

1984年生まれ、広島市出身。広島工業大学卒業。業務用洗剤メーカーにて営
業および衛生管理の知識と経験を積む。 2011年キクプランドゥー入社。日本酒
業界を軸としたオリジナルの用品や機械製造事業に取り組む。2021年代表取締
役就任。全国各地への出張の際に、地酒や郷土料理、景色に触れることが楽しみ。

PROFILE （きくた・たけひろ）

世代間ギャップを大切に、バランスを目指す

現場起点で進化
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取締役社長 濱 弘己 氏

東洋テクノ株式会社

めるなど、就業しやすい環境づくりに取り組んでい
ます。これらの取り組みは、当社の経営理念である
「社員と関係するすべての人の健康と幸福を全社一
丸となり追求する」という考えに基づくものであり、
「健康経営優良法人」の認定も継続しています。

ドラム式製麹装置の引き合い多く

－ 持続的な成長に必要なことは
技術継承には、単なる機械製造技術だけでなく、

醸造に関する幅広い知識が不可欠です。当社の装置
で製造される醤油、味噌、酢、酒類などの理解があ
ってこそ、お客様との対話が成立します。私自身、
若い頃に全国１,０００社以上の醸造企業を訪問し、設
備だけでなく製造技術や商品理解の重要性を学びま
した。今後はこうした総合的な知識を持つ技術者の
育成が重要です。
－ 理想とする近未来の企業像は

醸造で培った培養技術を他業界にも展開し、さら
なる成長を目指していきます。一方で、グループ会
社で味噌・醤油・酢の製造を行っている強みを活か
し、長年お付き合いのある醸造関係のお客様も大切
にしていきます。顧客の半数以上が十数年以上のお
取引であり、今後も高品質な製品を提供し続けるこ
とで、信頼関係を一層深めていきます。

中古機械・製品の買取販売も開始

－ この５年を振り返って
コロナ禍では受注が減少したものの、自社工場で

の製造は維持できたため、売上は落ちたものの利益
への影響は最小限に抑えることができました。コロ
ナ後は停滞していた案件が再開し、現在はコロナ前
を上回る忙しさが続いています。

当社が長年手掛けてきた液体培養や固体培養（製
麹装置）は引き続き需要が高く、醸造分野にとどま
らず、希少金属（レアアース）を回収するための藻
類培養プラントなど、異分野への展開も進んでいま
す。これまで培ってきた醸造技術を基盤に、多分野
での成長を続けています。

また、SDGsの「つくる責任、使う責任」を意識
し、３年ほど前からリサイクル事業にも注力してい
ます。古物商の許可を取得し、中古機械や製品の買
取・販売を開始しました。特にFRP製タンクはリサ
イクルコストが高いため、当社で引き取り、改良を
施して再販しており、これまでに２００基以上を取り
扱ってきました。

さらに、ドラム式原料処理製麹装置の需要も拡大
しています。こだわり商品のみを自社で少量生産し
たい企業や、従来の室で生産性に課題を抱える企業
の改善ニーズに加え、大手メーカーでも有機原料な
どで少量の麹を製造したいという要望があり、引き
合いは増加傾向にあります。海外についても、コロ
ナ以降は一時的に減少しましたが、昨年から東南ア
ジアや北米、欧州などからの問い合わせが再び増え
ています。
－ 貴社の強みも踏まえた課題は

最大の課題は各部門の後継者育成です。近年は人
材不足により技術者の採用が難しく、県内に進出し
た半導体関連企業の影響も受けています。そのため、
ワークライフバランスの向上や働き方の自由度を高

1977年9月熊本県生まれ。1996年東洋テクノ株式会社入社、2014年営業技術
部長、2016年取締役、2019年常務取締役などを経て2021年から取締役社長。
松合食品株式会社の取締役も兼務。趣味はサッカーでシニアリーグ現役として
プレー中。

PROFILE （はま・ひろみ）

醸造技術を活かし、多分野で成長

お客様が求める技術者育成

液
体
培
養
装
置（
ジ
ャ
ー
フ
ァ
ー
メ
ン
タ
ー
）
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代表取締役社長 鶴 啓之 氏

鶴屋株式会社

分があります。
当社は経常利益に応じて社員に還元する規約があ

ります。前年、前々年度と賞与は社員の期待に対応
しました。

ただ、昨年の夏からは信賞必罰の考えを取り入
れ、成果に応じて５段階の評価で賞与額を決めまし
た。働いて儲けて、実績を上げることで給料をもら
っていることを社員によく考えてもらいます。

厳しい判断基準を取り入れ、全体的にフンドシを
締め直すための施策です。
－ 理想とする近未来の企業像は

醸造分野で揺るぎないバックアップをする企業で
ありたい。

加工分野で取り組んでいくには、任せられる企
業、頼りになる企業である必要があります。新しい
切り口の提案、ノウハウや技術力を取り入れた鶴屋
らしい生き方で、そういった企業を目指していきた
い。醸造を基軸として加工分野へ展開していくの
が、この５ ～ 10年の大きな方向性だと考えていま
す。

多角的にデータ活用できること必要

－ 物価高の対策や需要活性化策の取り組み
新政権は消費税をゼロにして、２年後に戻すこと

を公約としていますが、企業としては計上が難し
い。数万の商品があり、商品に応じて税率をゼロに
する必要があります。ようやく落ち着いたと思った
ら、２年度には再度税率を上げないといけません。
税率変更は、事務コストもばかにならないため、既
存システムの改変やペーパーレス化をもっと推し進
めてゆくことを考えています。

また、売買データのさらなる活用を工夫し、もっ
と営業社員の行動、販売の見える化をしたいです。
展示会の視察などによる情報もデータ化し、多角的
にデータ活用できることが必要だと考えています。

－ この５年を振り返って
コロナ禍を挟んで値上げを行ったことで、売上が

プラスアルファとなり、右肩上がりで推移していま
す。

今後は、消費税増減が行われた場合に影響がある
と思います。一般生活者にとってプラスとなるか、
マイナスとなるか。後々、他の税金が増えていくの
であれば、かえって生活が苦しくなる気がしないで
もありません。

今年は少し厳しくなる見通しです。仕入れ先メー
カーのペットボトル終売による売上下落の部分が大
きく響いてきます。
－ 強みを踏まえた上での喫緊の課題は

醸造業界で長らく事業を展開してきました。若干
の衰退もあるが、醤油と味噌を取り扱う強みを生か
して、加工食品メーカーの仲人役となり、バックア
ップしていかないといけません。

そうすることで自然と醸造の売上もアップし、新
規の業者との取り組みも始まります。それが一番大
きな方向性です。

最近、母校である東京農業大学の友人が、添加物や
調味料の販売対象になる加工メーカーの現役会長で
した。早速、副社長と関東営業所所長に、今までにな
い切り口で提案を行ってくるように指示しました。

今後も味噌、醤油、だしなどの販売を通じて、こ
ういった出会いと繋がりをより深めていきたいと考
えています。

４Ｋ、特に危機管理が大事

－ 今後の持続的な成長に大切なことは
鶴屋に希望と期待を持って勤務してもらうことで

す。４Ｋ「希望・期待」「危機管理」「協調性」「規
則・規範・きまり」を社内に取り入れ、年始のあい
さつやいろいろな会議の中で話しています。

特に危機管理は大事です。社員もたるんでいる部

1953年11月５日生まれ、大阪府泉大津市出身。東京農業大学短期醸造科卒業。
79年１月鶴屋入社、96年取締役本社営業部長、2003年８月取締役鹿児島営業
所長、06年10月社長就任。16年10月会長就任、23年８月社長再就任。趣味
はゴルフ、音楽。

PROFILE （つる・ひろゆき）

醤油と味噌強みに加工食品メーカーの仲人役

醸造を基軸として展開
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改修やメンテナンスの取り組みを強化

－ 近況の概況について
過去５年ほどお客様からのお話や引合いは年々増

えており、特に２２年後半から大きく増加し、同時に
案件も大型化してきています。その一方で建設費が
上昇傾向にある中、新築需要が今の状況で長続きす
るかは不透明です。現在いただいている引合いにで
きる限り多く丁寧に対応していくことと、今後は工
場を長く維持して生産・出荷を継続できるように改
修やメンテナンスへの取り組みを強化することが重
要と考えています。
－ 喫緊の課題について

案件・引合いが増加している中、人手不足、技術
者不足が最大の課題です。まずは、ＩＴ／ＤＸ化の
推進や採用・育成の強化など生産性の向上を積極推
進し、グループ経営の強化を進めます。機会があれ
ば外部との協業、資本提携やＭ＆Ａを検討していき
ます。

当社は食品工場内の生産機械システム・設備全般
に加え外側の建築を一気通貫で手掛け、ワンストッ
プで設計及び施工の品質を向上することと、コンカ
レントエンジニアリングにより工期を短くすること
を強みとしています。この強みを生かして、基本設
計を建屋の中の設備から工場の建築まで同時に行
い、精度の高い実施設計レベルに仕上げられます。
当社の企業理念にあるユーザーズエンジニアリング
を更に進め、工事金額や工期を出来るだけ早く決め
てお客様の不確定要素を減じることも当社ならでは
の提案と考えています。

「まるごとおまかせ食品工場」を担う

－ 持続的な成長を実現していくために
一番大切なことは安全第一です。大きな事故や災

代表取締役社長 今井 重利 氏

中設エンジ株式会社

害を起こしてしまえば、これまで築き上げてきた企
業の信頼は一瞬で失墜してしまいます。当社最大の
企業リスクは重篤事故・災害を起こすことであり、
安全第一が最優先かつ最重要項目であると社内でも
繰り返しています。

当社は食品工場建設を一気通貫で手掛けるオンリ
ーワン企業だと思っています。今後は改修やメンテ
ナンスのご要望が増加すると想定していますので、
持続的な成長を実現していくために当社の祖業から
の強みを更に磨き、改修やメンテナンス対応をもう
一段高いレベルで構築することを考えています。中
「設」エンジは、元々設備エンジニア業から始まり
クリーンルーム技術を蓄積してきました。食品工場
の生産・出荷を止めない改修工事である「しながら
工事」の手法も、その現われの一つです。新工場ご
検討の段階から一気通貫での計画、設計・施工、改
修・メンテナンスと何十年と続く食品工場の“一生”
を当社がご支援・ご協力できること、言い換える
と、「まるごとおまかせ食品工場」を担える中設エ
ンジということを食品業界にもっと浸透させていき
たいと考えています。
－ 理想とする近未来の企業像は

食品工場エンジニアリング業界のナンバー １にな
るためには何が必要かと社員に問うたところ、お客
様の信用・信頼を得ることが一番大切という声が一
番多くあがりました。ユーザーズエンジニアリング
によりベストファシリティを提供し、お客様に選ば
れ続ける企業であるための努力を続けていきます。

２０２８年１０月１日には設立６０周年を迎えます。当社
のビジョンは、「想いをカタチに、理想の工場で未
来に貢献する」です。親会社の伊藤忠グループの企
業理念は「三方よし」なので、「未来よし」を加え
て「四方よし」を目指します。売り手よし、買い手
よし、世間よし、未来（次世代）よしで全てのステ
ークホールダーに対し、「良し」を具現化できるよ
うな企業を目指していきます。

1960年5月28日生まれ、1984年3月一橋大学法学部卒業、同4月伊藤忠商事
入社、2016年4月執行役員中南米総支配人兼伊藤忠ブラジル会社社長、18年4
月常務執行役員金属カンパニープレジデント、19年4月常務執行役員中部支社
長、21年6月中設エンジ専務取締役、22年6月20日代表取締役社長就任。

PROFILE （いまい・しげとし）

食品工場の一生を任せてもらえる会社に

業界のナンバー１を目指して



未来への航路第 2章142

代表取締役社長執行役員
経営統括本部長兼 COO 國分 晃 氏

国分グループ本社株式会社

持続的な成長のためには、サステナビリティ経営
を主軸に据え、社会的価値と経済的価値の両輪を循
環させることが不可欠です。第12次長計では、９つ
のマテリアリティを再定義しました。環境面では温
室効果ガスの削減、社会面では安定した物流インフ
ラの構築や地域創生の実現などを掲げています。

この戦略を実際に動かすのは、AIではなく「ヒ
ト」です。従業員には、自らの枠を広げ挑戦を続け
る「フロンティア人材」への変革を求めています。
新しい領域をゼロから構想する力、変革を加速させ
る力、そして日々の業務を磨き上げる力。失敗を恐
れず経験から学ぶ組織風土を醸成することこそが、
全ての戦略を成功に導く最大のエンジンとなりま
す。デジタルとヒトの力を融合させ、稼ぎ方を重層
化していく「複層的戦略」を絵に描いた餅に終わら
せないために、全従業員が自らの枠を広げていくこ
とが、持続的な成長のための全ての根源であると考
えています。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

私たちの理想像は、従来の卸売業の枠を完全に超
え、培ってきたヒトの力とデジタルを融合させて新
たな価値を共創するプラットフォーマーです。人口
減少による市場縮小が進む中、単にモノを運ぶだけ
の問屋では生き残れません。2050年を見据え、地域
に根ざしながら世界へと飛躍するリーダーへの進化
を目指します。

具体的には、今期のスローガンである「小売りよ
りも小売力、メーカーよりもメーカー力」を持つ覚
悟で、顧客のマーケティング業務等を引き受ける
「真のパートナー」でありたい。膨大なデータを集
約し、AIも活用して未来のニーズを捉えることで、
次世代の卸売業へと脱皮します。

300年を超える歴史の中で培った変革の精神で、
社会に新たな価値を示し続けられるよう、グループ
一丸となって地域の、そして世界の食の未来のため
にまい進してまいります。

バックキャストで描く未来像

－ 過去５年ほどの事業概況について
人口減少や少子高齢化という課題に向き合い、長

期経営計画（長計）に沿って対応策を実践してきま
した。第10次長計では組織を統合再編し、マネジメ
ント体系の整備と営業力強化を通じて「食のマーケ
ティングカンパニー」への進化をこの10年かけて図
りました。第11次長計の期間には、異常気象や物流
の2024年問題が本格化しましたが、サプライチェー
ンの最適化を推進することで、５期連続の増収増益、
過去最高益を達成できました。

この成果を土台として、26年度より次なる第12次
長計という新たな挑戦をスタートさせています。こ
れまでの成果を活かし、さらなる飛躍を目指して、
グループ一丸となって取り組みます。
－ 御社の強みと現在注力している取り組み

私たちの最大の強みは磨き上げてきた「ヒト」の
力です。総マーケティング人材化を掲げ、個人の知
を共有する仕組みを整えてきました。

今回の長計では未来から逆算する「バックキャス
ト」の視点を取り入れ、卸売業の枠を超えた成長戦
略を描いています。新ビジョンは「食の価値循環プ
ラットフォーマー～より地域へ、さらに世界へ～」
です。具現化に向け「６つの未来事業」を立案しま
した。AIによる生活者への価値づくりや、自治体等
と連携した持続可能なまちづくり、取引先の経営課
題を請け負う「請負人国分」などを展開します。経
営インフラの構築や投資事業を複層的に進め、重層
的な利益構造へと転換していくことが、私たちの現
在の大きな挑戦です。

フロンティア人材が導く変革

－持続的な成長を実現していくために大切なこと

1971年７月生まれ。94年慶應義塾大学法学部卒、ネスレ日本入社。98年国分
（現・国分グループ本社）入社、財務部副部長。2004年取締役営業推進部長、
05年常務、07年専務、11年代表取締役副社長経営統括本部長、15年代表取締
役副社長執行役員COO経営統括本部長を経て、17年から代表取締役社長。

PROFILE （こくぶ・あきら）

第12次長計で挑む卸売業を超えた新成長戦略

食の価値循環プラットフォーマーへ
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代表取締役社長 伊藤 和男 氏

三菱食品株式会社

も強化し、新たな需要を創出していきます。

人的資本の強化を成長戦略の中核に

－ 持続的な成長を実現するために重要なことは
大切なのは、三菱商事の完全子会社化によって得

られる経営資源を、当社が掲げるパーパスからぶれ
ることなく“実行力”へと転換し続けることです。

より具体的には、一過性ではない「絶対的な機
能」を持ち、それを顧客ごとに柔軟に組み合わせる
力だと思います。そのためには組織としての柔軟性
が不可欠になります。特にデジタル活用、データ分
析には注力しています。当社は年間約12億件の取引
データを扱っており、これにリテールから提供され
るPOSデータを掛け合わせることで、オペレーショ
ンの効率化だけでなく、マーケティングとしての事
業化や新たな需要創造に繋げています。物流だけで
なく「情報流」としての卸の価値を確立し、それが
収益を生むプロダクトとして評価されるレベルまで
高めていきたいと思います。

また、当社は「人がすべて」の会社であり、社員
一人ひとりの努力と創意こそが競争力の源泉となり
ます。2030年までの経営計画「MS Vision 2030」で
は、人的資本の強化を成長戦略の中核に据えてお
り、その基盤として、2030年に目指す人財の在り姿
を示した「人財ポートフォリオ2030」を策定し、こ
れに基づいて人事施策をさらに推進していきます。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

食品という普遍的で意義深い商材を扱う仕事に対
し、社員があらゆる場面で強い誇りを持てる企業で
ありたいと思います。また、取引先様にとっても、
一緒に仕事をしたい企業でありたいです。派手に目
立つ必要はありませんが、「この仕事、この会社に
関わってよかった」と思える文化を醸成したい。そ
の結果として、業界全体を元気づけられるような存
在になることが理想です。

三菱商事グループの機能を効果的に融合

－ 過去５年ほどの貴社の状況と課題について
業績面でも着実に収益力を高めてきました。採算

性向上などにより24年度まで４期連続で過去最高益
を更新し、25年度もここまで堅調に推移していま
す。これは、当社ならではの機能を磨き上げた結果、
その価値が認められてきた証左だと捉えています。

そして、当社は25年に三菱商事によるTOBを受け、
親会社との新しい体制となりました。今後は、これま
での自社機能に加え、三菱商事グループが持つ多様
な機能をより効果的に融合させていきます。社内外
の機能を顧客ニーズに合わせて有機的に組み合わせ
ることで、一層頼りにされる存在を目指します。

一方で、顧客であるリテール側の動きが非常にダ
イナミックになっていることが、大きな環境変化の
１つです。現在の課題は、そうした顧客が荒波の中
でも成長を続けられるよう、我々がどう寄り添い、
サポートできるかということです。顧客のニーズを
深掘りするだけでなく、先回りして課題を予測し、
解決策を提示する力が求められています。既存の取
引先をしっかりと守り抜くことはもちろん、再編が
進む業界内で誰とどのように歩んでいくかも重要に
なってくるのではないでしょうか。
－ 物価高が続く中での施策について

インフレ下で消費が簡素化され、食の楽しみが損
なわれるリスクがありますが、我々は逆にそこを活
性化させる役割を担いたいと思います。品揃えを絞
り込むのは合理的かもしれませんが、それでは市場
の息が詰まってしまいます。厳しい時代だからこ
そ、新商材や新企画を積極的に導入し、消費者の多
様なニーズに応える必要があります。データの分析
を通じて「売るべき商品」を開発し、売り方そのも
のも提案していく。卸としての品揃えに加え、オリ
ジナル商品の開発や、惣菜・中食分野での企画提案

1968年４月13日生、東京都出身。91年３月慶應義塾大学経済学部卒、同年４
月三菱商事入社（食品トレーディング部）。2019年４月三菱商事食糧本部長な
どを経て24年４月三菱商事執行役員食品流通・物流本部長、同年６月三菱食品
取締役。26年４月三菱食品代表取締役社長。

PROFILE （いとう・かずお）

「関わってよかった」と思われる文化を醸成

絶対的な機能で柔軟に対応
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代表取締役社長執行役員CEO 服部 真也 氏

株式会社日本アクセス

て対応できる「柔軟性」だと考えています。先読み
のできない現代において、従来のやり方に固執する
ことはリスクです。環境に合わせて自らを変える姿
勢が不可欠です。社内では「作業」をAIや外部に任
せて極小化し、人間は価値を生み出す「仕事」にシ
フトすることで生産性を向上させます。

そして「朝食向上委員会（仮）」のように、卸が
メーカー各社の架け橋となり、新たな市場を創り出
すアプローチを重視します。消費者の豊かな食生活
のために潜在的な需要を顕在化させ、市場全体を活
性化することが成長の鍵となります。

価値を生む仕事と個の成長を

－ どのような企業でありたいか理想の企業像は
食品卸という既存の枠組みに捉われない企業体を

目指します。伊藤忠グループの総合力を活用し、非
食品や資材など、あらゆる課題に対して「アクセス
に相談すれば解決する」と言っていただける、頼れ
るパートナーになりたいと考えます。

一方で、食の安全を守るインフラとしての責務を
最優先し、過去の教訓を風化させずに食を届ける重
みを刻み続けます。また、企業の根幹は人です。
2026年４月からは人事制度を刷新し、若手からベテ
ランまで自律的に挑戦できる環境を整えました。一
方的な教育ではなく、個々の長所を徹底的に磨き上
げることで、社員一人ひとりが輝く組織を作りたい
と思います。

物流とデジタルを駆使し、常に市場の一歩先を行
く存在でありたい。自分たちを磨き続け、業界全体
の発展に貢献し続けることこそが日本アクセスの使
命であり、私の理想とする姿です。食を通じた社会
貢献という大きな目標を掲げ、いかなる困難にも屈
せず、全社員が一丸となって、日本の豊かな食文化
を次世代へと繋ぐ役割を果たし、未来を切り拓いて
まいります。

次世代物流基盤とAI活用を推進

－近年の事業概況について
この５年ほどは激動の期間でした。コロナ禍から

ウィズコロナの定着という劇的な変化に晒され、食
品業界全体が荒波の中にあり、行動制限による内食
需要の急増や保存性の高い冷凍食品、乾物・乾麺の
再評価など、消費者の行動は大きく変わりました。
当社はSM、CVS、ドラッグ、外食、ECとあらゆる
チャネルを網羅している強みにより、厳しい環境下
でも安定した経営基盤を固めました。

また、デフレからインフレへの構造変化への対応
も大きな転換点です。原材料コストの高騰に対し、
単なる値上げによる売上増に甘んじるのではなく、
来店数や買上点数を維持・向上させる「市場創造」
に注力した結果、全温度帯での強みを活かして増収
増益を継続できたと自負しています。
－ 貴社の強みや現在注力する取り組みについて

最大の強みは全国500拠点超の物流網を基盤とし
た３温度帯の対応力で、特に低温度帯のノウハウと業
務用の対応力は随一です。現在は「フローズンマザー
物流センター」の全国展開を加速し、物流の集約によ
る効率化を進めています。人手不足対策としてパレ
ット輸送の普及や荷役時間の短縮を行い、ホワイト
物流の実現に向けた環境整備を進めています。

デジタル面では、マーケティング力と融合した
「AIプラットフォーム」を構築しました。ID ‐
POSデータや店舗の在庫データ、カメラ映像による
導線分析を行い、小売業様の売上拡大と効率化に直
結する具体的な提案を行っています。単に商品をお
届けするだけでなく、顧客の課題を解決する「ソリ
ューションプロバイダー」への進化をさらに加速さ
せていきます。
－ 持続的な成長を実現するために大切なことは

最も重要なのは、変化を確実に捉え、先手を打っ

1959年９月25日生、大阪府出身。同志社大学商学部卒。1982年４月、伊藤忠
商事入社。伊藤忠ドイツ会社ハンブルグ支店長などを経て2005年４月同社繊維資
材部長。2010年４月ワタキューセイモア出向、2019年2月取締役、常務取締役な
ど歴任。2019年2月日本アクセス特命担当、2023年4月より同社代表取締役社長。

PROFILE （はっとり・まさや）

物流とデジタルで社会インフラを担い続ける

卸を超え、市場を創る
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PROFILE

卸として対応力を磨く

－ 近年の概況について
少子高齢化によって市場が縮小していく流れはあ

りましたが、この数年で想定以上にインフレが進み、
コストアップと単価上昇の時代に入ってきました。
こうした中で業界再編はかなり進んだ印象です。

物流については、いわゆる2024年問題は本格化し
てきたという認識です。物流インフラの維持は今後
さらに難しくなると思っています。

コロナ禍は当社にとっては結果的に追い風とな
り、コストと単価のバランスがいい方向に崩れたこ
とで、業績は伸びました。ただ、こうした状況は長く
続くものではなく、足元ではそのバランスも戻りつ
つあります。需要の弱さも含めて、これから厳しさが
出てくる局面だと見ています。
－ 貴社にとっての喫緊の課題

最大の課題は、変化する消費者にどこまで対応で
きるかです。ライフスタイルや食のあり方が変わり、
売場や商品構成も変化しています。特にPBの拡大や
価格志向の高まりの中で、卸としての対応力はより
問われています。小売ごとに求められる役割も異な
る中で、その変化に応えることが重要です。

卸売業は顧客（小売）と仕入先（メーカー）をつなぐ
存在であり、いわば「人のふんどしで相撲を取る」ビ
ジネスです。だからこそ、「あなたになら任せたい」と
言っていただける関係をどう築くかが重要になりま
す。
－ 新需要創造に向けた取り組み

少子高齢化で胃袋が小さくなる中、量的な需要拡
大が難しいと考えています。だからこそ、付加価値に
よって需要をつくっていくことが重要になります。
「おいしい」だけでなく、「見て楽しい」「健康につな

がる」「調理そのものが楽しい」といった価値が、より
はっきり求められるようになってきました。

消費はメリハリ志向が強まっており、日常と非日
常を使い分ける動きも出ています。日常の食をしっ
かり支えながら、時には少し贅沢を楽しむ。そうした
バランスをどう提案できるかがポイントです。

主体的に考え行動する人財を育成

－ 持続的な成長を実現していくために大切なこと
持続的な成長には、顧客への価値提供と人財育成

が両輪になります。顧客が何を求めているのかを捉
え続けることと、それに応えられる人財を育てるこ
とが不可欠です。

当社のミッションは「豊かな食生活」を提供して
人々の幸せを実現することですが、当社グループだ
けで実現できるものではありません。「つなぎ」とし
て価値を発揮するためにも、人財面ではスキルだけ
でなく、主体的に考え行動できる力も含めて育成し
ていきたいと考えています。

物流面では、センター再編と機能高度化を進めて
います。また、共同配送やデータ活用を通じて、個別
最適から全体最適への転換も図っています。

海外については、この5年でM&Aなどを通じた基
盤整備が進み、一定の土台はできてきました。今後は
各地域での成長を着実に進めていく段階です。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

企業価値とは、株主・顧客・社員・社会の4者に対
する価値の総和だと考えています。この4つは時にト
レードオフの関係にもなりますが、できれば相乗的
に高めていくことが理想です。顧客に価値を提供す
ることで業績が伸び、社員のやりがいにもつながり、
社会への価値提供にもつながっていく。さらに株主
へ配当等で還元していく。そうした好循環をつくっ
ていきたいと考えています。

目指すのは、それぞれにとって「なくてはならない
会社」です。特に顧客や社会にとって、なくなると困
る存在であり続けたいです。

顧客と仕入先をつないで価値を発揮

「豊かな食生活」を提供

1969年7月10日生まれ。一橋大学大学院経済学研究科修士課程修了、94年加
藤産業入社。95年取締役社長室長、99年常務取締役ロジスティクス担当兼営
業担当補佐、2001年専務取締役管理本部長・システム本部長・関連事業本部長、
03年代表取締役社長就任。

（かとう・かずや）

加藤 和弥 氏
代表取締役
社長執行役員

加藤産業株式会社



未来への航路第 2章146

PROFILE

－ 近年の事業概況について
当社は2024年、三井物産系の中間流通会社４社が統

合して誕生しました。統合初年度の24年度は、異なる
４つの組織を一つの会社として円滑に機能させるた
めの土台作りに心血を注いだ１年でした。会社を運営
するために必要な新たなルールや規程の整備、会議
体の構築など、組織としての基盤をしっかりと固め
る必要がありました。また、統合に伴う一時的なコス
トも発生し、業績面では慎重な立ち上がりを図る局
面でした。一方、２年目を迎えた25年度は、内部コス
トの上昇という厳しい経営環境にありながらも、統
合によるシナジー効果が随所に現れ始めています。
利益面では前年を大きく上回る増益を確保できる見
通しとなり、確かな手応えを感じています。26年度
は新たな３カ年の中期経営計画がスタートしました。

機能とネットワークの融合を加速

－ 貴社の強みと現在の課題について
当社の最大の強みは、CVS向けビジネスで磨き上

げてきた高度な機能と、旧三井食品が長年にわたり
築いてきた全国の小売ネットワークが融合している
点にあります。

特に機能面では、膨大なデータに基づく需要予測
能力を強みとしていますが、もう一つの特長として
パッケージに関する知見が挙げられます。多様な素
材や形状に対応できるノウハウを有しており、商品
そのものの提案に加え、パッケージと一体となった
付加価値提案が可能です。今後はこれらの機能を、幅
広いネットワークを通じ、他業態のお客様へ水平展
開していく融合を一層加速させていきます。

一方、喫緊の課題は深刻な人手不足です。物流現場
での機械化や、自動運転トラックの走行テストなど
テクノロジー活用による省人化に取り組んでいま
す。統合企業として社内融和も重要であり、時間をか
けても社員意識を真に一体化させます。

変化を楽しみ食文化を創る

－持続的な成長を実現していくため大切なことは
一言で言えば、いかにして生産性を上げていくか

という点に尽きます。日本の労働人口が減少するこ
とは明らかな事実であり、より少ない人数でこれま
でと同等以上の成果を上げなければ持続的な成長は
望めません。そのための武器として、AIの活用やDX
の進化を一段と加速させることが不可欠です。

また、社会の構造がデフレからインフレ局面へと
移行しつつある点にも注目しています。これまでは
コストを抑え、安く提供することが重視されてきま
したが、今後は上昇するコストを上回る付加価値を
いかに創出できるかが問われます。デザイン性や利
便性も含めた高付加価値商品の提案はもちろん、小
売業の皆様への知見共有を通じてお客様の価値創造
をお手伝いすることも、卸としての重要な役割です。
－ 将来的にどのような企業でありたいか

目指すべき指針としてミッション・ビジョン・バ
リューを策定しました。その中で特に大切にしてい
るのが変化を楽しむという姿勢です。商売の環境は
刻一刻と変化していきます。過去の成功体験に固執
しすぎれば、時代から取り残されてしまいます。変化
をいち早く捉え、自らを柔軟に変身させていける企
業体でありたいと考えています。その原動力となる
のは人です。現場の社員たちが自発的に、ボトムアッ
プで工夫を凝らしている姿こそが会社の強さの源泉
であり、持続的成長の鍵になると確信しています。

食は文化です。食べることの喜びは普遍的なもの
であり、食のあるところには必ず人が集い、文化が形
成されます。私たちは卸という中立的な立場だから
こそ、全国に眠る優れた技術やメーカー様を発掘し、
新たな魅力を発信できます。食を通じて社会に貢献
していく、志の高い企業であり続けたいと願ってい
ます。

1967年６月19日生。91年一橋大学商学部卒、同年４月三井物産入社。2014
年同社食品事業本部戦略企画室長、16年同社流通事業本部商品流通部長、20
年同社流通事業本部リテール事業開発部長などを経て21年６月三井食品代表取
締役社長。24年４月、統合により三井物産流通グループ代表取締役社長。

（しばた・こうすけ）

柴田 幸介 氏代表取締役社長

三井物産流通グループ株式会社
統合シナジーで挑む成長の第２ステージ

食を通じて社会に貢献する志
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代表取締役社長 倉本 隆 氏

日本酒類販売株式会社

－ 和酒の需要振興策は
日本酒は量だけで言うと、ピークの４分の１に落ち

込んでいます。いま、口に入るお酒のなかで、おそら
く日本酒が一番アルコール度数が高いと思います。
ウイスキーは炭酸などで割っているしワインも11％
前後。やはり若い方にハードルはあると考えます。

そこで当社は、生販三層が共同で設立した日本酒
需要促進会議に事務局として参画し、需要喚起策と
して、日本酒を炭酸で割る日本酒ハイボール、通称
「サケハイ」の普及に努めています。料飲店であれ
ば、既存のお酒と炭酸以外に新たに用意するものは
なく、オペレーション効率が高い。首都圏から始め
ましたが、エリア展開し、また小売業者からも賛同
をいただくなど、浸透してきているのを感じます。

サステナビリティ経営へ取り組む

－ 会社の未来像は
25 ～ 27年度の第二次中計では、第一次の基盤づく

りを継続しつつ、進化させる３年間とし、成長戦略と
サステナビリティ経営を上乗せしていきます。27年
度までに連結売上高目標を7,000億円としています。

その目標を達成するため、一つは、輸出部門の強
化です。24年にベトナムのホーチミンの卸会社と資
本業務提携を結びました。日本産酒類の輸出拠点と
すべく社員を駐在させているところです。

そして、酒類食品卸の基本的なことはしっかり守
りながら、磨きをかけていきます。商品をつなぐハ
ブ、プラットフォームのイメージで、新しい価値を
生み出せる会社になりたい。そのためにも、社員の
一人ひとりが「日酒販で働いてよかった」と思って
もらえるような会社でありたいと考えています。賃
金も福利厚生もしっかり行いますが、そのためには
社員一人ひとりが生産性を高めていく必要がありま
す。いま社員の半分以上が生成AIのアカウントを持
っていますが、一層強化していきます。

－ 25年３月期は経常利益率が１％を超えた
継続して取り組んできた各業態での取組みの強化

と新規取引の開始が寄与しました。ECを例にあげ
ると、当初、食品からスタートして、いまや売上構
成比の８％を占めるにいたっています。2022 ～ 24年
の第一次中期経営計画の目標だった売上高6,000億
円は前期に、経常利益40億円は前々期に達成してい
ます。コロナ禍もあったこの５年間を振り返ると、
いろいろな業態との取引を持たせてもらっているこ
とが、結果的に当社の強みになっているということ
を強く感じます。各業態で、新規開拓・深耕に注力
しました。

変化に応じた成長戦略を描く

－ 近年の経営課題は
飲酒人口の減少によって酒類消費量が減っている

ことに強い危機感を持っています。昨年の出生数は
ピーク時の３分の１の68万人です。20年後、飲酒が可
能になる方が68万人しか生まれないわけですね。ボ
リュームではなく、質を高めるような成長をしてい
かなければと強く思います。また、特に若い方が飲
まなくなっています。ただし、若者層でも「飲み会
の雰囲気は好き」という方は多い印象です。炭酸が
苦手という方もいますが、そこには例えば「お茶割
り」や「紅茶割り」を提案する、という具合に知恵
を絞っていかなければなりません。

次に人手不足です。ドライバーや庫内作業員の確
保が難しい状況は今後も続きます。そのため、物流
業者と合弁で物流会社を立ち上げました。物流業務
の標準化と効率化を目指しています。

また、例えばシステムが止まるなど、不測の事態に
備えるBCPも課題です。我々卸は、物流が生命線で
す。システムに何かあったときに「運べない」では済
まされません。持続可能な物流に向けて、いろいろな
取り組みを進めています。

昭和33年（1958年）１月19日生まれ、山形県出身。昭和55年３月東京農業大学農学
部卒業。昭和56年日本酒類販売入社。平成26年取締役常務執行役員流通第三本部長、
平成30年常務取締役流通統括本部長、令和２年取締役専務執行役員流通統括本部長、
令和３年代表取締役副社長執行役員流通統括本部長、令和４年６月代表取締役社長。

PROFILE （くらもと・たかし）

「お酒と食」で「つながり」を『価値』に変える会社に

豊かで安全な食生活を提供
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冷凍食品市場は引き続き成長

－ 直近の業績概況は
当社は2016年に国分グループ入りしましたが、そ

れからの十年間、順調に売上を伸ばしてきました。
ここ五年ほども好調で、24年度の売上高は約2,077
億円と創業以来初めて2,000億円の大台を突破し、
国分グループ第11次長期経営計画（長計）の25年度
定量目標を一年前倒しで達成。売上高はグループ入
り前の約２倍に伸長しました。直近の25年度も売上
高は前年比1.6％増収で着地しました。

市販用の価格改定が進む中でも売り場の拡大傾向
は続いており、業務用も各社が差別化として惣菜を
強化する中で順調に推移しました。
－ 現在の冷凍食品市場の状況は

市場は着実に伸びています。コロナ禍を経て、生
活者の冷凍食品に対する意識が大きく変化しまし
た。「手抜き」というネガティブな見方から、現在
は「時間を生み出すタイパ」や「美味しい」という
ポジティブな価値観へとシフトしています。特に顕
著なのが「冷凍野菜」と「ワンプレート」商品で
す。冷凍野菜は、生鮮野菜の価格高騰や品質のバラ
つきに対し、旬の時期に瞬間冷凍された鮮度と、下
拵え済みという使い勝手の良さが支持されていま
す。価格改定は続いていますが、一から調理する手
間と比較すればコスパは依然として高い。また、急
速冷凍技術の進歩で、スイーツやベーカリーといっ
た領域も拡大しています。人手不足に悩むデリカや
外食、給食等の業務用ルートにおいても、課題解決
の手段として今後ますます冷凍食品の需要が高まっ
ていくと認識しています。

７つの戦略の柱で進化する企業に

－ 重点施策・方針について

代表取締役社長 中村 典正 氏

株式会社ナックス

国分グループとしての第12次長計が26年１月から
スタートしましたが、当社も新たな長計をスタート
させました。ビジョンに「Challenge to X 〜未来に
つなぐ食の新たな価値創造への挑戦〜」を掲げ、進
化する冷凍技術、ＤＸ推進、環境配慮、地域連携を
通じて、食の新たな価値創造に社員一人ひとりが挑
戦し、成長し続ける企業を目指します。

そのために「７つの戦略の柱」、すなわち①既存の
得意先への提案を強化しシェアを上げる「深耕す
る」②惣菜ＰＣへの原材料供給事業を開始する「開
拓する」③パートナーづくりやＰＢ開発を再開する
「価値を創る」④社会・環境に配慮したモデルを構
築する「サステナブる」⑤冷凍物流網を再編する
「進化する」⑥ＤＸによる省力化を図る「効率化す
る」⑦従業員満足度を向上させる「ともに創る」
－を設定しました。

この柱をもとに、基盤事業のさらなる強化と、原
材料供給など新規事業の構築にチャレンジしていき
ます。その一環として商品統括部をマーケティング
部に改称し、販促や商品提案、機能強化を進めま
す。
－ 中長期的な方向性について

26年度は新規事業の寄与もあり、売上高前年比14
％増という、チャレンジングな目標を立てていま
す。長期計画全体では、30年度の売上高3,000億円
を目標として掲げました。５年間で約1.5倍に引き上
げる野心的な計画です。

また、冷凍技術の革新により、スーパーで売られ
ているあらゆるものを凍結できる可能性がありま
す。安易な価格訴求に走るのではなく、冷凍だから
こそ実現できる「価値」を追求したカテゴリー開発
を、メーカー様には期待したいと考えます。我々も
国分グループの一員として、「継続する心と革新す
る力」を持ち、新たな食の価値創造にまい進してい
きます。そのためにも社員教育を徹底し、次世代の
冷凍食品流通を担うべく全力を尽くす所存です。

1967年４月27日生、神戸市出身。91年慶應義塾大学法学部卒。同年味の素入社。
95年ナックスナカムラ（現ナックス）入社、2003年以降、社長、専務を歴任。
16年国分グループ入り後は国分フードクリエイト執行役員、同社常務執行役員
兼国分グループ本社冷凍事業推進部長など経て25年３月より現職。

PROFILE （なかむら・のりまさ）

3,000億円企業への躍進を目指す

冷食専業卸として確かな成長
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代表取締役社長 阿久津 知洋 氏

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン

もの」を進化させることです。お客様の買い物は、
来店だけで完結する時代から、アプリで選び、必要
な時に必要な場所へ届けてもらう時代へと広がって
います。7NOWを単なる配送サービスではなく、で
きたて商品やカウンター商材とも親和性の高い「新
しい買い物体験」として磨き込み、モバイルオーダ
ーとの連携や店舗オペレーションの改善を進め、受
け取り・配送の品質を高めながら利用シーンを広げ
ていきます。

新しい便利や豊かさの創造へ

－ 持続的な成長を実現するために大切なことは
人手不足に対しては次世代店舗システムの活用に

よる業務負荷低減や、セルフレジの改善、ロボティ
クスの検証など、省人化に向けたDXの活用も追求
します。店舗で生まれる時間を、カウンター商品の
拡販や売場づくり、接客に振り向け、差別化された
買い物価値体験につなげます。さらに、リテールメ
ディアやリテールデータなどの新領域も育成しま
す。店舗のデジタルサイネージは広告メディアとし
て活用し、サイネージで流れるメーカー様の各商品
と売場を連動させることで、来店中のお客様の購買
につなげます。その新たな収益を更なる店舗投資や
販促へ還元する仕組みも構築します。
－ 最後に、理想とする企業の姿についてお聞かせ
ください

お客様一人ひとりのニーズと真剣に向き合うこと
です。「新しさ」や「面白さ」に期待する方、「お得
感」を重視する方など、多様な想い一つひとつに丁
寧に向き合うことが大切だと考えます。過去の常識
を手放し、商品やサービスなどで街のひとを幸せに
するお店になる。私たちは、そのような存在であり
続けるため、全力を尽くします。皆様から信頼され
る企業であるために、これからも新しい便利や豊か
さの創造に向け、挑戦を続けてまいります。

五感を刺激する体験価値を

－ この５年間の市場の変化は
過去5年の小売・食品市場は、コロナ禍後の行動変

容に加え、物価上昇と実質賃金の伸び悩み、人口減少
と人手不足が同時進行しました。しかし昨今、日本経
済はインフレへと転換し、さらにコストプッシュ型
からディマンドプル型へのインフレへと変化し、
「賃金と物価の好循環」に移行する兆しが見えます。
お客様の消費マインドが上向きつつあり、安さだけ
ではない、お客様が求めるさまざまなニーズにお応
えすることが求められていると考えています。
－ 課題として感じていることは何でしょうか

私たちは2025年を“変革の元年”と位置づけ、現
場・加盟店と徹底して向き合うところから始めまし
た。全国のオーナーと対話し、部分最適ではなく全
体最適で成果を出す体制へ転換しています。足元で
は月次で既存店前年比、加盟店利益も回復基調に入
りつつあります。
－ 今後の改革に向けた柱は

特に重視している柱は３つあります。１つ目はお客
様が求める利用シーンを明確にした「カテゴリー戦
略」です。重点顧客と利用シーンを定め、成長が見
込めるカテゴリーを横断的に取り組みます。「セブ
ンカフェ ベーカリー」や「セブンカフェ ティー」
などの「できたてカウンター商品」で、できたての
臨場感など五感を刺激するライブ感で新しい顧客体
験価値を生み出します。

第２に、店舗ネットワークの強化です。2030年ま
でに純増1,000店を目標に掲げ、標準店だけでなく、
都市部の小型店、過疎地域に対応したユニット工
法、サテライト型の出店など、立地と商圏の変化に
合わせたフォーマットにより、地域の生活インフラ
としての役割を高めます。

３つ目は、7NOWを軸に「コンビニの利便性その

1970年12月7日生まれ、宮城県出身。94年3月 専修大学 商学部卒、同株式会社
セブン‐イレブン・ジャパン入社。12年4月 オペレーション本部 西東京ゾーン ゾー
ンマネジャー、21年9月 同本部副本部長、23年3月 執行役員 オペレーション本部 
副本部長、24年3月 執行役員 建築設備本部長、25年5月 代表取締役社長（現職）。

PROFILE （あくつ・ともひろ）

暮らしを支える新しい価値の創造へ

３つの柱で店舗を改革
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代表取締役社長 竹増 貞信 氏

株式会社ローソン

シティにある実験店では、効率化に加えて、「ワク
ワク感」や「リアルの温かみ」を提供することを重
視し、人とテクノロジーの共存を目指しています。

地域特性に応じた店舗運営も強みの１つです。都
市部と地方では求められる役割が異なります。例え
ば過疎地では惣菜の需要が高く、都市部では生鮮食
品や時短ニーズが強い傾向があります。異なるニー
ズに応えられる柔軟性が重要だと捉えています。

地域の再生につながる施策も

－ 持続的な成長を実現するために大切なことは
社会課題への取り組みです。我々は地域社会に支

えられて成り立っています。マチの課題解決に貢献
し、ビジネスの成長と社会課題の解決を両立させる
ことが大きな使命です。

その一つとして、老朽化や高齢化が進むニュータ
ウンを再活性化させ、地域コミュニティの再生を目
指す「ハッピー・ローソンタウン構想」を進めてい
ます。生活全体を支えるインフラとしての役割を担
うという構想です。人々がつながる場を創出し、若
年層の流入促進や地域の活性化につなげられればと
思います。すでに自治体や企業との連携も進んでお
り、今年6月には、大阪府内にあるニュータウンで
実施予定です。東京でも年内に実施できればと思い
ます。

さらに、災害対応力の強化にも取り組みます。太
陽光発電や蓄電池の導入、情報発信機能の強化など
を通じて、非常時にも地域を支える拠点となること
を目指します。
－ 理想とする企業の姿は
「変化し続けること」です。価値観の小さな変化

すら見逃さず対応することが不可欠です。「これで
いい」と立ち止まった瞬間、成長は止まります。ま
た、ビジネスとしての成長以上に社会課題にも向き
合い、解決策を提示できる企業でありたいです。

日常生活に必要な商品を拡充

－ この５年間の事業環境は
私どもはこれまでの50年、「変化対応業」として

お客様の声を聞きながら、店舗の在り方を大きく変
えてきました。この５年間もお客様とともに成長し
てきた5年間だったと感じています。

2021年は、新型コロナウイルス感染症の影響でリ
モート飲み会や在宅時間の増加などを背景に、“巣
ごもり消費”が大きく伸びました。購買行動も大き
く変わり、冷凍食品や惣菜の需要は大きく拡大しま
した。スーパーの得意分野を、コンビニにも求めら
れるようになり、冷凍食品や惣菜に加え、生鮮野菜
や、日常的に使える衣類、化粧品といった、日常生
活に必要な商品を拡充し、「日常生活で使えるコン
ビニ」として徐々に浸透していきました。

加えて、外食機会が減る中、店内厨房の価値も再
認識されました。お客様から店内調理の弁当や惣菜
が支持され、厨房併設の店舗を拡大しており、現在
は1万店舗を超える規模に広がりました。

さらに、デリバリーサービスも強化し、外出を控
える消費者や、時間効率を重視する“タイパ志向”に
応えるサービスとして支持されつつあります。

新型コロナウイルス感染の影響は収まりつつある
一方、ここ数年はコストプッシュ型のインフレが進
んでいます。生活防衛意識が高まる中、ニーズに合
った商品や店舗作りが一層重要になると思います。
－ 貴社の強みと、注力している取り組みは

デジタル技術の導入に力を注いできたことが強み
の１つです。過去には電子タグやAI需要予測などの
実験を行ってきました。それらの知見を活かし、発
注支援や値引き提案を行うシステムを導入した結
果、食品ロス削減や業務効率化につながりました。

また、KDDIと連携し、テクノロジーを活用した
店舗作りも進めています。東京・高輪ゲートウェイ

1969年、大阪生まれ。大阪大学経済学部を卒業後、1993年に三菱商事に入社。
同社畜産部、広報部、社長業務秘書などを務めた後、2014年5月にローソン代
表取締役副社長に就任。2016年6月より現職。

PROFILE （たけます・さだのぶ）

ビジネスと社会課題の解決の両立を

ニーズを捉えて常に変化
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代表取締役執行役員社長 石橋 誠一郎 氏

株式会社ヨークホールディングス

今は13.５％ほどなので、達成しきれません。売上構
成比を引き上げるべく今後も改善を進めます。

鮮魚と精肉も強化しています。例えば、「イトー
ヨーカドー木場店」では、豊洲市場に近いという立
地を活かし、週に何度か市場から仕入れた魚を展開
しており、遠方からわざわざいらしてくださる方も
増えています。26年２月末時点では約10店舗ですが、
26年度中に25店舗まで拡大できればと思います。

精肉の専門店化も進めます。現在は「イトーヨー
カドー和光店」のみの展開ですが、26年度中に10店
舗での導入を目指します。パックされた状態の肉よ
りも、従業員による量り売りの方が売れ行きは好調
でした。手間はかかりますが、確実に魅力ある店舗
づくりにつながると感じています。

売場の変化でより魅力的に

－ 持続的な成長のために力を注ぐことは
多くの挑戦を行うことです。鮮魚や精肉の専門店

化もその一つです。こうしたチャレンジを次々にや
れる状態を作ることが大切だと思っています。
－ 将来理想とする企業像をお聞かせください

我々のグループは、「日常の豊かさを全ての人に」
という考えのもと、食品だけではなく、「ロフト」
や「アカチャンホンポ」といった食以外のブランド
も展開しています。それぞれ、利用される方の年代
などは異なっており、そこで得た事例を他の事業会
社にも紹介することで、新しいシナジーを発揮でき
るようになると考えています。

店舗は年数が経つと時代のニーズとのズレや、お
客様の飽きなどで魅力度が下がってしまいます。大
型改装はできないまでも、食品の売場などを変化さ
せることは、お客様にとっての魅力を高めることに
つながるのではないでしょうか。今後の成長に必要
なことは、既存店の改良と、新しい挑戦です。26年
度はここに力を注いでいきます。

食分野に資源を集中

－ 近年の貴社の事業環境をお聞かせください
我々のグループには、スーパーストア事業と専門

店事業があります。専門店事業は、ビジネスモデル
の変更や選択と集中を進めた結果、コロナ前の水準
以上の収益を確保できるようになりました。

主力のスーパーストア事業では、23年３月から、
「イトーヨーカドー」を中心に事業を成長させるべ
く、変革を開始しました。

食分野に集中すべく、アパレル事業から撤退し、
首都圏での事業を強化するために地方の店舗の閉店
にも着手しました。また、惣菜の強化として、セン
トラルキッチンやプロセスセンターなどを併設した
工場「ピースデリ」の稼働も開始しています。

また、将来的に上場すべく、24年９月には「ヨー
クホールディングス」を設立し、25年９月にはベイ
ンキャピタルさんに資本参加していただきました。
激動の３年間でしたが、ひとり立ちできる体制に変
わったと感じています。惣菜や生鮮品を強みとして
いる「ヨークベニマル」の良さと、「イトーヨーカ
ドー」の強みを共有できるようになったことも大き
な変化です。
－ 注力している取り組みや課題はありますか

強みでもあり喫緊の課題でもあることは、食分野
への集中を進めているものの、まだ圧倒的に選ばれ
る存在にはなり得ていない点です。この３年間、店
舗への投資が十分にはできていなかったため、今後
は既存店の魅力をより高めるための投資を強めてい
く構えです。

店舗の最大の魅力は、食品です。この土台を強く
することは、一層の魅力の向上につながると考えて
います。そのために、まず注力するのは、惣菜で
す。「ピースデリ」立ち上げの際、惣菜の売上構成
比を15％まで引き上げるという目標を掲げました。

1966年生まれ、福岡県出身。1985年３月にセブン-イレブン・ジャパン入社。
2012年3月に執行役員 FF・デイリー部長に就く。23年４月からはセブン＆ア
イ・ホールディングス常務執行役員スーパーストア事業統括(現任)、25年3月か
らヨーク・ホールディングス代表取締役執行役員社長を務める。

PROFILE （いしばし・せいいちろう）

鮮魚や精肉の専門店など展開

「食」を中心とした提案を
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代表取締役社長 服部 哲也 氏

サミット株式会社

商売は、頭を使いながら体を動かす仕事であり、
自分たちで工夫する仕事はこの先も大切にしていき
たいと考えています。一方で、それ以外の部分につ
いては機械化していければと考えています。
－ 持続的な成長を実現するために大切なことは

世の中の変化への対応と、自分たちが大切にして
いることを絶対に変えないことです。当社の場合、
経営理念や使命、社風、企業文化など、昔から大切
にしてきたものがあります。そこは変えたくない。
世の中がどれほど変わろうと、経営理念である「嘘
のない仕事」をすることは大切にしたいです。

当社の事業ビジョンは「サミットが日本のスーパ
ーマーケットを楽しくする」。最終的にそこにたど
り着きたい。そして、自社だけでなく同じ志を持つ
人たちと一緒に取り組みたいと思います。
－ 最後に、理想とする企業の姿についてお聞かせ
ください

樹木のように店舗や会社を育てていきたいと考え
ています。店舗を木にたとえるなら、根っこは社
員、大地は地域社会です。地域の困りごとを商品や
サービスで受け止めていくことで、お客様からの感
謝や喜びが返ってきて、それがまた店舗や社員の力
になっていく。そんな循環を大切にしたいと思って
います。時には困難にさらされることもあります
が、全員で協力して乗り越え、地域に根ざし、長く
愛され続ける存在でありたいと思っています。

私自身、この会社が大好きで、アルバイトとして
入社し、サミットと共に人生を歩んできました。こ
の大切な会社を将来にわたって持続的に発展させて
いくことこそが、私の責任です。目の前の小さな失
敗にとらわれるのではなく、会社の未来を見据えた
大きな舵取りをしていきたいと考えています。

私たちが掲げている「サミットの仕事は楽しい」
という考えを社員とともに大切にし、さまざまな取
り組みを見直しながら、長く続く会社にしていきた
いと考えています。

人と人との関わりを大切に

－ 今の業績はどうでしょうか
既存店ベースで見ても売上・客数ともに伸びてい

ます。客数は２０１５年比で見ると、既存店で10％以上
伸びています。節約志向が高まりにより、買い控え
の傾向が強まっています。その状況で当店に来る方
は減らないのは、商品や品ぞろえや売価だけではな
い魅力が磨かれてきたという気はしています。

商品以外の魅力は、店舗自体の雰囲気や接客で
す。また、各店舗が工夫して実施しているイベント
も、内容は店舗ごとに異なっており、それが魅力に
つながっていると実感しています。
－ 課題として感じていることは何でしょうか

人手の確保や、コストの上昇、建築費や賃料の高
騰などです。他社と同様に省人化の取り組みとして
DXを進めていますが、それはあくまで「人」でな
くてもできる領域に限り、お店での人の関わりや価
値はこれまで以上に大切にしています。例えば、店
舗にはお客様のさまざまな相談に応じる「案内係」
を配置しているほか、スタッフのイチオシ商品をご
試食いただく「おためし下さい」コーナーを設けて
います。人件費の効率だけを重視すれば実施しない
選択もありますが、人と人との関わりから生まれる
お店の魅力を大切にし、継続しています。また、店
舗で自発的に実施しているイベントなども、お客様
の来店動機となるとともに、店舗スタッフのモチベ
ーション向上にもつながっており、大切な取り組み
と考えています。
－ こうした雰囲気が生まれたきっかけは

一番のきっかけの一つは、前任の竹野（竹野浩樹
会長）が語っていた「みんな、はみ出してこうぜ」
という言葉にあると思います。一人ひとりが考え挑
戦することで、売上や利益は自然とついてくるとい
う考え方が広がってきました。

1964年生まれ、明治大学商学部卒。1987年に入社後、総菜部マネジャー、営
業企画部マネジャー、取締役常務執行役員、取締役専務執行役員などを経て、
2020年4月、代表取締役社長に就任。

PROFILE （はっとり・てつや）

店舗での自発的な施策こそが来店動機に

「サミットらしさ」を追求
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PROFILE

これからは外向きにエネルギーを

－ 近年の概況について
この５年で最大のできごとは、持ち株会社の旧フジ

が、傘下のフジ・リテイリング、マックスバリュ西日
本を吸収合併する形で経営統合したことです。この
先の将来を考えたときに、一定の規模を有しておく
必要がありました。商品のソーシング、投資効率、業
務効率化などより高い効果を得られると考えまし
た。もともとフジと、マックスバリュ西日本、マルナ
カは同じくらいの事業規模だったこともあり、将来
の備えの第一歩として一緒に歩んでいけるという思
いで進めてきました。

現在は環境そのものが大きく変わり、デフレから
インフレに振れ、物価高騰やコスト上昇などさまざ
まな課題があります。そこに対するスピード感のあ
る対応が求められる時代になってきました。また、食
品スーパーの枠組みの外、例えばドラッグストアや
ディスカウントストアなどが業態の垣根を越えて参
入してくることにも従来以上の対応が求められてい
ると思います。
－ 喫緊の課題は

コスト構造に意思を持って切り込んでいかなくて
はいけないと思っています。社内でも節約やコスト
削減に取り組んでいますが、それよりも種々の経費
の塊の方が大きく、現在のスピード感では間に合わ
なくなってしまいます。課題の中でも優先順位をあ
げて取り組んでいきます。

消費者のために安く売ることは大事だと思ってい
ます。しかしながら、NB商品を仕入れ、コストを切
り詰めてできる限り安値での販売を続けることでは
未来は見えてきません。トップバリュなどのプライ
ベートブランド（PB）に加え、独自商品の比率をどう
上げていけるか、チャレンジングな売り上げ目標を
立てていこうと思っています。

商品開発においては、独自商品、生鮮、デリカの強
化を考えていますが、人手不足や物流など多くの課
題があります。

小売りは生活必需品の一部に

－ 持続的な成長のために大切なことは
経営統合など、内向きにこの２年間を費やしてきま

したので、ここからは外向きにエネルギーを使いた
いと考えています。

人手不足は深刻化しており、店やプロセスセンタ
ーを中心に安定して人材の確保ができる外国人実習
生の雇用も拡大していきます。また、一人ひとりの多
能化を考えたとき、教育が重要になってきます。現在
働いてくれている人たちの能力を棚卸し、必要に応
じたOJTを行い、再度教育をしていかなくてはなり
ません。

小売りという業態に求められる社会的な機能は、
生活必需品の一部だと考えています。「良い流通業の
ある国は、いい国」であると思っています。生活が豊
かになれるかは、質の高いサプライチェーンを維持
することに繋がっていくのではないでしょうか。
－ 理想とする近未来の企業像

地域の課題解決の一助になる企業になっていきた
いですね。食品スーパーは、地域コミュニティの核と
なる機能をすでに持っています。業績をしっかり上
げて成長していった先に、コミュニティの創造や、地
域の子どもたちの成長に関わる拠点の中心になって
いければと思っています。

世帯の人数も減っている昨今では、１世帯当たり
の食品の消費量も変わってきています。また食のあ
り方、食品の購入方法も多様化しています。変化する
世帯の消費をしっかりと見極めながら、現在にフィ
ットした新たな食の提案をするために、店舗や移動
販売などさまざまな販売方法で地域に貢献していき
たいと考えています。

1981年３月松山商科大学（現松山大学）経営学部卒業後、同年４月フジ入社。
2017年フジ代表取締役専務執行役員開発・管理担当兼財務部長を経て、18年
にフジ代表取締役社長に就任。マックスバリュ西日本との経営統合に伴いフジ・
リテイリング代表取締役社長を経て、24年3月フジ代表取締役社長に就任。

（やまぐち・ひろし）

山口 普 氏代表取締役社長

株式会社フジ
高質なサプライチェーンは生活を豊かにする

生活拠点の礎なる場所に
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代表取締役社長 
兼 CEO 前垣内 洋行 氏

株式会社ひとまいる

トを含め大幅な人員拡充を行いました。
－ 社名変更について

25年７月、「カクヤスグループ」から「ひとまいる」
に社名変更しました。当社の本質が“酒の販売”では
なく“物流サービス”であるという認識を明確にする
ためです。「ひとがお届けにまいる」と「ラストワン
マイル物流」の二つの意味が込められています。

強みは、物流機能と自社システム

当社の強みはラストワンマイルを中心とした物流
機能にあります。東京23区を中心に配送ネットワー
クを構築し、飲食店や一般家庭に対してビール1本
からでも迅速に届けられる体制を整えました。受注
から出荷指示、配送、請求決済までを管理できる自
社システムも大きな強みです。物流会社の買収を通
じて他人物の有償配送に必要な許認可を取得し、他
社商品の配送にも対応できるようになりました。こ
うした物流基盤とシステム、さらに長年の取引で築
いてきた飲食店との関係を基盤に、他社にはないサ
ービスを提供できていると考えています。

食品業界では冷凍・冷蔵物流の需要が急増してお
り、中でもパーシャル温度帯物流の不足が課題とな
っています。我々は平和島センターに確保している
約2,000坪のスペースのうち、約200坪を「冷凍」「冷
蔵」「パーシャル」の３温度帯に対応する倉庫として
整備しました。ドリップが出ないギリギリの状態で
配送したいという焼肉チェーンなどのニーズにも対
応できるよう準備しています。
－ 現在注力している取り組みについて

事業再編を進めています。これまで酒類販売を中
心に展開してきましたが、今後は物流を軸とした成
長を見据え、グループ全体の体制を見直していきま
す。こうした再編を通じて、既存事業の収益力を高
めるとともに、物流プラットフォームとしての事業
拡大につなげていきたいと考えています。

－ 近年概況について
当社が上場したのは2019年12月、新型コロナウイ

ルスが世界的に拡大する直前のことです。その後の
コロナ禍は非常に厳しい状況でした。２期連続で赤
字を計上し、財務担当として非常に大きな重圧を感
じており、当時は振り返る余裕もありませんでした。

コロナ禍で多くの企業が事業規模を縮小する中、
当社はあえて逆の判断をしました。通常は赤字を抑
えるため人員削減や設備縮小を行うのが一般的で
す。しかし、当社の売上の約９割は物流サービスに依
存しており、そのうち７割以上が飲食店向けです。人
員削減や設備縮小を実施した場合、需要が戻った時
に商品供給の責任を果たせないと考えました。コロ
ナ禍で飲食店の営業が制限されると売上は急減しま
したが、「需要は必ず戻る」と考えて従業員削減は行
わず、配達車両等の配達ツールも維持する方針を取
りました。短期的には大きな赤字を抱えましたが、コ
ロナ収束後の需要回復を見据えた判断でした。

コロナ収束後、家庭・飲食店の需要増加

コロナ禍では巣ごもり需要で家庭向け宅配の利用
が急増し、件数は約1.4倍に拡大しました。当社の
強みは「配達料無料」「１時間単位の配送枠」「玄関
先まで配達」といった利便性です。このサービスが
評価され、利用者の大半はコロナ収束後も残りまし
た。その後、飲食店向け需要が回復すると、家庭向
け需要と飲食店向け需要が同時に増加しました。こ
の時、物流能力を維持していたことが活きました。

22年３月期は２期連続の大幅赤字でしたが、23年３
月期は下期から黒字化し、24年３月期は増収増益で
過去最高益。25年３月期は売上が過去最高だったも
のの減益となりました。これは人件費の増加が要因
です。物価上昇への対応だけでなく将来の事業拡大
を見据えて、人材確保のため平均７％のベースアッ
プを実施しました。さらに採用を強化し、アルバイ

1972年５月16日生まれ。埼玉県出身。2001年国士館大学院卒業。2002年に
株式会社カクヤス（現、株式会社ひとまいる）入社。2023年６月に代表取締役
社長就任。2024年６月より代表取締役社長兼CEOを務める。

PROFILE （まえがいち・よしゆき）

酒類販売から物流を軸とした事業再編へ

カクヤスＧから社名変更
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食品産業DXの現在地
― 人とテクノロジーが協奏する次世代の食産業 ―

1981年生まれ。ERPエンジニアとしてキャリアをスタートし、外資系グローバルITオフショア
企業での営業マネージャーを経て、FutureRays（株）に入社。執行役員として数々の新規IT事業の
開発・立ち上げを行う。2025年9月、（株）倉和コミュニケーションズ副社長に就任、現在は自社の
経営全般を担う傍ら、複数企業に対する実践的な営業コンサルティングや事業支援を展開。近年は
デジタルツールやSNSを積極的に活用し、実践的な営業戦略などの知見の発信も行っている。

株式会社倉和コミュニケーションズ副社長 今関 一樹 氏

導入の現状：労働力不足の深刻化とサプライチェーン全体の最適化

「信頼産業」を脅かす人手不足と低い労働生産性

食品産業は、私たちの生活を根底から支える最も
身近な社会インフラの一つであり、安全性や品質に
対する消費者の高い信頼の上に成り立つ「信頼産業」
です。農林水産省の最新統計によれば、令和6年の日
本の食品産業の就業者数は約833万人規模に上り、
全就業者総数の12.3%という大きな割合を占める巨
大産業です。さらに、令和5年の国内生産額（概算）は
105兆7,792億円に達し、全経済活動の9.1%を占め
ています。

しかし、少子高齢化の進行による労働力人口の減

少に伴い、製造や物流の現場では慢性的な人手不足
が続いています。とりわけ食品製造業は多品種少量
生産や厳格な衛生管理が求められる特性上、他の製
造業と比較して労働生産性が低い傾向にあり、物流
分野でも「2024年問題」による輸送能力の不足が強
く懸念されています。

データが変える食品サプライチェーンと
「食品ロス」の削減

こうした状況を打破するため、デジタル技術の活
用が不可欠となっています。現在のDXは単なる個社
の業務効率化を超え、サプライチェーン全体の最適

推計年度 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和 2 令和 3 令和 4 令和 5
年間食品ロス量

（万トン） 643 632 621 646 643 612 600 570 522 523 472 464

国民1人当たり
に換算（kg） 50 50 49 51 51 48 47 45 41 42 38 37

図表1：日本の食品ロス量の現状（推計値） （出典：農林水産省「食品ロス量の現状」）

● 食品ロスの内訳
※1 飼料等として有価で取引されるものや、脱水等による減量分を含む、※2 令和5年度推計（農林水産省・環境省）
※3 国連世界食糧計画（World Food Programme：WFP）2023年実績
※割合の記載について、小数点以下を四捨五入により端数処理をしているため、合計値が一致しない場合があります。

● 「食品ロス」＝本来食べられるのに捨てられる食品
● 我が国の食品廃棄等は年間2,104万トン※1、うち食品ロスは464万トン※2

　・国連世界食糧計画（WFP）による食料支援量※3（約370万トン）と約1.3倍

◎事業系：231万トン（50％） ◎家庭系：233万トン（50％）　食品ロスの約半分は家庭から
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課題と今後の展望：ロボット導入の壁と「労働生産性モデル」の展開

化へと進みつつあります。
例えば、小売店のPOSデータ、気象データ、イベン

ト情報などを組み合わせ、AIを用いて需要の変動を
高精度で予測する取り組みが広がっています。これ
により過剰生産や欠品を減らし、生産、在庫、物流を
一体的に最適化することが可能になります。

農林水産省の推計によると、日本の食品ロスは年

間約464万トンに上り、これは日本人1人当たり年間
37キログラムもの食品を廃棄している計算になり
ます。食品産業は農業から小売まで多くの事業者が
関わる構造を持つため、サプライチェーン全体での
データ連携による食品ロスの削減は、社会的にも極
めて重要な課題です。

ロボット活用における「食品特有の壁」 

デジタル化が進む一方で、物理的な作業空間にお
けるAIやロボットの活用には依然としてハードルが
存在します。国際ロボット連盟（IFR）の報告による
と、2023年の世界の稼働ロボット台数は過去最高

の428万台を記録しました。日本の製造業のロボッ
ト密度は従業員1万人当たり419台と、韓国（1,012
台）、シンガポール（770台）、ドイツ（429台）に次ぐ
世界第5位を誇り、世界平均の162台を大きく上回っ
ています。

しかし、食品分野におけるロボット活用は未だ発
展途上の段階にあります。そ
の最大の理由は、食品は柔ら
かく形状が不揃いであり、厳
格な温度・衛生管理が求めら
れるという特殊性にありま
す。そのためロボット導入は、
単体の設備投資として進める
のではなく、AI等による高度
な情報処理と組み合わせて初
めて現場で機能します。

国の支援策を活用した「労働生産性モデ
ル」の構築と横展開

こうした資金的・技術的な導入の壁を乗り越える
ため、国も積極的な支援に乗り出しています。例えば
農林水産省では「令和7年度食品産業省力化投資促
進緊急対策事業（飲食業労働生産性向上推進緊急対
策事業）」などを通じて、労働生産性の向上を図るた
めの支援を実施しています。

具体的には、省力化に必要不可欠な新技術（AI、ロ
ボット等を活用した機械設備）の導入を支援すると
ともに、現場における実践的な「労働生産性モデル」
の策定や、そのノウハウを業界内に波及させるため
の伴走支援・横展開を推進しています。新技術導入
による「労働生産性モデル」の中核として、以下のよ
うな実践例が想定・期待されています。

1つ目は、食品工場において画像認識AIを活用し
た品質検査や異物検知、生産計画の最適化を図るモ
デルです。2つ目は、物流・倉庫拠点における自動
搬送機や倉庫ロボットの導入により、過酷な作業負
荷を軽減する省力化モデルです。3つ目は、データ
連携によるサプライチェーン最適化モデルであり、
小売店のPOSデータや気象情報等をAIで複合的に分

析し、需要予測から生産・在庫・物流までを一体的
に効率化する仕組みです。公的支援制度を戦略的に
活用し、これらの成功モデルを横展開することが、業
界全体の生産性の底上げに直結します。

人とテクノロジーが「協奏」する未来へ

私自身、長年IT業界でシステム導入や事業支援に
携わる中で痛感しているのは、データを活用した意
思決定が企業競争力を大きく左右する時代になった
ということです。しかし、テクノロジーが進化し自動
化の領域が広がるほど、新しい商品やレシピの開発、
品質管理への責任、食文化の継承といった、人間にし
か担えない価値はむしろ重要になります。食品産業
の未来は、AIやロボットが過酷な作業や精緻なデー
タ分析を担い、人間がより創造的で付加価値の高い
仕事に集中できる環境を整えることが重要です。

食品産業のDXとは、単なる効率化のための技術導
入ではありません。人とテクノロジーが互いの強み
を活かしながら「協奏」し、安全でおいしい食品を届
けるという「信頼」を未来へとつないでいく挑戦で
す。この「協奏」の関係性を築き上げることこそが、こ
れからの食品産業の持続的成長を力強く支える鍵に
なると確信しています。

図表2：産業用ロボット密度（主要製造業比較）および日本の世界順位

順位 国・地域 ロボット密度
（台/1万人） 特徴

1位 韓国 1,012 台 電子・自動車産業が強力で世界首位を独走

2位 シンガポール 770 台 製造就業者数が少なく、高い密度を維持

3位 中国 470 台 過去４年で密度が倍増し、日本・ドイツを逆転

4位 ドイツ 429 台 欧州最大のロボット市場

5位 日本 419 台 世界有数の生産国だが、密度順位は後退
－ 世界平均 162 台 7 年前（74 台）の 2 倍以上に増加

出典：International Federation of Robotics
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なぜ食品ECは「売れても儲からない」のか

「売れればOK」ではない

①食品は、冷蔵・冷凍など配送に制約がある商品
が多い。温度管理が必要なため、配送1回あたり
の単価が高く、配送コストが売り上げに占める
割合が構造的に高くなりやすい。

②食品には消費期限がある。需要予測が外れれば
売れ残りは廃棄ロスとなり、他カテゴリのよう
に値引き処分で回収する選択肢がない。
この2つのコストが重なることで、売り上げが伸

びても利益が同じように伸びるとは限らない。ここ
が、他のECと大きく異なる点だ。

ECが選ばれにくい理由

食品は、そもそもECと相性が良い商品ばかりでは

ない。多くの消費者は食品について「自分の目で見て
選びたい」と考えている。さらに日本では、スーパー
やコンビニが身近にあり、必要なときにすぐ購入で
きる。つまり、「その場で手に入る」「少量でも買える」
「実物を見て選べる」といった利便性があるため、日
常的な食品は店舗で購入されやすい。

その結果、ECは「特別な理由があるときに選ばれ
る手段」になりやすい。

売れるには条件がある

では、どのような食品がECで売れるのか。ポイン
トは、「わざわざネットで買う理由があるかどうか」
である。「お取り寄せやギフトなど特別性のある商
品」「まとめ買いによって利便性が高まる商品」「健康
食品など目的が明確な商品」、こうした商品はECと
相性が良い。逆に言えば、すべての商品がECで売れ
るわけではない。

拡大する食品EC市場、その成長を阻む
収益構造と競争の実態

ECサイトの運用代行およびWebマーケティングに従事。楽天市場・Yahoo!ショッピング・Ama
zon・自社ECなど、複数チャネルにおける売上拡大と利益改善の両立をテーマに取り組む。商品設
計、価格戦略、広告運用、商品ページ改善を一体で捉え、「選ばれる理由」という視点からECの成果
創出を行う。特に食品ECにおいては、配送コストや商品特性を踏まえた収益構造の設計と、購買デ
ータをもとにしたリピート対策および継続的な改善を行っている。

ベイクロスマーケティング株式会社 ECコンサルタント 安田 駿祐 氏

ふるさと納税の影響もあり、「食品をECで買う」という行動は年々増え、一般的になりつつある。一
方、食品企業側からは「ECに参入したが思うように伸びない」「売り上げは出ているのに利益が残らな
い」といった声が多く聞かれる。市場は拡大しているが、成果につながらない。その背景には、食品EC特
有の構造と販売の難しさがある。
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出典：経済産業省
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多くの商品と比較される中で選ばれる

食品は品質が伝わりにくい

ECでは検索すれば似た商品が数多く並び、その中
から比較して選ばれる。店舗のように限られた選択
肢から決めるのではなく、数多くの候補の中で判断
される点が大きく異なる。

一方で食品は、味や香りといった本来の価値を直
接伝えることができない。 写真や説明によって印
象が左右されやすく、品質の違いが画面上では分か
りにくい。そのため実際の購入では、価格やレビュ
ー、見た目や印象といった情報も含めて、総合的に判
断される。ここでは、「なぜこの商品を選ぶのか」「他
の商品と何が違うのか」を明確にすることが不可欠
となる。

さらに、価格設定や商品ページの見せ方、広告の出
し方などを組み合わせながら、継続的に検証してい
く必要がある。しかし実際には、どの施策が成果につ
ながっているのか判断することは簡単ではない。

その結果、「売れているが理由が分からない」「改善
の方向が見えない」といった状態に陥るケースも多
い。

拡大する食品ECで求められる「売れ方の設計」

感覚ではなく数値に基づく

食品ECは、「何でも伸びる」から、「適切に設計され
た事業が伸びる」市場へと変化していく。これまで見
てきたように、食品ECは、①収益構造の設計②選ば

れる理由の明確化③継続的な検証と改善―といっ
た要素が複雑に絡み合う領域である。

設計力が成果を左右

特に今後は、単に出店するだけではなく、「どの商
品を、どのポジションで、どう見せるか」まで含めた
設計力が成果を左右する。また、レビューや価格、広
告といった要素を個別に最適化するのではなく、全
体として「選ばれる状態」をつくる運用が求められる
ようになる。

こうした取り組みは一度作って終わりではなく、
市場や競合の変化に合わせて継続的に見直していく
必要がある。そのため、今後の食品ECにおいては、 
「商品を出す」こと以上に、「売れ続ける状態をどう
つくるか」が重要なテーマになるだろう。

さらに重要なのは、こうした設計や検証を感覚で
はなく、数値に基づいて行うことである。ECにおい
てはアクセス数や転換率、客単価、リピート率など、
成果を分解して捉えることができる。しかし実際に
は、これらの数値を見ていても「どこに問題があり、
何を改善すべきか」まで、判断できていないケースは
少なくない。

改善し続けられる体制を持つ

例えば売り上げが伸び悩んでいる場合でも、「アク
セスが足りないのか」「商品ページで離脱しているの
か」「価格やレビューで競合に負けているのか」など、
要因によって取るべき施策は大きく異なる。本来は
こうした要素を切り分けながら広告、商品ページ、価
格設計を連動させて改善していく必要があるが、こ
れを自社だけで継続的に実行するのは容易ではな
い。だからこそ今後の食品ECでは、単に出店するこ
とや一時的に売り上げを作ることではなく、 データ
をもとに「売れ方」を設計し、改善し続けられる体制
を持てるかどうか、これが成長を分けるポイントに
なると考えられる。

店舗 EC
品揃え 限られた中で選ぶ 多くの中で比較

商品確認 実物が見える 見えない
購買傾向 衝動買いあり 比較前提

売
上

商品原価

人件費

販管費

利益

配送コスト
冷蔵・冷凍（件ごと発生）

冷蔵・冷凍によりコストがかさむ

→ 売上が伸びるほど、コストも比例して積み上がる

冷蔵・冷凍商品は温度管理が必要なため、1配送あたりのコストが高い。注文 1件
ごとに一定のコストが発生し、配送コストが売上に占める割合が構造的に高くなる。

利益は薄くなる

食品ならではのリスクコスト

→ 黒字に見えても、廃棄で年間利益が消えることも

食品には消費期限がある。需要予測が外れれば売れ残りは廃棄するしかなく、
仕入原価の全損となる。値引き処分で回収する選択肢がない点が他カテゴリと異なる。

廃棄ロス
消費期限切れ
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く、次いで「健康維持・増進」、「栄養バランス」、「目の
健康（ドライアイ対策を除く）」、「関節の健康」、「疲労
回復」の順となっているが、これら上位の顕在市場規
模はいずれも対前年で減少している。

一方、矢野経済研究所が2026年2月に公表した調
査によると、2025年度の健康食品の市場規模は、メ
ーカー出荷額ベースで前年度比0.8％減の9,147億
1,000万円と推計している。

では、このなかで機能性表示食品市場は、どの程度
の規模を形成しているのか。インテージ調査では明
らかになっていないが、矢野経済調査によると、
2025年度は7,805億円（前年度比4.0％増）、富士経
済調査は7,274億円（同5.2％増）と推計している。業
界を震撼させた紅麹問題により、2024年度は、コレ
ステロール対策を中心とした生活習慣病対策のサプ
リメント形状の商品に影響がみられたものの、
2023年度までに受理された機能性表示食品の件数
が多く、市場規模はプラスとなっている。

また、近年は紅麹問題発覚後の機能性表示食品制
度の厳格化により、届出撤回や機能性表示食品とし
ての販売休止などの動きもみられた。これに加え、
2024年度後半からの「令和の米騒動」に象徴される
物価高による生活者の節約志向の中で、新規獲得効
率が悪化。この影響により、サプリメントの通信販売
を中心に広告出稿を抑える動きが強まり、市場の伸
びが鈍化することが予想される。

一方、生鮮食品は、農産品・果樹において作柄の影
響がみられたほか、厳格化した制度のもと、事務処理
負担の増加などから機能性表示食品の届出撤回の動
きも多く、2025年度は市場が縮小する見込みだと
いう。

クスリの代わりに利用する人が3割いる
販売数もさることながら、気になるのが機能性表

機能性表示食品の届出数は、2025年11月時点で1万を超えた。各社の新製品投入が一段と拡大する
中、若年層へと消費者の裾野拡大も進んだことから、引き続き安定した市場成長が見込まれているが、
一方では誇大広告やステルスマーケティングなど、問題となる事例も少なくない。加えてヘルスリテラ
シーやメディアリテラシーが低いという消費者側の問題を指摘する声もある。近年の機能性表示食品
の市場動向と課題を探った。

利用者数は4,678万人で、対前年2.2%減少
調査会社のインテージヘルスケアの調べによる

と、2025年度の健康食品･サプリメント市場規模は
1兆1,763億円で、前年（1兆2,382億円）から減少。利
用者数は4,678万人で、対前年2.2%減少と推計して
いる。1人当たり平均購入金額は2万5,143円と、対
前年2.8%の減少となっている。

利用者数を性・年代別にみると、「男性」が対前年
で1.9%、「女性」は2.5%減少している。特に「男性70
代」で6.5%、「女性70代」で6.2%、「女性40代」で4.1%
と減少幅が大きくなっている。

訴求ジャンル別では、「美肌・肌ケア」が最も大き

機能性表示食品、特定保健用食品の国内市場 （富士経済調査）

機能性表示食品と特定保健用食品の市場規模 （富士経済調査）

機能性表示食品の市場は7,200～7,800億円

機能性表示食品の現状と課題、今後の見通し
株式会社メディアパーソン代表 医療ジャーナリスト 吉村 敏 氏
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示食品に対する認知度が今一歩広がらない点だ。食
品素材メーカーなど43社が集まる健康と食品懇話
会（会長：清水二郎）が2024年11月に実施した消費
者調査（回答1,236人）では、機能性表示食品及びそ
の制度に関する理解度を探っている。具体的には、以
下の4つの説明文を「正しいと思う」と答えた人を“機
能性表示食品への理解度が高い人”と位置付けてい
る。

1．機能性表示食品は、事業者の責任で、科学的
根拠を基に商品パッケージに機能性を表示
するものとして、消費者庁に届け出られた食
品です

2．特定保健用食品とは異なり、国が安全性と機
能性の審査を行っていません

3．届け出された情報は消費者庁のウエブサイ
トで公開されます

4．疾病に罹患していない方（未成年者、妊産婦
（妊娠を計画している方を含む）及び授乳婦
を除く）を対象にした食品です

上記4つの全問正解者（機能性表示食品への理解
度が高い人）は、全体で120人（10.6％）。性別・年代
別で最も正解率が高かったのは「男性30代」で14％
（120人中17人）となった。一方、正解率が最も低い
のは、「生鮮食品も機能性表示食品の対象である」と
の説明文を「正しい」と答えた人で18.7％となった。

機能性表示食品が制度化されてから10年が経過
しても制度を理解している人は1割程度と低い状況
にあるが、それ以上に懸念されるのが摂取効果を過
信するフードファディズムだ。それさえ食べたり飲
んだりすれば「病気が治る」といった過大な評価が後
を絶たないのは、消費者庁が令和7年3月に実施した
消費者アンケート（回収標本数1万人）でも判明して
いる。消費者庁の堀井奈津子長官は、業界紙の取材に
応え、「治療や服薬の代わりに不健康な状態を改善す
るために健康食品を利用しているとの回答が約3割
ありました。これは本来の意図することではないの
で、消費者にしっかり情報発信していかないといけ
ないと考えています」と話している。商品価値を正し
く理解してもらうために、制度の仕組みなどを粘り
強く啓発していくことが重要で、この点は業界全体
の課題でもある。

サプリメント形状のGMP義務化、今年9月に施行
そして、最大の課題は安全対策である。機能性表示

食品は届け出制で、安全性や機能性の科学的根拠に
ついて国による審査は行われないため、事業者にと
っては負担が少なく、機能性関与成分の有効性に関
する論文をレビューすれば、製品試験を行わなくて
も機能性を表示することができる。

トクホに比べて中小企業でも参入しやすく、一種
の経済政策として導入された制度と言えるが、
2024年3月に紅麹製品の健康被害を受けて、制度の
見直しが行われている。制度の見直しでは、関連法令
（消費者庁・食品表示法の食品表示基準、厚生労働
省・食品衛生法の施行規則）を改正。ポイントは、機
能性表示食品等の「健康被害の情報提供の義務化」
「サプリメント形状食品のGMPの要件化」「表示内
容の改正」など多岐にわたる。

GMPについては、製造工程管理による製品の品質
確保を徹底する観点から、2024年8月30日付けで
公布されたGMP告示により、錠剤、カプセルといっ
たいわゆるサプリメント形状の製造加工等において
はGMPへの準拠が義務化された。GMP管理の対象
となる施設は、錠剤やカプセルをつくる工場と一次
包装工場で、錠剤やカプセルが直接触れない二次包
装工場は管理の対象外。機能性関与成分を含む原材
料の製造についてはGMP管理が“望ましい”に留まっ
た。告示に示された規定が守られているかどうかの
確認は、届出者の自己点検に加え、消費者庁が食品表
示法に基づき立ち入り検査等を行う。なお、GMPの
義務化は2026年8月31日まで経過措置期間が設け
られており、9月1日に施行される。

機能性表示食品以外の製品もGMP義務付けか
今回の制度見直しでは、安全性について大幅に規

制が強化されることになったが、将来的にはその対
象が機能性表示食品以外の製品に及ぶことが予想さ
れる。

消費者委員会・鹿野委員長は、2024年7月16日
の記者会見で、「機能性表示食品の改正案は適当であ
る」としつつも「様々な課題が残っている」と述べた。
市場には、制度の枠外のいわゆる健康食品にもサプ
リメント形状の製品は多数出回っているが、これら
は健康被害情報収集制度やGMPが義務付けられて
いない。こうした実態を踏まえ鹿野委員長は、「サプ
リメント食品に係る消費者問題は重要事項であると
認識しており、今後も調査審議を行っていきたい」と
述べ、“いわゆる健康食品”の安全性確保が今後の課
題となることを示唆している。

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

ある 28.2％ ない 71.8％

（21） 不健康状態の改善の有無 （問16）

「あなたはこれまでに医師の治療を受けたり、薬を飲んだりす
る代わりに、『健康食品』で不健康な状態を改善しようとしたこ
とはありますか？」（単一回答）

消費者庁　いわゆる「健康食品」に関する消費者アンケート調査報告書より

【n=10,000】
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店舗数は２万店超え
2024年度ドラッグストア実態調査の販売額をカ

テゴリー別で見ると、健食含む「調剤・ヘルスケア」
は 3兆3,318億円（前年比8.7％増）。「ビューティー
ケア」は1兆8,272億円（同11.7％増）、「フーズ・その
他」は2兆8,329億円（同13.2％増）、「ホームケア」は2
兆388億円（同2.1％増）といずれも伸長した。店舗数
は前年より682店舗増え、2万3,723店舗となった。

人口減少、高齢化の影響を受け、低迷を余儀なくさ
れている小売業界の中で、ドラッグストア業界は1
人勝ちの状況である。特に、ここ３年間は連続して対

前年比５～６％増で推移しており、コンビニエンス
ストア、食品スーパーの伸び率を大きく上回ってい
る。近い将来、コンビニ業界の売上を超え、食品スー
パーに肉薄する勢いである。JACDSは2025年に念
願の「売上高10兆円産業化」を達成したが、今後も年
間5％の成長が見込まれている。

現在、ドラッグストア市場は、上位10社で実質的
に集約されているが、調剤市場においても、そのバイ
イングパワーは大手調剤薬局チェーンを凌ぐことに
なる。すでにドラッグストア業界が大手調剤薬局チ
ェーンを買収する話が出始めており、今後は、調剤薬
局業界とドラッグストア業界統合の動きが加速する
ことが予想される。

成長要因は、調剤・食品・インバウンド
消費低迷の中でドラッグストア業界が一人勝ち状

態だが、その成長要因は、①調剤、②食品、③インバウ
ンド ― の３つである。この３つは10兆円産業化に
向けた大きな要因と言えるが、特に期待が大きいの
が食品分野である。

現在、ドラッグストアの食品売上は2兆円と推計
されている。ドラッグストアの食品のビジネスモデ
ルは、医薬品と化粧品で粗利を稼ぎ、その利益分を食
品の安売りに回し、スーパーやコンビニから顧客を
奪い、集客を図るというもの。また、若い女性のスー
パー離れが始まり、ドラッグストアで食品を購入す
る傾向が強くなっているが、これはドラッグストア
に化粧品があるからという以上に、お菓子をはじめ
とした、低価格の加工食品が魅力の一つになってい
ると言えよう。

㈱インテージヘルスケアの調査によると、スーパ
ー、コンビニなど、全食品販売業態に占めるドラッグ
ストアの食品販売比率は約７％としている。まだま
だスーパー、コンビニから奪える伸びしろはあるが、

売上動向
年 度 総売上高 前年比 総店舗数

2024年度 10 兆 307 億円 109.0% 2 万 3723 店舗
2023年度 9 兆 2022 億円 105.6% 2 万 3041 店舗
2022年度 8 兆 7134 億円 102.0% 2 万 2084 店舗
2021年度 8 兆 5408 億円 106.3% 2 万 1725 店舗

カテゴリー別の売上
カテゴリー 販売額 前年比 構成比

調剤・ヘルスケア 3 兆 3318 億円 108.7% 33.2%
ビューティーケア 1 兆 8272 億円 111.7% 18.2%
ホームケア 2 兆 388 億円 102.1% 20.3%
フーズ・その他 2 兆 8329 億円 113.2% 28.2%

売上ランキング（上位10社）
順位 企業名 売上高
1位 ウエルシアホールディングス １兆 2,850 億円
2位 マツキヨココカラ＆カンパニー １兆616億円
3位 スギホールディングス 8,780億円
4位 ツルハホールディングス 8,456億円
5位 サンドラッグ 8,018億円
6位 コスモス薬品 7,523億円
7位 富士薬品 3,862億円
8位 クスリのアオキ 3,719 億円
9位 クリエイト SD 3,395 億円

10位 カワチ薬品 2,878 億円

「2024年度ドラッグストア実態調査」

日本チェーンドラッグストア協会（JACDS）が昨年5月に公表した「2024年度日本のドラッグストア
実態調査（速報版）」によると、売上高は前年比9％増の10兆307億円と、初めて10兆円を突破した。コン
ビニエンスストア業界も射程距離に入り、食品スーパーに次ぐ第2位の小売業態になるのも近いと見
られる。ドラッグストア業界がいまなぜ熱いのか。ここではドラッグストア業界の販売動向や、今後、拡
大が予測される要因などを探っていく。

2024年に10兆円産業を達成

ドラッグストアのヘルスケア戦略
株式会社メディアパーソン代表 医療ジャーナリスト 吉村 敏 氏
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その一方ではすでに限界にきているとの見方もあ
る。生鮮食品を扱うドラッグストアも増えているが、
ここにきて縮小または撤退しているところも少なく
ない。その理由はコンビニが一人世帯、夫婦２人世帯
に向けた少量パック詰めの加工食品を、低価格でき
め細かく対応できるビジネスモデルを確立したため
である。そこまでのきめ細かな対応は、通常のドラッ
グストアでは難しい。人件費の高騰を招くことにな
るからだ。

健康志向食品、2～3兆円の獲得目指す
それに代わってドラッグストアが拡大を目指して

いるのが健康志向食品である。他の小売店との差別
化策で、日々の栄養バランスを考えた食事指導、健康
相談会などを通した食品売場の見直しを進めてい
る。JACDSでは、3年前に健康指向食品を次の3つ
に分け、それぞれ米国の例を参考に10年後の市場予
測を行っている。

期待される健康志向食品と市場予測

・クラスA：錠剤、カプセル形状のサプリメント（ビ
タミン等の微量栄養素）

・クラスB：食品形状の健康志向食品（青汁、ウエハ
ース等の加工食品）

・クラスC：素材形状の健康志向食品（産地野菜、青
魚等の生鮮品）
それぞれの市場予測は、クラスAが3 ～ 4兆円、ク

ラスBが1.5 ～ 2兆円、クラスCが4 ～ 5兆円。合計で
8.5兆円から10兆円程度と見込んでいる。このうち
JACDSでは2 ～ 3兆円の獲得を目指し、「食と健康」
市場創造プロジェクトを進めている。

機能性情報を消費者目線で説明を
ヘルスクレームが表示できる機能性表示食品もド

ラッグストア商材の柱となっている。業界紙のヘル
スビジネスメディア（本社：東京都千代田区）が、ビ
ッグデータプラットフォームを運営するTrue Data
（トゥルーデータ、本社：東京都港区）と共同で、全
国のドラッグストアのPOSデータから抽出した機能
性表示食品売上ランキングを集計したところ、
2025年の年間1位は「ロートV5a30粒」（ロート製
薬）で、2年連続のトップとなった。以下は、「伊右衛
門濃い味600ml」（サントリー食品）、「カゴメトマト
ジュース食塩無添加スマートペット720ml」（カゴ
メ）などの飲料が続いた。上位20商品をヘルスクレ
ーム別でみると、抗肥満が11商品、アイケアと睡眠、
血圧がそれぞれ2商品などとなっている。

とりわけドラッグストアは、医薬品登録販売者の

専門知識を活かした情報発信力が大きな強みだ。テ
レビ宣伝などで認知度が急上昇している機能性表示
食品は、高齢の消費者などから相談されるケースが
増える傾向にあるという。機能性表示食品は、根拠と
なる機能性情報や安全性情報が消費者庁のホームペ
ージで開示されているが、その内容は極めて専門的
で消費者にとっては非常にわかりにくい。これらの
情報を消費者目線でわかりやすく説明できるかどう
か、医薬品登録販売者としての真価が問われている。

一方、機能性情報を発信する企業側も医薬品登録
販売者へ情報提供する必要に迫られている。適切な
情報提供は、相互作用や過剰摂取などの健康被害を
防ぐ意味で重要だが、目的はそれだけではない。医薬
品登録販売者に機能性情報や商品情報を発信するこ
とは、医薬品登録販売者に認知してもらうだけでは
なく、医薬品登録販売者を介して消費者に情報発信
することにつながる。企業側はこの点を銘記して積
極的に情報提供に努めるべきであろう。

今後の有望分野は、高齢者のフレイル対策食
現在、ドラッグストアには薬剤師、医薬品登録販売

者の他に、管理栄養士・栄養士が１万人ほど勤務し
ているが、この管理栄養士を活用して定期的に健康
相談会を行っている店舗も少なくない。また、管理栄
養士による特定保健指導や介護保険制度に基づく、
訪問栄養管理指導などを行っている店舗も誕生して
いる。しかし、未だドラッグストアでは管理栄養士を
活用したビジネスモデルができていない。

今は市場が顕在化していない高齢者のフレイル対
策食、さらに嚥下困難食、咀嚼困難食などが近い将
来、離乳食のように広く普及する日がくると思われ
る。団塊世代が全て75歳以上になった今、ドラッグ
ストアにとっては、生活習慣病対策やフレイル予防
に関わる啓発や情報提供、そして商品供給が大きな
課題と言えそうだ。

薬業時報社（現じほう）記者として通産ペンクラブに所属し、
医薬品流通、医薬分業、薬局経営等を取材。1996年に健康産業
新聞社（現UBMメディア）に移り、「FAX通信・健康産業速報」編
集長、「健康産業新聞」編集長を経て、99年4月に医療機関向け
新聞「メディカルニュートリション」を創刊、編集長。2005年1
月「統合医療展」を立ち上げ、事務局長を兼任。08年12月に株式
会社メディアパーソンを設立。09年7月、公開サイト「Preventi
on Journal」開設。2010年4月、医療会員サイト「Premec」開設。
11年9月、日本医療情報出版との共同事業により隔月刊新聞「統
合医療ジャーナル」を創刊し、編集長。25年４月、医療会員サイ
ト「Premec」閉鎖、（株）EASと共同で医薬品登録販売者向け情
報サイト「Premec RD」を開設。

著者紹介
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100％牛ももステーキ肉と秘伝
の醤油だれにこだわり
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テング ビーフステーキジャーキー

（1983年発売）
株式会社鈴商

される理由のひとつ
に、豊富なラインアッ
プ展開がある。鈴商で
は、より安定した品質
と供給体制の構築へ向
け、2014年から主力製
品の製造を国産にシフ
トした。これにより、日
本人好みの味わいと肉
厚、かたさ、品質の均質
化を実現するととも

に、市場ニーズを反映した迅速な商品開発が
可能になったという。

例えば、健康志向の高まりをふまえた「オリ
ジナル　50%減塩」や日本人に馴染みのある
「ゆず胡椒味」を商品化し、主にシニアや女性
から好評を得ている。

また、ウルグアイ産のグラスフェッドビー
フを使い、ソフトな食感で一口サイズに仕上
げた「ビーフ
ステーキジャ
ーキー　バイ
ツ」「同　ホッ
ト」は、新規ユ
ーザーを獲得
している。プ
レミアムジャ
ーキーのテングブランドのアイテムながら、
手に取りやすい価格帯が支持され、従来の輸
入専門店だけではなく、スーパーやコンビニ
エンスストアなど新規販路の開拓につながっ
た。2026年にはパッケージデザインを刷新し
た45gシリーズ（ゆず胡椒味は40g）を投入す
る予定だ。

宮崎牛とコラボで地域活性化に貢献

2024年10月、宮崎牛を使った「テングジャー
キー宮崎牛　秘伝醬油味」「同　ゆず胡椒味」
が誕生した。宮崎牛は、5年に１度開かれる全
国規模の和牛品評会「全国和牛能力共進会」
（通称：和牛オリンピック）で、史上初・４大
会連続で内閣総理大臣賞受賞している。その
ブランド牛を活用したビーフジャーキーとし
て、宮崎県とJA支援のもと、県内焼酎メーカ
ーらとも連携しながら“オール宮崎”で「Ten
gu」と「宮崎牛」双方のブランド力を強化し、
新たな客層の開拓を図っている。

50年程前にＬＡで誕生したテングは、今や
日本のビーフジャーキー市場に欠かせない、
唯一無二のブランドとしてその地位を確立し
ている。

味の決め手は秘伝の醬油だれ

日本のビーフジャーキー市場で、圧倒的な
存在感を誇るテング ビーフステーキジャー
キー。赤身のももステーキ肉に醬油だれを組
み合わせたプレミアムなビーフステーキジャ
ーキーとして、幅広い世代から支持を得てい
る。

ブランドの生みの親、米国ＬＡ生まれの日
系２世ケン大崎氏の顔が“天狗”に似ていたこ
とが、テングというブランド名の由来と言わ
れている。豆腐屋の２代目として後を継いだ大
崎氏が、自身の好きだったビーフジャーキー
事業に専念し、1970年代初めにテング ビー
フステーキジャーキーを開発した。

その当時の米国で主流だった大豆を牛肉に
混ぜたジャーキーではなく、おいしさを優先
するために良質なステーキ用の牛モモ肉にこ
だわり、日本人に馴染みのある醬油で味をつ
けた。１年ほど試作を重ね、秘伝の醬油だれの
コクが牛肉にマッチしたテングが完成した。

商品自体は満足のいく出来映えだったが、
販売は苦戦した。既にジャーキー売り場の棚
には競合品が数多く並んでおり、なかなか店
頭化が進まない。そこで、まずは知名度を上げ
ようとテレビＣＭを週３本、全米に投下した。
現地で人気のあったプロボクサーのファイテ
ィング原田や歌手の青江三奈といった日本人
を起用し、話題化を狙ったのだ。

この戦略が功を奏し、売り上げは急拡大。噂
を聞きつけた鈴商の鈴木公史社長（当時）が試
食し、その味に感動したことから1983年にテ
ング ビーフステーキジャーキーの輸入を開
始した。日本初上陸から40年以上経ち、市場に
定着、根強いファンを獲得している。

幅広いラインアップに強み

ビーフジャーキー好きの間でテングが支持
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り、うち７割は購入経験がないことからも、売
り上げ拡大の余地を残す。そこで新ブランド
コピー「汗かくあなたを応援する。」のもと、
訴求ターゲットや喫食シーンを広げていくこ
とにした。スーパーやドラッグストア、CVS
など、従来の販路に加え、スポーツ専門店や調
剤薬局など新規チャネルの開拓も進める。　

さらに、25年６月の労働安全衛生規則の改
正による職場における熱中症対策の義務化を
好機ととらえ、オフィス向けECの出荷量を増
やすとともに、ディスペンサーの設置テスト
を始めた。加えて、通常品の約８倍・207粒入り
大容量サイズの生産計画数を前年の約1.6倍
に拡大し、オフィスや労働環境向けのまとめ
買いや備蓄需要に応えるという。

主な販促施策として、新ブランドページの
公開や、シンガーソングライター奇妙礼太郎
の書き下ろし曲「元気でやってるか」を採用し
たウェブCMを投下している。また、社会課題
の解決策を提案する産官学民連携組織の一般
社団法人渋谷未来デザインと連携し、企業・
団体・専門家らが参画するプロジェクト「い
い汗、渋谷。アクション」を展開。東京・渋谷区
内でのサンプリングやサウナ施設を活用した
イベントなどを実施する。

2026年度の売り上げは前年度比約1.2倍の
約80億円を計画しており、数年後に100億円規
模への到達が目標だ。「汗をかいたら水分＋塩
分補給」を合言葉に訴求し、さらなる成長をめ
ざす。

ユニークなポジションの中堅企業

カバヤ食品は、戦後間もない1946年に岡山
県で創業した。「子どもたちに笑顔と夢を届け
る」という理念のもと、グミや玩具菓子の領域
で独自の地位を築いている。2009年に誕生し
た清涼菓子「塩分チャージタブレッツ」も、同
社の柱ブランドのひとつだ。

2000年代後半に熱中症対策として、塩飴が
工事現場の作業員の間で普及していたが、「飴
は口の中に長く残り、作業中に食べにくい」
「夏場はベタつく」といった課題があった。こ
うした声をふまえ、同社は1965年に発売した
ラムネ菓子・ジュー Cの製造技術を生かし、
すばやく溶け、口残りが少ないタブレットと
して「塩分チャージ」を開発。菓子メーカーな
らではのおいしさと機能性の両立を実現し
た。

5年連続で塩分味･塩味市場No.１に

その後、2011年の東日本大震災後による節
電意識の高まりや近年の記録的な酷暑によ
り、一般消費者の間でも熱中症対策への意識
が強まっていく。日本気象協会「熱中症ゼロ
へ」プロジェクトの公式アイテムに「塩分チャ
ージ」が採用されたこともあり、スポーツシー
ンや学校、工事現場などで摂る菓子として需
要が拡大し、夏の暑さ対策品として定着した。
2025年度の売り上げは10年前の５倍以上に拡
大するなど右肩上がりの成長を続け、５年連
続で塩分味・塩味市場シェアNo.１を獲得して
いる。

暑さ対策から発汗対策へ喫食シーン広げる

2026年度、従来の春夏限定から、通年販売・
通年生産へ切り替えた。これまでは３月～ ９月
頃に販売していたが、暑い時期の長期化や趣
味の多様化などを背景に、季節を問わない発
汗シーンで「塩分チャージ」の需要が高まると
判断した。同ブランドの認知度は５割にとどま

「塩分チャージタブレッツ」
カバヤ食品株式会社
（2009年発売）

通
年
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売
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タブレット菓子で社会課題の
解決に貢献
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（2026年３月発売）
株式会社ダイショー

り置きや冷凍保存だけでなく、炒飯や野菜炒
めなど、幅広いメニューの調理にも使える汎
用性の高い調味料の開発に着手。業務用の主
力として高い支持を得ていたオイルソースを
もとに、家庭用製品で提案することにした。

既にある製造技術がベースになっているも
のの、試作通りの味を家庭用製品で実現する
ハードルは高かった。つけ旨オイルは、油の中

に塩や香辛料
を混ぜ込むと
いう特殊な製
造工程がある
ため、容器に
詰める際も常
に 撹 拌(か く
はん)し続け、
最初から最後
まで均一な状
態で充填しな
ければならな
い。「専用の機
械を導入し、
これまで培っ
てきた当社の
ノウハウをつ
ぎ 込 み、２年
かけて完成さ
せることがで
きた」（根岸取
締役）。

こうして生
まれたつけ旨
オイルは、オ

イルベースのため調理時に油をひく手間を省
きつつ、１本で味付けまでできて利便性が高
い。オイルが素材をコーティングし、作り置き
や冷凍保存時に水分の流出を抑えられる点も
特徴だ。現在は醤油味と塩味の２品展開だが、
将来的に味バリエーションの拡充を視野に入
れている。

「味・塩こしょう」に続く柱ブランドに

主な販促策として、ＳＮＳやＷＥＢを活用
したアレンジレシピの提案や試食販売などを
予定している。根岸取締役は「従来のメニュー
専用調味料とは一線を画す商品。“さしすせ
そ”といった基礎調味料の進化版として訴求
し、第２の『味・塩こしょう』をめざして育てて
いく」と意気込む。発売1年目の売り上げ目標
は２品で２億円、５年後に10億円規模への到達
をめざす。

2026年春夏の新製品として誕生した「つけ
旨オイル 焦がし醤油味」「同　うま塩味」は、
肉や魚に漬け込むとさまざまなメニューの基
本の味付けができる汎用調味料だ。好みに応
じて他の調味料を加えれば、味わいのバリエ
ーションが広がるもの。根岸宏樹取締役商品
本部長兼調達部担当は、「若い世代の方に日常
的に使ってもらい、彼らが親世代になったと
きにも選ばれ続ける、ライフサイクルに組み
込まれたブランドにしたい」と語る。

部署横断の社内プロジェクトを発足

松本俊一社長の「次代のダイショーを担う
メンバーで新たなチャレンジを」という思い
のもと、商品開発、営業、生産、管理など社内の
異なる部署に所属する20代〜 40代の若手・
中堅社員を中心にブランディングプロジェク
トを発足。その取り組みを経て、企業ビジョン
「“楽しい味”で世界にプラスを。」を策定し、
めざす姿に「ファン(FAN/FUN)を大切にする
会社」を打ち出した。このプロジェクトを象徴
する商品として開発したのが、つけ旨オイル
だ。

新たな調味料ユーザー獲得に向け、30代の
共働き世帯へヒアリングを実施したところ、
限りある時間の中で、家族の好き嫌いや栄養
バランスに配慮しつつ、毎日の献立を考える
ことに負担を感じる人が多いことがわかっ
た。さらに、その対策として、まとめ買いや大
容量ストックで時短調理に取り組んでいる様
子がうかがえたという。

冷凍保存や時短調理ニーズに対応

こうした状況をふまえ、漬け込みによる作

つけ旨オイル焦がし醤油味汎用メニューチャーハン

つけ旨オイルうま塩味汎用メニューチョレギ
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一村一品の特産品から始まり、
日本で愛されるしそ焼酎に

厳
選
さ
れ
た
赤
シ
ソ
の
香
り
を

最
大
限
引
き
出
し
た
し
そ
焼
酎

北
海
道
か
ら
届
く
赤
シ
ソ
の
香
り

（1992年12月発売）
合同酒精株式会社

「しそ焼酎 鍛高譚(たんたかたん)」

ら、幅広い世代に愛されている。他にも「鍛高
譚」の５倍以上の赤シソを使用した「赤鍛高譚」
や、ルビー色の液色や豊かな風味が特長の
「TAN TAKA TAN SHISO梅酒」、５種類のボタ
ニカルに赤シソを加えた「TAN TAKA TAN 
GIN」など幅広いラインアップで展開してい
る。

RTDに進出、挑戦し続ける「鍛高譚」

昨年新たに発売した「鍛茶 鍛高譚の緑茶ハ
イ」「鍛茶 TAN TAKA TAN SHISO梅酒の紅茶
ハイ」は、「鍛高譚」の緑茶割りが「鍛緑(たんり
ょく)」「緑鍛(りょくたん)」という愛称で、飲食
店などで親しまれていることを受け、より多
くの生活者に届けたいという思いから開発し
た。
「こだわりのポイントは、『鍛高譚』シリーズ

の原料である赤シソの香りとお茶の香り・味
わいが相乗効果となり、おいしさのハーモニ
ーを生み出しているところだ。『鍛高譚』シリ
ーズと様々な種類の茶と合わせて一番相性の
よかったものを探すところから始め、バラン
スを調整していった。特に緑茶ハイは緑茶の
濃さ、抹茶の量など細かい調整を重ねた。紅茶
ハイは今までにない、ほどよい甘みのあるお
茶ハイで、幅広い層の生活者に楽しんでもら
える味わいを目指した」(同社)。

同社は焼酎というカテゴリーにこだわら
ず、赤シソの価値を生活者に届けていく考え
を示す。爽やかで飲みやすい、飲み飽きないと
いう価値に自信を持ち、今後も魅力を伝えて
いくとした。30周年を迎え、幅広い世代に愛
されながら挑戦を続けるしそ焼酎「鍛高譚」に
今後も注目したい。

栽培から蒸留まで、赤シソへのこだわり

「北海道から“しそやかな香り”をのせて」を
謳う「鍛高譚」シリーズは、厳選された赤シソ
を使用した“香り楽しむカジュアルなお酒”
だ。さまざまなシーンに適したラインアップ
を揃えており、爽やかな香りが楽しめるしそ
焼酎「鍛高譚」をはじめ、リキュールや梅酒、ジ
ンを展開している。2025年10月には同ブラン
ドのお茶割りRTD商品を発売。若年層を中心
に人気の高まるお茶割り缶チューハイの棚を
盛り上げている。

厳選されたシソならではの華やかな香り、
口中に広がる爽やかな風味が特長。原料とな
る赤シソは、北海道白糠町の契約農家が「鍛高
譚」のためだけに農薬不使用で栽培したもの
で、他県のシソと比較しても葉の大きさや香
りの強さが違うという。無農薬で栽培され、一
株ずつ手作業で収穫、時間をかけて天日干し
するなど手間をかけた赤シソを使用。さらに、
素材の香りを抽出するのに適した蒸留器を使
用することで、赤シソ本来の香味と味わいを
最大限に引き出している。
「鍛高譚」は1992年、白糠町の一村一品運動

の商品として発売された。当初は北海道内の
みで販売されていたが、口コミや土産品とし
て全国で知名度が上がり、多くの生活者から
の要望により1998年に全国発売に至った。赤
シソの華やかな香りとすっきりとした味わ
い、名前の“たん・たか・たん”という響きか
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無添加調理で素材本来の味や
風味などを消費者に届ける
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イシイのおべんとクンミートボール

（1974年発売）
石井食品株式会社

消
費
者
に
寄
り
添
う
施
策
に
注
力

春のお弁当まつり2026を展開

イシイのミートボールは2024年で発売50周
年を迎えた石井食品の看板商品だ。子どもに
安心して食べさせられる“おいしい食品”を作
りたい、そんな想いとともに、農家をはじめ、
パートナー企業と世代を超えてイシイのミー
トボール作りを支えている。

同社は1974年にハンバーグの技術を活か
し、ミートボールの発売を開始した。当時の日
本ではまだミートボールは珍しいもので、ソ
ースは現在のトマト味ではなく、当初は中華
風の甘酢で味付けをしていた。1979年にミー
トボールが子どものお弁当によく利用されて
いることから、「おべんとクンシリーズ」へリ
ニューアル。ソースもトマト味に変更し、パッ
ケージは「子どものお弁当」をイメージしやす
いものに刷新、大ヒット商品が生まれた。その
後、1997年に食品添加物を使用しない「無添
加調理」への取り組みを開始するなど、様々な
進化を重ね、現在に至っている。

こうしたなか、近年は多様化する消費者に
寄り添う施策に注力しており、その一つとし
て、UGC（ユーザー生成コンテンツ）創出を
意識した施策設計をこれまで以上に強化して
いる。

主な取り組みとして、今春には、ベネッセコ
ーポレーシ
ョンが提供
する幼児の
教育・成長
支援ブラン
ド「こども
ち ゃ れ ん
じ」の人気

キャラクター「しまじろう」とコラボした「春
のお弁当まつりキャンペーン2026」を展開し

た。同キャンペーンは今年で５年目となり、「し
まじろう」とのコラボは２年目。

同社にとって「子育て応援」は重要なコミュ
ニケーションの柱の一つとして、多様化する
消費者に寄り添う施策の一環として位置づけ
ている。また、子育てを応援する企業として、
春からのお弁当デビューに寄り添い、育児や
家事で忙しい日々を過ごしている家庭に向
け、時短に役立つ安心・安全な食を届けてい
く。

ミートボールがゲームとコラボ

また、スクウェア・エニックスとコラボし、
同社が提供するタクティクスRPG『トライア
ン グ ル ス ト ラ テ ジ ー（TRIANGLE STRATE
GY）』の発売４周年を記念して、実際のゲーム
内に登場する料理「お肉がゴロゴロみんな大
満足。心も温まるミートボールシチュー」を再
現したコラボレシピを石井食品の公式YouTu
beチャンネルで公開している。

同レシピには、石井食品のロングセラー商

品「1.5倍ミートボール（通常サイズのイシイ
のおべんとクンミートボールでも調理可能）」
を使用することで、家庭でも手軽に調理でき、
ゲームの世界観を楽しめるレシピとなってい
る。

同施策は、①エンタメIPの世界観と食体験
のリアルな接続②同社初のエンタメコラボレ
ーション③未接触層（男性30 ～ 40代）との自
然な接点創出④“物語の料理”を実際に作れる
体験化―といった観点から、食の実験企業と
しての新たな挑戦となり、同社YouTubeおよ
びレシピサイト「おイシイくらし」等での展開
を図るなど、多様化する消費者に対し、食シー
ンの想起を行うことを目的としている。

同社は創業から変わらない“誠実なものづ
くり”を基軸に、さらなる地域共創型商品の展
開を目指し、安心・安全にもこだわった商品
を届けることで、お客様に笑顔を届けていく。
また、今回のような施策を通じ、新たな顧客接
点の創出および利用頻度向上を目指してい
く。
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【日清のどん兵衛】（1976年発売）

東日本と西日本では、うどんやそばの味の
嗜好に違いがある。その点に着目し、全国展開
のカップ麺では初めて東西で異なるつゆの商
品として発売したのが「日清のどん兵衛」だ。
うどんは1976年８月、そばは同年11月に発売
し、今年で50周年を迎える。

2024年には、つゆのほか麺・具材・七味に
至るまで、東西それぞれの嗜好に合わせて変
えた“ぜんぶ東西分け”を実現。東のつゆには
“鰹×宗田鰹”の重ねだし、西のつゆには“鰹×
昆布”の重ねだしを使用。さらに北海道エリア
限定で、北のつゆ（鰹節×道産利尻昆布の重ね
だし）を使用した商品も展開するなど、地域ご
とのおいしさを追求している。

【日清焼そばU.F.O】（1976年発売）

今年で発売50周年を迎える「日清焼そばU.F
.O」。社内会議でどうしてもネーミングが決ま
らず悩んでいた時に、社員が丸いプラスチッ
クのフタを投げてみたところ、空飛ぶ円盤の
ように飛んだことから「U.F.O」と名付けられ
た。また、実は「うまいソース、太い麺、大きい
キャベツ」の頭文字ともなっている。

コク、うまみ、香りを閉じ込め、うまさが凝
縮した“ぶっ濃い濃厚ソース”、ソースがよく
絡む食べ応えのある中太麺、シャキシャキと
した食感の大切りのキャベツが特長だ。

【カップヌードル】（1971年発売）

世界初のカップ麺である「カップヌードル」
は1971年９月18日に発売し、今年で55周年を迎
える、言わずと知れたインスタントラーメン
のNo.１ブランドだ。世界100カ国以上で販売さ
れており、2021年には世界累計販売数500億
食を突破した。発売以来、「カップヌードル」や
「同 カレー」「同 シーフードヌードル」とい
った定番品のほか、数量限定品もあわせて豊
富なラインアップを展開する。

SNSで話題となったアレンジレシピの商品
化やブランドのSNSアカウントでもユニーク
な投稿を行うなど、SNSを活用したマーケテ
ィングも注目を集める。
「カップヌードル」ブランドのユニークさや

豊富なラインアップをいかした施策で55周年
を盛り上げていく。

３
大
ブ
ラ
ン
ド
の
ア
ニ
バ
ー
サ
リ
ー
イ
ヤ
ー
に〝
日
清
三
大
祭
り
〟実
施

日清食品株式会社

世
界
初
の
カ
ッ
プ
麺

半世紀を超えて愛される
� ロングセラーブランド

世界100カ国以上で販売、
累計販売数は500億食突破達成

麺・つゆ・具材・七味の
“ぜんぶ東西分け”を実現

Ｕ＝うまいソース、Ｆ＝太い麺、
Ｏ＝大きいキャベツ

東西で味を分けた
� 先駆者

50年愛される
� カップ焼そば
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（1955年発売）

№1パスタブランド「マ･マー」

大リーグ大谷翔平も後押し
次は「青の洞窟」をリブランディング

パ
ス
タ
の
お
い
し
さ
を
、�

�

す
べ
て
の
人
へ

「
マ
･
マ
ー
」70
周
年
を
機
に
再
定
義

株式会社日清製粉ウェルナ

べての人から愛されるブランドでありたいと
いう思いを込めている。ブランドロゴも一新
した。ブランドイメージを受け継ぎつつ、シ
ンプルで洗練されたデザインに行き着いた。

リブランディング第１弾商品として主力の
乾パスタをリニューアル。“ゴールデンクオ
リティ”を追求した。デュラム粉の挽き方を
見直すことで、弾力と粘り、黄金の色味を向
上させた。

「マ･マー」リブランディング第２弾商品
では、生パスタにフォーカスした。2025年
秋に、レンジ調理の常温生パスタ「マ･マー 
レンジで２分 もちもち生パスタ」を発売。
これまで未開拓だった家庭における生パスタ
市場の創出に挑戦している。

26年春には高付加価値ブランド「青の洞
窟」のリブランディングにも着手した。新た
なブランドコンセプトは「イタリアンを、も
っと奔放に。」―本場イタリアの正統性をリ
スペクトしつつ、より自由かつ奔放に、型破
りな美味しさを追求していく。

パスタ№1ブランドの「マ･マー」が発売
70周年を迎えた2025年春、日清製粉ウェル
ナは「マ･マー」のリブランディングに取り
組んだ。マ･マーという名称はもともと“キッ
チンの主役であること”を願ってつけられた
という。

新たなブランドコンセプトは「パスタのお
いしさを、すべての人へ」――現代の多様な
食スタイルに対応しつつ、パスタを愛するす

「
ビ
フ
ィ
ズ
ス
菌
」研
究
50
年
以
上

　
世
界
30
カ
国
以
上
の
食
品
に
使
用

酸や酸素に強く、生きたまま
大腸に届く高い生残性が特徴

26
年
は「
W
の
ビ
フ
ィ
ズ
ス
菌
」上
市

（1978年発売）
森永乳業株式会社

「ビヒダス ヨーグルト」シリーズ

一般的にビフィズス菌は酸や酸素に弱い
が、「ビフィズス菌BB536」は酸や酸素に強
く生きたまま大腸に届く高い生残性が特徴。
50年以上研究し、整腸作用、免疫力向上、
アレルギー抑制など様々な機能を明らかにし
ている。現在は自社の商品への使用だけでな
く、世界30カ国以上でヨーグルトやサプリ
メント、育児用ミルクに使用されている。

「ビヒダス ヨーグルト」はプレーン大容
量、ドリンク、フルーツ入り、機能性表示食
品「便通改善」までラインアップがある。
2025年は大阪・関西万博でビフィズス菌を
テーマに出展し、研究成果を世界に発信した。
2026年はプレーン大容量で17年ぶりの新商
品、2種類のビフィズス菌が入った機能性表
示食品「ビヒダス ヨーグルトWのビフィズ
ス菌」（脂肪と腸のWケア）を発売。食卓登
場頻度が高いプレーンで「ビフィズス菌」の
健康価値を改めて発信し、ビフィズス菌とい
えば森永乳業「ビヒダス」と認識されるレベ
ルへブランドの一層の強化に取り組んでいる。

1969年、赤ちゃんの腸内から「ビフィズ
ス菌BB536」を発見し、1971年にビフィズ
ス菌入り発酵乳を日本で初めて発売、改良し
1978年に「ビヒダスヨーグルト」を発売した。

乳酸菌とビフィズス菌の違いは、生息場所
と「作り出す酸」。乳酸菌は主に小腸に棲み「乳
酸」を作り、ビフィズス菌は大腸に棲み強力
な「酢酸」と「乳酸」を作り、大腸の環境改
善にはビフィズス菌がより効果的とされる。
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（2026年春リニューアル）
昭和産業株式会社
業務用天ぷら粉

昭和産業は2026年春、業務用天ぷら粉の
ロングセラーである「黄金天ぷら粉」「金天
ぷら粉」「銀天ぷら粉」の３品をリニューア
ル発売した。「黄金天ぷら粉」は1984年発売、
「金天ぷら粉」と「銀天ぷら粉」に至っては
1962年発売の超ロングセラーだ。いずれも
今回、発売後初のリニューアルとなる。

商品のコンセプトはそれぞれ「黄金天ぷら
粉」＝“美味しさ極めた最上級”、「金天ぷら粉」

＝“愛され続ける元祖天ぷら粉”、汎用タイプ
の「銀天ぷら粉」＝“伝統の技と美味しさ”―。
目指したのは消費者のニーズに合わせた「軽
い衣」だ。特に「金天ぷら粉」と「銀天ぷら
粉」はしっかりした食感に仕上がるのが特徴
だったため、まさに“衣替え”となる。

同社調べでは、消費者の半数程度が「以前
から軽い衣が好き」で、「以前より軽い衣が
好きになった」層も３割を超えた。天ぷらの
衣に求めるのは「軽い衣」であり、しかもそ
の傾向が強まっていることが分かった。

リニューアルにあたり、小麦原料の選定か
ら製粉工程までを見直した。食感には小麦粉
のグルテン骨格が大きく影響することから、
グルテン質が少ない小麦粉を配合した。ユー
ザーの作業性はそのままに「軽さ」を実現し、
同時に「口どけ」も向上した。

製品パッケージもそれぞれ変更し、商品規
格はそれぞれ10㎏と２㎏をそろえ、「銀天ぷ
ら粉」には20㎏の大容量規格も品ぞろえし
ている。

消費者が求める「軽い衣」に
軽い食感、口どけが向上

変
わ
ら
ぬ
価
値
を

�

時
代
に
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進
化

時
代
を
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愛
さ
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（1957年発売）
日本コカ・コーラ株式会社

「コカ・コーラ」

「コカ・コーラ」は1886年に米国ジョー
ジア州アトランタで誕生した。日本では大正
時代に文学作品にもその名が登場し、戦後を
経て1957年の本格展開以降、高度経済成長
期と歩みを重ねながら、暮らしの中に広く浸
透してきた。爽快な刺激と独特の味わいを強
みに、清涼飲料を代表するブランドとして世
代を超えて親しまれている。

日本市場では、冷やしてすぐに飲めるクー

ラーの普及や自動販売機網の拡大、多様な容
器サイズと素材の開発などで「いつでもどこ
でもだれにでも」の考え方を具体化してきた。　

コンツアーボトルに始まり、缶、PETボト
ルへ進化したパッケージは、生活様式や飲用
シーンの変化に応えて存在感を高めてきた。

健康志向の高まりを背景に、「コカ・コー
ラ ゼロ」「コカ・コーラ プラス」など新た
な選択肢も提案している。　

また、赤を基調としたデザインと流れるよ
うなロゴは高い認知を誇り、時代を超え共有
されるブランド資産としての価値も築いた。　

現在では世界200以上の国と地域で親しま
れ、日本でも各地のボトラーとともに製品を
届ける体制を築いてきた。製造、物流、販売
の各段階で地域社会との接点を広げ、各地の
販売現場や日々の暮らしに根差しながら歩ん
できた点も、このブランドの大きな特徴だ。　

変わらない味と、時代に合わせて変わり続
ける提供のかたちを両立し、世界の清涼飲料
市場を代表するブランドとなっている。

爽快な味と高いブランド力により
世界中で愛される炭酸飲料
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「“だし”も“味付け”も、これ1本！」
を新キャッチに

発
売
6
年
目

さ
ら
な
る
成
長
目
指
し
進
化

和
洋
中
に
対
応
の
万
能
つ
ゆ

ヤマサ醤油株式会社
（2020年発売）

ぱぱっとちゃんと これ!うま!!つゆ

ヤマサ醤油の家庭用商品「ぱぱっとちゃん
と これ!うま!!つゆ（500ml、1L）」は、「め
んつゆとも、白だしとも違う、洋食にも合う
濃縮つゆ」をコンセプトにした、4種類のだ
し（マッシュルーム、かつお節、宗田節、昆
布）のうま味と甘味、コク深くきれいな色味
が特長の万能つゆ。

「これ!うま!!つゆ」は、だし感と味付けの
両方を兼ね備え、「これ1本」で調理からめ

んつゆまで幅広く対応できることが特長。料
理の持ち味・素材の味を活かしながら、上品
な色合いと艶・照りのある仕上がりを実現す
る。うどんつゆをはじめ、和洋中などの料理
を簡便に調理することができる。

開発の原点は、めんつゆを煮物に使うと食
材の仕上がりが黒くなりがち、白だしは、し
ょうゆなどその他の調味料を加えて味を仕上
げる必要がある、和食以外のメニューには使
いにくいといった、従来のめんつゆ・白だし
の不満点を解消し、本当の意味での簡便な万
能つゆを目指したことにある。

今春には発売6年目を迎えたことを機に、
中身・パッケージ共にリニューアルした。よ
りまろやかでコク深い味わいにブラッシュア
ップすると共に、商品の特長と価値をより分
かりやすく伝わるよう、キャッチコピーを「"
だし"も"味付け"も、これ1本！」に改め、視
認性向上のため新たに追加した、オレンジの
帯部分に表示した。

（2012年2月発売）

そのまま“生”でも、トースト
してもおいしい食パン

品
質
改
良
を
重
ね
、25
年
は�

�
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3
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マ
ザ
キ
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ン
の
ト
ッ
プ
ブ
ラ
ン
ド

「ロイヤルブレッド」
山崎製パン株式会社

発売から２年後の2014年（１～12月期）
には100億円を売り上げ（出荷金額ベース）、
19年には200億円に到達した。順調に成長
してきた「ロイヤルブレッド」だが、近年、
品質を追求して改良を重ねている。23年７
月に発酵種ルヴァンを配合し品質を高めた。
その結果、24年の売上げは300億円を突破。
25年１月には「ダブルソフト」の品質改善
を実現した新規技術を導入した。その効果も
あり、売上げは330億円を超えた。

さらに26年１月１日のリニューアルでは、
発酵種ルヴァンの改良と生地配合の工夫によ
り、バターの風味を向上させ、そのまま“生”
で食べた時のしっとりソフトな食感とトース
トした時のサックリ感や歯切れの良さもさら
に高まった。

４枚スライスから10枚スライスまで幅広
い厚さをラインアップしており、薄切りをそ
のまま“生”でサンドイッチに、厚切りをトー
ストに―とそれぞれのおいしさを、気分や
好みに合わせて楽しめる。

そのまま“生”でも、トーストしてもおいし
い食パン「ロイヤルブレッド」は、山崎製パ
ンの食パンのトップブランドとして、2012
年の発売以来、スタンダードな味わいの食パ
ンとして多くの消費者の支持を得てきた。良
質な上級小麦粉とバターを使用し、小麦本来
の味と香りを生かして焼き上げた食パンで、
バターの風味とコクのあるしっとりした食感
が特徴だ。
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（1966年1月発売）
サンヨー食品株式会社

「サッポロ一番 しょうゆ味」

「サッポロ一番 しょうゆ味」は1966年１
月に発売し、今年で60周年を迎えた。「サッ
ポロ一番」の原点となる商品で、最大の特徴
は“変わらないおいしさ”にある。リニューア
ルを重ねながらも味の本質は大きく変えず、
いわゆるスタンダードな醤油味のインスタン
トラーメンとして、幅広く多くの人に親しま
れている。

開発当時、インスタントラーメン市場は醤

油味中心だった。味の差別化を図るため創業
者で先代社長の井田毅氏が全国各地のラーメ
ンを食べ歩くなか、札幌で出会ったコクのあ
る醤油ラーメンに着想を得た。ラードの旨み
を効かせた力強いスープは、当時主流だった
「そばつゆのようなあっさり系」とは一線を
画していた。

商品設計にもこだわり、「しょうゆ味」では、
麺に醤油を練り込んでいる。スープとの一体
感を高め、調理中から香ばしい風味が立ち上
る仕掛けだ。粉末スープに粉末ラードや乾燥
ねぎを加えるなど、当時としては先進的な取
り組みも行われた。

「サッポロ一番」の本質的な価値は“食べ
飽きない味”だ。強いインパクトよりも、あ
えて“美味しすぎない味”を目指している。毎
日でも食べられる味わいにすることは、家庭
でさまざまな具材と合わせても味が崩れない
設計につながっている。この“余白のあるお
いしさ”こそが、世代を超えて愛され続けて
いる理由の一つだ。

“美味しすぎる”から、あえて一歩
引くことで、飽きのこない味へ

50周年を記念し、7月7日を�
「チップスターの日」に制定
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（1976年発売）
ヤマザキビスケット株式会社
チップスター

1970年代当時、主流だったポテトチップ
スは、じゃがいもを直接スライスするため、
形が不揃いで割れやすい点が課題となってい
た。そこで、米国から成型ポテトチップスの
技術を導入し、日本人の嗜好に合う「油脂感
の少ない、後味の良さ」をめざしてチップス
ターを開発した。1992年には環境への配慮
から、リサイクル可能な紙製の丸筒へ変更し、
割れにくく、持ち運びやすいうえ、保存性が
高いという従来の袋入りスナックにはない価
値を実現した。　

発売50周年となる2026年は、橋本環奈さ
んを起用した新テレビCM制作のほか、プレ
ゼントキャンペーンやコラボ企画を実施。さ
らに7月7日「チップスターの日」を記念日
に登録した。「ポテトチップスで人気ナンバー
ワンのスター（星）になるように」と開発段
階から社内で呼んでいた愛称が、そのまま商
品名になったことにちなみ、星に願いを込め
る七夕を選んだという。次の100周年に向け、
新たな一歩を踏み出した。

チップスターは1976年に誕生した国内初
の成型ポテトチップス。余計なものを加えな
いシンプルな味わいと、きれいにカールした
楕円形の形状は、今も昔も変わらない。赤い
パッケージでおなじみの「うすしお味」はパ
リッとした軽やかな食感に、じゃがいもの風
味と程よい塩味がマッチした商品。現在は、
定番のコンソメやのりしおに加え、梅やわさ
びなど季節限定品も展開している。
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（1975年発売）

ソースの味わいを変えず
� 発売当時の味を提供

フレーバーによってソースと麺
を使い分け

焼
そ
ば
を
家
庭
に
広
め
た
レ
ジ
ェ
ン
ド

「マルちゃん焼そば ３人前」
東洋水産株式会社

し続けている。今では定番のソース以外に塩、
お好みソース、しょうゆ味、たらこ味を展開
するほか、期間限定フレーバーなども発売し
ている。

商品のフレーバーによって、ソースは粉末
タイプと液体タイプを使い分けているのがマ
ルちゃんのこだわり。さらに、麺の太さも使
い分けている。ソースや塩には粉末ソースが
よく絡む細麺を、しょうゆ味やたらこ味など
には食べ応えのある太麺を使用している。

麺は生の中華麺を蒸した「蒸し麺」を使用
している。茹でずに蒸すことで、炒める際に
ふんわりとした食感に仕上がる。2014年に
初めてリニューアルし、ソースが絡みやすく、
冷めてもくっつきにくい麺に改良した。

“もっと多くの人に焼そばを楽しんでほし
い”という想いから、８月８日を「マルちゃ
ん焼そばの日」として制定。2025年の同日
には、東京・関西の２カ所で3温度帯の「マ
ルちゃん焼そば」（チルド麺・即席カップ麺・
冷凍麺）の食べ比べ体験イベントを開催した。

1975年に発売してから50年、これまで一
度もテレビCMを放映したことがないのにお
茶の間で愛されている焼そば。それが「マル
ちゃん焼そば ３人前」だ。

当時はお祭りの屋台や外食でしか食べるこ
とができなかった焼そばを“家庭でも手軽に
楽しめるように”と、ソースと麺を組み合わ
せた市販用商品として発売。以来、ソースの
味わいを一度も変えず、発売当時の味を提供

チ
ー
ズ
食
べ
た
先
に
あ
る「
う
れ
し
さ
」

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
一
新
し
客
層
広
が
る

「６Ｐチーズ」は親から子へ
受け継がれるチーズへ

発
売
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族
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（1954年発売）

「６Ｐチーズ」シリーズ
雪印メグミルク株式会社

に向け、デコレーションして顔に見立てる「つ
くロッピー」、焼いて海苔などを巻いて食べる
「焼きロッピー」の食べ方提案で客層を広げ
てきた。しかし、その延長でやっていくだけで
は限界がある、とマーケティングを一新。強力
なブランドとのコラボ、ミニチュアチャーム
等による食シーン以外からの接点作りを行っ
た。また、忙しい朝、「６Ｐ チーズ」を子どもに
配ってもらうという役割を与えることで、栄
養面だけでなく、親子の会話アップの機会も
提案。チーズを食べた先にある「うれしさ」を
作るマーケティングに注力した。その結果、若
年層家族の購入が増え、発売70周年の2024年
は過去最高売上高となった。

26年はユーザーの選択肢を広げることと植
物性素材の活用を目指し、チーズとえんどう
豆たんぱく質を組み合わせた「６Ｐｇｒｅｅ
ｎ 午後のひととき」を発売した。“乳と植物
性のハイブリッド”として、商品軸からも客層
の拡大に取り組んでいる。※インテージSRI＋
チーズ市場24年4月～ 25年3月累計販売金額

ブロックチーズが市場の中心だった時代
に、切る手間が無く手軽に食べられるチーズ
として発売。個包装の形態は当時珍しく、新し
い価値として受け入れられた。

売り上げは順調、国内売上№１チーズ※のポ
ジションを獲得するも、50代以上のファンが
多い一方で、若年層のウエイトが低く、ユーザ
ー構成の偏りという課題が顕在化した。
「６Ｐチーズ」は、小さい子どもがいる家庭
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発売45周年、全世代と接点、
突き抜けた面白さ徹底的こだわる
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胆
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仕
掛
け

（1981年発売）
赤城乳業株式会社

「ガリガリ君」

この販路では商品が広がらない。そこで当時
は規模がまだ小さかったコンビニと組み、客
層に合った商品政策を進め、コンビニの急成
長とともに、「ガリガリ君」も全国に広がった。

2000年、キャラクターを全面刷新し、初
のテレビCMを実施した。（当時）60円の商
品に対する多額な投資が注目され、取り扱い
スーパーが広がった。2005年からは口コミ
を狙ったプロモーションを始動。レインボー
売場、ゲームや雑誌とのコラボ、部活動、妹「ガ
リ子ちゃん」、数十円高い「リッチ」、衝撃作

「ナポリタン味」など大胆な仕掛け効果でユー
ザーは全世代に広がった。2016年、60円か
ら70円へ値上げする謝罪CMがニューヨーク
タイムズにも載るニュースになった。

2026年は発売45周年。「ソーダ」は80円
から90円へ値上げし、インバウンド対応パ
ッケージに変えた。海外への輸出、現地子会
社での製造（OEM）・販売も順調に進んでい
る。「日本のアイス文化を世界に発信するブ
ランド」成長へ向け、挑戦が始まっている。

開発のきっかけは1970年代のオイルショ
ックによるコスト高を受け、当時の看板商品
「赤城しぐれ」を値上げしたが売れず、経営
危機に直面したこと。カップ氷「赤城しぐれ」
を、外で片手で食べられるよう当時では斬新
なスティックで開発し、外＝空のイメージか
ら、アイスは「水色」「ソーダ味」にした。

しかし当時は大手メーカーが販社から小売
店のショーケースを押さえる販路が主流で、

原材料はピュア ココア、砂糖、
イヌリンの３つだけ

上
質
な
味
わ
い
と

�

機
能
性
を
両
立

（2021年発売）
片岡物産株式会社
バンホーテンの腸活ココア

「
腸
活
」を
か
な
え
る
本
格
コ
コ
ア

改善し、お腹の調子を整えるもの（機能性関与
成分イヌリンの研究報告より）。甘さ控えめな
がら本格的な味わいで、１杯20ｇあたり食物
繊維7.7ｇ、カカオポリフェノール340mgを手
軽に摂取できる。

近年、「腸活」を切り口とした食品や嗜好品
は増えているが、「バンホーテンの腸活ココ
ア」はピュア ココア、砂糖、イヌリンのみとシ
ンプルな原材料にこだわっている。牛乳でつ
くれば本格的なミルクココア、お湯でつくれ
ばビターなカカオテイストと、飲み分けを楽
しめる点も特徴だ。

バンホーテンの上質な味わいと機能性を備
えた商品として、「腸活」に励む20、30代から
シニア層まで幅広く支持されている。24年度
の同社出荷金額は21年度比267％と大きく伸
び、その後も右肩上がりの成長を続けている。

今後はさらなるユーザー拡大に向けて夏場
の販促を強化する計画だ。同じく機能性表示
食品の「バンホーテンの快眠ココア」とともに
日常のセルフケアニーズに対応していく。

バンホーテンは、19世紀初めに「カカオマ
スの脱脂技術」と「ダッチ プロセス（アルカリ
ゼーション）」という2つの画期的な発明によ
り、世界で初めてココア パウダーの製造法を
確立した。誕生190年を超える世界的なブラン
ド、バンホーテンから2021年秋に発売したの
が、機能性表示食品「バンホーテンの腸活ココ
ア」だ。　　

水溶性食物繊維イヌリンが腸内フローラを
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（2026年2月2日発売）
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北海道産小麦100％「ICHIHO」

創業80周年の蓄積と独自技術で
“お客様の理想”をカタチに

横山製粉株式会社

道
産
小
麦
粉
の
魅
力
届
け
る

れるよう“一歩”“一穂”ICHIHOとともに歩んで
いきたいという思いを込めている。

ICHIHOブランドでは、単一品種を100％
使った「PURE（ピュア）」シリーズと、用途
特化ブレンドの「SELECT（セレクト）」シリー
ズの２シリーズを展開する。

ピュアシリーズは一から自分でカスタマイ
ズしたいユーザー向けに、灰分値とタンパク
質量などの違いによって多彩な品揃え。主要
品種は春よ恋、きたほなみ、ゆめちから等。

セレクトシリーズはパン、中華麺、菓子な
ど用途に合わせて、使いやすさとおいしさの
バランスを追求したオリジナルブレンドだ。

「北海道の豊かな大地が育んだ小麦の力を
最大限に引き出し、“お客様の理想の一品”を
ともにカタチにしていきたい」―同社は一
般的なロール製粉と石臼製粉のほか、外皮部
分の微粉末化を実現した独自技術「美粉彩」
をもつ。これに長年培ったブレンドの知見を
組み合わせることで、これからも多種多様な
ユーザーのニーズに応えていく。

横 山 製 粉（ 札 幌 市、 横 山 敏 章 社 長 ） は
2026年２月６日の創業80周年を記念して、
新ブランド「ICHIHO（いちほ）」を立ち上げ
た。北海道産小麦を100％使用して、パン・
麺・菓子などあらゆるシーンで活躍する、豊
富な商品ラインアップを展開している。

北海道産小麦にこだわった「レラピリカ」
をリブランディングしたのが「ICHIHO」だ。
その名称には、北海道の魅力をもっと届けら

淡口しょうゆの持ち味を生かす
関西だし味のおいしさ

ふわりと広がる
� ひきたてのだし風味

飽
き
の
こ
な
い
万
能
調
味
料

（1964年発売）

うどんスープ
ヒガシマル醤油株式会社

はなく、粉末にしたしょうゆ、細かく粉砕し
たかつお節と昆布などを原料に使用してい
る。それにより、お湯を注いだ瞬間に、ひき
たてのだしの風味がふわりと広がる。この味
わいが、多くのファンを惹きつけてきた。

淡口しょうゆベースなので、うどんにとど
まらず、炊き込みご飯や茶碗蒸し、おでん、
鍋、パスタなど幅広い料理に使える。上品で
飽きのこない味わいと手軽さを備えた万能調
味料として、日々の食卓に寄り添っている。

首都圏を中心に、認知拡大のさまざまな施
策を展開している。試食イベントや子育て世
代向けイベントへの出展などを通じ、若年層
への訴求を強めている。2026年１月には、
東京・表参道で、CMでおなじみの「うどん
スープ」キャラクターを前面に打ち出したユ
ニークな広告ジャックも実施し、話題を呼ん
だ。

シリーズでは、「カレーうどんスープ」「ラー
メンスープ」「そばスープ」「赤ちゃん用うど
んスープ」など幅広い世代へ広がっている。

ヒガシマル醤油のロングセラー商品「うど
んスープ」は、初めて東京オリンピックが
開催された1964年に誕生した。現在は年間
２億食以上（自社調べ）を全国で販売し、関
西を中心に不動の人気を誇る。近年は首都圏
でも普及が進み、販売は着実に伸びている。

淡口(うすくち)しょうゆメーカーの強みを
生かし、関西だし味のおいしさを追求して開
発した。液体のうどんつゆを乾燥したもので
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牛もつとタレが一体となった
コクと旨みが決め手

原料の下処理から
　味付けまで一貫生産

命
あ
る
資
源
を
無
駄
な
く
活
か
す

（1982年発売）

こてっちゃんシリーズ
エスフーズ株式会社

対し、小腸を使用していることから「こてっ
ちゃん」と名付けられた。1980年代のテレ
ビCMで一世を風靡し、人気を博した。

おいしさの秘密は、原料の下処理から味付
けまで一貫して行う独自の製造体制にある。
アメリカで原料を一次処理したのち、国内工
場で加工・味付けを行うことで安定した品質
と味わいを実現している。

時代の変化に応じた改良も重ねてきた。基
本の味を守りつつ嗜好に合わせて調整してい
る。牛もつとタレが一体となることで、クセ
になるコクと旨みが生まれる。この味わいが
愛され続けている。

2026年春には、老舗焼肉チェーン「平城苑」
監修の新シリーズを投入した。さらに、大阪
成蹊短期大学など学生と連携したメニュー開
発など、新たな食べ方の提案にも取り組んで
いる。また、秋冬には牛もつ鍋シリーズも展開。

現在の主な購入層は50～60代が中心だが、
SNSやキャンペーンを通じて若年層や子育て
世帯への訴求を強めている。

エスフーズの「こてっちゃん」は、手軽に
本格的な牛ホルモン焼きを楽しめる人気シ
リーズだ。甘辛い味噌や醤油ベースのタレで
味付けされ、軽く炒めるだけで完成する。

開発当時、牛の内臓肉はアメリカ国内で十
分に活用されていなかった。「命ある資源を
無駄なく活かす」という思いのもと、牛もつ
（小腸）に着目し商品化に至った。

韓国語で牛の大腸を指す「テッチャン」に

（2025年発売）

エネルギーコストは
� 約80％削減可能に

風味豊かで豆の香りが残った
おいしい充填豆腐ができ上がる

豆
乳
を
冷
却
せ
ず
に
ホ
ッ
ト
充
填

「ＪＳにがりシリーズ」を使ったホット充填システム
泰喜物産株式会社

対して同社が開発した「ＪＳにがり」は、
ホット充填が可能だ。冷却せずに75℃前後
の豆乳を乳化分散により凝固させることがで
きる。「温度を下げると豆乳にダメージを与
え、豆の香りがなくなる。『ホット充填』に
することで豆乳がダメージを受けず、風味が
豊かで豆の香りが残ったおいしい充填豆腐が
でき上がる」と説明する。香り成分マルトー
ルの量を計測しても、はっきりと違いが表れ
るという。高温のまま凝固させることで初発
菌数も抑えられ、充填後ボイル殺菌すること
で消費期限がD4から大幅に延びる。日持ち
するのでメーカーが通販で販売できるように
もなる。「『ＪＳにがり』で作った豆腐のサン
プルを渡すと好評」と手応えを得ている。

「ＪＳにがり」で充填豆腐を作るシステム
は、既存の包装機を改造し、乳化分散機を導
入する必要がある。しかし、導入することで
エネルギーコストは約80％削減できるため、
初期投資は数年で回収することが可能だ。

泰喜物産は、ワックスを使用した乳化にが
り「ＪＳにがりシリーズ」を使った充填豆腐
の製造システムの提案に力を入れている。通
常の充填豆腐は、100℃で炊いた豆乳を10
℃以下に冷却し、塩化マグネシウム水溶液な
どの凝固剤とともにパックに充填、シール後
に中心温度を85℃にして固めている。ただ、
この冷却豆乳充填製法だと豆乳を冷却するこ
とで豆の香りが抜けてしまう。
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液体で使いやすい
� 海外向けボトル発売

汎用性の高い新しい基礎調味
料、公開レシピ数も多数

日
本
古
来
の
調
味
料
を
海
外
へ

（2012年10月発売）

「液体塩こうじ」
ハナマルキ株式会社

消す効果もある万能調味料だ。液体にするこ
とで味付けや漬け込み、炒め物にも使いやす
くなった。汎用性の高い新しい基礎調味料と
して、2012年から戦略的に販売を開始して
いる。米、塩、水に、酒精のみを加えたシン
プルな原料も特長だ。「塩こうじは日本古来
の調味料。塩こうじを広めることは日本文化
の伝承、という意義もある」（同社）。

2015年には現地法人ハナマルキタイラン
ドを設立、海外展開を本格化。2020年にタ
イに液体塩こうじ専用工場も設立。今年３月
には210mlの海外向けボトルも新発売した。

アプリケーション・レシピ開発にも注力し
ている。「知見も多くなり、提案の場が広が
っている」（同社）。同社ホームぺージの一般
公開レシピ数は多数、1000レシピ掲載も近
くなっている。

業務用で展開していた減塩タイプを一般で
も発売。粉末タイプの「熟成こうじパウダー」
もそろえた。海外を中心に「液体、粉末の両
面でアピールしていく」（同社）。

ハナマルキの「塩こうじ事業」の売上は
2025年（１～12月）に年間売上高20億円を
達成した。

塩こうじは2011年にブームとなり、同社
も12年４月に塩こうじの粒タイプを発売し
た。「液体タイプがあれば」という声を受け、
12年10月に「液体塩こうじ」を発売した。
液体塩こうじは肉や魚などの食材を柔らかく
し、うま味や甘みを引き出す。素材の臭みを

ルテインによるグルテン改質技術で�
小麦粉利用食品の品質向上

ル
テ
イ
ン
が

小
麦
粉
の
蛋
白
質
に
作
用

ル
テ
イ
ン
で
小
麦
製
品
を
改
良

日油株式会社
LuteOnシリーズ

（2025年発売）

「LuteOn　N　タフィーF」は、小麦粉と
のミックスが容易な麺向けの粉末製品だ。少
量添加で麺のコシが向上する効果がある。
様々な種類の麺に使用でき、麺の品質向上に
寄与する。

「LuteOn　S　フワキープ」は卵の使用量
を減らすことが可能な製菓向け製品。卵を減
量した際も菓子のボリュームやソフトさが維
持し、しっとりとした食感を付与できる。

「LuteOn　B　プルミエソフト」は、しっ
とりソフトな食感を付与する製パン向け製品
だ。パンの経時的な食感変化を抑制し賞味期
限延長に貢献する。

「LuteOn　B　EC－Ｖ」は冷凍パン生地
の品質安定化が図れる。デニッシュやクロワ
ッサン冷凍生地、ピザ冷凍生地での縮み防止
によって、品質の安定化につながり、ユーザー
の生産性向上に貢献する。

タフィー　フワキープ　プルミエソフトは
日油株式会社の登録商標、LuteOn　EC－Ｖ　
は日油株式会社の商標です。

日油は、主力製品の機能性油脂で培った加
工技術を活用して、「新素材による小麦粉利
用食品の品質向上」を掲げて食品機能材の開
発に注力してきた。公的機関との共同研究で、
色素成分のルテインが、小麦粉の蛋白質に作
用することで小麦粉利用食品の品質が向上す
ることを見出し、ルテイン配合の食品機能材
ブランド「LuteOnシリーズ」として製品を
展開している。

ル
テ
イ
ン
な
し（
上
）と
ル
テ
イ
ン
あ
り
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麺・スープ・具材の組み合わせが
自由な「麺好亭」も人気

粒
マ
ス
タ
ー
ド

�

ウ
イ
ン
ナ
ー
を
投
入

消
費
者
の〝
う
れ
し
い
〟に
応
え
進
化

（2017年5月発売）

「やみつきになる」シリーズ
株式会社フードリエ

広がる。スモークの時間を短くすることで、
粒マスタードの風味と粒感を際立たせた。ピ
リッとしながらもマイルドな辛さに酸味をき
かせた味わいは、市場において新たなフレー
バーとなっている。

「やみつきになる」シリーズは他に、辛口
チョリソー、レモン＆パセリ、たっぷりチー
ズ、柚子こしょう、赤しそふりかけ「ゆかり」
使用商品を展開している。
「麺好亭」は、麺とスープ、焼豚（チャーシュ

ー）、メンマなどの具材を自由に組み合わせて
ラーメンを作れ、本格的な味を楽しめる。個食
ラーメンバイキングのパイオニアで、単身世
帯からファミリー層まで支持されている。

特に焼豚は、強みである加工肉のノウハウ
を生かしている。原料肉や形状（厚み・大き
さ）にこだわり多様な商品をラインアップし
ており、ラーメンや気分に応じて楽しめる。

スタンダードな味わいと品揃えを押さえる
とともに、市場のトレンドに対応した商品展
開で、飽きないおいしさを提供し続ける。

フードリエは、消費者の“うれしい”に応え
るフレーバーソーセージ「やみつきになる」
シリーズと、麺・スープ・具材の組み合わせ
が自由な個食ラーメン「麺好亭（めんはおて
い）」シリーズを展開している。

「やみつきになる」シリーズでは、2026
年春に新商品「やみつきになる粒マスタード
ウインナー」を投入した。粒マスタードを練
り込み、噛むと粒がプチッとはじけて風味が

“食べる豆乳”の主力、乳アレル
ギーを持つ人の支持も厚い

植
物
由
来
に
こ
だ
わ
っ
た�

�

豆
乳
ヨ
ー
グ
ル
ト

形
を
変
え
て
広
げ
る
豆
乳
の
可
能
性

（2010年発売）

豆乳グルトシリーズ
マルサンアイ株式会社

や乳アレルギーの人に支持されている。
豆乳の乳酸発酵は難しく、10年以上かけ

て商品化した。長野県木曽地方の「すんき漬
け」由来の乳酸菌を採用し、乳酸菌も含めて
植物由来にこだわった。酸味のやわらかな味
わいと、なめらかでとろみのある食感を実現。
素材の良さを生かしたプレーンタイプで勝負
してきた。2022年には、お通じを改善する
機能により機能性表示食品となった。

その後も豆乳加工食品に挑戦し続け、現在
は豆乳チーズ、豆乳スプレッドも揃える。
2026年３月に発売した豆乳スプレッド「豆
乳ソフト　とろけるバター風味　150ｇ」は、
乳原料不使用で、通常のバターと比較してコ
レステロールは95％オフ、植物性ながらコ
クのある味わいが特長だ。パンに塗る用途に
加え、料理や菓子作りなどにも適している。

今後は、豆乳を粉末にした「豆乳パウダー」
の展開も進めていく。豆乳の形を変えながら、
植物性たんぱく質など栄養豊富でサステナブ
ルな大豆の可能性を追求する。

マルサンアイが豆乳製造を始めたのは
1974年のことで、黎明期から豆乳の市場形
成に関わってきた。「豆乳で食生活をもっと豊
かにするにはどうしたらよいだろうか」。そん
な思いから生まれたのが、“食べる豆乳”だ。

第１弾として、業界初のプレーンタイプ豆
乳ヨーグルト「豆乳グルト プレーンタイプ」

（400ｇ）を2010年に東海エリアから発売し、
2017年に全国発売した。健康・美容志向層
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１パックあたりの重量を
揃えて切る独自機能を搭載

重量誤差±５％�
� 歩留まり99％超

薄
切
り
肉
を
高
速
定
量
ス
ラ
イ
ス

（2022年３月30日発売）

３Ｄパック定量スライサー「ゼウス」
株式会社なんつね

「パック定量」は１パックあたりの重量を
揃えて切る同社独自の機能。「ゼウス デュア
ル」は左右２本のコンベアを個別に制御でき、
種類や形状が異なる原料でも一度に定量スラ
イスが可能。左右それぞれに設定できるため、
薄切りと厚切りを同時に行える。重量の誤差
は±５％以内、歩留まりは99％を超える。

2026年５月には鶏肉ポーションカッター
「テミス」を発売予定。定量スライスに定評
があるなんつねの最新機種となる。高い定量
精度・高歩留まりに加えて、コンパクト化・
低価格を実現。部品点数を抑えたシンプル設
計を採用し、洗浄のしやすさもアピール点の
一つになっている。国内展示会で高い注目を
集め、市場から強い期待が寄せられている。

スペックは、機械寸法：W914×D1800
×H1515㎜、重量：500kg、処理能力（理
論値）：正肉最大約1,600kg /時、角切り最
大約400kg /時、対応原料サイズ：W180× 
L350（連続投入）× H70㎜、最小カット厚み：
10㎜、対応温度帯：0～4℃。

なんつねは、「食材が持つ価値の国境をな
くす」をビジョンに掲げ、「食を生み出すプ
ロセスに貢献する」をミッションとして事業
を展開。食品加工機械の製造・販売に加え、
商品企画や食品工場の設計も手がける。

３Ｄパック定量スライサー「ゼウス」は、
「定厚」「定量」「パック定量」の３モードを
備えるフラッグシップ機だ。バラ・ロース等
の薄切り肉を高速定量スライスできる。

豊
か
な
香
り
と
旨
み
の

�

フ
ラ
ン
ス
パ
ン
用
小
麦

製パン性の高さなど九州産小麦
の特長を生かした小麦粉を開発

日
本
初
フ
ラ
ン
ス
パ
ン
用
小
麦

（2018年発売）
鳥越製粉株式会社
フランスパン用粉「さちかおり」

鳥越製粉は北海道に次ぐ小麦の産地である
福岡県のうきは市で創業し、国内産小麦をは
じめ、九州産小麦の特長を生かした小麦粉の
開発に取り組んできた。

従来の九州産小麦はたんぱく含有量が比較
的少なく、またグルテンの質が弱いため、麺
や菓子用には適していたが、パンを作る場合
には外国産小麦との併用や小麦たんぱくを配
合するなどグルテンを強化して生地を仕込む

必要があった。長年、強力系小麦の研究が進
められる中で同社は農研機構と共同で小麦品
種の育成を行い、日本初のフランスパン用小
麦「さちかおり」を開発した。この小麦を使
用したフランスパン用粉が「さちかおり」だ。

「さちかおり」は、パンの香りや旨味に必
要な遊離アミノ酸を豊富に含み、グルテンの
質もフランスパンに適している。風香味が強
く、歯切れの良いフランスパンができる。

さらに、強力系小麦の研究も進められ、外
国産小麦と遜色のない製パン性をもつ小麦品
種が育成、栽培されるようになった。その中
でも、新品種の「はる風ふわり」は、優れた
製パン性をもち、ソフトでもっちりした食感
のパンが出来る小麦として育種された。「は
る風ふわり」を使用した強力粉「はるふわり」
は、製パン性に優れ、ボリュームがあり、日
本人好みのもっちりとした食感に仕上がる。　　　　　

同社は九州の製粉会社として九州産小麦の
特長を生かした九州産小麦シリーズの小麦粉
で、魅力ある製品作りのお手伝いをしていく。
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地域限定から全国へ消費者の支
持で育った生セレクション

何
度
食
べ
て
も

�

飽
き
な
い
味
を
追
求

そ
の
ま
ま
で
お
い
し
い
パ
ン
を

（2021年発売）
フジパン株式会社

「生セレクション」シリーズ

生セレクション誕生の背景には、一般的な
生食パンが「トーストせずにそのまま食べて
もおいしい」という特徴で多くのお客様に支
持されているという実状への徹底分析があ
る。「生ろぉる」ではこれをロールパンで実
現することを目指した。牛乳ではなく「生ク
リームを生地に練り込む」ことに特化したこ
とで、ほんのりとした甘味と上品な食感・風
味を実現した。

現在の代表商品である「生ぶれっど」（食
パン）の開発では、生クリームの配合に加え、
何もつけなくてもおいしい味わいになるよう
やや甘めに仕上げている。社内からは「食パ
ンに甘さは本当に必要か？」という意見も上
がったが、「そのままでおいしい」というコ
ンセプトにこだわり、何度も試作を重ねるこ
とで、繰り返し食べても飽きのこないバラ
ンスを追求した。SNSでも高い評価を獲得し
ている生セレクションは26年で5周年を迎え
る。消費者の声を活かした商品展開により、
食卓に喜びと満足を届けていく。

21年に「生食パン」がトレンドとなり、
食パン専門店が増加、同年2月にはこのコン
セプトをロールパンで実現できないかという
想いから「生セレクション」第1弾となる「生
ろぉる」を地域限定商品として発売した。同
年12月には第2弾となる「生くろわっさん」
を全国発売した。以降、カテゴリーを横断す
る成長を続け、26年3月現在で30品以上を
展開している。

麺つゆから煮物・丼もの・鍋物
などあらゆる料理に活用できる

安
定
し
た
品
質
と

�

使
い
や
す
さ
を
評
価

発
売
５０
年
の
ロ
ン
グ
セ
ラ
ー

（1976年発売）
正田醤油株式会社
特撰つゆ

し、砂糖、みりんをバランスよくブレンドし
ている。麺類のかけつゆ・つけつゆをはじめ、
薄め方次第で煮物・丼もの・鍋物などあらゆ
る和風料理に活用することができる。希釈割
合は、かけ用10倍、つけ用５倍を基本とし
ている。1.8Lペットボトルと18L缶があり、
業態によって使い勝手の良い容量を選ぶこと
ができる。

同社では、特撰つゆが50周年の大きな節
目を迎えたことについて「発売当時から『お
いしいものを、安心して届けたい』という思
いを大切にしながら、安定した品質の商品を
作り続けてきました。これからもお客様の
ニーズに寄り添い、選ばれ続ける商品を目指
して取り組んでまいります」とコメントして
いる。

同社の業務用商品では、つゆ類では小袋の
濃縮つゆ・ストレートつゆ・天つゆをそろえ
ているほか、「匠味」シリーズとして、めん
つゆやラーメンスープ、焼きたれなど用途に
応じた充実のラインアップとなっている。

正田醤油の業務用濃縮つゆのロングセ
ラー・特撰つゆは、今年で発売50周年を迎
えた。1976年の発売以来、外食・中食など
の現場で求められる安定した品質と使いやす
さが評価され、幅広いメニューに活用できる
汎用性の高い濃縮つゆとして、多くのプロの
ユーザーから支持されている。

特撰つゆは、本醸造しょうゆをベースに、
焼津製造かつお節、利尻昆布から抽出しただ
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「ちょい足し」で濃厚感を付与
見た目の照り艶もアップ

コ
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本
膳
の
再
仕
込
み
し
ょ
う
ゆ

（2023年発売）
ヒゲタ醬油株式会社
濃厚本膳

で実現したJAS特級（超特選）再仕込みしょ
うゆ・濃厚本膳（10ＬBIB）を2023年に発
売した。

濃厚本膳は、本膳生しょうゆで本膳麹をさ
らに仕込んで熟成した、こだわりの味わいが
特長。主にコクや深みを出したい料理や、素
材の生臭さを弱める「マスキング効果」に適
している。

濃厚本膳の主な用途として、他調味料との
組み合わせでさらに照り・艶を出すことや、
現在使用しているしょうゆの一部を置き換え
るだけで、コクや深みが増すとしている。さ
らに「ちょい足し」で、照り艶アップで見た
目も良くなり、味わいに深みを出せる。

直近の採用・販売動向では、簡単に見た目
を改善することができることから、パスタ、
唐揚げ、煮物といったCVSやスーパー総菜な
どで重宝されているとしている。また、コク
やうま味を付与できるため、そば店でそばつ
ゆに足して使うなど、用途に広がりを見せて
いるとしている。

ヒゲタ醬油の高級割烹しょうゆ・本膳は、
明るく澄んだ赤い色、すっきりとして芳醇な
香り、まろやかなうま味が、素材の持ち味を
引き出し、風味豊かに仕上げる特長に優れて
いる。和食をはじめとする幅広い飲食店や、
加工食品メーカーなどに、30年以上にわた
り愛用されている。

その上で同社は、本膳のシリーズ商品とし
て、強いうま味と高い糖分を、醸造技術のみ

「ベジ・デ・タコス」
三育フーズ株式会社
（2025年発売）

スパイス効いた味
� 男性からの反応も

気
軽
に
作
れ「
タ
コ
パ
」に
最
適

「ベジ・デ・タコス」は、大豆たん白をは
じめとした植物性原料のみを使ったタコス
ミートだ。グルテンフリーでそのままはもち
ろん、「刻んだトマトとレタス、チーズがあ
ればすぐにタコライスを作ることができる」
（同社）。１缶で4人分となり、手軽に作れ
るためパーティーホストにとっても楽なこと
から、「タコパ」に最適と訴求する。トルティー
ヤで巻いたタコスを火曜日に食べる「タコチ

ューズデー」が若者の間で流行っていること
から、Instagramでメニュー写真を発信し、
アピールを行っている。

実は同商品は昔から販売していた商品で、
一部原料が手に入らなくなったことで、
2020年に終売していた。ただ、製造技術は
有していたので、昨今のタコス人気を受け、
代替原料に置き換え、さらに美味しくなって
昨年８月にリニューアル発売した。

試食販売や展示会でも好評で、「三育フー
ズ史上最もおいしいという声も聞かれた」（同
社）。卵乳菜食を掲げ、植物性たん白商品の
パイオニアである同社の商品は比較的女性人
気が高いというが、同商品は男性からの反応
もあるという。「本格的な厳選スパイスの効
いた味が好みに合うのかもしれない」（同社）。

ヴィーガン規格の商品で、パッケージには
独自のマークを付与している。同社は元々、
三育学院の学校給食部から三育フーズとして
独立した経緯がある。三育学院の宿舎をモ
チーフにしたデザインを包材に採用している。

植物性原料のみを使用。グルテ
ンフリーでヴィーガン規格
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調理器具や食器へのご飯の
こびりつきが大幅に改善

0.5
％
添
加
で
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ー
ド
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ス
に
貢
献

（2026年発売）
理研農産化工株式会社
美味いメシ屋の炊飯油ふっくらエースEX

再加熱など、あらゆる温度帯で通常よりも長
く品質を保持でき、ほどよいほぐれ感がある
ため盛り付けスピードも早くなる。調理器具
や食器へのご飯のこびりつきが大幅に改善
し、洗う手間が減って作業性が向上する。

「美味いメシ屋の炊飯油ふっくらエース
EX」は生米重量に対して0.5％の添加で効果
を発揮する。ごく少量のため、出来上がった
ご飯の油感を抑えられる。使用しても脂質増
加はわずかなので、“太るのでは”と気になる
人にとっても朗報。

注ぎやすく、フレッシュさをキープできる
ハクリボトルを採用しており、業務用で主流
の斗缶ではなく、２～３カ月で使い切れる
525ｇ容量で投入した。一升の生米（1,500
ｇ）を毎日炊く場合、約70日分換算となる。

公益財団法人九州先端科学技術研究所
（ISIT）と連携し、炊飯油が米飯にきちんと
コーティングできていることを、ヨウ素デン
プン反応で見える化した。「実際に顕微鏡で
確認したのは当社が初めて」（同社）。

フードロスに貢献することを大きなテーマ
に掲げ、既存の炊飯油を見直し、｢美味いメ
シ屋の炊飯油ふっくらエースEX｣ を開発し
た。炊飯前の釜に少量加えるだけで、米飯品
質の安定、経時変化の耐性アップ、作業性の
向上を挙げる。

お米の種類(国産･輸入･雑穀米など）を問
わず、ふっくらとした炊き上がりになり、炊
きムラを防げる。冷蔵や冷凍、常温、保温、

売
上
の
一
部
を
寄
付

�

国
連
Ｗ
Ｆ
Ｐ
協
会
応
援

新規の採用多く、プラスチック
廃棄物やごみ容積の軽減も

大
容
量
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

（2026年発売）
築野食品工業株式会社
国産こめ油紙パック1200g

「占める構成比は大容量が大きい」（同社）。
紙パックは使いやすさだけでなく、プラス

チック廃棄物やゴミ容積の軽減にも繋がる。
新規採用も紙パックの方が多く、ドラッグス
トアに並ぶケースも増えているという。

1200ｇは、国連WFP協会の「レッドカッ
プキャンペーン」に参加する。売上の一部を
寄付することで、国連WFPが取り組む「学
校給食支援」を応援する活動だ。

同 社 は、 バ レ ー ボ ー ル の 大 同 生 命
SV.LEAGUE MENに所属するサントリーサン
バーズ大阪の協賛を行っており、同社のロゴ
がユニフォームに掲示されている。2025年
１0月製造分から期間限定で、「国産こめ油
紙パック」の600ｇと810ｇそして1200g、
「逸品こめ油紙パック600g」、「圧搾一番搾
り国産こめ油紙パック600g」に選手たちが
プリントされたPOPシールを貼付。こめ油を
使った選手同士の料理対決の動画を視聴でき
るＱＲコードも掲載しており、「こめ油の良
さをスポーツファンに知ってもらう」（同社）。

「国産こめ油紙パック」は2023年秋に発
売し、これまで600ｇと810ｇをそろえてい
た。大容量も欲しいというニーズに応える形
で、2026年２月から1200ｇを新たに投入し
た。大容量は元々、PETの1500ｇがリピー
トを含めて、需要が多かったという。

こめ油市場全体はこれまでの急激な拡大か
らは落ち着きつつあるが、同社のこめ油全体
の金額実績は依然２ケタ増を維持している。
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（1987年発売）

酵素・酵母がいき
�機能性を持った生みそ

田畑までトレースできる
有機大豆と国産米を使用

来
年
40
周
年
、現
在
も
増
え
る
愛
好
者

「善光寺平 巾着 1kg　白・赤」
株式会社マルモ青木味噌醤油醸造場

40年周年を迎える。核家族化、個食化が進
む時代に、大容量１kgのピロー商品が主力
商品となっている理由として、「ひとえに長
きにわたりご愛顧頂いてるコアなお客様のお
かげだが、お陰様で現在も愛好者が増えてい
る」（同社）。派手な広告や販促を打っていな
いにも関わらず、「じわじわと味と麹の香り
が評判で広まっている」（同社）。

「善光寺平　赤」は天然醸造と温醸造とい
う醸造方法の異なるみそをブレンドすること
で、香味深さと旨味が際立つ芳醇な味わいが
特徴だ。一方、「善光寺平　白」は大豆の皮
を剥き磨き上げることで色の淡い上品な山吹
色に仕上げ、香しいこうじの香りと爽やかな
味が特徴となっている。

「そもそも醸造とは人間業ではなく、自然
の賜だ。我社は『自然に育まれ、自然を育む』
をモットーに、自然に謙虚で、愚直なまでに
古来から引き継いできた『醸造』、『生みそ』
にこだわっていく」（同社）。40周年に向けて、
これまで以上に訴求に努めていく考えだ。

マルモ青木味噌醤油醸造場（長野市）のロ
ングセラーみそ商品「善光寺平　巾着　１
kg白」と「同　赤」の原料には、田畑まで
トレースできる有機大豆と国産米を使用して
いる。熟成期間を省かず、加熱殺菌を行わな
いため酵素、酵母がいき、機能性を持った生
みそだ。「正に我社の代表作」（同社）と強調
する。

「善光寺平　巾着」は来年2027年に発売

大阪の惣菜文化の知見を生かした
万能調味料

か
つ
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（1999年頃発売）

煮物一番
大醤株式会社

かつおの旨味をきかせた煮物専用だしで、
用途に応じて希釈することで、肉じゃがや筑
前煮、煮魚などの定番の煮物を手軽においし
く仕上げられる。さらに、親子丼やすき焼き
風煮込みなどにも活用でき、幅広い料理で味
が決まる。

大醤では、牛丼や芋煮、鶏肉と根菜の甘辛
煮といった和食メニューに加え、なすと豚肉
のパスタなどの応用例も提案しており、その
使い勝手の良さを伝えている。

開発の背景には、大阪の惣菜文化で培われ
た味づくりの考え方がある。大阪の市場（い
ちば）では、惣菜の味が売れ行きを左右する
中、「どうすれば手に取りたくなる味にでき
るか」が追求されてきた。「煮物一番」は、
そうした現場の知見をもとに、誰でも一定の
味に仕上げられる調味料として生まれた。

「これさえあれば何でもおいしくなる」と
いう熱烈なファンの声も聞かれる。煮物にと
どまらず幅広い料理に使われる万能調味料と
して、日々の食卓を支える存在となっている。

大阪唯一の醤油醸造メーカーである大醤
は、品質にこだわった醤油と、醤油をベース
にしたつゆ、たれなどの加工調味料を手掛け
ている。「大醤うどんつゆ」「キムチぽんず」
など根強いファンを持つ商品が光る。

ロングセラーの「煮物一番」もその一つで
ある。1999年頃に業務用として発売され、
その後家庭用にも広がり、多くの家庭で親し
まれてきた。
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食シーンや好み、肉種に合わせ
て選べる６品を展開
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（1978年発売）
エバラ食品工業株式会社

「黄金の味」

「漬け込み」から「素焼き」へと、焼肉に
おける消費者の嗜好が変化する中、付加価値
をつけた高品質な焼肉のたれをめざし、「黄
金の味」が誕生した。子どもも大人も飽きの
こない味わいに仕上げるため、塩分を抑えな
がらまろやかな甘さを出す―。たどり着い
たのは、フルーツをたっぷりと使う手法だ。

醤油と砂糖を主体とする焼肉のたれが一般
的だった時代に、「黄金の味」はリンゴをメ

インに、モモとウメの３種を絶妙なバランス
で配合して目新しさを打ち出した。ピューレ
状のたれは肉と絡みやすく高級感があり、肉
の素焼きニーズにも合うことから爆発的なヒ
ット商品に。

あれから半世紀ほど経った2017年、ブラ
ンド初の大規模リニューアルを実施した。独
自の解析技術のもと、焼き肉のたれのおいし
さを構成する要素を「とろみ」と「舌触り」
と特定。主原料のリンゴの加熱方法を見直し、
従来品比約2倍までとろみを高め、より舌触
りのある繊維感と食味を向上させた。あわせ
てペットボトル容器の導入や容量の見直しを
行い、使い勝手を高めている。

定番３品（甘口・中辛・辛口）に加え、近
年は味バリエーションの拡大を進めている。
柑橘のさわやかな風味が広がる「焼肉たれポ
ン酢」、ニンニクを効かせた「旨にんにく」、
炒めタマネギと果実の濃厚な味わいの「濃熟」
など全６品で、多様化するライフスタイルに
対応していく。

グ
ル
ー
プ
の
技
術
結
集

�

常
温
で
長
期
保
存
可
能

従来の豆腐にはできない�
新たな食シーンを創出

〝
ず
っ
と
お
い
し
い
〟が
長
持
ち

（2021年発売）

「ずっとおいしい豆腐」
さとの雪食品株式会社

さとの雪食品「紙パックとうふ」は1990
年に誕生した。できたての豆腐を提供するた
めに、豆乳無菌化技術や無菌充填技術、空気
や光を通さない特殊な包装資材を採用するな
ど四国化工機グループの技術を結集させた。

これにより長期保存、常温流通も可能とな
り、要冷蔵「四季とうふ」の賞味期間は240日
間、常温保存可能な「ずっとおいしい豆腐」は
157日間となっている。それぞれサイズ別に

300ｇと200ｇを揃えている。常温保存可能な
商品にはしっかりとした硬さがあることで料
理に使いやすい「かためのおいしい豆腐」もあ
る。常温で長期間保存ができる特長を活かし
て、買い置きやローリングストック、キャンプ
などアウトドアのシーンでも活躍している。

輸出も積極的に行っており、現在はヨーロ
ッパやアジアを中心に57カ国に輸出してい
る。直近の25年度はアジアを中心に、イン
ドや韓国で採用が拡大した。海外では、豆腐
は加熱調理で食べることが一般的だが、「紙
パックとうふ」は冷奴など生食で食べられる
ことも少なくないという。

「ずっとおいしい豆腐」は原料面にもこだ
わり、国産大豆100％かつにがり100％使用
で、さらに厚生労働省「おいしい水研究会」
の定める7つの項目を満たした四国山系の水
を使用した。豆乳製造においては、真空脱気
装置を使用し、消泡剤不使用で、長年、木綿、
絹ごし、充てん豆腐を製造している。保存料
も不使用だ。



逸品は時代を超えて第 4章202

目
指
し
た
の
は
、

�

手
作
り
の
お
い
し
さ

進化を続ける国民食、
食の多様化するニーズへの対応

レ
ト
ル
ト
食
品
の
パ
イ
オ
ニ
ア

大塚食品株式会社
（1978年発売）

「ボンカレーゴールド」

「ボンカレー」シリーズは、辛さごとにス
パイスを変更し、ベストマッチな味わいを追
求していることが特長だ。2003年には「ボ
ンカレー」が大きな進化を遂げ、従来の湯せ
ん調理方式から、フタを開けて箱ごと電子レ
ンジで温められるようになった。火を使わず
に安全･安心･簡単･便利に食べられるため、
さらに誰でも失敗しないカレーへ進化し、市
場を活性化している。

2026年3月に発売した「ボンカレーネオ 
スモーキー ビーフカレー 薫りとコク 辛口」
は、焙煎スパイスやコーヒーを隠し味に用い、
香ばしさとコク・香りを高めた。

また、同時に発売した「１食分の国産野菜
でからだ想いのボンカレー」は、グルテンフ
リー、アレルギー物質28品目対応、動物性
原材料※不使用を実現。野菜摂取不足や多様
な食の課題に応える商品で、現代の多様な
ニーズに対応する。

※牛肉・豚肉・鶏肉・卵・乳・はちみつな
どの畜産物、魚介類を含む原材料

大塚食品の「ボンカレー」は、1968年2
月12日に世界初の市販用レトルト食品とし
て発売以来、レトルトカレーの定番として支
持されている。開発のコンセプトは、レトル
ト技術とカレーを組み合わせ、「一人前入り
で、お湯で温めるだけで食べられるカレー、
誰でも失敗しないカレー」だったという。レ
トルト食品のパイオニアとして進化し、次世
代のレトルト食品の形を提案し続けている。

（冷凍パスタシリーズが2003年発売）

冷食から乾パスタ、パスタソースへ
「いつも」を「すごい！」に

カテゴリー横断の
 「マスターブランド」戦略

消
費
者
起
点
で
お
い
し
さ
追
求

株式会社ニップン
「オーマイプレミアム」ブランド

与えた。「オーマイプレミアム」から乾燥
パスタを発売したのだ。「オーマイプレミア
ム もちっとおいしいスパゲッティ1.5mm／
1.8mm」は消費者の「乾パスタは何を食べ
ても同じ」という固定観念に対して、麺自体
の食感とおいしさを打ち出した。旧来、パス
タはアルデンテのプリっとした食感のイメー
ジが強かったが、独自の消費者調査から「も
ちっと」食感の嗜好の方が強いことが分かっ
た。この“消費者起点でのおいしさの追求”が
同社商品開発の中核にある。

「もちっとおいしいスパゲッティ」はコモ
ディティ化が進んでいた乾パスタ市場にあっ
て新商品として異例のヒットを記録し、市場
に定着した。

さらに2026年春、「オーマイプレミアム」
ブランドから待望の常温パスタソース「至極
のボロネーゼ」と「至極のカルボナーラ」の
２品を発売した。原材料から製法までおいし
さにこだわり抜き、２年にわたり300回以上
試作を重ねた自信作だ。

「オーマイプレミアム」ブランドの新しい
スローガン“「いつも」を「すごい！」にす
るパスタ”を2023年秋に発表。これが同ブラ
ンドをパスタナンバーワンに育成していく
“マスターブランド”戦略の第一歩だ。当時の
「オーマイプレミアム」は冷食ブランドだっ
たが、このプロモーション施策の寄与もあり、
冷食の売上げは順調に伸びた。

翌24年春のブランド施策が業界に衝撃を
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（1989年発売）

定番品に加えて
フレーバー品も需要をつかむ

ロングセラー品として商品に
磨きをかけ市場をけん引

冷
凍
米
飯
の
新
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
創
出

「大きな大きな焼きおにぎり」
株式会社ニッスイ

シンプルな商品なだけに、原材料にこだわ
りを持った商品づくりを徹底している。中は
軟らかく、外はしっかりとした、焼きおにぎ
りに最適なふっくらと炊き上げたごはんを使
用。しょうゆは、深みのある味わいのたまり
しょうゆと、うまみの強い二段仕込みしょう
ゆをブレンド。まろやかでコクのある風味に
仕上げており、ツヤのある焼き色とこんがり
した香ばしさが楽しめるのも特徴だ。

トレーごと電子レンジ過熱を実現（1996
年）、切り離しトレーを導入（2001年）、パ
ッケージ形態のスリム化（08年）などで、
使いやすさも進化させてきた。

24年には、「大きな大きな焼きおにぎり」
単品が、世界売上No.1（最新年間売上2023
年）としてギネス世界記録（™）に認定され
た。発売35周年を迎えた同年から、周年を
記念して、数量限定のフレーバー品も投入。
このうち「九州甘口しょうゆ味」が、26年
春に再発売されるなど、定番品に加え、フレー
バー品も確かな需要をつかんでいる。

1989年に誕生した、ニッスイの焼きおに
ぎり。発売以来、日本中の家族の〝コバラ〟
を満たす手軽なおいしさを届けてきた。ピラ
フ類に続く冷凍米飯の新しいカテゴリーを創
出・定着させ、40年近くにわたって、焼き
おにぎりカテゴリーをけん引。米の味わいや
食感、焼き方、トレーの仕様など様々な角度
で繰り返し改良を重ね、商品に磨きをかけて
きた。

宅
配
用
の
継
続
飲
用
率
７
割

�

「
糖
質
オ
フ
」続
け
や
す
さ
支
持

ヤクルト史上最高密度の「乳酸
菌 シロタ株」、国内外に潜在需要

ス
ト
レ
ス
緩
和
、睡
眠
の
質
向
上

（2019年発売）
株式会社ヤクルト本社

「Yakult（ヤクルト）1000」

2022年は店頭で商品が欠品、宅配は新規申
し込みを一時休止するほどヒットし、その年
の「2022ユーキャン新語・流行語大賞」ト
ップ10に選ばれた。主なターゲットは30～
50代ビジネスパーソンであり、着実に取り
込めている状況だ。2024年は従来商品と比
べカロリー32％、糖類44％低減し甘さを控
えた「Yakult1000 糖質オフ」を宅配用で発
売、2025年には「Ｙ1000 糖質オフ」を店
頭用で発売した。現在、宅配用の継続飲用率
は約7割程度で、販売構成比は宅配用が多い。

2025年は「Ｙ1000」を香港へ、「Ｙ1000 
糖質オフ」をシンガポールへそれぞれ輸出開
始した。現地ではストレス増加、睡眠障害が
社会問題になっており需要があるという。

2026年はヤクルト商品全体で実施してい
る「ギネス世界記録®」認定記念パッケージ※

を展開し、新規購入者の獲得に注力しており、
安定成長へ向けた取り組みを強化している。

※最大の乳酸飲料／乳酸菌飲料ブランド
（最新年間売上2024年）

ヤクルト史上最高密度の1本（100ml）に
1000億個の「乳酸菌 シロタ株」を含む、乳
製品乳酸菌飲料。一時的な精神的ストレスが
かかる状況でのストレスをやわらげ、睡眠の
質（眠りの深さ、すっきりとした目覚め）を
高める機能性表示食品。宅配用「Yakult1000」
（2019年発売、100ml、1本税抜130円）、
店頭用「Ｙ1000」（2021年発売、110ml、
1本税抜150円）があり、好調な売れ行きで
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（2018年発売）
アイデアパッケージ株式会社

「只々、旨い」シリーズ

きを置き、満足度の高い商品でなければシ
リーズに加えない。

同社は「消費者が求めているけれど、売り
場にないもの」をキーワードに商品開発を進
めてきた。食品スーパーの売場で消費者が足
を止め、棚の商品を見て何も買わずに立ち去
る人を１人でも減らしたいという思いで開発
を続けている。

実際にパッケージを開けると、想定以上の
具材感に驚き、食べてみるとそのおいしさに
驚く。「超ビーフカレー」では生肉計算で１
食あたり約135ｇ分の肉が入っており、調理
後は肉の脂分が溶け出し、ソースのうま味の
一部になるように計算されている。「超ポー
クカレー」には豚バラ軟骨を具材に入れ、ソー
スの溶け込む濃厚なうま味ととろみに加え、
食べたときの満足感をプラスした。「超牡蠣
パスタ」には大振りの牡蠣を４粒も入れ、皿
に移した時の驚きと食べたときの味わいにイ
ンパクトを持たせた。パッケージの期待感以
上の、ケタ違いの満足感が得られる。

「只々、旨い 超ビーフカレー」からスター
トしたシリーズで、19年２月に豆腐入りの
「超肉マーボー豆腐」、22年３月に「超ポー
クカレー」、25年３月にはパスタソース「超
ビーフパスタ」「超牡蠣パスタ」を発売した。
シリーズとしてジャンルは跨いでいるものの
「満足度ＭＡＸ」というコンセプトは統一さ
れている。パッケージを開封したときの具材
感と、食べているときの圧倒的な満足感に重

圧倒的な具材感と旨さで
満足感にブーストをかける

麹
文
化
の
蒸
留
酒
を
世
界
へ

日本伝統の麹の「うまみ」を最大
限に表現した本格焼酎

和
洋
の
垣
根
越
え
焼
酎
の
枠
を
広
げ
る

（2019年発売）
三和酒類株式会社

「iichiko 彩天(さいてん)」

の経過とともにほのかな甘みや苦みが現れ、
長い余韻を楽しめる。

同商品は、国内外において和酒と洋酒の垣
根を越えて焼酎カテゴリーの枠を広げたいと
いう想いから、米国のトップバーテンダーと
の共同開発に取り組み、2019年に米国で先行
発売した。商品名には、「世界(天)に新たな彩
を加える本格焼酎」という想いが込められて
いる。2020年にはBAR業界のアカデミー賞 
と称される「Tales of the Cocktail」でアジア
の伝統的蒸留酒として初となるトップ10入り
を果たし、世界最大の蒸留酒品評会「San Fran
cisco World Spirits Competition（SFWS）
2025」では、３年連続で最高金賞を獲得した銘
柄のみに贈られるプラチナ賞を受賞するな
ど、海外で多くの賞を受賞している。

2025年６月に国内販売も開始し、伝統と革新
が融合した新たな世界基準のスピリッツとし
て、日本と世界が相互に情報を発信し合いな
がら、その可能性が広がっていくことが期待
されている。

「iichiko 彩天」は、日本伝統の麹の「うまみ」
を最大限に表現した本格麦焼酎。大麦麹のみ
を使用した「全麹仕込み」をはじめ、原料や酵
母の厳選、蒸留、ブレンドといった「いいちこ」
の技術を最大限に生かしており、常圧蒸留由
来のチョコレートやクリーム、豊かな大麦の
香りが感じられ、大麦の芳醇な香りやフルー
ティーな香りなど、様々なフレーバーが広が
る。味わいは麹由来のうまみから始まり、時間
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（2021年発売）

醸造食品用タンクの
　　　トップメーカー

2021年の販売開始より2,000
箱以上の販売実績あり

防
食
ラ
イ
ニ
ン
グ
の
プ
ロ
が
開
発

「エポグラスL」
日本容器工業グループ 株式会社エヌ・ワイ・ケイ

の補修剤だ。エポキシ樹脂にセラミックスな
どを配合しており、優れた耐食性と強度を持
つ補修皮膜を作ることができる。タンク以外
にも醸造設備や工場設備のメンテナンスに使
用できる。

初代エポグラスから長年改良を重ね、多く
の顧客に採用されている。従来品に比べ施工
時に垂れにくくなり、垂直な面や複雑な形状
の部位でも作業しやすく、ムラなく塗り広げ
られるよう工夫されている。また酸への耐性
が向上しており、これまでは難しかった「梅
酒」などの酸性の食品にも耐性を持つように
なった。

食品衛生法およびポジティブリスト（PL）
制度に適合しているため、食品用タンクの補
修に安心して使用できる点が最大の強みだ。

製品構成として、主剤333g、硬化剤167g、下
地処理用のサンドペーパー ２枚、主剤と硬化
剤を攪拌するためのヘラ２本、調合用の紙コッ
プ６個入っている。条件にもよるが、１箱で
0.53m2施工可能。

日本容器工業グループ（NYK）は、「醸造
食品用タンク」の分野において国内シェア
のトップクラスを誇るタンクメーカーだ。
1927年の創業以来、特に日本酒や焼酎、醤油、
ビール、ワインなどの製造・メンテナンスで
圧倒的な信頼を得ている。

エポグラスＬは、日本容器工業グループ
（NYK）が製造販売している、ホーロータン
クやグラスライニングタンク、鋼板製タンク

プリン用途以外にも
� 様々な使い方を提案

原料選定から焙焼技術を駆使して
甘みや苦みを自在に変えられる

オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
で
焙
焼
で
き
る
技
術

オーダーメイドカラメル
森田フードシステム株式会社

森田フードシステムはカラメルひとすじ
110年のこれまで培ってきた糖類を焼く・焦
がす技術に長け、カラメルの製造・販売を手
掛けている。プリン用途が中心だったが、物
性調整することで上掛けや線描き、包餡、煉
り込み等用途の幅が広がり、近年はキャラメ
ル系の採用が増えているという。

糖を焙焼するカラメルは砂糖（上白糖、グ
ラニュー糖、三温糖等）やぶどう糖、異性化

糖といった様々な糖類の原料選定から焙焼温
度や時間等によって、甘み・酸味・苦味など
を自在に変えられる。甘みが特徴の浅焼き、
コーヒーのように苦みが出る深焼きまで、加
工の仕方と原料の特長によって希望するカラ
メルを提供できるのが強みだ。プリン以外の
和洋菓子や飲料、加工食品、調味料など様々
な使い方を提案することができる。開発段階
から相談を受け、ユーザーの要望に合った製
品を作り上げることが可能で、「オーダーメ
イドカラメル、クラフトカラメルという形で、
焙焼できる技術をＰＲしたい」（森田浩文社
長）。

キャラメル商品が定番化する中で、最近の
菓子はビターキャラメル、ミルクリッチキャ
ラメル、バターキャラメルなどバリエーショ
ンも増えている。飲料分野でのキャラメルマ
キアートなどの採用に加え、コーヒーやカカ
オの価格高騰を背景に、苦味の強いカラメル
を組み合わせて風味やコクを補うことでコス
トダウンを図る用途にも対応している。
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「カーボネーター：Tansan Pro」

（2025年発売）
大阪サニタリー株式会社

自社開発と商社機能の
� 両輪で提案

歩留まりを上げて
ビール製造に革命を起こす

炭
酸
ガ
ス
を
効
率
よ
く
溶
解

このほか、ANDRITZ社のろ過フィルター
「DCF」は回転する膜ディスクが強力なせん
断力を発生し、自己の目詰まりを物理的に防
ぐ「ダイナミッククロスフロー」方式を採用。
発酵後の酵母が沈殿・スラリー化する前に迅
速に分離を開始しオートリシスによる異味・
異臭を防止し、これまで廃棄されていた酵母
中のビールを高収率（総生産量の約2％相当）
で回収可能である。過剰な衝撃を与えない低
ダメージ分離で高品質、高濃度な酵母を回収
でき、年代毎の酵母の沈降スピード差を利用
し年代別の酵母回収にも対応。自己の目詰ま
り防止機能により中間洗浄不要で長期間の連
続運転ができ、大規模商用設備にも適用可能。

遠心脱水機「CentrifugeHX」は強力な遠
心力で脱水しつつ、製品へのダメージを最小
限に抑える。高せん断脱水と異なり余分な味
の混入を防ぐことで、麦芽搾りかす（BSG）
から麦汁を回収し、歩留まり向上に寄与する。
CIP対応でメンテナンスも容易なため、高度
な衛生管理と作業性の向上を実現する。

炭酸ガスを微細化し、高圧をかけずに効率
よく溶解させるインライン連続カーボネー
ターである。付属のサイクロンで未溶解ガス
を確実に分離し、充填時の泡立ちや噴出しを
抑制する。液とガスの個別制御および未溶
解ガスの分離と再利用により、添加精度±
0.1g/Lの正確な濃度管理とガスの無駄削減
を両立。コンパクトながら最大60,000 L/h
の生産量と最大6GVのガス注入を実現する。

Ｄ
Ｃ
Ｆ
を
用
い
た
酵
母
中
の

ビ
ー
ル
回
収
イ
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ジ
図

「くじゃく活性炭」
� 吟醸用新商品も上市

醸造用資材規格協議会の規格ク
リア、全国蔵元の酒造り支える

種
類
は
業
界
最
多
で
即
出
荷
が
可
能

（1968年発売）

醸造用活性炭
川北化学株式会社

同社はフタムラ化学の醸造用活性炭の販売
元として、「くじゃく活性炭」のブランド名
で全国の蔵元の酒造りを支えている。「取り
扱う活性炭の種類は業界で最も多い」（川北
聡司社長）と胸を張る。一般的なドライタイ
プだけでなく、炭素の粉が製造現場で舞いに
くいウェットタイプもそろえる。２㎏単位で
計量しやすい小分け製品もある。ろ過性や沈
降性が良いため作業効率が高くなる製品もあ
り、製造する酒類の用途に合わせて選ぶこと
ができる。同社は在庫も持っているため、即
出荷に対応可能なことが強みだ。

フタムラ化学と共同開発した新製品は、今
年度中の上市を予定している。開発まで５年
を費やした吟醸用の活性炭で、カプロン酸エ
チル、酢酸イソミルなどの香り成分をなるべ
く残したいというニーズに応える。川北社長
は、「今までも吟醸用の活性炭はそろえてい
たが、よりシャープに細孔を整え、香りを残
すことができる」と訴求する。完成次第テス
トし、今秋の上市に向けて準備を進めている。

川北化学（奈良県大和高田市）は、酒類業
界を中心に、醤油や酢、清涼飲料、乳飲料な
どの幅広い業界へ、活性炭やろ過材、清澄剤、
カートリッジフィルター等を販売している。
メインの製品は醸造用の活性炭だ。日本有数
の活性炭メーカーであるフタムラ化学が製造
している。醸造用資材規格協議会の規格をク
リアしている製品で、脱色、香味調整、酒質
維持の用途で使われている。
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発売60周年、記念
パッケージやキャン
ペーンで盛り上げる

日本一売れているパン粉

（1966年発売）

フライスターセブン
フライスター株式会社

看板商品「フライスターセブン」は焼き立
てのパンのように香ばしい風味とソフトな
口当たりが特徴の家庭用乾燥パン粉だ。“日
本で一番売れているパン粉”として食品スー
パー（ＳＭ）で定番化している。そのフライ
スターセブンが2026年、発売60周年を迎え
る。

今期は60周年記念パッケージ（６月から
順次切替）を展開、合わせて、同社ＨＰには
特設ページを開設する。８月には消費者キャ
ンペーンを実施して60周年を盛り上げる。
これを機会として原点に戻り、新たに独創的
なパン生地成形ラインの導入も行い、フライ
スターセブンを筆頭とした商品群のより一層
のレベルアップに繋げていく。

メルティークビーフという選択

「メルティークビーフ」
株式会社ホクビー
（1982年発売）
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「メルティークビーフ」は、発売から 40 
年以上のロングセラー商品。ホクビーは「牛
脂注入加工肉」を世界で初めて開発したパイ
オニアであり、常に変化する市場やニーズに
合わせて改良・改善を積み重ねてきた。

同社の最大のこだわりは、「均質性」「美味
しさ」そして「安全性」。独自の技術によっ
て実現した、いつ誰が調理しても変わらない
美味しさは、⾧年にわたり全国のさまざまな
業態の顧客に支持されてきた。

添加物や細菌検査、アレルゲンへの要望の
高まりを受け、原料の全量検査やリン酸塩お
よび乳を含む物質の不使用、自社 PCR 検査
の導入などを進め、安心・安全を最優先に、
確かな品質をお届けする。

14の生薬を組み合わ
せた幅広い効果で体が
本来持つ力を高める

400年愛され続ける薬酒

（1925年全国販売開始）
養命酒製造株式会社

「薬用養命酒」

養命酒は、今から400年以上前に信州伊那
の谷・大草(現在の長野県上伊那郡中川村大
草)の塩澤家当主、塩澤宗閑翁によって創製
されたと伝わる。14種類の自然の生薬から
なる第２類医薬品。生薬の薬効成分が血行を
促進し、代謝を高め、自律神経を整えること
で、疲れや冷え、胃腸の不調などの症状を体
の内側から改善する。

酒を使って生薬成分を抽出することによ
り、胃腸に働きかけやすい、血行を促しやす
いなど、薬用酒ならではのメリットがある。
また、「巡らせる作用」「温める作用」「取り
除く作用」「補う作用」とさまざまな役割を
持つ生薬を組み合わせることで、幅広い効能
が得られる。
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（1960年発売）

デザインは沖縄の言
葉“ゆいまーる“（絆・
繋がり）を表現

沖縄の人に、もっと愛される味へ

オリオンビール株式会社
「オリオン ザ・ドラフト」

1960年に沖縄で生まれ、沖縄の「おいしい」
を形にしながら、沖縄と一緒に変化し育って
きた「オリオン ザ・ドラフト」。2024年１
月にリニューアルし、中味は、これまで以上
に調査を重ね、より沖縄県民の嗜好にあわせ
た改良を行った。

やんばるの水で仕込み、余計な雑味を取り
除く新たなろ過製法を採用することで、より
スッキリ、より飲みやすい味わいを実現。

パッケージデザインは、オリオンロゴを
堂々と配置し、オリオンビールを代表するブ
ランドであることを表現。太陽の赤、海の青、
空の水色、ビールの黄色の４色カラーで輪を
描いている。

ぜ
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50年愛され続ける味と品質

（1976年発売）
株式会社帝国ホテルキッチン

「ホテルマーガリン」

帝国ホテルキッチンは「帝国ホテル伝統の
味をご家庭に」をコンセプトに冷凍・チルド
食品やレトルト・缶詰などの加工食品を家庭
に届けている。同社の看板商品の１つ、「帝
国ホテル ホテルマーガリン」は、1976年の
発売から2026年で50周年を迎えた。

高オレイン酸のサフラワー（紅花）油を中
心とした原料の配合など素材へのこだわり
と、上質な発酵乳の風味がまろやかな味わい
につながっている。そして現在は香料・酸化
防止剤・着色料は使用せず、植物油をバラン
スよくブレンドした。

すでに1996年には、いち早くトランス脂
肪酸低減を目標に配合の見直しを行い、１食
約10gあたり0.05gと僅かな量に抑えている。

22割 麹 白 み そ の
まったりとした甘み
引き立つ万能調味料

白みそとだしが絶妙なバランス

（2024年10月発売）
株式会社西京味噌

「西京白みそデラックスだし入り」

白みそを代表する「西京白みそ」のだし入
り白みそ。2011年秋の発売以来、だし感や
溶けやすさ、使いやすさの向上を重ねてきた。
2024年秋には、ベースのみそのグレードアッ
プなどにより品質をさらに高め、「西京白み
そデラックスだし入り」として発売した。

みそは、国産米で仕込んだ22割麹の「西
京白みそデラックス」を使用。昆布と鰹のだ
しをバランスよく合わせ、西京白みそのまっ
たりとした甘味を引き立てつつ、だしの旨み
が感じられるよう仕上げた。お湯にすぐに溶
けるやわらかな形状で使いやすく、まろやか
な甘味を生かした万能調味料として、雑煮や
粕汁などの汁物、鍋スープ、西京漬や和え物、
コク出しなど幅広く活用できる。

９
代
に
わ
た
る
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承
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技
で
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味
を
守
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京
都
の
白
み
そ

はんなりとした甘味と風味

（1972年頃商標登録）

石野の白味噌
株式会社石野味噌

石野味噌は天明元年（1781年）の創業。
醸造業に最も大切な良質の水を求め、銘水「石
井筒」が湧き出る地に開業した。

白みそ発祥の地と言われる京都で、創業よ
り９代にわたる伝承の技で、良質の米と大豆、
食塩、水を使って醸している。

味の決め手はじっくりつくる米麹である。
米麹が多く塩分の少ない白みそは、熟成期間
が短く保存期間も短いため、毎日適量を仕込
んでいる。

繊細ではんなりとした甘味と風味は、白み
そならではの魅力。お正月を祝うお雑煮はも
ちろん、料理の調味料として活用できる。

この味わいを、京都に根付く食文化の一つ
として大切に守り、次代へと伝えていく。
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（2014年減塩製法化）

新あさひ豆腐
高オレイン酸大豆で
賞味期限延長

こうや豆腐ナンバーワン

旭松食品株式会社
新あさひ豆腐 10個入

旭松食品の「新あさひ豆腐 10個入」は、
こうや豆腐の全国ナンバーワン商品であり、
消費者に長く愛され続けてきた。湯戻し不要
で簡単に調理でき、ふっくらやわらかい食感
を楽しめる。独自製法により、一般的なこう
や豆腐（日本食品標準成分表2015より）よ
りもナトリウムを95％低減、カリウムを多
く含む。大豆たんぱく質、こうや豆腐特有の
レジスタントたんぱく質、鉄分・カルシウム
が豊富。含め煮はもちろん、さまざまな料理
に使える。原料面では、環境保全に配慮した
グローバルG.A.P.認証農場の大豆を使用する。
また、同社では酸化しにくく風味劣化を抑え
る高オレイン酸大豆の採用を進め、品質向上
と賞味期限の延長にもつなげている。

フリーズドライ製法
で風味そのまま、料理
や菓子に

八丁味噌をふりかけて使える

（2011年発売）

三河産大豆 八丁味噌のパウダー
合資会社八丁味噌

合資会社八丁味噌は、「カクキュー」ブラ
ンドで知られる八丁味噌の老舗である。ふり
かけて使える「三河産大豆 八丁味噌のパウ
ダー」は、八丁味噌の可能性を広げるために
誕生した。伝統製法でつくられた八丁味噌を、
添加物を加えずフリーズドライ製法で粉末状
にしたもの。八丁味噌本来の深い旨みとコク
をそのままに、溶けやすく扱いやすい形状と
することで、使いやすさを高めた。

みそ汁を簡単に作れるのはもちろん、コク
だし調味料として和食や洋食、中華などさま
ざまな料理で活躍し、味に奥行きを与える。
チョコレートやバニラアイス、あんこなどと
の相性もよく、菓子やパンに新たな風味をも
たらす。

東海漬物株式会社

秘訣は「変えること」
と「変えないこと」

食感と香りの最高到達点を更新中

（1962年発売）

「きゅうりのキューちゃん」

ロングセラーの秘訣は「変えること」と「変
えないこと」を見極めること。「きゅうりの
パリポリの食感」と「しょうゆの味と香り」
をコアバリューとし、きゅうりの歯切れの良
さを追求した結果、現在は８ミリの厚さに到
達した。時代の変化とともに、健康への配慮、
減塩、食感の見直し、しょうゆ味の改良など
を４～５年に１度見直し、今まで10回以上
の改良を重ねている。発売当初と比較して塩
分は4％以下となったものの、しょうゆの旨
味と香りを保つために、数種類のしょうゆを
組み合わせ、キューちゃんならではの複雑か
つ芳醇な香りの醤油味に仕上がっている。

また、隠れた脇役素材である生姜としその
実がキューちゃん全体をまとめ上げている。

複雑なスープの�
うま味とオルニチン
による健康効果

（2006年発売）
株式会社大森屋

老若男女に愛される健康スープ

「しじみわかめスープ ファミリータイプ」

26年に発売20周年を迎え、累計売上61億
円を突破したロングセラー商品だ。

当初の昆布やカツオなどのダシに加え、牡
蠣エキス、あごだし、アサリだしなどが加わ
り複雑で丸みのある味わいに進化し続けてい
る。さらに、しじみの健康効果を視覚的にも
訴求するため14年からは「オルニチン」量
をパッケージに表記した。リニューアルを重
ねるたび、オルニチン量を増加させていき、
15年には「しじみ100個分」に、25年には「し
じみ120個分」となった。老若男女に愛され
る味わいはそのままに、日本人の味覚変化に
対応し少しずつリニューアルを重ねている。
17年には減塩タイプも発売し、現在も右肩
上がりで伸長している。
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社会配慮型商品で業界をけん引

「フェアトレード有機珈琲」シリーズ
株式会社トーホー
（2003年発売）
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業務用卸事業に加え、70年以上にわたり
業務用専門のコーヒーメーカーとして高い
評価を得ている。社会課題解決の一助とし
て、2003年から取り扱いを開始したフェア
トレードコーヒー分野において、業務用コー
ヒーでは国内トップクラスの販売量を誇る。
25年6月には国内上場企業初となるフェアト
レード・ジャパンと戦略的パートナーシップ
を締結、今後2035年1月期までに国際フェ
アトレード認証コーヒーの調達量を1.5倍(25
年1月期比)にするという目標を掲げている。

また、環境にやさしい鉄道貨物輸送を一定
以上利用している商品に対して付与される、
エコレールマークの商品認定を取得するな
ど、エシカルな取り組みに注力している。

現場の悩みを技術力でサポート

「BPO」（ブレンディング・プロセス・アウトソーシング）

旭製粉株式会社
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小麦粉製粉で培った技術を応用し、粉体の
ミックス・ブレンドを行うサービスで、計量・
混合の工程を請け負うことで、人手不足や作
業の平準化に貢献する。

このほか、現場の環境に合わせて粉体を
ジャストサイズにパッキングする「ユニー
ク・パック」、小麦だけでなく、あらゆる穀
物や野菜といった農産物を粉砕・粉体化する
「G-Crush」、同業他社の廃盤商品の代替品
を開発・製造する「ディスコン」など、「か
ゆいところに手が届く」さまざまなサービス
を提供している。これらの機能を組み合わせ
ることで、計量ミスが限りなくゼロ近づくこ
とで食品ロス削減に貢献できるほか、現場で
の課題解決に繋がっている。

愛知県民のソウル
フードを自宅で煮込
んでさらにおいしく

家庭用「みそ煮込」の決定版

（1966年発売）
寿がきや食品株式会社

「5食入みそ煮込」

愛知県のソウルフードである「味噌煮込み
うどん」の即席めん商品。県内で長年愛され
る味を家庭でも簡便に食べられるようにと開
発された。同商品に使用されているミソスー
プ用の粉末みそは発売当時、同社が初めて開
発したもので、それは現在であっても画期的
商品となっている。現在では、「家庭で食べ
る味噌煮込みうどんは寿がきや食品の『みそ
煮込』」と言われるほど、東海地方で広く親
しまれている。煮込み感とめんの味わいなど
リニューアルを重ねるごとに、おいしさを
アップし続けている。

豆みそを100％使用したコク深い味わいの
スープ、めんは煮込むほどにうどんが割れて
いくことで、より味が染み込みやすくなる。

野菜売り場とのクロ
スMDで野菜との相性
の良さをアピール

どんな野菜もおいしくする鶏だし味

（1960年発売）
ケンミン食品株式会社

「ケンミン焼ビーフン」

「ケンミン焼ビーフン」は国内の一般家庭
向けビーフン商品で圧倒的シェアを誇る。

1960年の発売以来、幾度かのリニューア
ルを重ね、かねてより焼ビーフンのヘビー
ユーザーは、野菜炒め用のメニュー調味料と
して使用している人が多いことがわかってい
る。鶏だしの風味と野菜の相性良さを訴求す
る施策として、21年より食品スーパーの野
菜売り場で商品展開を行うクロスMDに注力
している。さらにクロスＭＤに際して、キャ
ベツや玉ネギ、ピーマンといったビーフンに
合わせる定番野菜から豆苗、キノコ、白菜と
いった野菜などとコラボを行うほか、パッ
ケージに野菜の画像を追加することで視覚的
な訴求にも注力している。
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食感、味わいをアジャ
ストし豆の味わいを
最大限に引き出す

豆のうまみと完璧な甘みのキレ

（1976年発売）
フジッコ株式会社

「おまめさん きんとき」

「おまめさん」シリーズは発売50周年を迎
える同社を代表するシリーズだ。スタンド
パックでの発売当初は「こんぶ豆」「きんと
き豆」の2品からスタートし、現在は16品ま
でに拡大しているほか、大粒豆シリーズ、甘
さを控えたシリーズなどバラエティ商品も展
開する。時代によって変わる味覚を反映し、
基幹シリーズの甘味も発売当初よりかなり抑
えられている。豆のもつ素材の味わいとダシ
感を大事に、食べ始めの甘味の感じ方と、食
べ終わりの甘味のキレを黄金比で構成、豆の
渋みも感じさせる、奥深い後味を実現した。

25年12月には豆の食感が楽しめるシリー
ズで「新味かため炊き」を期間限定発売する
など、現在人の好みに合わせて進化を続ける。

おいしい「どろソース」
の裏にはおいしいウス
ターソースあり

濃厚なうまみやコクが凝縮

（1993年発売）
オリバーソース株式会社

「どろソース」

「どろソース」の「どろ」はウスターソー
スの熟成時の副産物だ。イギリスから伝わっ
た昔ながらの伝統的な「沈殿製法」により、
おいしいウスターソース作りを行う中で生成
される。時間と手間ひまをかけて作り上げて
おり、沈殿した「どろ」には素材本来の濃厚
なうまみやコクが凝縮されている。おいしい
ウスターソースと「どろ」を作るため素材に
もこだわり、トマトペーストや粉末の香辛料
などを使用し、「どろ」の部分を増産すると
ともに味が安定するようになった。

通常のソースよりも濃厚な味わいが魅力と
なっており、同社の「どろソース」はさらに
味・粘度（とろみ）の調整を行い、スパイス
による辛みもプラスされている。

プロが求める香りや風味を実現

冷凍薬味シリーズ
金印株式会社
（2022年発売）
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より本格的な味わいや風味を求める声に応
え、1973年に業界初の冷凍食品「金印 生す
りわさび」「金印 生おろしわさび」を発売し
た。わさびをすりおろす時に出る香りや辛み
を閉じ込める独自の「超低温すりおろし製法」
により、繊細な香りを逃さずパッキングし、
封を切ったときに初めてフレッシュな香りが
広がるよう計算されている。わさび本来の味
わいを残すことができるため繊細な味付けが
求められるプロの現場で使用されている。

現在では市販用「冷凍薬味」シリーズとし
ても販売を開始した。より本格的な味わいを
求める消費者や、食へのこだわりの強い人か
ら人気を集め、現在は通常シリーズ6種に加
え大容量シリーズ2種をラインアップする。

総アイテム数は300以上�
環境配慮型商品も拡大中

お客の声に応えるラインアップ

（2014年発売）
株式会社平和堂
平和堂こだわりブランド「Ｅ‐ＷＡ！」

Ｅ ‐ ＷＡ！は、お客の「こんな商品あっ
たらい～わ！」の要望に応える平和堂こだわ
りブランド。各地から厳選して取り寄せた商
品や、独自に開発した商品になっている。

当初は一般食品のみの展開だったが、２１
年には生鮮食品、衣料品、住居関連品が加わ
り、現在は３００を超えるアイテムを展開し
ている。このほか、環境に配慮した環境配慮
型エコＥ ‐ ＷＡ！もラインアップする。

ブランドスタート初期から展開している
シュークリームは、カスタードや生クリーム
以外に栗やコーヒーなど期間限定商品も展開
する人気シリーズに成長している。
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産地・素材・製法に
こだわり抜いた最高
品質のＰＢ商品を

和歌山県産ゆず果汁本来の味わい

（2020年発売）
株式会社オークワ

「オークワプレミアム 丸搾りゆずぽん酢」

オークワプレミアムは産地・素材・製法に
こだわり抜いた最高品質のプライベートブラ
ンドだ。高鮮度な生まぐろや平飼いたまごな
どの鮮度品をはじめ、オーガニック製品など
の加工食品を展開する。商品ラインナップを
拡充させ、質と安全性を重視した特別な商品
を開発している。

中でも「丸搾りゆずぽん酢」はブランドが
開始した2020年当初から根強い人気を誇る
人気商品になっている。和歌山県産ゆず果汁
を使用し、さっぱりと爽やかで上品な味を楽
しめる。調味料（アミノ酸）不使用、酢を加
えない製法で、柑橘県でならではの和歌山県
産ゆずなど素材本来のおいしさを活かして製
造している。
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メタセコイアの木のように大きく

（1976年発売）
フルタ製菓株式会社

「セコイヤチョコレート」

「セコイヤチョコレート」は、メタセコイ
アやジャイアントセコイアの木のように大き
く成長してほしいという期待を込めて名付け
られた。発売当初はウエハースにチョコレー
トをコーティングしたものになっており、表
面のチョコレートにはセコイアを想起させる
木目を模した模様が付けられていた。

23年秋にウエハースから、アーモンドと
パフが入ったライトな新食感チョコレート
バーへと大幅リニューアルした。フレーバー
もミルクとストロベリーの展開から、ミルク
とホワイトの２フレーバーとなり新たなファ
ンを獲得している。26年には発売50周年を
迎えた。26年秋には新商品を投入し、全国
に向けてさらに認知拡大を目指していく。

（1980年代発売）
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時代のニーズを捉えて進化中

尾家産業株式会社
「サンホーム すぱさら・まかさら・あらびきポテトサラダ」

自社PB「サンホーム」では、厳選された
素材を使用して作った高品質な商品を提供し
ている。幅広い用途に対応でき、汎用性も高
い。

スパゲッティサラダの「すぱさら」とマカ
ロニサラダの「まかさら」、「あらびきポテト
サラダ」は、業務用卸である尾家産業のPB
商品の中で人気を集めるシリーズ品だ。発売
以来、幾度かのリニューアルを行い、時代の
ニーズ合った商品に進化させている。食品ロ
ス削減という社会課題への対応にも取組んで
おり、冷蔵45日間だった賞味期間を冷蔵60
日間に延長している。また、常に美味しさを
追求し、うま味・コクなどを見直し、消費者
の嗜好に合わせた商品に改良し続けている。

ふんわり食感、食後血
糖値の上昇を抑え、脂
肪の燃焼を高める

（2024年８月発売）

レンジで２分半、健康機能の蒸しパン

「大麦＋希少糖 レンジDE蒸しパン」
吉原食糧株式会社

香川産はだか麦（大麦）を100％使用した、
袋のまま水（牛乳・豆乳）を加えてレンジで
２分30秒の簡便調理の「レンジDE蒸しパン」
シリーズ第２弾となる。「大麦＋希少糖」の
“ダブルで手軽に健康生活”を謳った機能性表
示食品として販売中。

大麦には豊富な水溶性食物繊維「大麦β—
グルカン」が含まれ、食後血糖値の上昇を抑
える機能が認められている。また、希少糖「ア
ルロース」には脂肪の燃焼を高める機能が認
められている。

やさしい甘さも特徴で、ココアや抹茶を加
えて、ベーコンとチーズを混ぜて、と様々な
アレンジを楽しめる。同社ホームページでは
様々なアレンジメニューを紹介中だ。



コロナ禍を越え、食品業界は困難な環境の中でも、変化に対応しながら懸命に努力を続けてきました。その後
も、戦争や災害、異常気象などを背景に国内外で不安定な状況が続き、原材料価格の高騰から多くの業界で価格
改定を余儀なくされる厳しい局面が続いています。日本でも地震や大雨などの災害が相次ぎ、食の安定供給の重
みは改めて強く認識されました。そうした中でも、食品企業は安全・安心をベースに供給責任を果たしながら、
環境対応という大きな課題にも向き合ってきました。今回の創立75周年記念誌では、そうした時代に食品産業が
果たしている役割と、その先の可能性を見つめるため、各社トップの言葉やサステナビリティをめぐる議論をは
じめ、未来につながるテーマを取り上げました。本書のタイトル通り、「未来への航路」として、食品産業の現在地
とこれからを考える一助となれば幸いです。
食品産業新聞社は1951年（昭和26年）創立、現在は食品産業新聞（週2回刊）、日刊専門紙5紙、月刊誌などを発行

し、食品産業の健全な成長を応援しています。また、近年では「食品産業新聞社ニュースWEB」や各ニュースサイ
トを通じ、生活者のみなさまに向けた食品関連の情報発信を強化しています。
こうした時代だからこそ、食品産業新聞社は「食品産業の健全な成長を応援する」というパーパスのもと、業

界の歩みと挑戦を丁寧に伝えていきたいと考えています。食は世界とつながる大きな営みである一方で、毎日の
食卓に並び、生活者にとって最も身近な存在でもあります。
私たちは、食には人々の幸せを支え、未来を形づくる大きな力があると信じています。学生をはじめ次の時代

を担うみなさんにも、本誌に収めた各社トップの言葉やサステナビリティをめぐる議論などを通じて、いまの食
品業界が社会課題の解決にどのように貢献し、人々のニーズにどう応えようとしているのかを感じ取っていた
だければうれしく思います。食品業界の専門紙として、食品産業の価値と可能性を、これからも確かな言葉で伝
えていきたいと思います。
最後になりますが、ご多忙のなか取材にご協力をいただいたみなさま、協賛していただいたみなさまに心よ

り感謝申し上げます。
食品産業新聞社は、食品産業の健全な成長を応援するという原点を大切にしながら80周年、さらにその先に

向けて、現場の挑戦と価値を、これからも誠実に伝え続けてまいります。
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